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事　　項　　名 頁

　令和９年度　国の施策及び予算に対する東京都の提案要求（概要） 1

　ダイバーシティ

5

1 子供目線に立った政策の推進 （最重点《一部》） 6

2 特別な支援を要する子供と家庭に係る施策の充実 （最重点《一部》） 23

3 子ども・子育て支援新制度施行後における幼児教育の質の確保 39

41

1 少子化への対処【新規】 （最重点） 42

2 出会い・結婚を望む人が一歩を踏み出す後押しとなる取組の推進【新規】 （最重点） 43

3 母子保健施策の充実 （最重点《一部》） 45

4 子供・子育て施策の推進 （最重点《一部》） 54

5 高等学校等における授業料の無償化等 （最重点） 76

6 高等教育に係る経済負担の軽減 （最重点） 81

7 学校給食費の抜本的な負担軽減 （最重点） 83

8 私立学校助成の拡充 85

87

1 高等学校における教育のあり方について （最重点） 88

2 教育のデジタル化の推進に向けた支援 （最重点） 90

3 いじめ問題等に対する取組の充実 97

4 教育職員等による児童生徒性暴力等の防止等に関する法律の運用等 100

5 教育支援センターの機能強化、学びの多様化学校の拡充等 （最重点） 102

6 外国につながりのある子供に対する教育の充実 105

7 公立学校の教職員定数の充実 107

8 特別支援学校の養護教諭等の定数改善 111

9 学校における働き方改革の実現 （最重点） 112

10 教科書事務における効率化 114

11 教育職員免許状の最新情報の入手可能な仕組みの構築 116

118

1 若者の社会的自立を支援する施策の拡充 119

2 児童ポルノの自画撮り被害をはじめＳＮＳの利用に起因する性被害等から青少年を守る施策の充実 120

122

1 女性の活躍を推進する雇用就業施策等の充実 （最重点） 123

127

1 ライフ・ワーク・バランスの推進 （最重点） 128

2 高年齢層職員の人事給与制度の柔軟な運用に向けた見直し【新規】 （最重点） 134

3 ハラスメント防止対策の総合的な推進 137

4 非正規労働者の待遇改善に向けた支援の強化 139

5 高齢者の就業を推進するための支援の充実 （最重点） 141

6 公共職業訓練施設の入校申請に必要なハローワークにおける手続の電子化 142

7 就職氷河期世代等の非正規労働者に対する支援の強化 143

8 障害者の就業支援策の一層の充実 （最重点） 145

9 ソーシャルファームの普及 148

150

1 高齢者施策の推進 （最重点《一部》） 151

2 サービス付き高齢者向け住宅等の供給促進のための財政支援 182

184

1 生活・雇用に関するセーフティネットの強化 185

2 生活福祉施策の推進【新規】 192

3 自殺対策の充実 198

199

1 障害者施策の推進 （最重点《一部》） 200

2 外国人との秩序ある共生社会の推進 （最重点） 228

3 犯罪被害者等支援施策の充実・強化の早期実現 239

4 再犯防止施策の充実 243

07長寿(Chōju)

08コミュニティ(Community)

09共生社会

06働き方

01子供(Children)

02子育て

03教育

04若者

05女性活躍



　スマート シティ

245

1 スタートアップ・スケールアップ支援の推進 （最重点） 246

2 ベンチャー企業の支援の拡充 253

254

1 国民のつながれる権利の明確化【新規】 （最重点） 255

2 「つながる東京」実現に向けた通信環境の整備 （最重点《一部》） 257

3 島しょ地域における、安定的な地デジ放送の視聴並びに情報通信網の維持管理及び再整備に対する支援 262

4 公共インフラとしてのデータの連携と利活用【新規】 （最重点） 266

5 法人・土地系のベース・レジストリの整備 272

6 社会の構造変革に資するＡＸの推進 【新規】 （最重点） 274

7 地方公共団体の基幹業務システムの標準化等に対する支援の充実 （最重点） 277

8 デジタル社会の実現に向けた共通化・ 共同化の推進【新規】 （最重点） 280

9 自治体のサイバーセキュリティ対策の強靭化【新規】 （最重点《一部》） 284

10 行政手続デジタル化に向けた取組等 290

11 税務行政におけるデジタル化推進 292

12 宅地建物取引業法・住宅瑕疵担保履行法に基づく手続に係る電子化の推進 302

13 建築行政等の手続におけるデジタル化の推進・閲覧制度の改善 304

14 産業廃棄物処理業の許可申請手続等の電子化 306

15 狩猟免許更新等における柔軟な対応 308

16 消費生活相談業務のＤＸ化 309

17 行政サービスでの共通ＩＤの活用 (国全体のワンスオンリー・ワンストップ)【新規】 （最重点《一部》） 310

18 デジタル空間における情報流通の健全性確保に向けた施策の強化【新規】 318

321

1 国際金融・経済都市～アジアのイノベーション・金融ハブの実現 （最重点） 322

330

1 経済安全保障上重要な国産物資・技術の維持・強化に向けた支援の充実【新規】 （最重点） 331

2 中小企業のビジネスチャンスの拡大を図る取組の推進 （最重点） 333

3 物価高騰等の影響を受ける中小企業への支援の更なる充実 （最重点） 336

4 中小企業の人材確保・定着への支援 337

5 中小企業のデジタル化の推進 339

6 社会経済情勢の影響を受ける中小企業者への資金繰り支援 （最重点） 340

7 中小企業の事業承継円滑化のための税制措置及び中小Ｍ＆Ａ市場における健全な環境整備 342

8 博士人材等の活躍の推進【新規】 346

9 森林循環促進に向けた施策と花粉発生源対策の充実 （最重点） 349

10 原油価格・物価高騰等の影響を受ける農林漁業者に対する支援の充実 （最重点） 352

11 都市農業の振興と都市農地の保全に向けた制度改善 （最重点） 353

12 新規就農者の経営安定への支援 355

13 高病原性鳥インフルエンザ対策の強化 （最重点） 356

14 豚熱及びアフリカ豚熱対策の強化 358

15 クロマグロの適切な資源管理の推進について 360

16 キンメダイの資源管理の推進に向けた対策の強化 361

17 小型鯨類による漁業被害対策の検討について【新規】 363

364

1 ＭＩＣＥ推進施策の強化 （最重点） 365

2 観光産業の持続的な成長に向けた取組の充実 （最重点） 367

3 民泊制度の適正化【新規】 （最重点） 369

372

1 文化政策の推進 373

375

1 東京2020大会レガシーを生かしたスポーツ振興事業の推進 376

10スタートアップ

11デジタル

12国際金融

13産業

14観光

15文化・エンタメ

16スポーツ



389

1 国際競争力強化に資するまちづくりの推進 （最重点） 390

2 市街地の開発に係る諸事業の推進 （最重点《一部》） 391

3 大都市圏における地籍調査の推進 399

4 大都市補正の適用地区拡大 400

5 マンションの適正な管理と円滑な再生による良質なストックの形成促進 （最重点） 401

6 空き家対策の促進と既存住宅ストックの活用 （最重点） 405

7 都営住宅ストックの有効活用 410

8 公営住宅における家賃設定の適正化 413

9 公営住宅の建替え等に必要な予算の確保・配分 （最重点） 415

10 「アフォーダブル住宅」の供給促進【新規】 （最重点） 416

11 住宅セーフティネット制度の改善 417

12 不法係留船対策の推進 （最重点） 422

13 不動産特定共同事業法の業務の適正な運営の確保 424

14 不動産取引のオンライン化・広域化への対応 426

15 東京における一体的な都市づくり推進のための仕組みづくり 427

428

1 東京外かく環状道路の整備促進 （最重点） 429

2 高速道路網の整備推進及び有効活用等 （最重点《一部》） 432

3 公共事業の起業者による筆界特定申請対象土地の拡大 442

4 国道等の整備推進 （最重点） 443

5 道路・橋梁事業の推進 （最重点《一部》） 445

6 連続立体交差事業の推進 （最重点） 464

7 踏切対策推進のための制度の創設・拡充 466

8 鉄道駅におけるホームドアの整備促進 （最重点） 467

9 都市鉄道ネットワーク等の強化 （最重点） 468

10 都市高速鉄道整備の充実・強化 474

11 羽田空港の更なる機能強化と国際化の推進 （最重点） 476

12 米軍基地対策の推進 （最重点《一部》） 482

13 港湾におけるＤＸの推進 （最重点） 491

14 物流機能の強化に向けた東京港の整備推進 （最重点） 496

15 東京港の新海面処分場の財源確保 500

16 次世代モビリティの社会実装の推進 （最重点） 501

17 物流対策の推進 （最重点《一部》） 508

18 民有港湾施設の適切な維持管理の推進 510

19 ＬＰガス事業における保安管理の推進 511

20 バス運転士不足の解消等 （最重点） 512

21 清掃・リサイクル事業における働き方改革の推進 514

516

1 公共事業と農地保全を両立するための制度改正 517

2 緑の保全と創出に係る税財政措置の拡充 （最重点） 518

3 国有農地の有効活用に向けた運用の改善 （最重点） 520

4 公園整備事業等の推進 （最重点） 521

5 都市再生推進のための国有財産の活用 525

6 国立公園の活用 （最重点） 528

7 魅力的な水辺空間の創造に対する支援の拡大 530

8 ヒアリ等の侵入及び定着防止措置の実施 531

9 有機フッ素化合物対策の推進 （最重点） 533

10 東京湾の水質改善対策の促進 537

11 水の有効利用の促進 538

12 地下水還元型の地中熱利用の導入に係る適切な対応【新規】 540

19緑と水

18インフラ・交通

17まちづくり・住まい



　セーフ シティ

541

1 再生可能エネルギーの本格的な普及拡大 （最重点） 542

2 エネルギー需給の安定化に向けた対応 （最重点） 551

3 データセンターの高効率化・脱炭素化・地域との共生に向けた施策等の推進 （最重点） 555

4 自動車等のゼロエミッション化の推進 （最重点） 559

5 次世代燃料（バイオ燃料・合成燃料）の普及促進 （最重点） 565

6 水素社会の実現に向けた取組の加速 （最重点） 567

7 気候変動対策の推進 （最重点《一部》） 580

8 道路における環境対策の推進 （最重点） 597

9 脱炭素社会の実現に向けた中小企業への支援強化 （最重点） 599

10 市街地土壌汚染対策の推進 601

11 ＰＣＢ廃棄物処理の促進 604

12 食品ロス削減・食品リサイクル施策の推進 （最重点） 605

13 プラスチック対策の推進 （最重点） 608

14 学校給食におけるプラスチック製品削減等の推進 610

15 リチウムイオン電池の適正管理 （最重点） 612

16 持続可能な航空燃料（ＳＡＦ）の原料となる廃棄物や廃食用油の活用 （最重点） 614

17 コンクリート塊のリサイクル材の利用拡大 615

18 フロン対策の推進 617

19 自動車排出ガスに係る大気汚染対策の強化 621

20 実効性の高い暑さ対策の推進 （最重点） 622

21 微小粒子状物質（ＰＭ2.5）・光化学オキシダント（Ｏｘ）対策の推進 625

22 学校施設の空調設備整備に対する支援 （最重点） 628

23 公立学校施設整備の促進 630

634

1 ＴＯＫＹＯ強靭化プロジェクトの推進 （最重点） 635

2 総合的な治水対策の推進 （最重点《一部》） 638

3 東京港の高潮・地震・津波対策の推進 （最重点） 659

4 大規模水害対策の推進 （最重点） 660

5 土砂災害防止に向けた盛土等の安全対策の推進 671

6 利水・治水対策の推進等 673

7 下水道施設の老朽化対策・震災対策などの推進 （最重点《一部》） 675

8 首都直下地震等への備え （最重点） 692

9 首都直下地震における被害想定の分析を踏まえた対策の推進【新規】 （最重点） 695

10 建築物の耐震化の推進 （最重点） 698

11 ライフライン施設の耐震化などの推進 （最重点） 705

12 液状化対策の推進 （最重点） 707

13 羽田空港の液状化対策の推進 708

14 鉄道施設の耐震化の推進 709

15 病院等の耐震化対策に係る補助制度の拡充 710

16 私立学校の耐震化対策に係る助成の拡充 711

17 木造住宅密集地域の改善 （最重点） 713

18 無電柱化事業の推進 （最重点） 719

19 大規模噴火時の降灰対策の推進 （最重点） 723

20 災害時における安定的な燃料供給体制の確立 726

21 ミサイル攻撃に関する対策の推進 （最重点） 729

20ゼロエミッション

21都市の強靭化



731

1 長周期地震動対策の推進 732

2 マンション防災の推進 （最重点） 733

3 「グラぴたスイッチ」（感震ブレーカー）の設置促進【新規】 （最重点） 735

4 災害時における避難者生活支援の推進 （最重点） 736

5 帰宅困難者対策の推進 （最重点） 738

6 緊急地震速報の改善 740

7 大規模災害時における被災者の生活再建支援制度の在り方 743

8 被災者支援の充実及び迅速化に向けた措置 （最重点） 744

9 訪日外国人旅行者等に向けた防災情報等の発信強化 753

754

1 首都東京を守るテロ等対応力の強化 （最重点） 755

2 重要インフラ等に対するサイバー攻撃対策の強化 （最重点） 757

3 総合的な治安対策の充実・強化 （最重点《一部》） 759

4 国民保護事案に関する普及・支援の推進 （最重点） 775

5 地方消費生活行政に対する財政支援 777

6 デジタル取引に関する消費者保護規制の強化【新規】 778

7 霊感商法等による消費者被害の救済の実効化 782

8 旧統一教会に係る都民の不安の払拭等のための適切な対応 783

784

1 保健医療施策の推進 （最重点《一部》） 785

2 医療ＤＸの推進 （最重点《一部》） 822

3 医療保険制度の改革等 （最重点《一部》） 828

4 健康危機管理体制の充実 838

5 新興・再興感染症対策の充実 849

6 ウイルス肝炎対策の強化 853

7 民間火葬場の経営権変更に対する行政の関与【新規】 （最重点） 855

　分野横断的な政策

857

1 小笠原航空路の整備促進 （最重点） 858

2 離島航空路線の維持存続に向けた制度の見直しと財源確保 （最重点） 861

3 島しょ港湾等の整備促進 863

4 伊豆・小笠原諸島における観測体制等の強化 864

5 島しょ港湾等の防災対策の推進 （最重点） 873

6 伊豆・小笠原諸島周辺海域における中国漁船の領海侵犯及び違法操業への対応 874

7 伊豆・小笠原諸島周辺海域における安心・安全な漁業・遊漁活動支援 875

8 小笠原諸島世界自然遺産保全管理の推進 876

9 海洋国家としての我が国の地位を堅持するための国境離島の維持・保全 877

880

1 真の分権型社会の実現 （最重点《一部》） 881

2 首都移転の白紙撤回 890

3 都区財政調整の財源に係る過誤納還付金の取扱いの見直し 891

4 社会保障の充実など制度創設及び見直しに伴う国の責任による確実な財源の確保等 893

5 財政上の不合理な措置の是正 895

6 地方法人課税の分割基準の適正化 897

7 「ふるさと納税」制度の廃止を含めた抜本的な見直し （最重点） 899

8 地方創生応援税制及び地方拠点強化税制の廃止 902

9 個人住民税利子割における住所地課税の実現 （最重点） 905

10 固定資産税制の在り方 910

11 物価高騰対策に関する地方財政への確実な支援 （最重点） 913
1 府省庁別提案要求事項一覧 915
2 所管局別提案要求事項一覧 921

※１　「新規」は、重点事項に新たに追加されたもののことである。

※２　最重点《一部》は、内容の一部を最重点事項とするもののことである。

25多摩・島しょ

26構造改革

参
考

22防災

23まちの安全・安心

24医療
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先行自治体の取組を踏まえた卵子凍結モデル事業における知見の収集・知識の普及、既存事業を継続できるような国事業の見直し

大都市のニーズに柔軟に対応した認証保育所への十分な財政支援
○ 子供・子育て施策の推進

男性の育児休業取得促進に向けた機運醸成・取組の支援

④ 女性活躍・柔軟な働き方

子供たちが、将来にわたって安心して学ぶことができるよう、高等学校等の授業料無償化に係る費用について
○ 高等学校等における授業料の無償化等、高等教育に係る経済負担の軽減

新たな高等学校等就学支援金制度における外国人生徒や保護者への説明に資する統一的見解や対応方針の提示

高等教育の修学支援新制度について授業料等減免や給付型奨学金の支援対象の拡大・給付額の引上げ等による授業料の無償化

義務教育段階と夜間課程を置く高等学校、特別支援学校幼稚部及び高等部における学校給食費の抜本的な負担軽減

子供の医療費における、患者負担割合の更なる軽減、軽減対象年齢の拡大及び医療費助成制度の創設

子育て世帯等が安心して住まえる「アフォーダブル住宅」供給拡大に向けた公的住宅の積極的活用、金融支援

介護人材の確保・育成・定着を図ることができる介護報酬とすること
介護支援専門員の安定的な確保に向け、業務の専門性に見合った給与となるよう処遇の改善を図ること

⑤ 長寿

外国人患者への医療費不払対策や医療機関の対応力向上等、総合的な医療提供体制等の充実
公租公課等の滞納の未然防止及び速やかな債権回収を実施できる制度の構築

高等教育の貸与型奨学金の支援対象拡大や返還支援の充実等を含めた若者・子育て世代の実情を踏まえた支援
○ 学校給食費の抜本的な負担軽減

23区内の大学における定員増を抑制する規制の確実な撤廃

○ ライフ・ワーク・バランスの推進

育児や介護と仕事を両立するためのテレワークを活用した柔軟な働き方等の促進

○ 医療保険制度の改革等

○ 「アフォーダブル住宅」の供給促進

○ 高等学校における教育のあり方

柔軟かつ個別最適な学びを展開できる学習指導要領の改訂、デジタルとリアルを適切に組み合わせた教育の実現

全ての自治体に対して確実に財源を措置

⑥ 共生社会
〇 外国人との秩序ある共生社会の推進

地域の実情を踏まえた自治体の共生社会づくりに向け、国による法整備と適切な財政措置
在住外国人の生活に係る実態を把握できる仕組みの構築
地域社会で生活上必要となる税制や社会保障制度、生活習慣等の周知・啓発

全ての自治体に対し必要な経費を全額国の負担とする等、国の責任と財源において一層推進

令和９年度　国の施策及び予算に対する東京都の提案要求（概要）

ダイバーシティ

〇 少子化への対処

○ 出会い・結婚を望む人が一歩を踏み出す後押しとなる取組の推進 

実態に即した将来推計人口を示した上で、どのように国を運営し、持続可能な社会をつくりあげていくのかについて、

ライフステージを通じた切れ目ない支援の実現に向け国家的な視点で制度設計
② 結婚・妊娠・出産

① 少子化

子供・若者・子育て層が明るい将来展望を描ける、実効性ある経済成長政策や安定的で持続可能な社会保障制度の構築
人口戦略を含めた将来の国家ビジョンの提示

自治体の結婚支援充実に向けた交付金の補助基準額や補助率の引上げ、結婚相手紹介サービスの安心安全な利用環境づくり

０歳から２歳児の住民税課税世帯の保育料無償化を実現

子供を望む方が安心して不妊治療に取り組めるよう、国の責任と財源において経済的負担の軽減

就学後も児童が安心して過ごせるよう、学童クラブへの地域の実情に応じた支援の拡充
③ 教育・人材育成

育児休業給付金の給付率引き上げ

○ 母子保健施策の充実

〇 高齢者の就業を推進するための支援の充実

〇 障害者の就業支援策の一層の充実

〇 高齢者施策の推進

高齢者に向けた就業支援の一層の充実と、企業における高齢者雇用への理解と受入環境の整備を促進

障害者雇用促進に向けた企業への周知・事業者への支援、雇用率制度における対象障害者の範囲拡大

物件費や賃借料等の地域差について、東京の実態に合わせ、適切に介護報酬へ反映
物価・賃金上昇等の基本報酬への速やかな反映と、将来的な上昇に対応しうる介護報酬の在り方の検討
複数事業者によるサービス提供や職員配置など、介護人材の不足を踏まえた効率的なサービス提供のための柔軟な対応
小規模な事業者の経営改善や協働化等を迅速に進める、事業者が明確なメリットを感じられる仕組みの検討

○ こども性暴力防止法の施行に向けた取組の推進

システム及び事務処理の詳細を示した事務マニュアルや、業種・業態に応じた「不適切な行為」の内容等を具体化した

小規模事業者をはじめ様々な事業者等が、法で求められる犯罪事実確認等の措置を確実かつ速やかに完了できる環境整備
事業者が法律・福祉・心理・医療等多様な専門家に協力を依頼できるスキームの構築
子供の安全確保に万全を期す観点から、法の実効性を高めるために必要な措置の検討
学校設置者等の事務負担軽減に向けた、システム統合等による制度改善の実施

について、全ての自治体に対し国の責任と財源において早期に実現

○ 学校における働き方改革の実現

「教員の働き方改革」は全国共通の本質的な課題であり、地方へ負担を転嫁することなく、国の責任において、

制度運用に当たり、国におけるガイドライン等の策定

マニュアルの作成・展開

法対応が義務となっていない業界への周知・啓発及び多様な事業者が認定を取得しやすい環境整備
学校設置者等が児童対象性暴力等の防止に必要な対応を実施できるようにするための十分な財政措置

〇 民間火葬場の経営権変更に対する行政の関与

民間火葬場の経営権に変更が生じる場合、事前に監督官庁の許可又は承認を要する仕組みを法上明確化
運営に重要な影響を及ぼす経営方針の変更により、地域の火葬需要や住民の利用に影響が生じる場合、
監督官庁への事前協議、届出を法上明確化
監督官庁が助言、指導、報告徴収又は計画の見直しを求めることができる制度の整備

○ 東京23区の大学定員規制の撤廃

○ 女性の活躍を推進する雇用就業施策等の充実

女性の活躍推進に向けた取組を行う企業への支援策充実、男女間の賃金差異解消に向けた施策の実施
いわゆる「年収の壁」に関連した正確な理解の促進や企業の自主的な取組の支援、制度の見直し

柔軟な働き方や育児・介護等と仕事の両立など、企業の働き方改革を支援する取組の推進

育児・介護休業法に基づき事業主が講ずる措置にテレワークが追加されたことに関する企業への周知
サードプレイスとしてのサテライトオフィス勤務やワーケーション勤務の促進

〇 高年齢層職員の人事給与制度の柔軟な運用に向けた見直し

役職定年制における特例任用制度や給与７割措置を求める均衡原則の緩和など、地方公務員法の改正を含めた必要な対応の実施

中小企業の働き方改革の推進を図るため、長時間労働につながる商慣行の是正

認知症施策の総合的な推進に向けた国における検討と対応、地域の実情に応じた取組を実現するための必要な措置

最 重 点 事 項
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離島航空路線維持存続のための補助制度について、実態に即した算定方法への見直し、補助対象額の拡大等
○ 物流機能の強化に向けた東京港の整備推進

中央防波堤外側コンテナふ頭（Ｙ３バース）の事業完了に向けた整備の着実な推進等

応じて再委託の範囲を定められる仕組みの検討
地域の実情に応じて条例での規制の制定を可能にする法令の見直し、優良事業者へのインセンティブ付与に係る方針の明示
違法な海外サイトの実態調査やアクセス防止等の対応検討、旅行者が入国時に水際で宿泊を防止する仕組みづくり
違法物件の掲載を繰り返すなどの不適切な運営を継続する住宅宿泊仲介業者に対する厳正な行政処分

マンション等の貸主が民泊への転用を目的に住民を退去させるための実力行使に及ぶことを防ぐため、
貸主等を指導できる仕組みの検討
国による事業者に対する国籍等の把握の指針提示、民泊行為の位置づけや規制の内容、届出制から許可制への変更、

港湾計画に基づく将来の貨物需要の増大に対応した東京港の機能拡充に対する重点投資

データセンターの需要拡大を踏まえた、省エネ・高効率化に向けた技術水準の更なる引き上げの検討と新技術の開発支援

都市農業の振興と都市農地の保全に必要な制度改善や税財制措置

スマート シティ

「Tokyo Innovation Base」における都及びＴＩＢに参画する関係者と連携した支援プログラム等の展開・推進

○ 国際金融・経済都市～アジアのイノベーション・金融ハブの実現

国内企業の英文ＩＲ情報開示拡大へ向けた措置の実施

③ 産業
○ 経済安全保障上重要な国産物資・技術の維持・強化に向けた支援の充実

中小企業に対し、生産性向上や賃上げへの後押しなどを含む既存の経済対策の継続・拡充など更なる支援の充実

制度運用に当たり、国におけるガイドライン等の策定

原油価格・物価高騰等の影響を受ける農業・漁業者に対する支援の充実

航空機等の事故防止に向けた、更なる安全・安心対策、自然災害や不測の事態への適切な対策

国内資産運用業の活性化や社会課題の解決に向けた投資の加速に資する措置の実施

○ 羽田空港の更なる機能強化と国際化の推進

中央線の複々線化について、新たな国の支援も含めた整備の仕組みづくりを検討するなど、事業化に向けて必要な措置の実施

都設置の協議会への参画等を通じた技術開発や基準改正等の支援と、鉄道事業者の整備に必要な財源の確保等

基幹業務システムの公共SaaSの構築・提供の促進や共同利用システムの開発・運用、全国的なスケールメリットを

高速晴海線の整備推進や新京橋連結路の整備に当たり、過大な負担とならないような財源の措置
外環や圏央道の未開通区間の早期かつ確実な整備、圏央道の４車線化

⑤ インフラ・交通
○ 高速道路網の整備推進及び有効活用等

○ 国民のつながれる権利の明確化、「つながる東京」実現に向けた通信環境の整備

国や他の自治体など組織間でのデータ連携等を進めるための全国的な統一ルールの明確化

デジタルデバイドの是正・解消に向けた制度・枠組みの構築など、国民の誰もがつながれる環境の整備

民間データをデジタル公共財として社会全体で活用するための法的枠組みの整備

〇 民泊制度の適正化

無許可・無届民泊に係る違法行為の明確化、罰則強化、悪質事業者の民泊市場への参入を防止するための法整備

羽田空港の機能強化・国際化に向け、空港容量拡大に向けた方策の検討
ビジネスジェットに係る発着枠や駐機スポットの効率的な活用、駐機スポットの増設など一層の受入体制強化

○ 都市農業の振興と都市農地の保全に向けた制度改善

○ スタートアップ・スケールアップ支援の推進

初等・中等教育段階も含めたアントレプレナーシップ教育の実施

特定重要物資の安定供給・特定重要技術の保護、新たな技術の開発に向けた、サプライチェーン全体の包括的・継続的支援
○ 都市部の特性や物価高騰を踏まえた対策

① スタートアップ・スケールアップ支援

スタートアップの更なる参加拡大に向けた、オールジャパンでの公共調達の仕組みの構築

運用経費削減の目標達成に向けたロードマップ明確化、具体的方策の実施や全ての自治体に必要な財政措置、移行経費の全額負担

④ デジタル

事業者の運営実態についてリアルタイムで把握できるよう民泊制度運営システムの改善

インターナショナルスクールの環境整備や在留者に対する税制優遇等の拡充

「つながる東京」実現に向けた高速モバイルインターネット網の早期構築等

活かした共同調達の国主導での促進、自治体の垣根を越えたデジタル人材の活用

更新制の導入など旅館業法・住宅宿泊事業法の在り方を含めた抜本的な対策検討
⑦ 民間火葬場の経営権変更に対する行政の関与

民間火葬場の経営権に変更が生じる場合、事前に監督官庁の許可又は承認を要する仕組みを法上明確化
民間火葬場において、運営に重要な影響を及ぼす経営方針の変更により、地域の火葬需要や住民の利用に
影響が生じる場合、監督官庁への事前協議、届出を法上明確化
監督官庁が必要な助言、指導、報告徴収又は計画の見直しの求めを行うことができる制度の整備

公的サービスにおけるマイナンバーの利用範囲を原則として限定せず円滑に活用するための法制度の整備

ＥＴＣ専用化の着実な推進と本線料金所撤廃の早期実現
○ 道路・橋梁事業の推進

国土強靱化実施中期計画にて必要な予算・財源を当初予算において通常費とは別枠で確保

※ 羽田空港アクセス線、新空港線（蒲蒲線）、都心部・臨海地域地下鉄、東京８号線（有楽町線）の延伸、
 都心部・品川地下鉄（南北線の延伸）、東京12号線（大江戸線）の延伸、多摩都市モノレールの延伸（箱根ケ崎方面・町田方面）

新空港線（蒲蒲線）について、事業化に向けて必要となる十分な財源の確保

羽田空港アクセス線の西山手ルートについて、事業スキームの具体化や財源の確保など、必要な措置の実施

○ 鉄道駅におけるホームドアの整備促進

必要な財源を確保するための制度の拡充や創設

交通政策審議会答申で「事業化に向けて検討などを進めるべき」とされた路線※の整備促進

東京８号線の延伸や多摩都市モノレールの延伸（箱根ケ崎方面）等について、進捗に合わせた十分な財源の確保

全ての法人及び個人事業主のＧビズＩＤの取得・活用の促進

大井・青海コンテナふ頭の再編整備等に必要な財源措置

○ 離島航空路線の維持存続に向けた制度の見直しと財源確保

○ データセンターの高効率化・脱炭素化・地域との共生に向けた施策等の推進

地域共生や円滑な対話が図られる環境づくりに向けた、事業者や自治体への支援及び法令上の対応等の実施

街路樹の充実について、都市の美しい景観と緑陰を確保するため、国道における一層の維持管理の充実
道路の地下埋設物を起因とした陥没事故の未然防止等を目的とした調査に係る計画策定等に

都心部・臨海地域地下鉄について、早期事業化に向けた取組への協力や財源の確保など、必要な措置の実施

○ 都市鉄道ネットワーク等の強化

委託を受けて施設の管理を行う住宅宿泊管理業者に対する登録要件の厳格化、指導監督の徹底、地域の実情に
事業者が問題発生時等に確実に対応できる仕組みの検討、事業者に対する処分基準の明確化

国内外の投資家やベンチャーキャピタルなど多様なプレイヤーから資金・支援を呼び込むための環境整備の推進

② 国際金融

金融系外国人材・企業による口座開設の円滑化に向けた支援

○ デジタル社会の実現に向けた共通化・共同化の推進、自治体のサイバーセキュリティ対策の強靭化

オールジャパンのサイバーセキュリティ体制や自治体横断的な支援体制の構築
○ 行政サービスでの共通ＩＤの活用（国全体のワンスオンリー・ワンストップ）

日本の投資環境の整備が進んでいることに関する海外プロモーションの強化

○ 公共インフラとしてのデータの連携と利活用、社会の構造変革に資するＡＩ利活用等の促進

ＡＩ基盤の共同利用の実現やＡＩ学習に適したデータ整備、国産ＡＩ開発に向けた全体像の明確化と戦略的投資
○ 地方公共団体の基幹業務システムの標準化等に対する支援の充実
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広域避難手段の確保や誘導など大規模水害対策の推進

国の被害想定を踏まえた、火力発電所の被害軽減に向けた対策や、電力供給を確保するための対策の実施

都市型水害対策の推進や環状七号線地下広域調節池の整備等、大規模事業に必要な財源の確保と確実な配分

○ 首都直下地震等への備え

○ 東京港の高潮・地震・津波対策の推進

新砂水門などの耐震性強化や京浜運河沿いの防潮堤の嵩上げなどを強力・早急に講じるための財源確保
○ 大規模水害対策の推進

○ 総合的な治水対策の推進

首都中枢機能継続のための首都圏内における代替機能の確保・強化及び発災時の活用の推進

ＺＥＶ購入時の補助拡充、新たな優遇制度創設や、規制的手法の導入など、積極的な政策展開

ＺＥＶのエネルギー供給インフラ整備に向けた、充電設備の設置促進に必要な措置や、急速充電施設の更なる拡充
○ 次世代燃料（バイオ燃料・合成燃料）の普及促進

バイオ燃料の普及拡大に向けた製造や調達に係るコスト支援や、既存燃料と航空燃料（ＳＡＦ）との価格差に係る

○ 水素社会の実現に向けた取組の加速

水素利活用を推進するため、ＺＥＶシフトへのインセンティブ付与や鉄道分野における関連法令の早期一元化

財政補塡、合成燃料の製造及び早期商用化に向けた支援の実施

グリーン水素普及に向けた法令等の規制緩和、技術開発の推進、財政支援の継続、他団体との連携促進等の実施

低地部において、高台まちづくり（高台・建物群）を促進するために必要な措置を実施

○ 廃棄物の適正処理と活用

暑熱対応型の勤務制度等、時期や服装にとどまらず、賢い省エネと快適な暮らしを両立する「クールビズ」の全国展開

流域貯留浸透事業の推進に必要な財源確保、国費率の引上げやグリーンインフラ導入を補助の対象とするなどの制度拡充

○ ＴＯＫＹＯ強靭化プロジェクトの推進

○ 実効性の高い暑さ対策の推進

2050年ネット・ゼロの実現に向け、新たに設定した2035年及び2040年の温室効果ガス排出量削減目標実現に資する

建築物への太陽光発電設備導入の更なる拡大に向けた環境整備、新築建築物への導入義務化に向けた取組推進

Ｊ−クレジットの創出に向けた支援や海外クレジットを含むカーボンクレジットの取引活性化の推進

リチウムイオン電池の適正管理や持続可能な航空燃料（ＳＡＦ）の原料となる廃棄物や廃食用油の活用
② 暑さ対策

暑さチェッカーの活用やスタートアップ等による新技術の開発・実装化等、効果的な暑さ対策への普及促進

緑陰や日よけの充実、路面温度の低減、クーリングシェルターの指定・開放支援など、暑さに適応した都市環境の整備
③ 都市の強靭化

「ＴＯＫＹＯ強靭化プロジェクト」の推進に向けた財源確保や制度の拡充・創設
建設業におけるＤＸの推進による生産性の向上など、インフラ整備の担い手となる人材の中長期的な確保に向けた取組の強化

洋上風力の導入拡大に向け、近年の物価高騰等を考慮した柔軟に対応できる制度構築、支援制度強化
Ａｉｒソーラーの実装に向け、関係法令・規格の整備や、支援制度の強化等を積極的に推進

○ エネルギー需給の安定化に向けた対応

エネルギーの安定確保と脱炭素の取組を両面から推進するため、省エネ対策や再エネの導入、水素の需要
創出や供給拡大などの取組の早期具体化、必要な支援の実施
データセンターの建設など大幅な電力需要の増加を見据えた需給構造の変化に対する速やかな対策

エネルギーの安定供給の確保に向けた対策の実施
電気・ガス・ガソリン等のエネルギー価格における、社会情勢に応じた柔軟な高騰抑制対策

○ 自動車等のゼロエミッション化の推進

水素ステーションの整備促進に向けた規制の合理化・適正化、整備・運営に対する財政支援の継続・拡充
○ 気候変動対策の推進

実効性のある具体的な施策を早期に示すこと

東京港における水素活用を含む脱炭素化の推進や次世代型荷役機械導入費用の支援、ガイドライン・運用マニュアルの提示
○ 道路における環境対策の推進

電動バイクの普及に向けた導入目標設定

中小企業の脱炭素化に向けた設備投資や革新的な技術開発等の更なる支援強化
○ 脱炭素社会の実現に向けた中小企業への支援強化

二酸化炭素排出量の削減に寄与する低炭素アスファルトの利用促進に向けた環境整備

水素基本戦略及び水素社会推進法を踏まえた早期の水素エネルギーの実装化や水素社会実現のための規制緩和や支援策の実施
大規模な水素需要創出、大量かつ安定的な水素供給の確立に向けたインフラ整備等の取組や技術開発への支援

○ 首都直下地震における被害想定の分析を踏まえた対策の推進

地域性等を踏まえた災害関連死の適切な算定、首都圏の実情やこれまでの減災対策の効果を反映
強靭な首都中枢機能を確保するための積極的な防災対策や都の取組への財政支援

原油等の調達の多様化、石油関連製品のサプライチェーン維持、電力系統の強靭化等、

サイバーポートの利用を促進する利用料金減免措置や補助制度の改善

○ 次世代モビリティの社会実装の推進

空飛ぶクルマの型式証明やバーティポート整備条件など諸制度の構築、社会受容性の向上や社会実装に向けたプロジェクトへの支援

① エネルギー、ゼロエミッション

2040年の再生可能エネルギー割合４〜５割の水準を超える高みを目指し、取組の最大限加速
再生可能エネルギーの利用拡大に向けたグリーン水素や大型蓄電池等の活用を含む電力系統の運用改善・強化整備

公園緑地及び特別緑地保全地区の整備や用地取得等に係る必要な財源確保及び制度拡充

物流業界の課題解決に向けた再配達の削減や共同輸配送、荷さばきスペースの確保等物流効率化に向けた取組の実施

○ 公園整備事業等の推進

バス事業者の主体的な経営努力の促進、免許取得にかかる年齢要件や教習指導員資格の審査の見直し、
多様な人材の就業につながる環境整備と機運醸成、運転士の負担軽減などに向けた支援の充実

⑥ まちづくり・住まい
○ マンションの適正な管理と円滑な再生による良質なストックの形成促進

新築マンションの管理計画認定制度において、「均等積立方式」や「段階増額積立方式における
適切な引上げの考え方」を認定要件とすること
管理不全兆候マンションの管理組合が外部専門家の知見を活用し改善に取り組んだ場合のインセンティブ付与
地域の実情に応じて各自治体がマンションの長寿命化に取り組めるよう、補助制度の構築など財政措置の実施

○ 再生可能エネルギーの本格的な普及拡大

安定的かつ人権に配慮した持続可能なサプライチェーンの構築に向け、人権デュー・ディリジェンスに関する法制化を推進

システム連携を通じたデジタル化による港湾物流手続の円滑化・迅速化の早期実現
関連するシステム間の円滑な接続など必要な改修を実施した上での早期の実証

港湾の労働環境の改善等に資する、最先端荷役機械の導入推進に向けた財政支援

Ｌ４自動運転車両の着実な社会実装に向けた一層の技術・開発・初期投資支援、社会受容性を高める分かりやすい

物流サービス用ドローンの機体開発支援、都市部での活用に向けた飛行規制の見直しとルールづくり

○ バス運転士不足の解消等

セーフ シティ

○ 緑の保全と創出に係る税財政措置の拡充 

樹林地等について、相続税等の優遇措置及び保全策に対する財政措置

○ 港湾におけるDXの推進

情報発信及びリスク低減に資する環境整備

○ 物流対策の推進 

○ 空き家対策の促進と既存住宅ストックの活用

適切に管理されていない空き家への対策に加えて、空き家を地域資源と捉え、利活用を促す施策の拡充
○ 公営住宅の建替え等に必要な予算の確保・配分 

都営住宅建替事業等の推進に必要な財源として、国の責任における国費の確実な措置
⑦ 緑と水
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安全性表示の義務化等

「ふるさと納税」制度の廃止を含めた抜本的な見直し
物価高騰対策に関する地方財政への確実な支援

⑥ 医療
○ 保健医療施策の推進 

物価高騰や大都市の地域特性による医療機関への影響を十分に考慮し、必要に応じて診療報酬を引き上げ
物価や賃金上昇を迅速に診療報酬へ反映させる仕組みの導入、診療報酬改定を待たず機動的な財政支援
出産費用の無償化に係る適切な制度設計等

○ 医療ＤＸの推進

⑤ まちの安全・安心
○ 首都東京を守るテロ等対応力の強化

テロをはじめとする諸外国からの脅威等への効果的対処
○ 総合的な治安対策の充実・強化

犯行ツール対策に係る各種事業者に対する指導監督強化等による特殊詐欺の被害防止に向けた対策強化
子供・女性等を犯罪から守り、少年の非行・被害防止対策を強化するための各種広報啓発活動の推進
ＡＩ等、先端技術の利活用を促進した警察活動の高度化と職員業務の負担軽減

個人住民税利子割における「住所地課税」の実現

電子カルテシステムの導入や医療機関におけるデジタル環境の整備に向けた支援策の早期構築と財源確保

○ 人への投資

23区内の大学における定員増を抑制する規制の確実な撤廃
少子化への対処（ライフステージを通じた切れ目ない支援の実現に向け、国家的な視点で制度設計等）

政策を「届ける力」の高度化に向けたデジタル分野の法制度の整備
○ エネルギー・ゼロエミッション等

水素社会の実現に向けた規制緩和（水素ステーション等）、都市農業の振興に向けた制度改善
○ 都市基盤の強化・強靭化

自動運転・空飛ぶクルマ・ドローン物流の社会実装に向けた制度構築、
空き家の利活用を促す税制上の仕組みの構築、無電柱化の推進に向けた規制緩和（地上配管の検討）

○ 人材確保

バス運転士不足の解消に向けた規制緩和（大型二種免許の年齢要件の引下げ等）
介護人材不足への対応に向けた規制緩和（複数事業者によるサービス提供、職員配置等）
高年齢層職員の人事給与制度の柔軟な運用に向けた見直し

○ 社会情勢の変化

洋上風力の導入拡大に向けた制度構築、Ａｉｒソーラーの実装に向けた関係法令等の整備、

国庫補助金等について、事業実施に必要な額を措置し、自治体の超過負担を解消すること

地方が果たすべき責任と役割に応じた税財源全体の拡充
地方交付税制度を含む地方税財政制度の抜本的な改革に向けた検証を行うこと

重要な国産物資・技術の維持・強化
秩序ある共生社会の推進、民泊制度の適正化                                                               など

② 真の分権型社会の実現
東京の財源を狙い撃ちにした地方法人課税等の不合理な見直しを行わないこと

○ ミサイル攻撃に関する対策の推進

④ 防災

マンション特有の課題も踏まえた日頃の備えや災害時の地域との連携等の重要性に関する普及啓発の取組
在宅避難等に必要な設備の設置を促す補助制度の検討や財政支援

○ 災害時における避難者生活支援の推進

車両型トイレの災害対応車両への登録促進に向けた、自治体や民間団体等への広報活動及びサポート体制強化

○ 大規模噴火時の降灰対策の推進

救出救助活動の妨げとなる倒壊家屋等の除去等に当たり、その判断基準や範囲を明確化

○ 木造住宅密集地域の改善

木密地域の不燃化に向けた建替え、無電柱化促進等防災都市づくりに資する事業への財源の確保等

○ 無電柱化事業の推進、市街地の開発に係る諸事業の推進

無電柱化推進に不可欠であるコスト低減等を図り、開発行為において電柱新設を抑制する方策の検討

○ ライフライン施設の耐震化などの推進

光ケーブル回線の格子化や、衛星通信回線によるバックアップ体制の構築
○ 液状化対策の推進

低炭素型高機能コンクリートの導入、下水再生りんの利用拡大に向けた財政支援制度の構築

○ 下水道施設の老朽化対策・震災対策などの推進

下水道施設の老朽化・震災対策や、下水道管の維持管理に係る開発技術の実装に向けた財源確保・支援

エレベーターのリスタート、自動診断・仮復旧機能等の設置促進や、安全性に関する情報を集約する仕組みの構築、

住宅の耐震改修における減税措置の一定期間の延長・対象建築物の拡大

○ ＡＩ実装・ＤＸ推進

業務効率化に向けた三次元モデルの工事契約図書への適用、交通量が少ない道路への地上配管の検討

① 障壁となる規制や制度の見直し

宅地液状化防止事業の費用助成に係る対象の拡大及び要件の緩和

○ 建築物の耐震化の推進

木造住宅密集地域において、延焼遮断帯や公園整備を推進するために必要な財源の確保等

時代の変化を踏まえた構造的課題への対応

火山灰の最終処分の法的整備や避難等に関する指針提示、降灰の都市基盤への影響に関する調査研究・対策の検討

避難施設（シェルター）の整備に関する財政措置など、国主体の実効性のある避難施設確保策の推進等

○ マンション防災の推進

○ 「グラぴたスイッチ」（感震ブレーカー）の設置促進

住家に対する「グラぴたスイッチ」（感震ブレーカー）の設置を義務化するなど効率的・効果的に
普及できる制度の検討、設置の気運を高めるための広報・普及啓発の実施

避難所環境・運営の向上や在宅避難者等の支援、トイレ環境の確保に資する取組に対する一層の財政支援
災害時における建築物の安全確認を早期かつ簡便に行えるよう、在宅避難を選択する際の判断基準の明確化

○ 被災者支援の充実及び迅速化に向けた措置

住家被害認定の判定方法の徹底した簡略化や判定基準の抜本的な見直し

復旧・復興に支障を来す場合、所有者の申請によらず公費解体・撤去ができるような制度への見直し
国・地方公共団体の一体的な防災対策実現に寄与するシームレスなシステム連携の基準・環境整備の実施
国主導による非地上系ネットワークの構築を推進し、災害時の情報伝達手段の多様化・立体化のための取組を早急に実施
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１ 子供の声を政策に反映する取組への支援 

  （提案要求先 こども家庭庁・文部科学省） 

（都所管局 子供政策連携室） 

 

＜現状・課題＞  

 令和５年４月に施行されたこども基本法（令和４年法律第 77 号）では、第 11

条において、こども施策を策定、実施及び評価するに当たっては、こども等の意

見を反映させるために必要な措置を講ずることが、国及び地方公共団体に義務付

けられている。 

また、国は「こども大綱」（令和５年 12 月）において、「こどもにとってよ

り身近な施策を行う地方公共団体において、様々な機会を捉え、こどもの社会参

画の促進、意見を聴く取組が着実に行われるようにすること」としている。さら

に、「こどもや若者が意見を言いやすい環境をつくるため、安全・安心な場をつ

くり意見を言いやすくなるように引き出すファシリテーターを積極的に活用でき

るよう、人材確保や養成等のための取組を行う。」としている。 

都では、令和３年４月に施行された東京都こども基本条例（令和３年東京都条

例第 51 号）第 10 条において、「こどもを権利の主体として尊重し、こどもが社

会の一員として意見を表明することができ、かつ、その意見が施策に適切に反映

されるよう、環境の整備を図る」ことを定めている。これを踏まえ、子供の居場

所におけるヒアリングをはじめ、こども都庁モニター、ＳＮＳアンケートなど様

々な手法を活用して、多様な子供の意見を適切に施策に反映し、実効性の高い子

供政策を展開してきた。さらに、令和８年度からは、区市町村が子供の声を聴き、

施策に反映させる取組への補助を実施している。また、子供の意見聴取のノウハ

ウ等を区市町村等にアドバイスするため相談窓口を設けるとともに、自治体職員

が意見聴取の意義等を学ぶ講座や、子供が安心して意見を言える環境づくりに不

可欠なファシリテーターを育成する研修を行っている。 

子供の意見を聴く取組は、意見反映により子供政策の実効性を担保するだけで

なく、子供の自己肯定感や自己有用感を高め、社会の一員としての主体性を育む

という点においても、重要な役割を果たすものである。 

国においても、地方公共団体へのファシリテーター等の派遣や、ファシリテー

ター養成への支援を実施し、取組を推進しているところではあるが、その規模は

必ずしも十分とは言えない状況である。 

 全国各地で子供の意見聴取を行う上で必要な環境整備に向けて、地方公共団体

が地域の実情を踏まえた施策を継続的に推進できるよう、人材育成や財政支援等

の措置を講じることが求められる。 

１ 子供目線に立った政策の推進 

地方公共団体が、地域の実情を踏まえた子供の意見聴取・意見反

映を継続的に推進できるよう、子供の意見を聴く取組を支える人材

の育成を強力に進めるとともに、必要な財政措置を講じること。 
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＜具体的要求内容＞ 

地方公共団体が、地域の実情を踏まえた子供の意見聴取・意見反映を継続的に

推進できるよう、子供の意見を聴く取組を支えるファシリテーションについての

必要な知識や実践的経験を有した人材の育成を強力に進めるとともに、必要な財

政措置を講じること。 
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２ 幼児教育・保育の充実 

（提案要求先 こども家庭庁・文部科学省） 

（都所管局 子供政策連携室・生活文化局・福祉局・教育庁） 

 

＜現状・課題＞ 

 乳幼児期は人生の土台を形成する重要な時期であり、子供目線に立ち幼児教育

・保育の更なる質の向上を図っていくことが重要である。 

東京都では、「就学前教育プログラム」の策定及び「就学前教育カリキュラム」

の策定・改定や、国の幼児教育の理解・発展推進事業において、幼稚園教諭等を

対象とした保育技術等に関する研究協議や講義等を実施する等、幼児教育・保育

の充実に努めてきた。また、令和４年度に公表した「こども未来アクション」に

おいて、「乳幼児期の子育ち」をプロジェクトの一つに掲げ、乳幼児期から子供

の健やかな成長をサポートする取組を開始した。その一環として、令和５年度に

は、主体的・協働的な探究活動を通じ、乳幼児の豊かな心の育ちを後押しする幼

保共通のプログラム「とうきょう すくわくプログラム」を策定し、令和６年度か

ら都内全域の幼稚園、保育所等を対象に展開している。 

令和６年度に「とうきょう すくわくプログラム」を実施した園を対象に都が行

ったアンケート調査では、子供たちが探究活動を積み重ねることで、好奇心や主

体性といった資質・能力の向上につながる可能性が示唆されている。 

国においては、平成 29 年の幼稚園教育要領や保育所保育指針等の改訂に際し、人

格形成の基礎を培う乳幼児期の重要性を示すとともに、「経済財政運営と改革の基本

方針 2024」（いわゆる「骨太の方針」）において、非認知能力の育成に向けた幼児

教育・保育の質的向上の推進が記載された。全ての乳幼児の成長を後押しし続けるた

めには、継続して幼児教育・保育の充実に向けた取組の検討が不可欠である。 

加えて、幼児教育・保育と小学校教育との円滑な接続といった課題は依然とし

て残っており、乳児期からの連続性を踏まえ、幼児教育・保育をより一層充実さ

せていくことも重要である。 

以上より、幼稚園教育要領、保育所保育指針、幼保連携型認定こども園教育・

保育要領及び小学校学習指導要領の内容を基に、子供の最善の利益という観点か

ら、幼児教育・保育の内容について検討していく必要がある。 

また、幼稚園教諭及び保育士の養成段階において、小学校との連続性を踏まえるな

ど、幼児教育・保育の在り方等について学ぶ機会や内容を充実させていく必要がある。 

 

＜具体的要求内容＞ 

（１）幼稚園教育要領、保育所保育指針、幼保連携型認定こども園教育・保育要

領及び小学校学習指導要領の次期改訂に向けて、より子供目線に立った幼児

教育・保育の在り方等について、研究・開発を進めること。 

（２）大学や専門学校等における幼稚園教諭及び保育士の養成課程において、小

学校との連続性を踏まえる等、幼児教育・保育について学ぶ内容を更に充実

すること。 

（１）全ての乳幼児の育ちを支える幼児教育・保育の在り方等につ

いて検討し、改善・充実を図ること。 

（２）幼稚園教諭及び保育士の養成課程の内容を更に充実すること。 
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３ 学校外における多様な学びの場・居場所への支援 

（提案要求先 こども家庭庁・文部科学省） 

（都所管局 子供政策連携室・生活文化局・教育庁） 

 

＜現状・課題＞  

文部科学省が実施した、令和６年度「児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導

上の諸課題に関する調査」によると、全国の小・中学校の不登校児童・生徒数は

353,970 人となり、前年度比で 7,488 人増加している（うち都内の不登校児童・

生徒数は 33,831 人、前年度比で 368 人の減少）。 

さらに、小学校１年生の不登校児童数については、コロナ禍前の令和元年度比

で約 3.2 倍の 8,738 人となっている。他学年と比較して不登校児童数の増加割合

が高く、不登校児童生徒の低年齢化の傾向が見られる。 

こうした厳しい状況に対して、不登校等、学校生活になじめない子供が、自ら

の進路を主体的に捉え、社会的自立に向け、個々の状況に応じた適切な支援が受

けられるよう不登校等の子供を取り巻く実態を把握した上で、学校及び学校外の

双方から多様な選択肢を確保していく必要がある。 

国は「義務教育の段階における普通教育に相当する教育の機会の確保等に関す

る法律」（平成 28 年法律第 105 号）において、不登校児童生徒が行う多様な学習

活動の実情を踏まえ、個々の不登校児童生徒の状況に応じた必要な支援が行われ

るようにすることを基本理念の一つに掲げるとともに、不登校児童生徒等に対す

る学校及び学校以外の場における教育機会の確保等について規定している。 

 あわせて、「こども大綱」（令和５年 12 月策定）では、教育機会確保法の趣旨

（１）不登校等の子供に対する学校での取組を国として強力に支援

していくことはもとより、学校外での多様な学びの機会を確保

する観点から、フリースクール等の学校外における多様な学び

の場・居場所の在り方等について、法的な位置付けを明確にす

るとともに、国として必要な支援策を構築すること。 

（２）学校外における多様な学びの場・居場所に対する支援に当た

っては、不登校等の子供を取り巻く実態を的確に把握するとと

もに、保護者の不安や悩みに対するサポート等の取組を一層充

実すること。 

（３）地方自治体が地域の実情を踏まえて、独自に実施している学

校外における多様な学び・居場所に対する支援や保護者支援に

対して、財政措置等を講じること。 
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を踏まえ、全ての子供が教育を受ける機会を確保できるよう、学校内の取組に加

え、ＮＰＯやフリースクール等との連携など、不登校の子供への支援体制を整備

し、アウトリーチを強化するとしている。 

不登校等の子供に対する教育機会等の確保は、全国共通の課題であり、国とし

て、フリースクール等の学校外の多様な学びの場・居場所の創出に向けた実効性

のある取組を推進していくことが求められる。 

また、子供の不登校に伴う保護者等の離職をはじめ、保護者等自身も様々な不

安や悩みに直面していることから、保護者等へのサポートを充実・強化すること

が必要である。 

 

＜具体的要求内容＞ 

（１）不登校等の子供に対する学校での取組を国として強力に支援していくこと

はもとより、学校外での多様な学びの機会を確保する観点から、フリースク

ール等の学校外における多様な学びの場・居場所の在り方等について、法的

な位置付けを明確にするとともに、国として必要な支援策を構築すること。 

（２）学校外における多様な学びの場・居場所に対する支援に当たっては、不登

校等の子供を取り巻く実態を的確に把握するとともに、保護者の不安や悩み

に対するサポート等の取組を一層充実すること。 

（３）地方自治体が地域の実情を踏まえて、独自に実施している学校外における

多様な学びの場・居場所に対する支援や保護者支援に対して、財政措置等を

講じること。 
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４ 学校内外における多様な体験活動創出への支援 

  （提案要求先 こども家庭庁・文部科学省） 

（都所管局 子供政策連携室・生活文化局・福祉局・教育庁） 

 

＜現状・課題＞  

 文部科学省が実施した、令和２年度「青少年の体験活動の推進に関する調査研

究」によると、体験活動などの経験は、長期間経過してもその後の成長に良い影

響を及ぼすということが明らかになった。 

また、「こども大綱」（令和５年 12 月）において、国や地方公共団体等が連

携・協働して、年齢や発達の程度に応じて、多様な体験等ができるよう、地域資

源も生かした体験の機会を創出することとしている。 

子供は、発達段階に応じて、様々な体験や経験を積み重ねる中で、社会を生き

抜く上で必要となる基礎的な能力を身に付けていくことから、学校内外で様々な

体験活動を創出していくことが重要である。 

都では、子供を客体ではなく主体として捉えるという、子供政策の基本スタン

スの下、全ての子供が、自らの希望に応じて、多様な体験活動にチャレンジでき

る環境を創出するため、都庁各局の施策と連携・協働し、学校内外で様々な体験

活動を創出していくとともに、令和７年度から、学校外の多様な体験活動の創出

に取り組む区市町村の支援を行うなど、区市町村と連携した実効性の高い子供政

策を展開しているところである。 

 国においても、自らが主体となって必要な施策を強化・充実するなど、社会全

体で実効性のある取組を推進していくとともに、地方自治体が地域の実情を踏ま

えた施策を推進できるよう財政支援等を講じることが求められる。 

 

＜具体的要求内容＞ 

（１）年齢や発達の程度に応じて、多様な体験等ができるよう、学校内外におけ

る体験活動を国として強力に推進すること。 

（２）地方自治体が地域の実情を踏まえて実施している学校外における体験活動

創出への支援に対して、必要な財政措置等を講じること。 

（１）年齢や発達の程度に応じて、多様な体験等ができるよう、学

校内外における体験活動を国として強力に推進すること。 

（２）地方自治体が地域の実情を踏まえて実施している学校外にお

ける体験活動創出への支援に対して、必要な財政措置等を講じ

ること。 
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５ 子供の「遊び」の環境整備 

（提案要求先 こども家庭庁・文部科学省・国土交通省） 

（都所管局 子供政策連携室） 

 

＜現状・課題＞ 

国は、令和５年 12 月 22 日に閣議決定された「こども大綱」の中で、目指すべ

き「こどもまんなか社会」として、「様々な遊びや学び、体験等を通じ、生き抜

く力を得ることができる社会」を掲げている。また、こども施策に関する重要事

項に、「多様な遊びや体験、活躍できる機会づくり」を挙げ、「こども・若者全

てのライフステージにおいて、（中略）遊びや体験の機会や場を意図的・計画的

に創出」し、また「こどもの遊び場とそのアクセスの確保や親同士・地域住民と

の交流機会を生み出す空間の創出などの取組を推進する」ものとしている。令和

７年６月に改定された「こどもまんなか実行計画 2025」では、「こども大綱」に

基づいて具体的に取り組む施策について取りまとめられている。 

また、「こども大綱」と同日に閣議決定された「こどもの居場所づくりに関す

る指針」においては、「社会で生き抜く力を得るための糧となる多様な体験活動

や外遊びの機会に接することができ、（中略）こどもが本来もっている主体性や

創造力を十分に発揮して社会で活躍していけるよう、『こどもまんなか』の居場

所づくりを実現する」とし、居場所づくりを進めるに当たっては、「居場所の性

格や機能に応じて、官民が連携・協働して取り組むことが必要」としている。 

これら「こども大綱」、「こどもまんなか実行計画」、「こどもの居場所づく

りに関する指針」を見る限り、子供のニーズが高いプレーパークなどの遊び場の

ハード整備や、プレーリーダー等の子供の遊びを支える人材の確保・育成に関す

る国の財政的支援の枠組みがない。様々な年齢の子供が集まり自由な発想で遊べ

るプレーパークの整備や、子供の遊びの幅を広げてくれるプレーリーダーの育成

など、子供が多様な人と関わり合いながら、自由な発想でやってみたいことに挑

戦できる遊びの環境づくりが重要である。 

都は、ＳＮＳを活用したアンケートや子供の居場所におけるヒアリングなど様

々な手法を通じて、毎年 18,000 人の子供に意見を聴いている。その中には、「プ

レーパークみたいな公園が増えてほしい」といった意見や「遊び場や居場所をつ

くるときは子供の意見を聴いてほしい」といった要望など、「遊び」に関する意

見や要望が数多くあった。そこで、都では、令和８年度からプレーパークに特化

した補助を新たに開始しており、整備に当たっては子供の意見を聴くことを補助

要件としている。また、子供の「遊び」を地域へ拡大・浸透させるため、遊び体

験の創出やプレーリーダー等の人材育成、安全対策などに取り組む区市町村を継

続的に支援するなど、ハード・ソフトの両面から強力に後押ししている。加えて、

「遊び」の大切さをＳＮＳを通じて分かりやすく発信するなど、保護者や地域社

子供が「遊び」を通じて、健やかに成長できるよう、「遊び」の環

境整備に向け、必要な財源を確保するとともに、国が主体となって必

要な施策を推進すること。 
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会の理解促進に向けた取組を進めている。 

また、都では、10,500 世帯を対象とした子供に関する定点調査「とうきょう こ

どもアンケート」を実施しており、その中で「遊び」と子供のメンタルヘルスと

の関係について分析を行った。令和７年度の分析結果として、他者と日常的に遊

ぶことが少ない（一人で遊ぶ）子供のメンタルヘルスは、他者と日常的に遊んで

いる子供と比較して悪い傾向が見られた。一方、一人で遊ぶ場合であっても、テ

レビやＳＮＳを見るなどの遊びよりも、体を動かすなどの遊びの方が、一人で過

ごすことによるメンタルヘルスへの影響が小さくなる傾向が見られた。このこと

から、子供のメンタルヘルスを支える観点においても、子供の身近な地域におい

て、日常的に他者と遊ぶことができる環境や、自由に体を動かせる空間を創出し

ていくことが重要である。 

子供の「遊び」の環境整備に向けて、国は、地方自治体が地域の実情を踏まえ

た施策を推進できるよう財政支援等を講ずるとともに、自らが主体となって必要

な施策を推進する必要がある。 

 

＜具体的要求内容＞ 

地方自治体が地域の実情に応じて、遊び場づくりやプレーリーダーの人材確保

・育成等を推進できるように、国庫補助制度の創設など、必要な財政支援を行う

こと。またプレーリーダーが安定的・持続的に活動できる環境づくりに向けた制

度の構築など、必要な施策を講じること。 
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６ 子供の事故予防の推進 

 （提案要求先 こども家庭庁・文部科学省・経済産業省・消費者庁） 

（都所管局 子供政策連携室） 

 

＜現状・課題＞ 

国はこれまでに、「子どもを事故から守る！事故防止ポータル」や「こどもの

事故防止ハンドブック」等により、子供の事故情報や事故防止の注意点等を情報

発信するとともに、「事故情報データバンクシステム」や「特定教育・保育施設

等における事故情報データベース」等の事故情報等に関するデータベースを構築

している。 

また、令和４年度において国は、バスの置き去り事例のほか、命の危険につな

がりかねない事例について、先行自治体や現場をよく知る保育所等の団体関係者

から収集し、あわせて今後の事例収集・共有の効果的な方法を検討するなどの調

査研究を実施した。 

都では、子供の事故予防につながる調査・研究を推進するとともに、学校・保

育施設等での事故や子供に関係した製品事故など、幅広い事故データ・事例等を

一元的に取り扱う「子供の事故情報データベース」を令和７年３月に公開した。

また、令和８年度より、このデータベースの活用を基点とした、産学連携の研究

活動による新たな知見の創出や製品開発等の取組に対する助成を開始する。 

社会全体で子供の安全・安心を確保していくためには、各省庁においてこれま

でに収集した情報を含めた子供の事故情報やヒヤリ・ハット事例について、自治

体等とのデータ共有を推進するとともに、教育・保育施設等の現場へ効果的に発

信・共有していくことが求められる。また、産官学民の連携の下、子供の事故情

報等に基づいて実効性のある予防策や安全安心な製品を開発していくことが必要

である。 

 

 

（１）国において収集した、子供の事故情報やいわゆる「ヒヤリ・

ハット事例」について、引き続き地方自治体等との緊密な情報

共有を図るとともに、教育・保育施設等の現場へ効果的に発信

・共有していくこと。 

（２）地方自治体や企業、大学・研究機関等が連携して、子供の事

故情報等のエビデンスに基づく実効性のある予防策や安全安

心な製品の開発ができるよう、財政支援を行うこと。また、そ

の成果を家庭・事業者等が活用できるよう必要な支援や普及啓

発を行うこと。 
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＜具体的要求内容＞ 

（１）国において収集した、子供の事故情報やいわゆる「ヒヤリ・ハット事例」

について、引き続き地方自治体等との緊密な情報共有を図るとともに、教育

・保育施設等の現場へ効果的に発信・共有していくこと。 

（２）地方自治体や企業、大学・研究機関等が連携して、子供の事故情報等のエ

ビデンスに基づく実効性のある予防策や安全安心な製品の開発ができるよ

う、財政支援を行うこと。また、その成果を家庭・事業者等が活用できるよ

う必要な支援や普及啓発を行うこと。 
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７ 思春期のメンタルヘルス対策の充実 
 （提案要求先 こども家庭庁・文部科学省・厚生労働省） 

（都所管局 子供政策連携室・保健医療局） 

 

＜現状・課題＞  

ＷＨＯ（世界保健機関）は、世界の 10～19 歳のうち７人に１人が精神疾患を

経験し、自殺が 15～29 歳の死因の第３位となっていることを明らかにしたうえで、

思春期のメンタルヘルス問題に対処しないと、成人期の心身にまで影響が及び、

成人期の充実した生活が制限されると指摘している。 

我が国においても、平成 29 年以降、10 歳代の自殺死亡率（10 万人当たりの自

殺者数）は上昇傾向にあり、Ｇ７で最も高い死亡率となっている。また、令和７

年の小中高生の自殺者数は 538 人で統計開始以来最多となっており、子供の自殺

は非常に深刻な状況にある。 

こうした背景の下、都では、思春期がメンタルヘルス上の課題が顕在化しやす

い時期であることを踏まえ、令和８年度から思春期の子供の心に影響を及ぼしう

る事象・行動を調査するとともに、レジリエンススキルを身につけることができ

るプログラムの開発等に取り組んでいる。 

今後、国においても、子供をメンタルヘルス悪化や自殺に追い詰める要因等に

ついて調査研究を更に進めるとともに、現下の深刻な状況を踏まえ、メンタルヘ

ルスの増進や自殺の要因の解消に向けた実効性の高い取組を推進することが求め

られる。併せて、海外において、青少年のＳＮＳ利用等に対する規制の動きが進

んでいる中、インターネットやＳＮＳ，ＡＩの利用が青少年に与える影響等を調

査・分析したうえで、エビデンスに基づいた対策の検討を早急に進めていく必要

がある。 

また、思春期のメンタルヘルス対策に関する専門知識や技量・経験を有する人

材の確保や体制整備が課題であることが指摘されていることから、国として、専

門人材の育成・確保や、関係機関が連携して継続的に支援を行うための体制構築

（１）国において、思春期のメンタルヘルス増進や子供の自殺予防

の観点から、子供の心や行動に影響を与える事象等について 

多角的に調査・分析を行い、エビデンスに基づいた対策を強力

に進めること。 

（２）思春期のメンタルヘルス対策を社会全体で推進できるよう、

国として、人材確保・体制構築等の適切な措置を講じること。 

（３）未来を担う子供たちが将来に希望を抱くことのできる社会の

実現に向け、思春期のメンタルヘルス増進に資する普及啓発を

より一層推進すること。 
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など、適切な措置を講じることが求められる。 

さらに、子供は自身の置かれた状況を客観的に捉えることができず、ＳＯＳを

出すきっかけがつかみづらいことから、うつ病などの精神疾患への正しい理解、

メンタルヘルス確保に向けた適切な対応、自殺のリスク要因などに関し、子供だ

けでなく周囲の大人を含め、社会全体の理解促進を一層図っていく必要がある。 

  

＜具体的要求内容＞ 

（１）国において、思春期のメンタルヘルス増進や子供の自殺予防の観点から、

子供の心や行動に影響を与える事象等について多角的に調査・分析を行い、

エビデンスに基づいた対策を強力に進めること。 
（２）思春期のメンタルヘルス対策を社会全体で推進できるよう、国として、人

材確保・体制構築等の適切な措置を講じること。 
（３）未来を担う子供たちが将来に希望を抱くことのできる社会の実現に向け、

思春期のメンタルヘルス増進に資する普及啓発をより一層推進すること。 
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８ 中高生の地域における居場所づくりへの支援 

  （提案要求先 こども家庭庁） 

（都所管局 子供政策連携室） 

 

＜現状・課題＞ 

国は、「こども大綱」（令和５年 12 月）において、「全てのこども・若者が、

年齢を問わず、相互に人格と個性を尊重しながら、安全に安心して過ごせる多く

の居場所を持つことができるよう、社会全体で支えていくことが必要であり、こ

ども・若者の声を聴きながら居場所づくりを推進する」こととしている。 

また、「こども大綱」と同日に閣議決定された「こどもの居場所づくりに関す

る指針」においては、こどもの居場所づくりを進めるに当たっての基本的な視点

として、持続可能な居場所づくりの観点から、居場所づくりの担い手への支援が

重要であるとしている。 

ＷＨＯ（世界保健機関）の報告によると、世界の 10～19 歳のうち７人に１人

が精神疾患を経験しているなど、思春期のメンタルヘルスの問題は世界規模で深

刻化している。都では、自宅以外の居場所がある子供はそうでない子供に比べて

幸福度や自己肯定感などが高い一方、中高生になると地域に安心できる居場所が

少なくなる傾向が見られる。思春期のメンタルヘルス対策の重要性が増している

中、中高生の地域における日常的な居場所づくりを進めていくことが求められる。 

そこで、都は令和８年度から、中高生の意見を取り入れた居場所づくりや、中

高生自身が運営やプログラム企画に参画する居場所づくりに取り組む区市町村を、

ハード・ソフトの両面から支援する補助制度を創設し、中高生の地域の居場所づ

くりを推進している。 

国においても、中高生の地域の居場所づくりに向けて、自らが主体となって必

要な施策を強化・充実するなど、社会全体で実効性のある取組を推進していくと

ともに、地方自治体が地域の実情を踏まえた施策を推進できるよう、財政支援等

を講じることが求められる。 

 

＜具体的要求内容＞  

地方自治体が、地域の実情に応じて中高生の居場所づくりを推進できるように、

中高生の居場所づくりに係る新たな補助制度を創設するなど、ハード・ソフトの

両面から必要な財政支援を行うこと。また、居場所づくりの担い手が安定的・持

続的に活動できる環境づくりに向け、人材の確保や育成等に必要な施策を講じる

こと。 

地方自治体が、地域の実情に応じて中高生の居場所づくりを推進

できるよう、必要な財政支援を行うこと。また、居場所づくりの担

い手が安定的・持続的に活動できる環境づくりに向け、必要な施策

を講じること。 

- 18 -



 

９ こども性暴力防止法の施行に向けた取組の推進【最重点】 

 （提案要求先 こども家庭庁） 

（都所管局 子供政策連携室・総務局・生活文化局・福祉局・教育庁） 

 

＜現状・課題＞  

児童等に対して教育、保育等の役務を提供する事業を行う立場にある学校設置

者等及び認定を受けた民間教育保育等事業者が教員等及び教育保育等従事者によ

る児童対象性暴力等の防止等の措置を講じることを義務付けるなどする、「学校

設置者等及び民間教育保育等事業者による児童対象性暴力等の防止等のための措

置に関する法律」（以下「法」という。）については、令和６年６月に成立し、

令和８年 12 月 25 日に施行が予定されているところである。 

法施行に当たっては、多くの対象者を取りまとめる都道府県や区市町村、特に

配慮が必要な子供に接する小規模事業者をはじめ、様々な事業者等が、法で求め

られる措置を確実に講じることができる環境を整備することが急務となってい

る。具体的には、システム及び事務処理の詳細を示した事務マニュアルや、「不

適切な行為」、「１対１」等の考え方を具体化した業種・業態別のマニュアル・

規程類の雛形を国において速やかに示すとともに、法のガイドラインで有効とさ

れている防犯カメラ等の活用にかかる指針を国が策定し、周知するなど、法の円

（１）小規模事業者をはじめ様々な事業者等が法で求められる措置

を確実に講じることができる環境を、省庁間・部局間で連携し

て整備すること。 

（２）子供の安全確保に万全を期すという観点から、国の責務にお

いて法改正や運用の見直し等、法の実効性を高めるために必要

な措置を検討すること。 

（３）学校設置者等の事務負担を軽減できるよう、システム統合等

を検討することにより、制度改善を図ること。 

（４）法対応が義務となっていない業界に対しても積極的な情報提

供や普及啓発を行うとともに、子供が日常的に過ごす学びの場

・居場所等を運営する多様な民間事業者が認定を取得しやすい

環境を整備すること。 

（５）学校設置者等が児童対象性暴力等の防止等のために必要な対

応を行うことができるよう、十分な財政措置を講じること。 
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滑かつ確実な施行に向けた環境整備が必要である。加えて、法で求められる措置

を事業者が講じるためには、法律・福祉・心理・医療等多様な専門家と連携する

必要が生じるが、小規模事業者等はそういった専門家とのつながりを独自に確保

することが困難である。 

また、従事者の職業選択の自由やプライバシー権等も考慮した上で、制度対象

となる事業や犯歴確認の対象となる「特定性犯罪」の範囲が決定され、現在の法

制度が成立したところであるが、子供の安全確保に万全を期すという観点からは、

なお検討・改善の余地があると考えられる。したがって、国の責務において、立

法趣旨に照らして更に実効性のある法制度や運用等を、法の見直しの目途である

施行後３年を待たずして検討していく必要がある。 

加えて、制度開始後、学校設置者等は教職員等の採用の都度、こども性暴力防

止法関連システムや特定免許状失効者管理システム及び保育士特定登録取消者管

理システムなど複数のシステムによる確認を要する。現行の仕組みは事務が煩雑

で現場の負担が大きく、各システム統合等により現場の事務の負担軽減と利便性

の向上を図る必要がある。 

さらに、子供の居場所は多岐にわたることから、義務対象施設以外においても、

子供の安全を確保することが重要であり、民間教育保育等事業者の積極的な認定

取得が肝要である。民間教育保育等事業者による認定取得には学校設置者等とは

異なる事前準備が必要となることも踏まえ、法対応が義務となっていない業界に

国が確実にアプローチして、積極的な情報提供や普及啓発を行うとともに、子供

が日常的に過ごす多様な学びの場・居場所等を運営する多様な民間教育保育等事

業者が認定を取得しやすい環境の整備が重要である。 

あわせて、法の施行に際しては、国においても万全な体制を構築するとともに、

学校設置者等が必要な対応を確実に行うことができるよう財政措置を講じること

が求められる。 

 

＜具体的要求内容＞ 

（１）特に配慮が必要な子供に接する小規模事業者をはじめ、様々な事業者等が、

法で求められる措置を確実に講じることができる環境を、省庁間・部局間で

連携して整備すること。具体的には、システム及び事務処理の詳細を示した

事務マニュアルや、業種・業態に応じた「不適切な行為」、「１対１」の考

え方などを具体化した業種・業態別のマニュアル・規程類の雛形を国におい

て速やかに示すとともに、法のガイドラインで有効とされている防犯カメラ

等の活用にかかる指針を策定すること。また、法で求められる犯罪事実確認

を確実かつ速やかに完了できる環境構築を進めること。加えて、事業者が法

律・福祉・心理・医療等多様な専門家に協力を依頼できるスキームを、国に

おいて構築すること。 

（２）子供の安全確保に万全を期すという観点から、見直しの目途となっている

法施行後３年という時期を待たず、国の責務において法改正や運用の見直し

等、法の実効性を高めるために必要な措置を検討すること。 

（３）学校設置者等が、こども性暴力防止法関連システム、特定免許状失効者管

理システム及び保育士特定登録取消者管理システムなど複数のシステムによ
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る確認を行わずに済むよう、システム統合等を検討し改善することにより、

事務負担の軽減を図ること。 

（４）認定取得には学校設置者等とは異なる事前準備も必要であることも踏まえ、

法対応が義務となっていない業界にも確実にアプローチして、積極的な情報

提供や普及啓発を行うとともに、子供が日常的に過ごす学びの場・居場所等

を運営する多様な民間事業者が認定を取得しやすい環境を整備すること。 

（５）学校設置者等が児童対象性暴力等の防止等のために必要な対応を行うこと

ができるよう、十分な財政措置を講じること。 
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１０ デジタルの力を活用した子供政策の推進 

（提案要求先 こども家庭庁） 

（都所管局 子供政策連携室） 

 

＜現状・課題＞ 

国は「こども大綱」において、地方公共団体と密接に連携しながら、地域の実

情を踏まえつつ、国と地方公共団体の視点を共有しながら、こども施策を推進す

ることとしている。 

東京都は「シン・トセイＸ 都政の構造改革ＱＯＳアップグレード戦略 2.0」

において、国や都・区市町村で分かれている手続やサービスを、自治体の枠を越

え連携し展開していくこととしている。また、こども分野における目指す将来の

姿の一つとして、全ての子供と直接つながるデジタル接点を創出し、子供たちの

知的好奇心を満たすコンテンツの充実や、不安や悩みを気軽に相談でき、身近な

専門機関や窓口へつながることができる環境整備を、国・都・区市町村の垣根を

越えて展開していくこととしている。 

子供たちの探究心を育むデジタルコンテンツや、何気ない不安や悩みを気軽に

相談できるＳＮＳ等のデジタルサービスを充実するなど、子供目線に立った取組

を加速していくために、国と地方自治体等がこれまで以上に緊密に連携しながら、

デジタル技術を有効活用し、さらなる支援策を講じていく必要がある。 

 

＜具体的要求内容＞ 

（１）子供一人ひとりにとっての「学びの最適化」を図るため、国や地方自治体

等の垣根を越えて、子供の探究心を育む特色あるデジタルコンテンツの活用

を促進していくこと。 

（２）デジタル技術を活用した子供向け相談サービスの先進事例等について国や

地方自治体等で相互共有を図り、子供たちが適切なサポートを受けられる環

境を整備すること。 

（１）子供一人ひとりにとっての「学びの最適化」を図るため、国

や地方自治体等の垣根を越えて、子供の探究心を育む特色ある

デジタルコンテンツの活用を促進していくこと。 

（２）デジタル技術を活用した子供向け相談サービスの先進事例等

について国や地方自治体等で相互共有を図り、子供たちが適切

なサポートを受けられる環境を整備すること。 
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１ 児童相談体制の一貫した充実強化【最重点】 

（提案要求先 こども家庭庁） 

（都所管局 福祉局） 

 

＜現状・課題＞ 

家庭や地域における養育機能が低下している中で、児童虐待や非行など、子供

や家庭に関する深刻な相談が増加し、その内容も複雑・困難化している。 

様々な課題を抱える子供と家庭に的確に対応するためには、一時保護等の権限

により子供の安全確保を迅速・的確に行う役割を担う児童相談所と、児童相談の

一義的な窓口である区市町村の双方において、児童相談体制の更なる強化が不可

欠である。 

 

１ 児童相談所の体制強化 

（１）児童福祉司の配置基準の見直し 

児童相談所における児童福祉司の標準配置については、児童福祉法施行令

（昭和 23 年政令第 74 号）第３条に定められており、令和５年改正により虐

待相談件数の算定方法が見直されたものの、依然として、業務の複雑・困難

化等、児童福祉司の業務の実態を反映した算定基準になっていない。 

「指導及び教育に当たる児童福祉司（児童福祉司スーパーバイザー）」の

配置については、児童福祉司５人につき１人（児童福祉司の数を６で除して

得た数）が基準となっている。一方、児童福祉司の政令基準は、1 人当たり

40 件を前提としているため、児童福祉司スーパーバイザーを算定すると、本

来スーパーバイズを担う職員までがケースを持ちながら、専門性や困難性が

高いスーパーバイズやＯＪＴを担うこととなり、役割を十分に果たせる基準

とは言い難い。 

「里親養育支援児童福祉司」の配置については、各児童相談所に１人とさ

れているが、里親数や委託児童数の増加する中、里親委託の推進や関係機関

との調整、里親への継続的な支援などの困難性の高い業務負担を十分に反映

した配置基準になっていない。今後、里親委託率の向上を進め家庭養護をよ

り一層加速して進めていく必要があるが、現行の配置基準では、その取組を

確実に執行する体制として十分とは言い難い。 

「市町村支援児童福祉司」の配置については、児童相談所と子供家庭支援

センターとの連携強化が不可欠であるにもかかわらず、市町村 30 か所に１人

配置することとされている。しかし、複雑・困難化するケースが増加し、市

２ 特別な支援を要する子供と家庭に係る施策の 

充実 

子供の権利擁護を図れるよう、児童相談所及び市区町村の体制を

整備すること。 
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区町村も人材育成や業務の継承等に苦慮している。地域におけるパーマネン

シー保障の実現のためには、専門性の高い児童相談所が地域の中核機能とし

て管轄内の区市町村を十分に支援するための業務実態を反映した配置基準で

あるとは言い難い。 

（２）一時保護に関する支援の充実 

児童相談所において一時保護を必要とする児童は、虐待による愛着障害や

発達障害など様々な課題を抱えており、個々の状況に応じた適切なケアを受

けられることが必要である。一時保護施設は、児童養護施設と異なり、夜間

における身柄付き通告等の緊急保護もあるほか、日中も常時児童が生活して

おり、職員の負担感も大きい。さらに、身体面・精神面で医療的な支援が必

要な児童や、障害がある児童の一時保護ニーズも増えており、よりきめ細か

なケアを提供するために医療機関や障害児施設等への一時保護委託が必要で

あるが、委託費の単価は十分ではない。 

 

２ 区市町村における児童相談体制の充実 

都は、区市町村に子供家庭支援センターを設置し、児童相談所と連携して、児

童虐待対応を含む地域の子供と家庭に関するあらゆる相談に対して総合的な支援

を行っているが、要保護児童対策地域協議会における登録ケースや児童相談所か

らの事案送致件数の増加に伴い、業務負担が増大している。 

相談体制の充実強化や相談員の専門性の向上が急務であるが、こども家庭セン

ターの運営費については、標準団体（18 歳以下人口 16,000 人）あたり２名の地

方交付税措置のほか、子ども・子育て支援交付金や児童虐待防止対策等総合支援

事業費補助により財政措置されているものの、こうした都内の子供家庭支援セン

ターの運営実態を反映したものになっておらず、不十分である。 

区市町村におけるスーパーバイザーの配置については、基準が示されていない。

スーパーバイザーを担う職員は、適切な進捗管理を行い、子供の安全を確保する

上で不可欠であるとともに、職員の育成や定着支援においても重要な役割を担っ

ている。都は国の補助に上乗せした独自の基準と補助制度により、区市町村にお

ける配置を促進しているが、いまだ配置に至っていない自治体も存在する。 

児童福祉法（昭和 22 年法律第 164 号）等に基づくこども家庭センターでは、母

子保健部門と児童相談部門の一体的運営が求められているが、都においては、令

和３年度から国に先駆けて、区市町村の児童相談部門と母子保健部門とが一体と

なり、妊娠期からきめ細かなニーズを把握し早期に支援につなげ、虐待を未然に

防止する予防的支援の取組を実施してきた。両部門の連携を担う職員の配置や合

同会議の実施、支援プランの作成に加えて、ニーズを的確に把握する独自のアセ

スメント指標を開発し、専任ケースワーカーが妊娠期から継続的な家庭訪問等を

行うことで、一定の効果を上げている。こうした実効性のある取組に対して、業

務内容に応じた財源措置が必要である。 

また、区市町村において、虐待に至る前の予防的な支援として、親子関係の形

成への支援を行うことは重要であるが、そうした支援を進めていくための人員が

十分とはいえない。 

さらに、家庭支援事業の「措置」については、住民に対する丁寧な説明など業
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務量が増大するため、区市町村の体制強化が必要である。措置によるショートス

テイ（子育て短期支援事業）については、区市町村に積極的な活用を促すため、

実態を把握するとともに、効果的な手法を示す必要がある。 

 

３ こども家庭福祉人材の専門性強化 

こども家庭福祉の現場において、ソーシャルワークの専門性を十分に身につけ

た人材を早期に輩出するため、認定資格「こども家庭ソーシャルワーカー」が導

入された。本資格は、一定の経験のある有資格者や現任者が、指定研修等を受講

して取得することとなっているが、十分な知識・経験がある場合でも、資格取得

に当たっては、100 時間以上の研修を受講することが必要とされている。加えて、

児童福祉司の任用資格である公認心理師等において同資格を取得しようとする場

合には、さらに 100 時間程度の研修を受講する必要が生じるなど、現役の実務者

が勤務しながら資格取得する上では、過大な負担が生じている。資格が広く取得

されるためには、実務経験に応じた研修時間の見直しが必要である。 

 

４ 新生児期前後における虐待防止・支援体制の強化 

虐待死を防ぐための取組も急務である。都内に所在する病院が、内密出産及び

新生児等を匿名で預かる取組を開始した。 

都は、病院から新生児の匿名での預かり等について通告があった場合は、子供

の命を守るという観点から、地元区とも連携して対応しているが、妊娠・出産に

関する正確な知識や、相談窓口等の支援に関する情報が必要な人に適切に届くよ

う、周知・啓発の一層の充実を図るとともに、支援を必要とする者が適切な相談

機関につながる体制を整備し、孤立した状況での出産の未然防止に向けた取組が

求められる。 

また、国は、内密出産について令和４年度にガイドラインを策定し、出自を知

る権利の位置付けを含め、諸外国の事例の調査研究を行う考えを示した。一方、

現行のガイドラインでは、出自を知る権利を保障するために取得すべき情報の内

容や、その開示に関するルールについての具体的な指針は示されておらず、これ

らについてはすべて実施する病院の判断に委ねられている。 

 

＜具体的要求内容＞ 

１ 児童相談所の体制強化 

（１）児童福祉司の配置基準の見直しを図ること。 

① 「指導及び教育に当たる児童福祉司」については、児童相談所のスーパ

ーバイズ業務を適切に行う体制を確保するため、児童福祉司の内数ではな

く、適正な配置ができるように算定基準を見直すこと。 

② 「里親養育支援児童福祉司」の算定については、児童相談所における里

親支援業務の実態を踏まえ、十分な体制が確保できるよう、里親数や委託

児童数の増加、業務の困難性等業務実態を反映した配置基準とすること。 

③ 「市町村支援児童福祉司」については、児童相談所の専門性を活かし、

地域の児童相談の中核機能を発揮できるよう、管轄区市町村の人口規模、

相談件数等を踏まえつつ、児童相談所が担う市町村支援業務の実態を踏ま
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え、児童福祉司を配置できるよう算定基準を見直すこと。 

これらの配置基準の見直しに伴い、児童相談所における体制整備が着実に進

むよう、国において必要な財政措置を講じること。 

（２）一時保護に関する支援の充実 

① 一時保護施設については、地域の特性に応じてより手厚い職員体制の配

置を可能とする財政措置を講じること。 

② 障害児、医療的ケアを必要とする児童等、児童相談所の一時保護所では

対応が難しく、生命の安全確保や介護に十分な配慮を要する児童の支援に

ついては、一時保護委託費の単価の引上げ等により充実を図ること。 

 

２ 区市町村における虐待の未然防止及び児童虐待対応を強化すること。 

（１）予防的支援を充実させるため、こども家庭センターにおいては、都の取組

の効果や、区市町村向けに作成した心理ガイドラインを踏まえた心理的支援

を着実に実施できるよう、心理職を含む相談支援に必要な人員が配置できる

よう十分な財政措置を講じること。 

（２）区市町村において、児童虐待におけるスーパーバイズを担う職員の配置基

準を示すとともに十分な財政措置を講じること。 

（３）措置制度の運用に当たっては、措置によるショートステイ（子育て短期支

援事業）と児童相談所による一時保護との役割分担や活用の実態を把握し、

措置制度の効果とそれに基づいた手法を示すこと。 

 

３ こども家庭福祉人材の専門性強化を図ること。 

現役の実務者が、こども家庭ソーシャルワーカー資格を積極的に取得できるよ

う、研修カリキュラムの見直しや実務経験に応じて一部科目の受講免除等の対応

を行うこと。また、新たに導入された資格であることから、今後、資格取得者が

現場において有効に活用されているか、国において状況を把握し、各自治体に情

報提供するとともに、有効な人材育成につながっているか検証すること。 

 

４ 新生児期前後における虐待防止・支援体制強化を図ること。 

（１）孤立した状況での出産を防ぐための相談支援等に係る体制を検討すること。 

① 孤立した状況での出産の危険性について正確な知識の普及を図るため、

広い世代を対象に効果的な広報等を実施すること。 

② 匿名での妊産婦の相談や生活支援を担う体制を検討すること。 

（２）内密出産に関する法体系を早期に明示すること。 

  ① 出自を知る権利について、国が責任をもって議論を進めること。 

② 上記の議論を踏まえ、国において内密出産の法体系を早期に検討し明確

に示すこと。 

（３）新生児等の匿名による預かりについて、現状を踏まえ、国において見解を

明確に示すこと。 
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２ 社会的養育推進計画に基づく取組の促進のための対応 

（提案要求先 こども家庭庁） 

（都所管局 福祉局） 

 

＜現状・課題＞ 

 都は、令和６年３月に国が新たに示した都道府県社会的養育推進計画策定要領

（以下「要領」という。）に基づき、令和７年３月東京都社会的養育推進計画を

策定した。要領では、項目ごとに統一的な「評価のための指標」を設定し、国は

都道府県の取組の進捗について、毎年度調査を実施し、分析・評価して公表する

こととしている。しかしながら、自治体によって人口や財政事情、里親を含む社

会的資源の状況は様々である。 

 児童自立支援施設については、令和元年に示された策定要領では「当事者やそ

の代弁者、有識者、施設関係者と意見交換を十分に重ね、その結果を踏まえ、方

向性を示す」とされていたが、今回の要領でも「ケアニーズの非常に高いこども

への対応など、その性質や実態等に鑑み、国において、多機能化・高機能化の在

り方について十分に検討を重ね、その結果を踏まえ、施設の運営や新たな設置（改

築）についての方向性を示す」とされ、その方向性も依然として示されていない。 

 里親支援については、フォスタリング機関を設置し、里親への支援を進めてい

くこととされてきたが、国は、令和６年４月施行の改正児童福祉法（令和４年法

律第 66 号）において、一貫した体制で継続的に里親等支援を提供し、包括的に里

親支援を行うための施設として「里親支援センター」を児童福祉施設に位置付け

た。 

また、里親支援事業の実施に要する費用について、義務的経費とし、都道府県

等の支弁とそれに対する国の負担についても規定した。都は、令和２年度にフォ

スタリング機関事業を開始し、令和６年度末に全ての児童相談所担当地域におい

て、フォスタリング機関を導入した。今後、フォスタリング機関事業についての

実績の評価を踏まえ、里親支援センターへの円滑な移行と、移行後の安定的な里

親支援体制の確保へ向けて、検討が必要である。 

 

＜具体的要求内容＞ 

（１）地域の実情を踏まえた上で、児童相談所や児童養護施設等の体制強化を図

ること。 

① 国は、計画の進捗について、地域の実情に十分配慮した上で、分析・評

価を行うこと。 

また、施設の小規模化かつ地域分散化、高機能化及び多機能化や、児童

（１）地域の実情を踏まえた上で、児童相談所や児童養護施設等の

体制強化を図ること。 

（２）現行のフォスタリング機関が里親支援センターに移行するま

での間、フォスタリング機関事業を継続すること。 
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相談所等の職員の確保・育成、里親委託の促進も含め、十分な財政支援等

を行うこと。 

② 児童自立支援施設の在り方について、ケアニーズの非常に高い子供への

対応など、その性質や実態等に鑑み、十分に検討を重ね、その結果を踏ま

え、施設の方向性を示すこと。 

また、その方向性を踏まえ、施設の体制強化に向けた十分な財政支援等

を行うこと。 

（２）里親支援センターへの円滑な移行と、安定的な里親支援体制の構築に向け、

財政支援の充実を図ること。 

① 既にフォスタリング機関事業を実施している自治体においては、里親支

援センターに移行するまでに一定の調整期間を要するため、移行までの間、

フォスタリング機関事業を継続すること。 

② フォスタリング機関事業において実施している包括的な支援体制を維持

し、里親支援センターへ移行後も、里親のリクルートや研修、児童と里親

のマッチング、委託後のフォローに至るまで一貫して継続的な支援体制を

確保できるよう、職員配置の強化や人材確保・定着のための処遇改善を踏

まえた措置費の充実を図ること。 
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３ 児童に関する相談支援機能の強化 

（提案要求先 こども家庭庁） 

（都所管局 福祉局） 

 

＜現状・課題＞ 

１ 要保護児童等に関する全国情報共有システムをめぐる法的・運用上の状況 

 平成 30 年３月に起きた虐待死事案では、転居元及び転居先の児童相談所が、国

指針や全国ルールに基づく引継ぎ事務を行ったものの、指針等の解釈や取扱いの

相違、共通のアセスメントシートや情報提供票等がなかったことなどから、リス

クに係る認識のずれ等が生じた。こうしたことを受け、転居した際に自治体間で

的確に情報共有を行うとともに、児童相談所と区市町村において夜間・休日も含

め、日常的に迅速な情報共有を行うことができる「全国要保護児童等に関する情

報共有システム」を国が構築し、令和３年度から運用を開始した。 

本システムについては児童相談所と区市町村で相談を受けたケース全てを登録

することに意義があると考えるが、国が個人情報保護に関する根拠規定としてい

る児童福祉法（昭和 22 年法律第 164 号）第 25 条の２及び児童虐待の防止等に関

する法律（平成 12 年法律第 82 号）第 13 条の４は、要保護児童対策地域協議会の

登録ケースや虐待ケースのみを対象としている。このため、当該規定のみでは、

要保護児童等のケース全てを登録し、共有することは個人情報保護の観点から難

しいとする区市町村も少なくない。 

また、本システムの基本的仕様では、子供一人当たり一件につき、一つの相談

情報しか登録できないなど、各自治体で使用されている相談情報管理システムと

の整合性が十分考慮された内容となっていない。 

 

２ 体罰等の禁止及び体罰等によらない子育ての普及啓発に係る制度上の状況 

都は、子供への虐待の防止等に関する条例（平成 31 年東京都条例第 50 号）を

制定し、子供の権利利益の擁護、健やかな成長を図ることを目的として、保護者

による体罰等の禁止を明記した。 

国も、親権者が児童のしつけに際して体罰を加えてはならないことを盛り込ん

だ児童虐待の防止等に関する法律等の改正法律案を令和元年６月に公布し、令和

２年２月には、体罰の範囲や体罰禁止に関する考え方を示したガイドライン「体

罰等によらない子育てのために」を作成した。 

体罰等は、医学的に、子供の脳の発達に深刻な影響を及ぼすこともあるとされ

ているが、日本においては、しつけとしての体罰を容認する風潮もあり、子供が

独立した人格と尊厳を持つ存在であるという考え方が、必ずしも浸透していると

は言えない状況がある。 

 

３ 要保護児童対策地域協議会におけるオンライン活用をめぐる制度上の状況 

児童相談所・市区町村共に相談支援機能を強化し、要保護児童へ

の対応力を向上させること。 
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要保護児童対策地域協議会の調整機関である子供家庭支援センターと、要保護

児童対策地域協議会の関係機関が、速やかな個別ケース検討会議を開催し、情報

共有を行うためには、オンライン会議の活用や構成機関が共有できるデータベー

スの構築が有効である。 

個人情報保護制度の改正においては、オンライン結合（オンライン会議やデー

タベース構築）について、使用の都度の諮問が必要ない旨示された。 

一方で「地方公共団体における情報セキュリティポリシーに関するガイドライ

ン」においては、既存のクラウドサービスやオンライン会議ツールなどの約款に

よる外部サービスを使用したオンライン結合について、機密性２以上の情報（個

人情報）を取り扱わないよう規定されていることから、区市町村におけるオンラ

イン会議やデータ構築の取組を進める上での支障となっている。 

 

４ 児童虐待死亡事例等の検証における司法情報の取扱いの現状 

「犯罪被害者等の権利利益の保護を図るための刑事手続に付随する措置に関す

る法律」により、公判係属中に「公判記録の閲覧及び謄写」の申出ができるのは、

被害者・法定代理人・委託弁護士に限定され、児相職員等は入手することができ

ない。このため、児童福祉審議会における虐待死亡事例等の検証において、十分

な情報に基づく再発防止策の分析が困難な場合がある。 

 

５ 児童相談所業務に係る第三者評価の実施状況 

 令和２年の改正児童福祉法（令和元年法律第 46 号）において、都道府県は児童

相談所の業務の質の評価を行うことにより、その業務の質の向上に努めることと

されている。一方、評価を行う者には、児童相談所業務の専門的な知識や経験が

求められており、外部評価を持続的に実施するためには評価者の人材育成などの

対策が急務である。 

 

６ 児童虐待相談に関する統計集計の現行の取扱い 

 令和４年度福祉行政報告例について、国は令和６年１月に、一部自治体におい

て国が示す記入要領に従って集計・報告をしていない実態がある旨、公表した。

しかしながら、全ての児童虐待相談において児童の安全確認や調査など対応を行

っているにもかかわらず、現在の記入要領に基づく報告では、対応の結果、非該

当であったものが計上されない。厚生労働省において実施されていた福祉行政報

告例を移管し、令和７年度から、こども家庭庁の統計調査として実施される「こ

どもの福祉と保健に関する状況報告」においても、この点は変更されていない。 

 

７ 一時保護時における戸籍・住民票取得をめぐる制度上の取扱い 

令和７年６月から導入された一時保護時の司法審査において、児童相談所が親

権者等の確認を速やかに進めるため、改正児童福祉法施行規則（令和６年内閣府

令第 46 号）では、区市町村が行う公用請求については、児童相談所長等の求めに

応じ、一時保護時の司法審査手続に関し調査を行う場合、本籍地以外の区市町村

に対する戸籍謄本等の請求（広域請求）を活用できる旨が明確化された。通常、

児童等が居住する区市町村に協力を求めることとなるが、児童相談所長は、居住
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区市町村戸籍部門に直接請求できるわけではなく、子供関係部署を通じての手続

となるため、戸籍取得に時間を要する。 

また、戸籍の広域請求においては附票が添付されず、必要な場合は本籍地自治

体に郵送等で改めて公用請求を行う必要がある。さらに、本籍地を確認するには

住民票を取得する必要があるが、住民票は広域請求が公用請求では認められてお

らず、住民票が遠方にある場合には取得に時間を要する。 

加えて、外国籍児童については、国ごとに親権制度や親権者の確認書類も異な

るため、親権者の確認が困難である。 

 

＜具体的要求内容＞ 

（１）国が令和３年度から運用を開始した「全国要保護児童等に関する情報共有

システム」について、全ての自治体が速やかに導入、活用できるよう以下の対

策を講じること。 

① 要保護児童等の全てのケースを情報共有システムで共有することについ

て、個人情報保護の根拠規定が明確となるよう、法令改正や通知等の発出

などの措置を講じること。 

② 各自治体の実情や意見を把握し、現在使用されているものとの整合性を

考慮した内容となるよう、システムの仕様を修正すること。 

③ 全ての自治体が参加できるよう、必要な財政支援を行うこと。 

（２）児童虐待の防止に向けて、体罰等によらない子育ての推進に向けた普及啓

発を更に充実すること。 

（３）区市町村において、子供家庭支援センターと要保護児童対策地域協議会の

関係機関とによるオンライン会議の円滑な実施や構成機関間でのデータベー

ス共有できるよう、個人情報保護制度の解釈及び運用について、ガイドライ

ンで示すなど、必要な支援を行うこと。 

（４）児童福祉審議会の児童虐待死亡事例等の検証において、より多角的かつ総

合的な情報に基づいた再発防止策の分析を可能とするため、司法機関等から

の公判記録情報等の提供が受けられるよう、関係法令等を改正すること。 

（５）児童相談所の業務の質の評価を適切に行うことができる評価者を育成する

など、各都道府県が、児童相談所の第三者評価を持続的に実施可能となるよ

う対策を講じること。 

（６）児童相談所の現場実態にあわせた統計になるよう、自治体の意見も聞きな

がら、集計方法を変更するなど、記入要領の見直しを行うこと。 

（７）児童相談所での戸籍謄本・住民票の取得について、以下の措置を講じるこ

と。 

① 本籍地と居住区市町村が異なる場合でも、児童相談所長等が居住区市町

村戸籍部門に直接請求できるよう法令改正すること。また、広域請求にお

いても、附票が取得できるようにすること。 

② 住民票の広域請求についても公用請求が可能となるよう、法令改正する

こと。 

③ 外国籍児童の親権者の確認方法について、主要な国ごとに必要書類及び

取得方法を具体的に示すこと。 
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４ 社会的養護施策の充実 

（提案要求先 こども家庭庁） 

（都所管局 福祉局） 

 

＜現状・課題＞ 

 児童養護施設等においては、令和元年度から措置費等で、小規模かつ地域分散

化された施設の職員の常時複数配置が可能となったが、実態は、社会的養護の従

事希望者の減少により職員を確保できないなど、人材確保はひっ迫している。さ

らに、小規模かつ地域分散化された施設はスキルや経験を必要とするため、経験

者を配置しなければならないが、経験者の人数も足りない状況である。小規模か

つ地域分散化された施設は孤立した空間となるため、常時複数配置だけでは職員

が感じる孤立感の解消までは至らない。 

 都は、特に重い情緒面・行動面の問題を抱えた児童に対して心理的ケアに重点

を置き支援を行う専門機能強化型児童養護施設の設置を促進するとともに、医療

が必要な乳幼児については医療体制整備事業で受入体制を整備している。国は、

令和２年３月６日付けで「医療的ケア児等のための「４人の生活単位」の設置運

営について」を発出し、医療的ケア児等受入加算実施要綱を示したが、対象とな

る児童や職員の配置にかかる経費等が実態に合っておらず、必要な支援に対応で

きるものとなっていない。 

 施設の小規模化・地域分散化等による本園の取りまとめの業務の増加や、特別

育成費の実費化により事務量が増加している。そのため、直接子供の処遇に当た

る職員が事務業務を一部担っている実態があり、こうした事務処理への対応のた

め、処遇困難な子供の入所が増加傾向にある中で、きめ細かなケアの支障となっ

ている。 

また、不規則勤務や、長時間通勤による就業負担及び家賃に係る経済的負担が

大きいとの指摘や、保育士の場合、保育所保育士と比べて処遇に差があるなど、

人材の確保・定着について課題となっている。 

 施設における小規模かつ地域分散化の取組について、国は、過渡的に本体施設

のユニット化を経て独立させていく場合でもおおむね 10 年程度での地域分散化

及び多機能化等を図る計画を求めており、児童養護施設の小規模なグループケア

単位の定員は、８人から６人に引き下げられ、令和７年度以降は経過措置が終了

し一律６人とすることとなった。しかし、現に大規模な施設等においては 10 年程

度での地域分散化の促進は困難であるとともに、養護需要の高い都においては、

施設の急激な定員減は、専門的なケアを要する児童の行き場を確保できなくなる

懸念がある。 

乳児院では、夜間においても授乳や呼吸確認など継続的なケアが必要であり、

児童の生命及び安全を確保する観点からも十分な職員配置が不可欠である。しか

し、現状では、夜勤職員は１人で児童 10 名以上を養育し、一時保護委託の受入れ

（１）施設の小規模化かつ地域分散化、高機能化等の取組の推進を

図ること。 
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も行っている。業務は過大で乳幼児の緊急受入れの障壁となっていることから、

夜勤職員の複数配置を可能とする支援が必要である。 

児童自立支援施設では、従来の非行・ぐ犯を主訴とする児童に加え、発達障害

など様々な困難を抱える児童が入所しているが、職員配置基準は定員 4.5 名に対し

１名となっており、被虐待の傷つきへのケアや精神科医療を要する児童の増加な

ど、処遇には高度かつ広範な専門性が求められるが、現在の配置基準は平成 24 年

度以来変わっておらず児童の支援に十分に対応できるものとなっていない。 

 自立援助ホームでは、被虐待や発達障害など様々な困難を抱える児童を多く引

き受けている実態があるが、国では自立度の高い児童を想定し、職員配置基準は

定員６名の場合、2.5 名となっており、処遇困難な児童の支援に十分に対応でき

るものとなっていない。心理面からの自立支援を必要とする児童が増加している

が、心理担当職員の補助基準額は極端に低い。自立支援担当職員の配置は加算と

して認められているものの、資格要件や専任要件が厳しく、実態に合っていない。 

 児童養護施設、乳児院及び母子生活支援施設は、既存施設の状況を踏まえ、児

童の生活環境改善のため、計画的に改築や大規模修繕等を行い、小規模化や多機

能化、防犯対策を進めている。この整備には、国の次世代育成支援対策施設整備

交付金を活用しており、令和５年度までは年５回の協議を受け付け、全件採択さ

れていたところである。しかしながら、令和６年度においては、第１回の協議で

予算上限に達したとして、一部案件が不採択となり、第２回協議では対象事業が

限定されるなど十分な内容ではなかった。令和７年度は協議前の事前登録制に改

善されたものの、予算上限に達したとして、一部案件が不採択となった。この状

況が続くと、計画的な整備に重大な支障が生じることが懸念される。 

 

＜具体的要求内容＞ 

被虐待児童及び発達障害を持つ児童の増加や常時医療が必要な乳児などに適

切に対応できるよう、また、小規模かつ地域分散化が進むよう社会的養護の体制

整備を図ること。 

（１）社会的養護を担う施設職員の人材確保は喫緊の課題である。人材確保・育

成等に対する支援の一層の充実を図るとともに、多様な専門職や専門性の高

い職員を継続的に配置できるよう措置費事務費の増額等の見直しを行うこ

と。 

（２）直接処遇職員の事務業務の負担軽減を図るとともに、措置費加算の実費払

いを定額払いに見直しを行い、事務を円滑に実施できるよう児童養護施設等

における事務職員の増員に向けて支援を充実すること。 

（３）職員宿舎の借り上げを行う事業者に対する補助を行うこと。 

（４）地域小規模児童養護施設などのグループホームや児童養護施設等を設置す

る法人が事業者となるファミリーホームについて、開設促進のため、開設前

の人材確保に対する支援や、勤務する職員が孤立することのないよう地域分

散化された施設を支援する職員の本体施設への配置をグループホーム等の数

に応じて増員するとともに、遠隔地に設置する場合に本体施設とは別にバッ

クアップを行う拠点等の整備運営を支援すること。 

また、本体施設を小規模化した場合には、グループホームと同様に地域小
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規模児童養護施設等バックアップ職員加算や小規模かつ地域分散化加算の

対象とするなど、本体施設も含めた小規模化及び地域分散化された施設の

安定した事業運営に向けた仕組みを構築すること。 

（５）児童養護施設等における小規模グループケアについて、令和６年度まで

とされていた経過措置の対象としていたユニットの支援を継続すること。 

（６）医療的ケアや心理的ケアなどの専門的ケアを必要とする児童へ十分な対

応が行えるよう、児童養護施設及び乳児院への精神科医や治療・指導職員

等の専門職員の配置に係る医療的ケア児等受入加算の充実を図ること。そ

の際には地域の実情に応じた補助体系とすること。 

（７）乳児院における夜間の職員配置に対する支援を充実すること。 

（８）医療的なケアを必要とする乳児への対応を強化するため、乳児院の看護

職員の配置を充実するとともに、常時医療及び看護が必要な病虚弱児等を

受け入れられるよう、措置費の病虚弱等児童加算を充実すること。 

（９）乳児院は入所児童の在籍期間が短期であり、入退所が頻繁に発生する施

設であることから、乳児院の施設特性、社会的ニーズに配慮した暫定定員

制度の見直しを図ること。 

（10）児童自立支援施設において、被虐待や発達障害など処遇困難な児童への

支援を強化するため、児童生活支援員の配置を充実するとともに、配置基

準に心理職員を加えること。 

（11）自立援助ホームにおいて、被虐待や発達障害など処遇困難な児童への支

援を強化するため、基準以上に職員を配置したホームに対する人件費加算

を創設すること。心理担当職員を措置費の加算として認めるとともに、常

勤職員相当とすること。自立支援担当職員について、資格要件や専任要件

を緩和するなど柔軟な配置を認めること。 

（12）施設の改築、増築、防犯対策等における施設整備の補助について必要な

財源を着実に確保すること。 

また、小規模化かつ地域分散化された施設の設置を優先する場合でも地

域や施設の実情を勘案して採択するとともに、対象経費の実支出額に対し

て補助を行うこと。 

 

 

＜現状・課題＞ 

国は、ビジョンや要領において、社会的養護の下で育つ子供たちは、「家庭に

おける養育環境と同様の養育環境」である里親等への委託を進め、施設において

も「できる限り良好な家庭的環境」において養育するよう求めているが、この推

進のためには施設や養育家庭等の養育の質の確保と支援の充実が不可欠である。 

施設・グループホームは事務費が定員払いであるのに対して、里親には事務費

が支弁されず、ファミリーホームには事務費が現員払いとなっているため、里親

（２）里親等委託の推進に向け、里親やファミリーホームへの支援

の充実を図ること。 

- 34 -



の開拓やファミリーホームの設置促進に向けたインセンティブが働きにくい。 

 現在、ファミリーホームは障害等の特性のある児童を多く受け入れており、児

童の受託により家屋の改修が必要になることも少なくないが、改修経費の補助を

受けると、里親移行型のファミリーホームであっても、法人等と同じ基準の財産

処分制限がかかることから、活用しづらいとの声が挙がっている。 

施設を運営する法人が設置するファミリーホームは、専任の養育者による専門

的支援や多角的なアセスメント、施設機能を活かした連携やバックアップ体制の

確保など支援に当たっての利点があるが、雇用関係における勤務時間や生活の本

拠の考え方の課題があり、グループホームと比べて法人にとっての利点がなく、

設置が進んでいない。 

 また、特性のある児童が里親に委託されるケースも増加している。里親が特別

な配慮を要する児童等を養育する中で、感情的になり怒鳴ったり、子供の前で物

に当たったりするなどの不適切な対応を行ったことで、被措置児童等虐待として

認定せざるを得ないこともある。被措置児童等虐待を行った者は、養育里親及び

養子縁組里親となることができない旨、児童福祉法（昭和 22 年法律第 164 号）に

定められており、その行為の軽重にかかわらず、里親登録が取り消されることに

なる。施設職員については、不適切な対応が被措置児童等虐待と認定された場合

でも、施設長等に指導を行った上で児童の措置を継続することができる。一方、

里親については、それまでの委託児童との関係性や委託児童自身の意向にかかわ

らず、直ちに措置変更とせざるを得ず、子供の最善の利益を損なうおそれがある。 

 国は、平成 28 年の児童福祉法改正に伴う通知で、乳幼児について、里親等への

委託を原則とするとともに、平成 30 年３月に一部改正された「里親委託ガイドラ

イン」において、心身の発達にとって大切な新生児の時期から里親委託を検討す

ることが重要であると示している。そのためには、専門性を持つ養育家庭等の育

成や手当の充実及び早期からの里親委託が可能となるような仕組みづくりが必要

である。 

 

＜具体的要求内容＞ 

里親等委託の推進に向け、里親やファミリーホームへの支援の充実を図るこ

と。 

（１）社会全体での養育家庭等への理解を高めるため、一層の普及啓発を図るこ

と。 

また、各自治体が取組を行うための十分な財政支援を行うこと。 

（２）里親のための手当の充実、ファミリーホームの事務費の充実や定員払いな

ど、里親等委託を推進できるよう措置費制度を見直すこと。 

また、障害等の特性のある児童を含むケアニーズの高い児童の委託を促進

するため、一般生活費の加算等、措置費の充実を図ること。 

（３）養育家庭委託についても、育児休業制度が利用できるよう、国として必要

な措置を講じること。 

特に、乳幼児の委託促進を図るため、里親の休暇制度の充実に向けた支援

を行うこと。 

（４）新生児委託を進めるため、乳児院に専任職員を配置する等、地方自治体が
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実情に応じた柔軟な取組を展開できるよう必要な経費補助を行うこと。 

（５）児童養護施設等の生活向上のための環境改善事業の改修経費補助につい

て、補助金の財産処分制限に関する規定については、里親移行型のファミ

リーホーム事業者が高齢等やむを得ない事情でホームを廃止する場合の特

例措置を設けること。 

（６）ファミリーホームについては、法人による設置を促進できるよう、雇用

関係における勤務時間や生活の本拠の考え方に関する課題を整理し、でき

る限り柔軟な対応ができる仕組みとすること。 

（７）児童福祉法第 34 条の 20 第１項第２号には、養育里親の欠格事由として

「この法律、児童買春、児童ポルノに係る行為等の規制及び処罰並びに児

童の保護等に関する法律（中略）により罰金の刑に処せられ、その執行を

終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者」とあるが、児童買春、

児童ポルノに係る行為等により処せられた者についても、同項第３号の規

定にある「児童虐待又は被措置児童等虐待を行った者その他児童の福祉に

関し著しく不適当な行為をした者」と同等の取扱いとするよう、早急に法

の改正を行うこと。 

（８）里親が不適切な対応を行い、被措置児童虐待と認定された場合、それに

より児童福祉法に規定する欠格事由に該当するとして、一律に里親登録を

取り消すのではなく、子供の最善の利益の確保の観点に立った上で、里親

登録を継続しながら、里親や委託児童の状況に応じた必要な指導等を行う

ことができるよう、必要な措置を講じること。 

 

 

＜現状・課題＞ 

施設等を退所した後、安定した生活を送るためにも、社会的養護における自立

支援策の強化が求められている。児童の自立を支援する自立支援担当職員につい

て、措置費の加算額では、人件費相当分の加算となっており、活動経費は算定さ

れていないほか、施設等が対象者と交流を継続していくための経費は対象とされ

ておらず、退所者のアフターケアを十分に行うことができない。 

将来の進学等に向けて、学齢期に入った段階から学習習慣を身に着けることが

重要であるが、現在の措置費では学習支援を十分に行うことができない。 

 令和６年４月１日施行の改正児童福祉法（令和４年法律第 66 号）において、児

童自立生活援助事業の年齢要件や実施場所が拡大された。児童自立生活援助事業を

児童養護施設で実施するためには、専任の職員配置が必要であることなどから、対

応できない施設も存在する。この結果、入所していた施設による継続した自立支援

が受けられない状況が生じ、結果的に児童に不利益が生じる可能性がある。また、

児童養護施設や里親等に措置されている児童は、国通知に基づき、就労移行支援等

を受けることが可能だが、児童自立生活援助事業の利用者は対象となっていない。 

（３）社会的養護の下で育つ子供への支援を、退所後を含めて充実、

強化すること。 
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＜具体的要求内容＞ 

社会的養護の下で育つ子供の自立を支援すること。 

（１）退所後の自立を見据え、高校生の特別育成費は学外での学習に必要な経費

を対象とするとともに、補習費や資格取得等の加算額を拡充すること。また、

小学生に対しても中学生と同様に学習塾費の対象とすること。さらに、大学

等に進学する児童に対する入学支度金の拡充等の支援を行うこと。 

（２）措置費の自立支援担当職員加算について、旅費等の活動経費も算定するな

ど、アフターケアを十分に行うことができるよう増額すること。 

（３）措置解除後も退所者が入所していた児童養護施設等と交流を続けていくた

めの経費を支援すること。 

（４）児童自立生活援助事業について、事業の実施状況や効果を検証し、支援が

必要な児童が、施設による継続した自立支援を受けられるよう、支援の実態

に合わせた柔軟な職員配置を可能とすること。 

（５）児童自立生活援助事業の入居者について、児童養護施設入所している児童

や母子生活支援施設に入所している母と同様に、就労移行支援等を受ける場

合の仕組みを構築すること。 

 

５ ひとり親家庭の自立支援策の推進 

（提案要求先 こども家庭庁・法務省） 

（都所管局 福祉局） 

 

＜現状・課題＞ 

ひとり親家庭の親は、子育てと家計の支え手を同時に担うため、肉体的・精神

的な負担が大きく、ひとり親家庭が抱える課題は、母子家庭では、低賃金や不安

定な雇用条件等の就労上の問題、父子家庭では、家事等生活面の問題など、それ

ぞれの状況によって様々であるため、ひとり親家庭の自立を進めるためには、各

家庭の状況やニーズを把握した上で、相談体制の整備、就業支援、子育て支援・

生活の場の整備、経済的支援を総合的に推進していく必要がある。 

 

＜具体的要求内容＞ 

 ひとり親家庭の生活実態を踏まえ、ひとり親家庭施策への更なる財政支援を行

うこと。 

ひとり親家庭の自立支援策を拡充すること。 
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６ 困難な問題を抱える女性への支援 

（提案要求先 内閣府・厚生労働省） 

（都所管局 福祉局） 

 

＜現状・課題＞ 

令和６年４月、「困難な問題を抱える女性への支援に関する法律」（令和４年

法律 52 号）及び「困難な問題を抱える女性への支援に関する基本的な方針」が施

行され、併せて関係する要綱・ガイドライン・指針等が示された。 

 区市町村は、生活保護、母子福祉、高齢者福祉、障害者福祉、生活困窮者自立

支援等、女性の自立支援に関する権限や資源等を有しており、その役割は重要で

あるが、法律において、国及び地方公共団体は困難な問題を抱える女性への支援

に必要な施策を講じる責務を有することが明記され、基本的な方針において区市

町村の役割については示されたものの、女性相談支援員の配置については依然と

して努力義務となっている。 

区市町村において、各部署間が連携した支援を円滑に行うためには、女性相談

支援員を専任で配置するなど身近な区市町村における相談支援体制を充実するこ

とが必要である。 

また、基本的な方針では、女性相談支援センターや女性自立支援施設における

支援として、身体的、心理的、性的な暴力等の被害からの回復支援や、自立支援、

同伴児童等への支援についても示されている。措置費において各種取組等に応じ

た加算があるものの、現行の配置基準では不十分であり、更なる体制強化が必要

である。 

 

＜具体的要求内容＞ 

（１）「困難な問題を抱える女性への支援に関する法律」の施行を踏まえ、区市

町村における相談支援体制が整備促進されるよう女性相談支援員を法におい

て必置化するとともに、配置基準を示し、財政支援も含めた支援を行うこと。 

（２）女性相談支援センター及び女性自立支援施設の体制を強化すること。 

  ① 同伴児童の支援を充実させるため、女性相談支援センター・一時保護所

の配置基準に、児童の心理ケアに通じている心理職員、保育士、学習指導

員を加えるとともに、保育室や学習室等の整備を行うための必要な財政措

置を行うこと。 

  ② 女性自立支援施設においても、他福祉分野と同様の処遇改善加算やキャ

リアアップのための補助を行うこと。 

③ 自立支援及び被害回復支援の具体的な実施内容や実施方法を明らかにす

るとともに、必要な支援策を示し、人員配置に係る最低基準の拡充を図る

等、施設の対応力強化に向けた施策を展開すること。 

困難な問題を抱える女性への支援に関する法律の施行を踏まえ、

以下のことを実現すること。 

（１）区市町村が女性支援に主体的に関われるようにすること。 

（２）女性相談支援センター・一時保護所及び女性自立支援施設の

体制強化を図ること。 
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３ 子ども・子育て支援新制度施行後における幼児教

育の質の確保 

（提案要求先 こども家庭庁・文部科学省） 

（都所管局 生活文化局） 

 

＜現状・課題＞ 

子ども・子育て支援新制度は、幼児教育、保育、地域の子ども・子育て支援の

量的拡充や質の向上を進めるものであり、国の責任において、十分な財源確保を

行うとともに、新制度に移行していない園も一定数あることを踏まえ、幼児教育

の質の確保のためには、施設型給付を受けない幼稚園を含む全ての幼児教育を行

う事業者に対して、十分な財政支援を行う必要がある。 

施設型給付については、子ども・子育て支援法（平成 24 年法律第 65 号）上、

国が２分の１を負担する原則となっているが、教育標準時間認定子どもに係る施

設型給付については、同法附則第９条において、当分の間、国が本来の負担を行

わず、地方がその一部を負担する仕組みとされている。 

また、認定こども園及び施設型給付を受ける幼稚園における教育標準時間認定

子どもの預かり保育について、区市町村において一時預かり事業（幼稚園型）を

委託しない場合や本事業と私学助成による預かり保育補助との間に大きな差異が

ある場合など、本事業への円滑な移行が困難な場合には、引き続き都道府県によ

る財政支援が前提となっている。 

（１）質の高い幼児教育のための財源を十分確保すること。 

（２）教育標準時間認定子どもに係る施設型給付等については、幼

児教育の質の確保・向上が図られることを第一義に捉え、国の

責任を果たすとともに、十分な財政措置を行うこと。 

（３）円滑な制度運用に向けた取組を行うこと。 

（４）幼児教育の無償化について、保育料の上昇や大都市の保育料

負担に配慮した上限額への引上げなど制度を拡充すること。 

（５）預かり保育利用料に対する支援額が極めて低いため、実態に

応じた制度の改善や十分な財源措置を行うこと。 

（６）地域における小学校就学前の子どもを対象とした多様な集団

活動事業の利用支援事業の対象施設要件を幼稚園設置基準も勘

案したものとすること。 
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 さらに、新制度については、制度が複雑であることに加え、請求・給付事務を

はじめ制度に係る事務が膨大かつ煩雑となっており、区市町村・事業者にとって

大きな負担となっている。 

一方、国が令和元年 10 月から実施している幼児教育の無償化では、直近の物価

水準や賃金動向等を踏まえ、給付上限額を年額 33 万 6,000 円へ見直し、令和８年

10 月から実施する予定である。しかし、これは、令和８年度の都内私立幼稚園の

平均保育料 407,700 円と比べて下回っている。 

また、私立幼稚園の預かり保育の利用料に対する支援では、上限額が日額 450

円又は月額１万 1,300 円であり、極めて低い。さらに、保護者、幼稚園等施設及

び自治体にとって極めて複雑な制度となっていることに加え、制度の運用に係る

事務費の国庫負担は令和２年度までとなっている。 

令和３年度から現行の幼児教育・保育の無償化の給付を受けていない施設に通

う保護者の負担軽減補助として「地域における小学校就学前の子どもを対象とし

た多様な集団活動事業の利用支援」を新たに実施しているが、対象施設となる基

準は認可外保育施設に近く、幼稚園類似の幼児施設が対象外となるケースもある。 

 

＜具体的要求内容＞ 

（１）幼児教育を行う全ての事業者に対して、質の高い幼児教育を行うために必

要な、恒久的、安定的な財源を十分確保すること。 

（２）施設型給付等の財政措置については、質の高い幼児教育を確保する観点か

ら、特に、以下の点に取り組むこと。 

  ① 教育標準時間認定子どもに係る施設型給付についても、国が責任を持っ

て必要な経費の２分の１を負担するという本則に基づき算定されるよう、

早期に見直すこと。 

  ② 各園及び区市町村において、一時預かり事業（幼稚園型）への円滑な移

行が図られるよう、補助単価の引上げなど預かり保育の実態に則した十分

な財政措置を行うこと。 

（３）新制度の円滑な実施に向けて、以下の点に取り組むこと。 

 ① 制度の運用状況や課題を十分に把握するとともに、必要な情報を適時・

適切に提供すること。 

 ② 事務手続の簡素化や事務手引の作成等、区市町村や事業者の負担軽減を

図ること。 

（４）幼児教育の無償化について、以下の点に取り組むこと。 

 ① 幼児教育の無償化について、保育料の上昇や大都市の保育料負担に配慮

した上限額への引上げなど制度を拡充すること。 

 ② 預かり保育利用料に対する支援額が極めて低いため、実態に応じた制度

の改善や十分な財源措置を行うこと。 

③ 自治体等の声を十分に聴き、円滑な運営ができるよう制度の改善を図る

こと。 

 ④ 事務費については国庫負担とすること。 

 ⑤ 地域における小学校就学前の子どもを対象とした多様な集団活動事業の

利用支援の要件について幼稚園設置基準も勘案したものとすること。 
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（提案要求先 内閣官房・こども家庭庁） 

（都所管局 子供政策連携室・政策企画局） 

 

＜現状・課題＞ 

 出生数の減少は、国の将来推計より約 15 年前倒しで進行している。予想をはる

かに超える速さで進行する少子化の要因は複合的であり、社会のファンダメンタ

ルズが複雑に絡み合っているが、国の人口減少、不安定な世界情勢、経済情勢に

あって、若い世代が日本の社会経済や自分自身の未来に対して、明るい将来展望

を描けなくなっていることもそのひとつと考えられる。 

都は、一刻の猶予もないとの認識の下、望む人が安心して子供を産み育てるこ

とができる社会の実現に向けて、出会い・結婚、妊娠・出産、子育て期、教育・

住宅、就労・職場環境など、ライフステージを通じた切れ目ない支援を実施して

きた。都の取組に対し、都民の共感が寄せられているとともに、直近では都内の

日本人の出生数が 10 年ぶりに増加に転じた。 

少子化は、社会の存立基盤を揺るがす国家的な課題であり、国を挙げて戦略的

に対処する必要がある。 

 居住する地域に関わらず、日本全国の若者が明るい将来展望を描けるよう、人

口戦略を含めた国家ビジョンや将来に向けた実効性ある成長戦略を明らかにする

とともに、ライフステージを通じた切れ目ない支援の実現に向け、国家的な視点

で制度設計を行っていくことが求められている。 

 2030 年代には若年層の人口が大幅な減少局面を迎えることから、更なる大胆な

政策を、都や他道府県との連携・協力の下、早期に具体化していくことが必要で

ある。 

 

＜具体的要求内容＞ 

（１）実態に則した将来推計人口を示した上で、どのように国を運営し、持続可

能な社会をつくりあげていくのかについて、人口戦略を含めた将来の国家ビ

ジョンを掲げること。 

（２）若者が日本の社会経済や自分自身の未来に対して明るい将来展望を描ける

よう、実効性ある経済成長政策や、現役世代の負担を抑制しながら安定的で

持続可能な社会保障制度を構築すること。 

（３）「出会い・結婚」「妊娠・出産」「子育て、教育」「育児と仕事を両立で

きる就労環境」など、結婚・子育てしやすい社会環境の整備に向け、国家的

な視点で制度設計を行っていくこと。 

１ 少子化への対処【最重点】 

（１）人口戦略を含めた国家ビジョンを掲げること。 

（２）子供・若者・子育て層が明るい将来展望を描ける経済成長政

策や社会保障制度を構築すること。 

（３）ライフステージを通じた切れ目ない支援の実現に向け、国家

的な視点で制度設計すること。 
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 （提案要求先 こども家庭庁・厚生労働省） 

（都所管局 生活文化局） 

 

＜現状・課題＞ 

コロナ禍前（令和元年 12 月）と比較すると、結婚を希望する都民の結婚に対

する関心は高まっているものの、結婚に関心を有しながら婚活に取り組んでいな

い人は約７割に上っている。 

都はこれまで、出会い・結婚を望む人が結婚に向けた一歩を踏み出すことを後

押しするため、交流イベントの実施や結婚に向けた気運醸成等の各種取組を展開

してきた。また、令和５年 12 月から先行利用を開始したＡＩマッチングシステム

については、令和６年度から本格稼働し、結婚を希望する都民に対し、幅広い出

会いの機会を提供している。2025 年人口動態統計の速報値によると、婚姻数は２

年連続増加しており、この流れを確実なものにするため、対面及びオンライン双

方の取組を通じて、今後一層の施策の推進を図るとともに、民間団体等への波及

を図り、社会全体で結婚に向けた気運を醸成していくことが必要である。 

一方で、民間企業等が展開する結婚相談所やマッチングアプリにおいて、結婚

相手紹介サービスを不正に利用した事案等も発生している。近年ではマッチング

アプリでの活動は非常に重要な婚活の手段ともなっており、利用者が安心してサ

ービスを利用できる環境づくりが必要である。 

 

＜具体的要求内容＞ 

（１）国は、出会い・結婚を望む人が、より多くの結婚のきっかけを得られるよ

う、各自治体の取組を支援する交付金の補助基準額や補助率の引き上げを行

い、自治体による結婚支援の取組を充実させること。 

 

２ 出会い・結婚を望む人が一歩を踏み出す後押しと

なる取組の推進【最重点】 

（１）出会い・結婚を望む人が、より多くの結婚のきっかけを得られ

るよう、各自治体の取組を支援する交付金の補助基準額や補助率

の引き上げを行い、自治体による結婚支援の取組を充実させるこ

と。 

（２）出会い・結婚を望む人が、安心して結婚相手紹介サービスを利

用できるよう、その品質や信頼性を客観的に評価する認証制度の

認知拡大に取り組むなど、結婚相手紹介サービスの安心安全な利

用環境づくりを推進すること。 
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（２）国は、出会い・結婚を望む人が、安心して結婚相手紹介サービスを利用で

きるよう、その品質や信頼性を客観的に評価する認証制度の認知拡大に取り

組むなど、結婚相手紹介サービスの安心安全な利用環境づくりを推進するこ

と。 
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１ 先天性代謝異常等検査の対象疾患の拡大 

（提案要求先 こども家庭庁） 

（都所管局 福祉局） 

 

＜現状・課題＞ 

 先天性代謝異常等検査は、疾病を早期に発見し、早期に治療を行うことで障害

を予防することを目的に、全都道府県が新生児に対し、20 疾患の検査を公費負担

で実施している。 

 一方で、最近は新しい治療法が開発されている疾患があり、大学や検査機関等

で保護者負担により実施する事例のほか、独自に公費負担を開始する都道府県も

見られるなど、全国的に 20 疾患以外のスクリーニング検査が進展している。 

 都では、全ての新生児が早期発見・早期治療により、治療効果が高いとされる

疾患について検査を受けられるよう、令和６年４月から重症複合免疫不全症（Ｓ

ＣＩＤ）、脊髄性筋萎縮症（ＳＭＡ）、Ｂ細胞欠損症（ＢＣＤ）の３疾患につい

て、独自に公費負担を開始するとともに、令和７年３月からはライソゾーム病（Ｌ

ＳＤ）のうちポンぺ病（ＰＤ）、ムコ多糖症Ⅰ型（ＭＰＳ１）、ムコ多糖症Ⅱ型

（ＭＰＳ２）についても対象に追加した。 

 国も、令和５年度から「新生児マススクリーニング検査に関する実証事業」（以

下「実証事業」という。）を実施しているが、対象疾患は、重症複合免疫不全症

と脊髄性筋萎縮症の２疾患のみである。 

 また、実証事業の全国展開は、対象疾患の拡充に向けた検討に資するデータや

情報を収集し、その結果を踏まえて目指すこととしており、国が実証事業を踏ま

えて、全国展開を行うまでには相当の時間を要することが見込まれる。 

 さらに、実証事業の補助率は２分の１となっており、自治体負担が発生してい

る。 

 

＜具体的要求内容＞ 

（１）実証事業の対象疾患である重症複合免疫不全症及び脊髄性筋萎縮症の検査

について、先天性代謝異常等検査の対象疾患に追加し、早急に全国展開する

こと。 

（２）Ｂ細胞欠損症やライソゾーム病の一部疾患など、そのほかの早期発見・早

期治療による治療効果が高いとされる疾患についても、先天性代謝異常等検

査の対象疾患への追加を検討すること。 

（３）上記（１）及び（２）の措置等に当たっては、自治体負担が生じることの

ないよう、安定的かつ十分な財政措置を講じること。 

３ 母子保健施策の充実 

 早期発見・早期治療により、治療効果が高いとされる疾患につい

て、全ての新生児が検査を受けられるよう、早急に先天性代謝異常

等検査の対象に追加するとともに、安定的かつ十分な財政措置を講

じること。 
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２ 不妊治療等に関する支援の強化【最重点】 

（提案要求先 こども家庭庁・厚生労働省） 

（都所管局 福祉局） 

 

＜現状・課題＞ 

国立社会保障・人口問題研究所が実施した第 16 回出生動向基本調査（結婚と出

産に関する全国調査）の結果では、不妊を心配したことがある（又は現在心配し

ている）夫婦の割合は年々増加の傾向にある。 

 国は不妊治療について、都の要望どおり、令和４年４月から保険適用を開始し、

ガイドライン上でＡ又はＢランクとされた治療が保険収載された。また、Ｃラン

クの治療の一部については先進医療として保険診療との併用が可能となった。都

は、不妊治療を行う際の経済的負担を軽減するため、令和４年度から、保険診療

で体外受精・顕微授精を行う際に併せて実施した先進医療に係る費用を助成して

きた。しかし、不妊治療における経済的負担は未だ重いことから、都は令和８年

度から、新たに保険診療の体外受精及び顕微授精を含めた自己負担額について、

助成することとした。 

 

＜具体的要求内容＞ 

子供を望む方が安心して不妊治療に取り組めるよう、保険診療の体外受精及び

顕微授精並びに先進医療の自己負担分について、国の責任と財源において、自己

負担の軽減を図る支援を行うこと。 

妊娠・出産を望む方の不妊症・不育症の検査・治療に対する支援

を充実させること。 
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３ 卵子凍結等への支援【最重点】 

（提案要求先 こども家庭庁・厚生労働省） 

（都所管局 福祉局・保健医療局） 

 

＜現状・課題＞ 

 卵子凍結は、子供を産み育てたいと望んでいるものの、様々な事情により、す

ぐには難しい方にとって、将来の妊娠に備える選択肢の一つである。 

 卵子凍結については、都が令和５年度から助成を実施した後、山梨県が令和６

年度から卵子凍結支援事業、大阪府が令和７年度から早発卵巣不全患者等妊よう

性温存治療助成試行事業を開始するなど、自治体での取組が先行している。 

 国は、新たに、卵子凍結に関する正しい知識の普及啓発と卵子凍結による妊よ

う性温存等に係る課題検証のためのモデル事業を行う。モデル事業では、広義の

医学的適応の卵子凍結に関する検討を行うこととしており、健康な女性が行う卵

子凍結については、広義の医学的適応の比較対象として取り扱われている。 

 また、実施割合が上昇している無痛分娩については、都が令和７年 10 月から費

用助成等を開始しているが、国は、令和７年６月 13 日に閣議決定された「経済財

政運営と改革の基本方針 2025」において、「安全で質の高い無痛分娩を選択でき

る環境を整備する」とされているものの、第 221 回国会（令和８年特別会）に提

出された健康保険法等の一部を改正する法律案では無痛分娩にかかる費用につい

ては具体的な明記はなく、安全で質の高い無痛分娩を選択できる環境整備のため

の具体的な方策についても示されていない。 

 

＜具体的要求内容＞ 

（１）卵子凍結による妊よう性温存等に係る課題検証のためのモデル事業につい

て、先行して事業を実施している地方自治体の取組も参考に知見の収集や知

識の普及を行うこと。 

（２）女性の人生の選択肢を広げるため、健康な女性が行う卵子凍結についても

十分なデータを収集し、課題等を検証すること。 

（３）収集した知見や卵子凍結に関する様々な課題等の検証結果については、自

治体にも共有すること。 

（４）妊婦が希望に応じて安心して選択できるよう、無痛分娩に必要な環境の整

備を早期に進めるとともに、経済的負担軽減を図ること。 

希望する方が安心して卵子凍結や無痛分娩を選択できる環境を整

備すること。 
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４ 妊娠期から子育て期にわたる切れ目のない支援 

（提案要求先 こども家庭庁） 

（都所管局 福祉局・子供政策連携室） 

 
＜現状・課題＞ 

産後ケア事業は、出産後１年以内の母子等に対して心身のケアや育児のサポー

ト等を行う取組であるが、母子保健法（昭和 40 年法律第 141 号）改正により令和

３年度から事業実施が区市町村の努力義務となり、子ども・子育て支援法（平成

24 年法律第 65 号）改正により令和７年度からは地域子ども・子育て支援事業とし

ても位置付けられ、計画的な提供体制の整備を進めることとされている。 

本事業は、区市町村が医療機関や助産所等に対し、主に利用者実績に応じて委

託料を支払っているが、国の子ども・子育て支援交付金交付要綱では１か所当た

りの補助基準額が定額となっているため、１施設で多くの利用者を受け入れた場

合等に、補助基準額超過が発生し、区市町村の自己負担が発生してしまう。 

また、医療機関等からは固定の運営費への支援が必要との声も上がっている。 

さらに、東京においては、産後ケア施設の修繕・改修費、物件費、人件費等は

他の地域と比較し割高であるが、国の補助基準額は全国一律である。 

加えて、複数の区市町村の利用者を受け入れている医療機関等では、委託単価

や各種加算・整備費の考え方、報告書や安全管理マニュアル等の様式などが区市

町村によって異なることで、円滑な事業運営に支障が生じている。区市町村から

は、これらについて、国から一定の考え方や様式が示されないと統一は難しいと

いう意見がある一方、令和８年３月に改定された「産後ケア事業ガイドライン」

では具体的な考え方や様式は示されておらず、利用者目線に立った一貫性・整合

性のあるサービスの提供が困難な状況である。 

 

＜具体的要求内容＞ 

（１）産後ケア事業の補助について、運営費等の固定費と利用者数の実績に応じ

て加算される変動費とを組み合わせて基準額を設定するなど、区市町村や委

託先医療機関等の契約や運営の実態に即した補助制度とすること。 

（２）修繕・改修費、物件費、人件費等の地域差について、大都市の実情に合わ

せ、適切に補助基準額に反映すること。 

（３）国として産後ケア事業の標準的な委託単価の設定、加算や整備費など医療

機関等における共通経費の自治体間の負担方法、報告書や安全管理マニュア

ル等の様式などについて、全国共通の統一的な基準や考え方を示すこと。 

産後ケア事業について、区市町村や委託先医療機関等の運営の実

態や大都市の実情に即した補助制度とするとともに、産後ケア事業

の委託単価や様式等について全国共通の統一的な基準等を示すこ

と。 
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５ ５歳児健康診査の推進 

（提案要求先 こども家庭庁） 

（都所管局 福祉局） 

 

＜現状・課題＞ 

 ５歳児は、言語の理解能力や社会性が高まり、発達障害が認知される時期であ

り、子供の発達特性を把握する５歳児健診は重要とされている。 

 国は、2028年度（令和 10 年度）までに、全国の自治体での実施率 100％を目指

すとしており、補助事業も創設しているが、健診実施に見合った補助単価ではな

いため、自治体において負担が生じている。 

 また、健診実施に当たっては、医師や保健師、心理職など専門職を養成するた

めの研修等の機会を確保する必要がある。 

 さらに、５歳児健診において所見が認められた場合には、必要な支援につなげ

る地域のフォローアップ体制が重要であり、都は、令和７年度から健診やフォロ

ーアップに当たっての関係機関との連携促進を行うコーディネーター配置や周知

に取り組む区市町村を支援している。 

 

＜具体的要求内容＞ 

（１）自治体での５歳児健診の取組が進むよう、国の補助事業については、実施

人数に応じた補助単価だけでなく、固定費の単価も加えるなど、小規模自治

体でも実施できるよう、十分な財政措置を行うこと。 

（２）５歳児健診が円滑に実施できるよう、国において、健診に従事する専門職

への研修等の充実を図ること。 

（３）地域におけるフォローアップ体制の整備に必要な財政措置を講じるととも

に、取組が円滑に進むよう、保育、教育、療育等の部門に対して、国から理

解促進に向けた働きかけを行うこと。 

  

（１）５歳児健診の取組が進むよう、国の補助事業について十分な財

政措置を行うこと。 

（２）健診に従事する専門職への研修等の充実を図ること。 

（３）保育、教育、療育等、フォローアップ体制整備の取組が進むよ

う、必要な財政措置に講じるとともに、関係部門の理解が進むよ

う、国から働きかけを行うこと。 
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６ 妊婦健康診査の望ましい基準に基づく標準額の適切な設定 

（提案要求先 こども家庭庁） 

（都所管局 福祉局） 

 

＜現状・課題＞ 

妊婦健康診査は、「妊婦に対する健康診査についての望ましい基準」（平成 27 年

厚生労働省告示第 226 号）により実施が望ましい検査項目が示されており、「望ま

しい基準」の実施に必要な経費は地方財政措置がされている。しかし、自治体間の

公費負担額設定には乖離が発生していることに加え、自由診療であるため、医療機

関等の価格設定にも大きな乖離が発生しており、妊婦の経済的負担が生じている。 

国は、妊婦の経済的負担を減らすため、母子保健法を改正し、「望ましい基準」

に基づく健診実施に係る標準額を定め、各自治体及び医療機関等は標準額を勘案す

るよう努めることを改正法に含めるとしているが、標準額の算定方法や運用方法に

ついては、不透明な状況である。 

都市部の医療機関等において、標準額を勘案した額で健診を実施するためには、

立地や物価が異なる都市間の状況や実勢価格等を反映し額を設定する必要がある。 

また、自治体における公費負担額設定については、医師会等の関係機関と事前協

議を行うため、標準額設定に係る進め方やスケジュール等の速やかな把握が重要で

あることに加え、標準額を勘案した公費負担額設定とする場合、自治体の財政負担

の増加が想定されるため、十分な財政措置が必要である。  

 

＜具体的要求内容＞ 

（１）妊婦に経済的負担をできる限り求めない環境整備と併せて、医療機関の経営

にも影響が生じないよう、大都市の実勢を十分に踏まえて標準額を設定し、積

算根拠についても明らかにすること。 

（２）標準額を勘案した妊婦健康診査の実施に当たっては、今後のスケジュールや

具体的な運用方法等について、速やかに示すとともに丁寧な説明を行うこと。 

（３）妊婦健康診査の安定的な実施のため、十分な財政措置を講じること。 

  

妊婦健康診査の望ましい基準に基づく標準額の設定について、大都

市の実勢を十分に踏まえるとともに、積算根拠を明らかにすること。 

今後のスケジュールや具体的な運用方法等について、速やかな提示

及び丁寧な説明を行うこと。 

また、妊婦健康診査の安定的な実施のため、十分な財政措置を確実

に講じること。 
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７ 若者の身体や心の悩みに関する相談支援体制等の整備 

（提案要求先 こども家庭庁） 

（都所管局 福祉局・子供政策連携室） 

 

＜現状・課題＞ 

現在、思春期の中高生等を含む若者は、身体や心の健康課題に対して多くの悩

みを抱えている一方、インターネット等からの情報収集では知識の偏りが生じる

ことや、心理的抵抗により親に相談しにくい等により、正しい知識の理解・活用

が進まない状況がある。 

また、プレコンセプションケア推進５か年計画においても、相談者が気軽に性

や健康・妊娠に関する悩みを相談できるよう、自治体等における「性と健康の相

談センター」に加え、身近な地域において医療機関等も含め、専門家による相談

支援体制の整備を図ることとしている。 

上記を踏まえ、都では、令和４年度から、若者の身体や心の悩みに対し、看護

師等の専門職が電話、メール及び対面で対応する相談窓口を設置している。この

窓口は、匿名相談が可能のため気軽に利用できる一方、医療機関の受診が必要な

場合、迅速かつ確実な受診に繋げることが困難である。そのため、令和８年度か

ら、若者が身近な医療機関で相談しやすくなるよう、地域において若者を対象に

専門職による個別相談を実施するユースクリニックへの補助を都独自に開始す

る。 

若者が身近な地域で相談できるような体制を整備するため、上記のような若者

を対象とした相談窓口の取組を全国的に拡大できるよう、相談事業の担い手の育

成を支援するとともに、財政支援を行うことが必要である。 

 

＜具体的要求内容＞ 

（１）自治体や医療機関が若者を対象とした相談事業を実施できるよう、医師や

看護職等に対する研修プログラムの策定など国として必要な対応を行うこ

と。 

（２）自治体や医療機関における相談事業の実施に要する費用を補助すること。 

（３）国は、若者の現状を十分に分析し、その特性に応じて必要な情報が的確に

伝わるよう、思春期における健康管理情報の発信に取り組むこと。 

 

 

自治体や医療機関が、若者を対象とした相談事業を実施できるよう

国として必要な対応を行うとともに、財政措置を講じること。 

また、若者に性や妊娠を含む健康に関する必要な情報が的確に伝わ

るよう、普及啓発を推進すること。 
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８ 母子保健ＤＸの推進 

（提案要求先 こども家庭庁） 

（都所管局 福祉局） 

 

＜現状・課題＞ 

 国は、全国共通の情報連携基盤（ＰＭＨ）や電子版母子健康手帳を活用するこ

とで、スマートフォンでの健診結果の確認等を実現し、住民の利便性の向上や自

治体・医療機関の事務負担の軽減等を目指す母子保健ＤＸを推進しており、母子

保健法（昭和 40 年法律第 141 号）の改正や「母子保健デジタル健診実証事業」な

ど、全国展開に向けて準備を進めている。 

 母子保健ＤＸの推進に当たっては、「母子保健対策強化事業」において母子保

健事業のデジタル化に係る経費を補助しているが、当該事業は他事業も対象であ

ることに加え、自治体だけではなく、健診や産後ケアを担う医療機関等について

もシステム等を導入する必要があることから、国基準を上回る経費を要するとの

声が届いている。このため、都は、国の補助事業に加えて、都独自の補助事業を

創設し、区市町村の取組を推進している。 

また、自治体の健康管理システムの改修については、ベンダーの人手不足等に

より令和８年度中のシステム改修が不可能な自治体も見込まれるが、令和９年度

以降の国による支援は未定となっているほか、ＰＭＨが全国展開された後の運用

費用について、自治体（都道府県及び区市町村）の負担の有無を含め、方向性が

示されていない。 

 さらに、自治体や医療機関等における取組を着実に進めていくためには、ＰＭＨ

接続についてメリットや方策を具体的に伝える必要があるが、現行のスキームで

は、医療機関において、健診等のデータをＰＭＨ接続端末と電子カルテに重複して

入力する必要がある、ＰＭＨ接続のスケジュールが具体的に示されていない等の課

題がある。 

 

 

（１）区市町村が母子保健情報のデジタル化を一体的に進められるよ

う、補助額の拡大など必要な財源措置を講じるとともに、令和９

年度以降も継続的に自治体等へ補助を行うこと。 

（２）ＰＭＨが全国展開された後の運用費用について、国として必要

な財源措置を講じること。 

（３）自治体や医療機関等にＰＭＨ接続によるメリットや方策を具体

的に示すとともに、必要な準備期間も考慮した上で全国展開に向

けたスケジュールを設定すること。 
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＜具体的要求内容＞ 

（１）母子保健ＤＸの推進に向け、区市町村が健康管理システムの改修や電子版

母子健康保健手帳の導入、産後ケア等を含めた母子保健情報のデジタル化を

一体的に進められるよう、補助額の拡大など必要な財源措置を講じるととも

に、令和９年度以降も継続的に自治体等へ補助を行うこと。 

（２）ＰＭＨが全国展開された後の運用費用について、国として必要な財源措置

を講じること。 

（３）自治体や医療機関の取組を着実に進めていくため、ＰＭＨと電子カルテの

連携などＰＭＨ接続のメリットや方策を具体的に示すとともに、システム改

修等に必要な準備期間も考慮した上で、全国展開に向けたスケジュールを設

定すること。 
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１ 子供・子育て支援における施策の充実【最重点】 

（提案要求先 こども家庭庁・厚生労働省） 

（都所管局 福祉局・子供政策連携室・生活文化局・産業労働局） 

 

＜現状・課題＞  

 国は令和５年 12 月に「こども未来戦略」を取りまとめ、今後３年間で加速化

して取り組むこども・子育て政策として、75 年ぶりの職員配置基準改善、保育

士等の更なる処遇改善、児童虐待防止や社会的養護の充実など多様な支援ニー

ズへの対応等を進めることとしているが、その財源については、地域間の差が

生じないよう国の責任と財源において確実に措置を講じる必要がある。 

しかしながら、公定価格の基本分単価や地域区分、減価償却費加算、賃借料加

算等の額、保育所等の施設整備費補助、利用者支援事業等の運営費などが、大都

市の実情に応じた額になっていない。 

加えて国は、令和８年度予算において保育対策総合支援事業費補助金、児童虐

待防止対策等総合支援事業費補助金、母子保健衛生費国庫補助金等の大都市特有

の事情を考慮せず、財政力指数が１を超える場合などに補助率を引き下げること

としている。 

 また、現下のエネルギー・食料品価格等の物価高騰に対しては、「物価高騰対

応重点支援地方創生臨時交付金」を交付するとともに、令和７年度については「公

定価格における運営継続支援臨時加算」等により臨時的に対応しているが、保育

所や学童クラブ、児童養護施設等の安定的な運営を確保し、保育サービスや学童

保育サービス、社会的養護の質の維持向上を図るためには、公定価格に反映させ

るなど物価高騰への抜本的な対策が必要である。 

 

＜具体的要求内容＞ 

 保育サービスの充実をはじめ、地域の子育て支援、児童虐待防止や社会的養護

等の充実など、子供・子育て支援施策の強化・推進を図るため、恒久的、安定的

財源を十分に確保すること。 

 公定価格の単価などについて大都市の実情に応じた財政支援を行うこと。また、

財政力指数等を理由とした補助率の引き下げを行わないこと。 

現下の物価高騰の影響も踏まえ、保育サービスや学童保育サービス、社会的養

護の質が低下することのないよう、必要な財源を措置する恒常的な仕組みを構築

すること。 

 

 

 

 

４ 子供・子育て施策の推進 

（１）子供・子育て支援のための財源を十分に確保すること。 
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＜現状・課題＞  

保育所等における公定価格の地域区分については、近年、隣接する地域の区分

に合わせて引き上げを行う補正ルールの見直しが行われている。しかし、見直し

によってもなお、同一の生活圏や経済圏を構成する周辺の自治体と比較して低い

設定となっている自治体もあり、そうした自治体からは、人材確保に支障が生じ

る等の懸念が示されている。令和７年度から、国家公務員等の地域手当の区分設

定については、市町村ごとから都道府県ごとにすることを基本とする見直しが行

われたが、公定価格における地域区分の見直しは実施せず、引き続き議論するこ

ととされている。 

 ３歳児に係る職員配置基準については、平成 27 年度から、20:1 から 15:1 に改

善した場合の加算措置が設けられ、令和６年度から、年齢別職員配置基準が 20：

１から 15：１に改正されるとともに、保育士等の配置の状況に鑑み、保育の提供

に支障を及ぼすおそれがあるときは、当分の間適用しないこととする経過措置が

設けられていた。今般、国は、３歳児の年齢別配置基準について、経過措置期間

を令和９年度末までとする省令改正を行ったが、現在、加算措置とされている３

歳児の職員配置改善に係る財源措置について、経過措置期間終了後の対応が明ら

かにされていない。 

 

＜具体的要求内容＞ 

 公定価格の地域区分について、各区市町村からの意見を聴いた上で地域の実情

を踏まえ、保育所等が必要な人員を十分に確保できるよう設定すること。 

 保育所等における３歳児の職員配置基準の経過措置終了に伴い、保育所等にお

いて必要な人員が十分確保できるよう、公定価格において確実に財源措置を行う

こと。また、経過措置の終了までに保育所等が必要な対応を行えるよう、早期に

財源措置について明らかにすること。 

 

 

＜現状・課題＞ 

 女性の社会進出等により、潜在需要を含め依然として高い保育ニーズに的確に

（２）公定価格について、地域の実情等を踏まえ、保育所等が必要

な人材を確保できるよう、確実に財源措置を行うこと。 

（３）多様な保育ニーズに対応するため、認証保育所が果たしてい

る役割に鑑み、財政措置を講じるとともに、地方自治体の裁量

を拡大するなど規制改革を行うこと。 

   また、保育所等の整備を促進するための税制措置を講じる

こと。 
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対応し、子供・子育て支援施策を更に充実させるためには、地方自治体の裁量を

拡大するなど規制改革を行う必要がある。 

 都の認証保育所制度は、０歳児又は１歳児保育や 13 時間開所を全ての施設で実

施し、大都市特有の多様な保育ニーズに対応しているほか、保育所等に求められ

る地域の子育て支援にも貢献している。こうした重要な役割を果たしているにも

かかわらず、都の認証保育所は国の財政支援の対象とされていない。 

 地域型保育事業では、設備・運営に関する基準の多くが、国の基準に従うもの

とされており、例えば、家庭的保育事業についても自園調理を原則とするなど、

事業形態等に即さない基準が設けられている。 

 

＜具体的要求内容＞ 

 多様化する保育ニーズに対応し、全ての子供と子育て家庭が必要な保育サービ

スを利用できるよう、地方自治体の裁量を拡大するなど規制改革を行うとともに、

保育所等の整備を促進するための税制措置を講じること。 

（１）区市町村や保育サービスを提供する事業者が、保育所整備に積極的に取り

組むことができるよう、保育所や認定こども園の認可基準について地方自治

体の裁量を拡大し、施設の設備・運営基準を弾力的に定められる制度とする

こと。 

   また、小規模保育、家庭的保育、事業所内保育など地域型保育事業につい

ても同様に、地方自治体の裁量を拡大すること。 

（２）大都市のニーズに柔軟に対応し、かつ保育所に準ずる独自の基準を定めて

いる都の認証保育所が果たしている役割に鑑み、十分な財政措置を講じるこ

と。 

（３）保育所等への用地供給を促進するため、保育所等の敷地として貸与されて

いる土地の相続税及び贈与税を非課税とすること。 

 

 

＜現状・課題＞ 

 都は、愛称「育業」の活用などにより、育児は「休み」ではなく「大切な仕事」

と考える社会全体のマインドチェンジを進め、望む人誰もが「育業」できる気運

の醸成に取り組んでいるところであるが、同時に、働きながら子育てしやすい環

境づくりを進めるため、更なる育児休業制度の充実を図ることが重要である。 

 育児休業・介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律（平

成３年法律第 76 号）等の改正により、平成 29 年 10 月から、原則１歳までの育児

休業期間について、６か月の延長が２回まで（２歳まで）可能となり、それに合

わせ育児休業給付金の支給期間も延長された。 

 しかし、延長が認められるのは、保育所等の利用を希望しているが入所できな

（４）働きながら子育てしやすい環境づくりを進めるため、育児休

業制度について、期間延長の条件撤廃や給付金の給付率引上げ、

事業主による制度実施の徹底など制度改革を行うこと。 
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い等の事情がある場合に限られており、その結果、例えば、保育所入所保留通知

書を求めて入所申込をするケースなども見受けられる。 

 令和７年４月に「出生後休業支援給付金」が創設され、両親ともに 14 日以上の

育児休業を取得した場合などに、育児休業給付金等と併せて最大 28 日間分が支給

されることになったが、これらはまだ一部期間に限られた支給であり、その後の

育児休業給付金の給付率では、家計収入が減となるといった理由から、育児休業

を切り上げざるを得ない場合がある。 

 事業主は従業員が育児休業の取得を申し出た場合、原則、認めなければならな

いが、事業主が不当な取扱いをした場合の罰則等は設けられていない。 

 

＜具体的要求内容＞ 

 育児休業を希望する子育て家庭が安心して制度を利用できるよう、以下の点に

ついて関係法令の改正等、必要な措置を講じること。 

（１）保育所等に入所できない場合等、育児休業期間延長の条件を撤廃すること。

（２）育児休業給付金について、現行の給付率を更に引き上げること。 

（３）希望する従業員に育児休業を取得させない等の事業主に対しては企業名の

公表や罰則を設ける等、制度実施を徹底するための方策を講じること。 

 

 

＜現状・課題＞ 

国は、平成 29 年 12 月に取りまとめた「新しい経済政策パッケージ」において、

０歳から２歳児までについては、まずは待機児童の解消を優先とし、当面は、住

民税非課税世帯を対象として無償化を進め、更なる支援については、安定財源の

確保と併せて検討するとしている。 

しかし、待機児童が「ほぼ解消」している中、全ての家庭の保育料無償化やそ

の財源の確保に向けた具体的な検討に着手する時期が到来している。 

国では、３歳から５歳児までの全ての世帯及び０歳から２歳児までの住民税非

課税世帯を対象として、令和元年 10 月から幼児教育・保育の無償化を開始してい

るが、０歳から２歳児までの住民税課税世帯については、全ての世帯ではなく、

多子世帯を対象とした保育料負担軽減であり、その内容も年収 360 万円未満の世

帯や第１子が保育所等を利用している世帯を対象としたもので、収入制限や年齢

制限を設けている。 

また、負担軽減の対象となる児童が利用する施設は、認可保育所や家庭的保育

事業等とされており、一定の基準を満たす認可外保育施設等は対象となっていな

い。 

こうした中、都は、少子化対策は一刻の猶予もないことから、多子世帯の負担

軽減について、世帯に係る要件を緩和するとともに、認証保育所や一定の基準を

満たす認可外保育施設等の利用について、国制度の対象とならない世帯も含めた

（５）対象世帯の所得に関わらず、０歳から２歳児までの全ての子

供について保育料無償化を早期に実現すること。 
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全ての多子世帯の保育料の負担を軽減してきており、令和５年度からは第２子の

保育料を無償化した。さらに、令和７年９月から国に先駆けて第１子の保育料の

無償化を実施している。 

 

＜具体的要求内容＞ 

（１）望む人が安心して子供を産み育てることができるよう、対象世帯を限定す

ることなく、０歳から２歳児までの全ての子供の保育料無償化を早期に実現

すること。 

（２）国の制度化が実現するまでの間、独自に保育料の減免や無償化を実施する

自治体への財政支援を行うこと。 

 

 

＜現状・課題＞ 

 令和８年２月の人口動態統計速報において、我が国の出生数は 10 年連続で過去

最少を更新する年間約 70.6 万人となっており、もはや少子化は一刻の猶予もない

状況となっている。 

 こうした状況を踏まえ、都は、０歳から 18 歳までの子供を対象に、一人当たり

月額５千円、年額６万円を給付する取組を実施しているが、自治体が独自に行う

経済的給付は、現在の所得税法（昭和 40 年法律第 33 号）では課税対象となる。

一方、国の制度である児童手当は、課税対象外となっている。 

 

＜具体的要求内容＞ 

 自治体が、地域の実情に応じて実施する子供に対する経済的支援について、税

制上の必要な措置を講じること。 

（６）自治体が、地域の実情に応じて実施する子供に対する経済的

支援について、税制上の必要な措置を講じること。 
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２ 保育施設に対する指導検査の強化・保育所等における虐待等への

対応 

（提案要求先 こども家庭庁） 

（都所管局 福祉局） 

 

＜現状・課題＞ 

都内の保育施設において、児童に対する虐待や保育士配置の偽装等の重大事案

が発生しており、児童の安全・安心や、保育施設の適正な運営を確保できるよう、

保育施設に対して、速やかに指導検査を実施しているが、児童福祉法（昭和 22

年法律第 164 号）に基づく指導検査が拒否されるなど、事実確認が困難となる事

例も発生しており、より実効性の高い指導検査をすることが求められている。 

 子ども・子育て支援法（平成 24 年法律第 65 号）上、特定教育・保育施設の設

置者等が検査を拒んだ場合等は、区市町村長は確認の取消しや期間を定めて全部

又は一部の効力を停止することができるとされている。一方、児童福祉法上、認

可保育所等が都道府県知事による検査を拒んだ場合等に関する規定がなく、検査

拒否により、運営実態が確認できない場合には、指導する権限を行使できない。 

 また、保育事業には、社会福祉法人のほか株式会社等の多様な事業者が参入し

ており、区市町村の域外や都道府県を越えて広域展開している事業者が存在して

いる。こうした事業者は、都道府県域を越えて保育士の人事異動や資金移動を行

っており、保育施設に対する指導検査において、他県にある施設の運営状況につ

いて、確認が必要となる場合があるが、指導検査に応じる義務が保育事業者には

ないことから、情報提供に応じない事業者が存在する。 

 保育サービスの拡大に伴い全国的に事業展開する事業者が増加する中、指導検

査において、都道府県間での情報共有の必要性が増している。しかしながら、国

は、都道府県と管内市町村との連携については、相互に情報共有を行うよう通知

しているが、都道府県域を越えた事業者の情報については、相互の情報共有を行

うことを求めていない。その結果、都道府県域を越えて情報提供を依頼した場合

においても、個人情報の保護を目的として、情報提供が行われない場合がある。 

 

＜具体的要求内容＞ 

（１）行政による指導検査の実効性を確保するため、認可保育所や幼保連携型認

定こども園をはじめとする児童福祉施設等が指導検査を拒否や妨害をした場

合についても、指導権限の行使が可能となるよう、改善勧告や公表等の対象

とする児童福祉法等の改正を行うこと。 

（２）都道府県域を越えた情報共有により適切な事業者指導が可能となるよう、

個人情報を含む指導検査に必要な情報共有の取扱いを明示すること。 

 

 

（１）認可保育所等に対する指導検査の実効性を確保するため、法

改正等を行うこと。 
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＜現状・課題＞ 

 令和７年 10 月に、保育所等の職員による虐待に関する通報義務の創設など、虐

待対応の強化等を図る児童福祉法等の一部を改正する法律（令和７年法律第 29

号）が施行され、保育所等について、都道府県等の所管行政庁が、虐待に関する

事実確認の措置及び児童の安全な生活環境を確保するために必要な措置を講ずる

こと等が新たに規定された。このため、都道府県及び区市町村においては、児童

福祉法（昭和 22 年法律第 164 号）及び子ども・子育て支援法（平成 24 年法律第

65 号）に基づき、事実確認や施設への指導等を行い、相互に連携しながら対応し

ている。 

 一方、令和７年 10 月以降、自治体には虐待等に関する通報が多数寄せられてい

るが、国のガイドラインにおいては、基本的な虐待対応が示されているものの、

客観的な証拠が得られない場合や通報の匿名性、保護者等の意向に配慮を要する

事案への対応等も含め事実確認に係る具体的な調査手法が示されておらず、また、

虐待判定プロセスの事例も限られており、記載内容が十分でない。また、虐待等

の事案に迅速かつ適切に対応し、被害の拡大を防ぐためには、所管行政庁が機動

的に事実確認等を行うための職員体制の整備が不可欠である。しかしながら、こ

うした体制の整備を図るための予算措置を国は講じていない。 

性的虐待への対応を含め、被害児童への聞き取りなど知識やスキルが求められ

るが、自治体職員がこうした知識を取得するための機会が十分ではなく、自治体

職員を支援する専門人材も不足している。 

虐待の被害を速やかに特定し被害の拡大を防止するためには、カメラの映像等

客観的な証拠の確保が有効であるが、保育所等におけるカメラ等の設置に対する

支援が十分ではない。 

 

＜具体的要求内容＞ 

（１）多数寄せられる虐待に関する通報等に対し、都道府県及び区市町村が迅速

かつ適切に事実確認や施設への指導等を行うことができるよう、具体的な調

査手法や、より詳細な虐待判定プロセスの事例等について、ガイドラインの

記載内容の充実を図るとともに、必要な人員体制の確保のための財政支援策

（２）保育所等の職員による虐待に関する通報等に対し、都道府県

及び区市町村が迅速かつ適切に対応できるよう、ガイドライン

の記載内容を充実するとともに、必要な人員体制の確保のため

の財政支援策を講じること。また、専門人材の確保・育成や自

治体職員等の対応力強化に資する研修や、虐待の早期把握及び

再発防止に向け、カメラ等の設置・活用ができるよう、取組を

進めること。 
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を講じること。 

（２）虐待対応における専門性の確保及び対応力の向上を図るため、自治体職員

等の対応力強化に資する研修の実施、好事例の共有や実施方法に係るノウハ

ウの整理・提供など、自治体の取組を支援すること。あわせて、保育所等に

おける虐待を未然に防止するため、虐待事案の分析結果や再発防止に資する

事例等の周知の取組を進めること。 

また、性的虐待への対応を含め、被害児童への聞き取りなど専門的知見を

要する事案に適切に対応できるよう、国において専門人材の確保・育成を進

め、自治体において活用できる仕組みを構築すること。 

（３）虐待事案の早期把握及び被害の拡大防止を図る観点から、保育所等の実情

に応じてカメラ等の設置や活用ができるよう、財政的支援を十分に行うこと。 
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３ 多様な保育ニーズに対応するための支援の充実【最重点】 

（提案要求先 こども家庭庁・財務省） 
（都所管局 福祉局） 

 

＜現状・課題＞ 

 都においては、引き続き、局地的に発生する保育需要を踏まえた保育の受け皿確

保に取り組む必要がある。保育サービスの整備について、国は交付金や補助金で一

定の支援を行っているものの、近年、建築資材や労務単価、建物の賃借料が高騰

し、実勢と補助基準額とが大きく乖離している。平成 29 年度からは、都市部にお

ける保育所への賃借料支援が盛り込まれているが、都内の実勢に対応した補助水

準となっておらず、令和８年度からは、特別区及び財政力指数が 1.0 を超える市

町村であり、かつ国庫補助額が１億円を超える区市町村については、補助率が

２分の１から３分の１へと引き下げられた。また、土地借料への支援に関して

は、普通借地権の場合の開設後の土地借料に対する補助がないなど、補助水準

が十分でない。 

 

＜具体的要求内容＞ 

 保育サービスの確保に取り組む区市町村が、保育所等の整備を着実に進められ

るよう、保育所等の整備に関する交付金等の補助額、補助率を引き上げるととも

に、必要な財源を確保すること。 

 また、建物賃借料に対する補助基準額を実勢に対応した水準に引き上げるとと

もに、賃借料の実勢価格と公定価格における賃借料加算の額が乖離している都市

部においては、財政負担が大きいことを踏まえ、補助率を引き上げること。さら

に、開設後の土地借料に対する財政支援を行うこと。 

 

 

＜現状・課題＞ 

 より良い保育サービスを提供するためには、今後も保育人材の確保・定着は重

要である。 

 国の保育士宿舎借り上げ支援事業は、平成 29 年度から、採用後 10 年目までの

保育士へ対象が拡大されたが、令和７年度は、採用後５年目までに縮小された。 

また、保育士以外の職員は補助対象となっていない。 

 加えて、平成 30 年度からは、待機児童数が 50 人未満かつ有効求人倍率が全国

平均を超えていない区市町村、令和２年度からは、直近２か年の待機児童数が連

続して50人未満かつ直近２か年の有効求人倍率が連続して全国平均以下の区市町

村、令和３年度からは、直近２か年の有効求人倍率が連続して２未満の区市町村

（１）保育所等の整備促進に係る支援を充実すること。 

（２）安定的に保育人材が確保できるよう、保育士宿舎借り上げ支

援事業等について制度運用の改善を図ること。 
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について、対象が採用後５年目までとされたほか、平成 30 年度から、特別区及び

財政力指数が 1.0 を超える市町村については、交付額が従前の４分の３に縮小さ

れている。 

 さらに、令和２年度からは、補助基準額について、周辺の自治体と比較して低

い設定とされている自治体もあり、そうした自治体からは、離職者の増加や周辺

自治体への人材流出により保育士確保に支障が生じる等の懸念が示されている。

その上、令和７年度からは、補助基準額の上限が 82,000 円から 75,000 円へ減額

され、加えて、一人１回限りの適用とする見直しが行われた。この見直しは、大

都市の住宅事情や大都市で働く保育士の働き方に見合った制度となっておらず、

また、新たに、事業者や自治体において過去の適用状況を確認する事務負担が生

じるとともに、潜在保育士が再び保育士として働く意思を阻害することも懸念さ

れる。 

 また、令和７年度は、国が宿舎借り上げ支援事業の交付額を減額しており、自

治体の事業執行に大きな影響が生じ、保育士の確保・定着の取組が進まないこと

が懸念される。 

  

＜具体的要求内容＞ 

 保育士宿舎借り上げ支援事業について、採用年数の縮小や交付額４分の３の縮

小を見直すことや保育士以外の職員も補助対象とするよう制度の充実を図ること。 

 加えて、周辺自治体と比較して低い補助基準額となる自治体の保育士確保が困

難とならないよう配慮すること。 

補助基準額の上限については、大都市の住宅事情を踏まえたものとなるよう、

補助基準額を増額すること。 

一人１回限りとする新たな要件について、事業者や自治体の事務負担が増大し

ないようにするとともに、潜在保育士の働く意思を阻害しないよう配慮すること。 

補助金交付額の減額は、保育サービスの安定的な提供を脅かす極めて重大な問

題であるため、国の責任で必要な財源を確保すること。 
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４ 多様な保育サービスの充実 

（提案要求先 こども家庭庁） 

（都所管局 福祉局） 

 

＜現状・課題＞ 

  国は子ども・子育て支援新制度における「質の向上」に向けた取組として、保

育士一人当たり年間５日の研修機会を確保するための支援を行うこととしている

が、３日分の支援にとどまっており、都は令和６年度から、新たに２日分の研修

受講に要する経費を支援している。 

 

＜具体的要求内容＞ 

 保育士が研修を受講するための支援を充実すること。 

 

 

＜現状・課題＞ 

 就学前教育・保育施設整備交付金は、協議受付時期が年５回に限られているこ

とや、協議受付から内示まで２か月程度かかることから、設計着手までに時間を

要している。 

 令和６年度は、第１回協議において協議申請額が予算の上限に達したことによ

り、第１回協議案件の一部が不採択となった。その後の協議では時期の遅れや対

象事業の限定などが生じ、自治体や事業者においては施設整備計画の見直しが必

要となるなどの影響を受けた。令和７年度は必要な予算措置がなされたが、今後

も国の責任で必要な財源を確保する必要がある。 

 賃貸物件による保育所改修費等補助は、工事期間が複数年度にわたる場合は補

助対象外とされており、迅速な整備に支障を来している。 

また、近隣住民等への配慮から防音対策を講じるための防音壁設置費が補助対

象となっていない。 

 保育所等の設置に向けた近隣住民との調整では、防音壁以外にも、園庭の砂ぼ

こり対策などが必要となる場合もあるが、こうした外構工事が補助対象となって

いない。 

 都内の一部の自治体では、大規模マンションの建設地域や通勤等の利便性が高

い駅周辺等に保育ニーズが集中し、その他の周辺地域では空きが発生するなど、

自治体の中でも保育サービスの地域偏在が生じており、今後は、マッチングの促

進など、地域の実情に応じた支援を充実していく必要がある。 

 局地的な保育ニーズの増加に対し、既存施設の余裕スペースを活用して、利用

定員を超えて緊急的に受け入れる取組も有効であるが、事業者が保育士を増やし

て受け入れ態勢をとっても、結果的に入所に至らなかった場合は給付費の対象と

ならず、取組が進んでいない。 

（１）保育士が研修を受講するための支援を充実すること。 

（２）保育所の施設整備等に係る支援を充実すること。 
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＜具体的要求内容＞ 

（１）就学前教育・保育施設整備交付金の内示手続を迅速に行うこと。 

また、活用を希望する全ての整備に対して交付がされるよう、十分な財源

を確保すること。 

（２）賃貸物件による保育所改修費等補助について、複数年度にわたる工事や防

音壁設置費を補助対象とすること。 

（３）保育所等の整備費のうち、地域住民との調整で必要となる外構工事に要す

る経費を補助対象とすること。 

（４）地域の実情に応じた保育の受け皿確保が進むよう、広域的保育所等利用事

業の実施促進に向けた改善等、支援を充実すること。 

（５）大規模マンション建設時の保育所整備については、自治体から開発事業者

への要請だけでは必ずしも設置に繋がらないことから、国においても具体的

な支援に取り組むこと。 

（６）局地的な保育需要の増加に対応するため、利用定員を超えて受け入れ態勢

を確保し、結果的に入所に至らなかった場合についても、態勢確保に対する

財政支援を行うこと。 

 

 

＜現状・課題＞ 

 国は、介護施設を整備する場合に限り、国有地の貸付料を減額しているが、そ

の他の分野は減額対象とされていないため、地価の高い都市においては活用が図

りにくい。 

 また、国から社会福祉法人への直接貸付けは可能となったものの、株式会社や

特定非営利活動法人などの事業者に対する直接貸付けは認められていない。 

 

＜具体的要求内容＞ 

 国有地の貸付けに当たっては、低廉な価格で児童福祉施設を整備することがで

きるよう、貸付料の減額を行うこと。 

 また、国から社会福祉法人以外への直接貸付けも可能とすること。 

 

 

＜現状・課題＞ 

 国は、保育士のキャリアアップの仕組みとして、「キャリアアップ研修」の受

講を要件に、技能経験を積んだ職員に対し、追加的処遇改善を行うこととした。 

 これにより、処遇改善等加算の算定の際にキャリアアップ研修受講者の情報を

確認することが求められているが、受講者の情報は受講者本人と研修施設しか把

（３）国有地の貸付けについて、貸付条件を見直すこと。 

（４）安定的に保育人材が確保できるよう制度運用の改善を図るこ

と。 
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握しておらず、保育所等での確認事務に多大な負担がかかっている。修了者の情

報管理は、全国統一のシステムが必要になると想定されるが、国は現在、システ

ム構築を行っていない。 

また、ｅラーニングによる研修実施について、国は調査研究結果を取りまとめ

たが、具体的な実施方法は各都道府県に委ねられており、全国で一定の水準が求

められる研修の質に差が生じる懸念がある。 

さらに、国は、保育所等における園内研修の受講により、キャリアアップ研修

の研修時間を最大４時間短縮できるとしたが、その運用方法について、詳細が示

されていない。 

 令和７年度からは補助基準額が、受講者一人当たり 14,000 円とされたが、都市

部においては会場借上げ費や運営管理費等が高額であり、実態に合った単価とな

っていない。 

 国の平成 27 年度補正予算では、保育士修学資金貸付事業の拡充のほか、保育補

助者雇上費用や潜在保育士の就職準備金等新たな貸付事業等が創設された。加え

て、令和６年度の補正予算では、養成施設に通う、学費の貸付を受けていない学

生を対象に、「就職準備金」のみの貸付けを行うことを可能とする拡充も行われ

た。これらの貸付事業に係る事務費は上限額が定められており、貸付実績の伸び

に伴う事務量の増加により、システム経費や債権管理経費など事務運営上必要な

経費の不足について実施主体の負担が懸念される。また、令和８年度から、新規

の貸付対象者の家庭の経済状況に係る要件が新たに設けられたが、保護者等の収

入に応じて一律に制限することで貸付けを必要とする学生が利用できなくなるこ

とが懸念される。 

 支給認定、施設型給付費及び地域型保育給付費、処遇改善等加算における賃金

改善要件などの制度が複雑であるため、区市町村及び事業者に過度な事務負担が

生じていることに加え、処遇改善等加算（区分２）は都道府県をまたいで配分調

整を行うことが可能となっているため、加算額の大部分が同一事業者の他道府県

の保育所等に配分される実態もある。 

 施設において保育の質を向上するためには、施設長や保育士等がより保育に注

力できるよう、事務職員を雇うなど保育現場で事務の負担軽減を図る環境を構築

する必要がある。しかしながら、公定価格に含まれる事務職員分は非常勤相当で

あり、また、加算額も不十分で、現場の実態に合った財政措置がなされていない。 

 保育所等における保育士の業務負担を軽減し、保育士の離職防止を図ることや

潜在保育士の再就職支援を目的として、保育士の補助を行う保育補助者の雇上げ

に必要な費用を補助しているが、保育士資格を有する保育補助者について補助対

象期間が１年間を限度とされており、保育士として復帰する前の従事期間として

不十分である。 

 

＜具体的要求内容＞ 

（１）保育士等キャリアアップ研修受講者の情報を全国統一的に管理できる仕組  

みを構築し、基礎自治体における処遇改善等加算の審査の簡略化、職員の異

動や新規採用における各施設の事務負担軽減が図られるようにするとともに、

e ラーニングによる研修実施方法や園内研修の取扱いについて、全国統一の
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スキームを詳細に示すこと。 

   また、都市部の実態に合わせて、安定的に研修が実施できるよう受講者一

人当たりの単価を増額すること。 

（２）保育対策総合支援事業費補助金により実施されている保育士修学資金貸付

等事業について、事業の安定的な実施が可能となるよう、事務費の上限額を

引き上げるとともに、債権管理経費を継続的に措置すること。また、貸付対

象者の家庭の経済状況に係る要件を撤廃すること。 

（３）支給認定や施設型給付費・地域型保育給付費等の仕組みを簡素な仕組みに  

見直すとともに、公定価格の基本部分単価や給付費を増額すること。 

（４）保育所等の事務負担の軽減が十分図られるよう、基本分単価に含まれる事

務職員一人（非常勤相当分）や、事務職員雇上費加算等について、実情に応

じた額に引き上げるなど、保育現場の実態に合わせた財政措置を行うこと。 

（５）処遇改善等加算（区分２）について、同一法人の他の教育・保育施設の職

員への配分額に上限を設けること。 

（６）潜在保育士が保育現場に継続的に関わりながら職場復帰を目指しやすい環

境を整備するため、保育士資格を有する保育補助者を雇い上げる場合の補助

対象期間を拡大すること。 

 

 

＜現状・課題＞ 

 国制度における夜間保育の運営に対する支援は、給付費の夜間保育加算や延長

保育事業がある。 

 夜間保育加算は認可の夜間保育所のみ対象となり、通常の認可保育所は対象と

ならないことに加え、その開所時間は、午後 10 時までが原則とされており、多様

化する保護者の働き方や保育ニーズに対応できていない。 

 夜間保育所が午後 10 時以降開所した場合については、令和２年度から、延長保

育事業の補助単価が拡充された。しかしながら、認可保育所は対象とならないこ

とに加え、その拡充内容が深夜の運営に要する費用として不十分である。 

 また、夜間保育所は、認可保育所に併設して実施することも可能であるが、保

育室等の直接児童の保育の用に供する設備や保育士については、運用に支障が生

じない範囲であっても、併設された認可保育所との共用が認められていない。 

 このように、既存の国の制度は、夜間保育の推進に効果的な制度となっていな

いため、夜間の保育サービスの整備が進んでいない。その結果、深夜帯の保育を

必要とする保護者は、主にベビーホテル等の認可外保育施設を利用せざるを得な

い状況となっている。 

（５）夜間保育について、多様化する保護者の働き方や保育ニーズ

に対応するため、午後 10 時以降の保育の実施に適した制度に見

直しを行うとともに、実施する際の留意事項等を示した指針を

定めること。 

- 67 -



 また、夜間保育の実施に当たっては、夜間の生活の場に相応しい保育を提供す

る必要があるが、保育所保育指針は、夜間を想定した内容となっていないため、

夜間保育の質の確保・向上を図るための仕組みがない。 

 こうした状況を受け、都は独自に夜間保育に取り組む認証保育所に対し、夜間

の割増賃金等への支援を実施しており、夜間の保育において留意すべき事項を示

している。 

 

＜具体的要求内容＞ 

 夜間保育について、多様化する保護者の働き方や保育ニーズに対応するため、

午後 10 時以降の保育の実施に適した制度に見直しを行うとともに、実施する際の

留意事項等を示した指針を定めること。 

 

 

＜現状・課題＞ 

 病児保育事業は、利用者数が季節や病気の流行に左右され経営が安定しないた

め、国は子ども・子育て支援交付金について、これまで基本分単価の引き上げや

当日キャンセルが生じた場合の加算を創設し、令和７年度には、種類の異なる感

染症に罹患した児童を複数預かる場合の加算を創設したが、安定的な運営を図る

ためには、利用実績によらず定員に応じた支援の創設など、更なる充実が必要で

ある。 

 また、補助基準額が全国一律であり、大都市の実情が考慮されていないことや、

保育所等では制度化されている処遇改善等加算相当が補助基準額に含まれていな

いことも、事業の拡大を妨げる要因になっている。 

 利用者の利便性と施設の安定的な運営のために、近隣の自治体と連携した「広

域利用」の実施も促進していく必要がある。令和８年度からは、広域利用の受入

れを行うとともに予約システムを導入している施設の運営費を拡充しているが、

依然として整備に関する支援はなく、不十分な内容となっている。 

 さらに、病児保育がより利便性の高いサービスとなるためには、施設の予約や

空き状況を確認できるオンライン予約システムの導入を促進する必要があるが、

導入経費に係る補助率が不十分であり、また、運用経費は対象となっていない。 

 

＜具体的要求内容＞ 

（１）利用実績にかかわらず定員に応じて必要となる運営費、大都市における地

価や処遇改善等加算を含めた人件費を考慮した補助制度にすること。 

（２）総事業費のうち利用者負担で賄う額について、利用料と利用状況の実態を

踏まえて再検討し、補助単価を増額するよう制度の見直しを行うこと。 

（３）複数の自治体が共同で行う整備に対して支援を実施するとともに、現場の

実態を踏まえて運営費を充実するなど、区市町村が広域利用に取り組みやす

い仕組みを整備すること。 

（６）病児保育事業の推進に必要な制度設計を行うこと。 
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＜現状・課題＞ 

医療的ケア児が希望する場合に、保育所等の利用が可能となることは、医療的

ケア児の地域生活支援の向上を図るために重要である。 

国は、保育所等において医療的ケア児の受入れを可能とするための体制整備を

目的として、平成 29 年度から「医療的ケア児保育支援モデル事業」を開始した上

で、令和３年度以降は「医療的ケア児保育支援事業」として一般事業化しており、

看護師等の配置や職員の研修受講等の支援を行っている。 

しかし、看護師等の配置経費の補助基準額は２名分相当であり、これを超える

配置を行った場合は補助を受けられないほか、代替対応を行う看護師等の配置経

費は補助対象となっていない。さらに、施設運営上不可欠である、職員が加入す

る賠償責任保険の費用は補助対象となっていない。 

また、医療的ケア児の受入れ等を進めるためには、専門性を有する医師等によ

る施設への助言も必要である。 

 

＜具体的要求内容＞ 

保育所等における医療的ケア児の受入れが進むよう、看護師等の配置経費の補

助基準額を引き上げるほか、賠償責任保険の費用等を補助対象とするなど、施設

に対する補助制度を充実すること。また、専門性を有する医師等が施設に助言を

行う体制を整備する区市町村への補助を行うこと。 

 

 

＜現状・課題＞ 

 令和４年６月に公布された児童福祉法（昭和 22 年法律第 164 号）の改正により、

児童生徒性暴力等を行った保育士について、登録の取消しや再登録の制限などの

資格管理の厳格化が行われている。令和５年３月に「保育士による児童生徒性暴

力等の防止等に関する基本的な指針について」（令和５年３月 27 日付子発 0327

第５号局長通知）が発出されたが、どのような場合にわいせつ行為を行ったと認

められるのかということや、どのような場合に再登録が可能となるのかなどの詳

細は示されていない。 

（７）保育所等における医療的ケア児の受入れのための支援の充実

を図ること。 

（８）保育士資格管理の厳格化に関する運用が適切に実施されるよ

う必要な措置を講じること。 

   また、保育士登録を取り消すことができる場合の規定の運用

についてもこれが適切に実施されるよう、必要な措置を講じる

こと。 
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 保育士を雇用する者には、児童生徒性暴力等を行ったことにより登録を取り消

された者が記録された国のデータベースの活用と、雇用する保育士が性暴力等を

行った場合における都道府県知事への報告が義務付けられている。しかし、児童

生徒性暴力等を保育所等に勤務する保育士が保育所等以外の場所で行った場合や

保育所等に勤務していない保育士が行った場合には、雇用主による都道府県知事

への報告が行われず、結果として保育士登録の取消しとデータベースへの記録が

できない懸念がある。 

 また、児童福祉法上、都道府県知事は、保育士が保育士の信用を傷つける行為

を行った場合等に保育士の登録を取り消すことなどができるとされている。しか

し、信用を傷つける行為の具体的な内容や保育士の名称の使用停止の期間につい

ての明確な定めは設けられておらず、該当事案の周知もなされていないことから、

都道府県での対応が困難になっている。 

 保育士資格は国家資格であることからも、児童生徒性暴力等を行った保育士の

保育士資格管理の厳格化や保育士の信用を傷つける行為を行った保育士の登録取

消しについては、都道府県によってその取扱いに差異が生じることは適当でなく、

全国統一の明確な基準が必要である。 

 

＜具体的要求内容＞ 

 児童生徒性暴力等を行った保育士の登録取消し及び再登録について、早期に統

一的かつ明確な基準とその具体的な運用方法を明示すること。 

保育士による児童生徒性暴力等の情報を警察が把握した場合には、都道府県知

事へ通知される制度を整えるなど、保育士登録を遺漏なく取り消せるようにする

こと。 

また、保育士の信用を傷つける行為などを行った保育士の登録取消し及び再登

録について、早期に統一的かつ明確な基準とその具体的な運用方法を明示すると

ともに、都道府県知事へ通知される制度を整えるなど、保育士登録を遺漏なく取

り消せるようにすること。 
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５ 未就園児の定期的な預かり制度の充実 

（提案要求先 こども家庭庁・文部科学省） 

（都所管局 福祉局・子供政策連携室・生活文化局・教育庁） 

 

＜現状・課題＞ 

東京都では、令和５年度から「多様な他者との関わりの機会の創出事業」を創

設した。本事業は、非認知能力の向上など、子供の健やかな成長をサポートする

ため、幼稚園・保育所等を地域の社会資源として位置付け、保護者の就労等の有

無にかかわらず乳幼児を定期的に受け入れることで、早期から多様な他者と関わ

る機会を確保するものであり、令和７年９月からは、保育所同様、利用者負担額

を無償化している。また、令和７年度に「医療的ケア児等の育ちの支援事業」を

創設し、保育所等を利用できない医療的ケア児等を対象に、ベビーシッターによ

る保育を提供している。 

こども家庭庁においても、令和７年度からは「乳児等通園支援事業（こども誰

でも通園制度）」を法律上制度化し、令和８年度から子ども・子育て支援法に基

づく新たな給付として実施しているが、対象となる子供の年齢が０歳６か月から

２歳までとしているほか、利用時間の上限が１月当たり10時間までとされており、

また、ベビーシッターによる保育が対象外となっているなど、日々成長し続ける

子供への対応として、不十分な内容となっている。 

 

＜具体的要求内容＞ 

 「乳児等通園支援事業（こども誰でも通園制度）」において、医療的ケア児等

を含め、全ての乳幼児が早期から多様な他者と関わる機会を確保できるよう制度

を充実すること。 

また、望む人が安心して子供を産み育てることができるよう、対象世帯を限定

することなく、利用者負担額の無償化を早期に実現すること。 

また、制度の実施に当たっては、様々な主体が取り組みやすいものにするとと

もに、安定的な財源を確保した上で、地域ごとの実情も踏まえた十分な財政措置

を講ずること。 

 保護者の就労等の有無にかかわらず、より多くの乳幼児を保育所

等で定期的に預かることができるよう、制度の充実を図ること。 
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６ 学童クラブの設置促進【最重点】 

（提案要求先 こども家庭庁） 

（都所管局 福祉局） 

 

＜現状・課題＞ 

 学童クラブは、就学後も安心して過ごせる生活の場を児童に提供するとともに、

保護者の就労支援のために欠かせないサービスになっている。しかし、女性就業

率の上昇等を背景に学童クラブの利用ニーズは引き続き高まっており、小学校入

学を契機として仕事と子育てとの両立が困難となる、いわゆる「小１の壁」が課

題となっている。加えて、平成 27 年度から利用対象が小学６年生まで拡大したこ

と等により、希望しても登録できない待機児童数が増加し、現在も高い水準で推

移している。 

 学童クラブの運営実態に対する公的支援について、国は平成 27 年度以降、運営

費の補助基準額の見直しや補助メニューの充実などを図ってきたものの、運営費

に係る補助額は、依然として総事業費を大きく下回っている。 

 都は、こうした現状を踏まえ、待機児童解消計画を策定した区市町村に対し、

整備費に係る区市町村負担軽減や児童館等を活用した多様な居場所づくりなどへ

の支援を行ってきた。加えて、令和７年度からは、賃借料補助、利用調整支援事

業、送迎支援事業の上乗せ補助を実施している。また、サービスの質の向上を目

的として、同年度より、国の基準を上回る職員配置（１支援当たりの放課後児童

支援員の数を３人以上）を要件とする認証学童クラブ事業を開始し、その運営水

準を確保するために必要な経費への支援を行っている。 

 さらに、令和８年度から学童クラブで働く職員の確保、定着及び離職防止を図

ることを目的とし、学童クラブ従事職員宿舎借り上げ支援事業を都単独で実施し

ている。 

 

＜具体的要求内容＞ 

（１）学童クラブの整備や賃借料に係る補助基準額を実勢に対応した水準に引き

上げるとともに、利用調整や送迎支援などについて、待機児童が多い地域の

実情に応じて対応できるよう十分な財政措置を講じるなど、待機児童解消に

向けた支援を充実すること。 

（２）区市町村が、地域の実情に応じて、職員の増配置、保護者ニーズが高い学

童クラブの時間延長等への対応や、放課後児童支援員の資質向上や処遇改善

など、学童クラブとして望ましい運営水準が確保できるよう、運営費の充実

等制度の更なる改善を行うこと。 

（１）学童クラブの待機児童解消に向けた支援を充実すること。 

（２）学童クラブとして望ましい運営水準が確保できるよう、運営

費の充実等制度の更なる改善を行うこと。 
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７ 企業が取り組む次世代育成支援の推進【最重点】 
（提案要求先 厚生労働省） 

（都所管局 産業労働局） 

 

＜現状・課題＞ 

 急速な少子化の進行は、我が国の社会経済活動においても深刻な影響を与える

ものであることから、企業における労働環境の整備や子育てと仕事を両立するた

めの方策を推進していく必要がある。 

令和６年度雇用均等基本調査によると、従業員の育児休業取得率は、女性が

86.6％である一方、男性は 40.5％となっており、男性の育児休業の取得は十分に

進んでいない。 

男性の育児休業の促進に向けては、「産後パパ育休」や労働者に対する個別の

制度周知・意向確認の義務などが盛り込まれた育児・介護休業法（平成３年法律

第 76 号）が施行されており、令和７年４月以降段階的に施行された法改正の内容

を含め、社会的機運の醸成や企業に対する支援の充実を図り、職場の意識改革な

ど、企業における取組を進めていく必要がある。 

また、事業主に対し、小学校就学の始期に達するまでの子を養育する労働者が、

育児に関する目的で利用できる休暇制度（育児目的休暇等）の措置を設けること

が努力義務となっているが、令和７年 10 月からは育児期の柔軟な働き方を実現す

るための複数措置が加わっており、これらが職場で活用されるには、事業主への

周知啓発を強化する必要がある。 

加えて、保育との受入時間の差などがある小学校就学後も所定労働時間の短縮

措置や所定外労働の制限等を利用できるよう、子育てと仕事の両立に向けた法整備

（１）男性の育児休業取得の促進に向け、「産後パパ育休」や労働

者に対する個別の意向確認の義務化などの周知徹底等により、

社会的機運の醸成や企業における取組に対する支援の強化を図

ること。 

（２）従業員等の育児期における柔軟な働き方を実現するための企

業の取組を推進するとともに、所定労働時間の短縮措置や所定

外労働の制限等を小学校就学後も利用できるよう早急に法整備

すること。 

（３）いわゆるマタハラ・パタハラ等の防止措置など、育児・介護

休業法における企業の義務について、周知徹底を図るとともに、

適切に指導監督を行うこと。 
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等を行う必要がある。 

なお、育児・介護休業法では、安心して育児と仕事の両立が図れるよう、いわ

ゆるマタハラ・パタハラ等の防止措置が義務化され、事業主及び労働者の責務等、

防止策が強化されている。こうした内容についても周知徹底を図るとともに、措

置を行わない事業者に対しては適切に指導監督を行う必要がある。 

 

＜具体的要求内容＞ 

（１）男性の育児休業取得の促進に向け、「産後パパ育休」や配偶者の妊娠・出

産の申出をした労働者に対する個別の制度周知・意向確認の義務などのほか、

施行された法改正の内容を含め、その周知徹底等により、社会的機運の醸成

や企業における取組に対する支援の強化を図ること。 

（２）育児目的休暇等の導入など従業員等の育児期における柔軟な働き方を実現

するための企業における取組を推進するとともに、助成金の拡充や普及啓発

の強化に加え、所定労働時間の短縮措置や所定外労働の制限等を小学校就学

後も利用できるよう早急に法整備すること。 

（３）安心して育児と仕事の両立ができるよう、いわゆるマタハラ・パタハラ等

の防止措置など、育児・介護休業法における企業の義務について、周知徹底

を図ること。また、企業が対応すべき措置義務が適切に行われるよう、指導

監督を行うこと。 

 

参  考 

 

【改正育児・介護休業法の概要】(育児関連部分) 

(施行日 下記１・２：令和４年４月１日 ３・４：令和４年 10 月１日 ５：令

和５年４月１日) 

１ 個別の周知・意向確認の措置の義務付け 

 妊娠・出産の申出をした労働者に対し事業主から個別の制度周知・休業取得の 

意向確認を義務付け 

２ 有期雇用労働者の育児休業取得要件の緩和 

 有期雇用労働者の取得要件のうち「事業主に引き続き雇用された期間が１年以 

上である者」を廃止 

３ 出生時育児休業の新設（「産後パパ育休」） 

４ 育児休業の分割取得 

 育児休業（３の休業を除く。）について分割して２回まで取得可能とする。 

５ 育児休業の取得状況の公表の義務付け 

 常時雇用労働者数 1,000 人超の事業主に対し、育児休業取得状況の公表を義務

付け 

 

（施行日 令和７年４月１日） 

１ 所定外労働時間を免除する対象を子の小学校前まで広げる。 

２ ３歳未満の子を養育する場合に講ずる短時間勤務制度の代替措置の努力義務

にテレワークを追加 
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３ 子の看護休暇については、小学３年生修了まで対象を広げ、感染症に伴う学

級閉鎖や入園（入学）式、卒園式を対象に追加 

４ 男性の育児休業について、300 人を超える企業まで取得状況の公表義務を広

げるとともに、新たに 100 人を超える全ての企業に目標設定を義務付ける。 

 

（施行日 令和７年 10 月１日） 

１ 企業は、子の３歳から小学校就学前までは、①始業時間等の変更、②テレワ

ーク等、③保育施設の設置運営等、④養育両立支援休暇の付与、⑤短時間勤務

制度の中から二つ以上を設置することを義務付ける。 

 

【育児・介護休業法の概要】(ハラスメント関連部分) 

１ いわゆるマタハラ・パタハラなどの防止措置義務の新設 

（１）事業主による妊娠・出産・育児休業・介護休業等を理由とする不利益取

扱いは禁止 

（２）上司・同僚からの、妊娠・出産、育児休業、介護休業等を理由とする嫌

がらせ（いわゆるマタハラ・パタハラなど）を防止する措置を講じること

を事業主へ新たに義務付け 

（３）派遣労働者の派遣先にも以下を適用 

・育児休業等の取得等を理由とする不利益取扱いの禁止 

・妊娠・出産、育児休業、介護休業等を理由とする嫌がらせ等の防止措置

の義務付け 

２ 妊娠・出産・育児休業等に関するハラスメントの防止策強化 

事業主及び労働者の責務、事業主に相談等をした労働者に対する不利益取扱

いの禁止 
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１ 高等学校等就学支援金制度の見直しによる授業料無償化の実現 

（提案要求先 こども家庭庁・文部科学省） 

（都所管局 教育庁・子供政策連携室） 

 

＜現状・課題＞ 

教育は、子供の健全な育ちを支える重要な基盤であり、家計の経済状況にかか

わらず、子供たちが、将来にわたって安心して学ぶことができる環境を早期に実

現すべきである。都はこれまで、独自に高等学校等における就学支援に係る取組

を進めてきた。 

今般、国は高等学校等就学支援金について、令和８年度から収入要件の撤廃等

の大幅な見直しを行い、国として学校教育費に係る支援の一定の方向性を示した

一方、国と地方の役割分担の在り方については、４分の１の都道府県負担を導入

すること及び地方負担の全額を基準財政需要額で算入し、普通交付税を算定する

こととしたが、高等学校等の授業料の無償化は国の責任と財源において実現すべ

きものである。加えて、外国籍生徒等の中には支援対象外となる生徒が残される

など、検討課題は依然として残っている。 

また、就学支援金の支給期間は従前から全日制課程で 36 月、定時制課程及び通

信制課程で 48 月までとされているが、留年等において上記の支給期間を超えた

生徒についても、無償化の対象とすべきである。 

なお、都においては、自分のペースに合わせてじっくり学びたい生徒、高校を

中途退学した生徒など、全日制高校では自身の能力や適性を十分に生かしきれな

い生徒のための高校（チャレンジスクール等）を設置している。このような学校

をはじめ、特に定時制課程及び通信制課程の学校では４年を超えて在籍する生徒

が一定規模存在する。 

また、定時制課程及び通信制課程（単位制による課程）において国の無償化の

対象となるのは、卒業に必要な 74 単位まで、また、年間に 30 単位までとしてお

り、その単位数を超えるものについては、無償化の対象とはならず、超過する単

位に相当する授業料の納入が発生する。全日制課程や定時制の単位制によらない

課程では授業料が定額のため 74 単位を超えて、また、年間 30 単位を超えて履修

しても、授業料は発生することはないが、単位制課程が自発的に履修する場合等

には、超過する単位に相当する授業料を徴収することになり、不公平感がある。 

 

＜具体的要求内容＞ 

（１）国の責任と財源において高等学校等の授業料の無償化を一層推進すること。

特に、無償化に係る費用について、地方交付税による措置ではなく、全ての

自治体に対し必要な経費を国が全額負担すること。 

５ 高等学校等における授業料の無償化等【最重点】 

国の責任と財源において高等学校等の授業料の無償化を一層推進

すること。 
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（２）以下の事情に該当する授業料について、無償化の対象とすること。 

ア 留年等の理由により、全日制課程で 36 月を、定時制課程及び通信制課程

で 48 月を超えて在籍する者の授業料 

イ 定時制課程及び通信制課程の単位制により授業料を規定している場合に

おいて、履修単位数が 74 単位を、年間の履修単位数が 30 単位をそれぞれ

超えた分の授業料 

ウ 月の中途で転学した場合の、転入した学校の一月分の授業料 

（３）都道府県が実施する独自の取組を安定的かつ継続的に実施できるよう、無

償化の対象とならない外国籍の生徒等に対し、都道府県が独自に授業料を支

援する場合には、財政的支援を講じること。 

（４）無償化の申請については、申請書は不要又は形式的なものとするなど、保

護者・生徒等にとって負担がない簡便な方法とすること。 

（５）無償化の実施に係る事務経費についても、都道府県の負担が発生すること

がないよう全額国が負担すること。 
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２ 私立高等学校等の授業料の無償化等 

（提案要求先 こども家庭庁・文部科学省） 

（都所管局 生活文化局・子供政策連携室・総務局） 

 

＜現状・課題＞ 

教育は、子供の健全な育ちを支える重要な基盤であり、家計の経済状況にかか

わらず、子供たちが、将来にわたって安心して学ぶことができる環境を早期に実

（１）私立高等学校等の授業料の無償化を国の責任と財源において

実現すること。特に、無償化に係る費用について、地方交付税

による措置ではなく、全ての自治体に対し必要な経費を国が全

額負担すること。 

（２）その際、都市部における教育費の高さなど、地域の実態を踏

まえた仕組みとすることに加え、実施に係る事務経費も国が全

額負担すること。 

（３）国において、上記に係る方策が実施されるまでの間、地方自

治体が子育て世帯の負担軽減に積極的に取り組むことができる

よう、財政支援を講じること。 

また、保護者等の利便性向上、私立学校等や地方自治体の事

務の効率化等の観点から、就学支援金制度をより柔軟な制度に

改善すること。 

（４）現状の支援の中においては、高等学校等就学支援金制度に係

る費用について、国の責任で全額を措置するとともに、高等学

校等就学支援金オンライン申請システム「e-Shien」の機能を改

修・改善すること。 

（５）都道府県が実施する独自の取組を安定的かつ継続的に実施で

きるよう、無償化の対象とならない外国籍の生徒等に対し、都

道府県が独自に授業料を支援する場合には、財政的支援を講じ

ること。 
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現していかなければならない。全国共通の課題に対し、国家的な視点で制度設計

を行い、推し進めていくことが求められる。 都は、子育て世帯の教育費負担軽減

の取組を先行的に実施するため、私立高校及び東京都立産業技術高等専門学校の

授業料について、令和６年度から、国の就学支援金と合わせて、独自の特別奨学

金等により、保護者等の所得にかかわらず都内私立高校平均授業料額まで支援し

ている。 

一方、国は、自由民主党、公明党、日本維新の会で締結された三党合意のうち、

いわゆる高校無償化において、令和８年度から、収入要件を撤廃し、私立加算額

を 45 万 7,200 円に引き上げることとした。しかし、都内私立高校の平均授業料を

依然として下回っている状況である。また、国と地方の役割分担の在り方につい

ては、４分の１の都道府県負担を導入すること及び地方負担の全額を基準財政需

要額で算入し、普通交付税を算定することとしたが、私立高等学校等の授業料の

無償化は国の責任と財源において実現すべきものである。 

現在は、国の制度と都の制度が併存することにより、保護者等や私立学校等は

二つの制度への申請・審査が必要であり、都としても二つの制度を運用する必要

があるなど、複雑な仕組みや事務負担が課題となっている。 

就学支援金については、高等学校等就学支援金の支給に関する法律（平成 22

年法律第 18 号）において、都道府県が就学支援金を受給権者に支給することとな

っており、その就学支援金の支給に要する費用については、国が都道府県に全額

相当を交付するとしている。しかし、就学支援金の事務執行に要する費用につい

ては、予算の範囲内で交付するとしているにすぎず、毎年度、多額の超過負担が

発生している。 

また、都は、令和５年度から、国が開発した高等学校等就学支援金オンライン

申請システム「e-Shien」を活用してオンライン申請を開始しているが、「e-Shien」

では、繁忙期における不安定な稼働や昼間時メンテナンスによる利用機会の制限、

不備申請につながる入力画面、入出力データの制約など機能が不十分であり、利

用者の申請・審査や都道府県事務の効率化の障害となっている。 

 

＜具体的要求内容＞ 

（１）保護者等の所得により学校選択が左右されないよう、私立高等学校等の授

業料の無償化を国の責任と財源において実現すること。特に、無償化に係る

費用について、地方交付税による措置ではなく、全ての自治体に対し必要な

経費を国が全額負担すること。 

（２）その際、都市部における教育費の高さなど、地域の実態を踏まえた仕組み

とすることに加え、実施に係る事務経費も国が全額負担すること。 

（３）国において、上記に係る方策が実施されるまでの間、子供を産み育てやす

い社会の実現に向けた歩みを止めないため、地方自治体が子育て世帯の負担

軽減に積極的に取り組むことができるよう、財政支援を講じること。 

また、国の制度と地方自治体の制度が併存することを踏まえ、保護者等の

利便性向上、私立学校等や地方自治体の事務の効率化等の観点から、就学支

援金制度をより柔軟な制度に改善すること。 

（４）現状の支援の中においては、国は、就学支援金の支給制度を国策として実
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施することから、その事務の執行に要する費用についても、都道府県及び学

校に対し全額を措置するとともに、都道府県からの意見を踏まえ、利用者に

とって分かりやすく、事務の効率化に資するよう高等学校等就学支援金オン

ライン申請システム「e-Shien」の機能を改修・改善すること。 

（５）都道府県が実施する独自の取組を安定的かつ継続的に実施できるよう、無

償化の対象とならない外国籍の生徒等に対し、都道府県が独自に授業料を支

援する場合には、財政的支援を講じること。 

 

参  考 

○ 都の現状  

＜私立高等学校等特別奨学金＞                 単位：百万円 

 平成 30

年度 

令和 元

年度 

令 和２

年度 

令 和３

年度 

令 和４

年度 

令和５

年度 

令和６ 

年度 

令和７ 

年度 

補助総額 13,666 13,924 11,322 12,307 13,005 13,444 51,277 44,918 

＜就学支援金＞                        単位：千円 

 平成 30

年度 

令和元

年度 

令和２

年度 

令和３

年度 

令和４

年度 

令和５

年度 

令和６ 

年度 

令和７ 

年度 

国からの

高等学校

等就学支

援金事務

費交付金 

162,458 128,062 150,123 145,618 162,224 142,020 141,058 136,602 

都の高等

学校就学

支援金事

務に係る

経費 

470,317 559,043 525,594 520,090 566,535 697,863 679,690 673,321 
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 （提案要求先 こども家庭庁・文部科学省） 

（都所管局 子供政策連携室・総務局・生活文化局・教育庁） 

 

＜現状・課題＞ 

 日本の少子化は想定を大きく上回るペースで進行している。令和７年の都内の

日本人出生数は、10 年ぶりに増加に転じ、前年比 1.0％の増加となった一方で、

全国は、10 年連続の減少で 67.1 万人となり、統計史上最少を更新した。急激な

人口減少は、社会の存立基盤を揺るがす重大な危機である。少子化の要因は多岐

にわたっているが、国立社会保障・人口問題研究所が令和３年６月に実施した「第

16 回出生動向基本調査」では、夫婦が理想の子供数を持たない理由として「子育

てや教育にお金がかかりすぎるから」という回答が最多となっており、教育費の

負担の大きさは主要因の一つとして挙げられている。 

 中でも高等教育費の家計負担については、令和７年に経済協力機構（ＯＥＣＤ）

が公表した「図表でみる教育（Education at a Glance）ＯＥＣＤインディケータ」

によると、日本の家計負担の割合は 51％であり、ＯＥＣＤ加盟国の平均である 19

％の２倍超となっており、諸外国と比較しても非常に高い水準にある。 

 日本学生支援機構が実施した「令和４年度学生生活調査」によると、半数程度

の学生が何らかの奨学金を受給しているが、貸与型が主流である。奨学金の返済

という経済的負担が、結婚・妊娠・出産・子育てなどの生活設計に影響を与えて

いることも懸念される。 

国においては、平成 29 年度から住民税非課税世帯等の要件を満たす学生を対

象に、我が国で初めての給付型奨学金事業が導入された。その後、令和２年度か

ら高等教育の修学支援新制度が開始され、授業料・入学金の免除又は減額と、給

付型奨学金の支給額・支給要件等の拡充が実施された。さらに、同制度について、

令和６年度には理工農系学生及び多子世帯の中間層に支援対象が拡大され、令和

７年度は多子世帯の学生等の授業料等無償化について措置が講じられている。 

 一方、都は、東京都立大学等において、学生の学修機会の確保を目的として、

国を上回る水準で授業料の減免等支援を行うとともに、都内の子育て世帯の教育

費の負担軽減の観点から、所得制限を撤廃し、住所等の要件を満たす世帯を対象

に令和６年度から授業料の実質無償化を実施している。 

また、東京の持続可能性を支える人材の安定的な確保と若者の経済的負担軽減

のため、令和７年度に、奨学金を借りていた学生が、都内の教員や技術系の公務

員になった場合、都が本人に代わり奨学金の一部を返還する事業を開始した。令

和８年度からは、東京の治安維持・強靭化を支える警察人材及び消防人材を対象

とした奨学金返還支援を新たに実施している。 

高等教育費における家計負担の在り方については、国家的な視点で制度設計を

行い、将来を見据えて継続的に見直しを行うべき課題であり、保護者等の所得に

より学校選択が左右されないよう、国の責任と財源において支援を更に拡充して

いく必要がある。 

６ 高等教育に係る経済負担の軽減【最重点】 

高等教育費の家計負担の在り方を抜本的に見直すこと。 

- 81 -



 

＜具体的要求内容＞ 

（１）高等教育の修学支援新制度について、授業料等減免や給付型奨学金の支援

対象の拡大・給付型奨学金の給付額の引上げ等、更なる負担軽減により、授

業料の無償化を実現すること。その際、都市部における教育費の高さなど、

地域の実態を踏まえた仕組みとすること。 

また、地方自治体の財政負担を軽減するような制度設計とすること。 

（２）高等教育に係る経済負担の軽減に当たっては、高等教育の修学支援新制度

の充実に加え、貸与型奨学金の支援対象拡大や返還支援の充実等を含め、若

者・子育て世代の実情を踏まえた支援策を講じること。 
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（提案要求先 こども家庭庁・文部科学省） 

（都所管局 教育庁・子供政策連携室・生活文化局） 

 

＜現状・課題＞ 

学校給食は、児童及び生徒の心身の発達と、食に関する正しい理解や適切な判

断力を養う上で大きな役割を果たすものである。一方で、学校給食法（昭和 29 年

法律第 160 号）等により、小学校段階並びに中学校段階並びに夜間課程を置く高

等学校並びに特別支援学校幼稚部及び高等部の食材費等の学校給食費は保護者の

負担とされており、子育て世帯にとって大きな負担となっている。 

こうした中、都は、令和６年度より、都立学校の保護者等が負担する学校給食

費を都が負担するとともに、都内の区市町村が学校給食費の保護者負担軽減に取

り組む場合、その費用を支援することとした。都内区市町村は、都の支援も活用

しながら給食費の保護者負担軽減に取り組み、令和７年１月に、都内全ての公立

小中学校において学校給食費が無償化された。 

国においても学校給食費無償化の検討を進め、令和７年 12 月 19 日の「三党合

意に基づくいわゆる教育無償化に向けた対応について」において、令和８年４月

から小学校段階での学校給食費の抜本的な負担軽減を実施することが示された。

しかし、支援の基準額とされた一月当たり 5,200 円（特別支援学校小学部は 6,200

円）は、都内公立小学校及び特別支援学校小学部の平均給食費を下回っているほ

か、制度構築に当たり２分の１の都道府県負担が導入され、この地方負担につい

て、令和８年度は地方財政措置とされた。また、中学校給食については、「小中

学校の給食実施状況の違い等も含めた課題の整理を行った上で検討」とされた。 

区市町村からは、学校給食法を改正するとともに、地方交付税の交付・不交付

にかかわらず、国の負担において学校給食の無償化が進められるよう国に働き掛

けることなどの要望が寄せられている。 

また、国は、小学校段階での学校給食費の抜本的な負担軽減を実施し、中学校

給食についても検討するとしているが、夜間課程を置く高等学校並びに特別支援

７ 学校給食費の抜本的な負担軽減【最重点】 

（１）小学校段階の学校給食費の抜本的な負担軽減に当たっては、

良質な学校給食が提供できる水準とし、国において確実に財源

を確保すること。また、非喫食者支援の対象範囲をより明確に

示すとともに、拡充すること。 

（２）中学校段階等の抜本的な負担軽減も早期に実現すること。 

（３）私立の小・中学校も含め、国の支援対象外となる児童・生徒等

に対して独自に実施する支援事業について、必要な財政的支援

を実施すること。 
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学校幼稚部及び高等部の学校給食費については未だ議論されていない。 

これらのことも踏まえ、国においては、抜本的な負担軽減に留まらない、大胆

な政策を早期に具体化するよう求める。 

 

＜具体的要求内容＞ 

国の責任において抜本的な負担軽減に留まらない、大胆な政策を早期に具体化

するとともに、次のとおり、都道府県が実施する独自の無償化の取組を安定的か

つ継続的に実施できるようにすること。 

（１）小学校段階について、子供たちの健全な成長を支える学校給食費の抜本的

な負担軽減について以下の措置を早期に講じること。 

① 給食費支援の基準額については、子供たちに良質な給食が提供できるよ

う、地域の物価上昇の状況等を十分に踏まえた水準とすること。 

② 地方交付税による措置ではなく、全ての自治体に対し、国の責任におい

て確実に財源を確保すること。 

③ 非喫食者に対する金銭給付その他の給付を実施する事業において、学校

給食の提供に必要な調理場等の施設に係る工事・点検により、やむを得ず

学校給食が提供できない場合の負担軽減等、支援の対象範囲をより明確に

示すとともに、拡充すること。 

（２）中学校段階並びに夜間課程を置く高等学校並びに特別支援学校幼稚部及び

高等部の給食費の抜本的な負担軽減についても早期に実現すること。 

（３）私立の小・中学校も含め、国の支援対象外となる児童・生徒等に対して、

都道府県が独自に実施する支援事業に対して、必要な財政的支援を実施する

こと。 
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８ 私立学校助成の拡充 

 （提案要求先 文部科学省） 

（都所管局 生活文化局） 

 

＜現状・課題＞ 

都は私立学校が公教育に果たしている役割の重要性を考慮し、私学振興を都政

の最重要課題として位置付け、学校運営に関する助成と保護者負担軽減に関する

助成を行っている。 

都の経常費補助は、私立学校振興助成法（昭和 50 年法律第 61 号）及び東京都

私立学校教育助成条例（昭和 53 年東京都条例第 10 号）に基づき、教育条件の維

持・向上、修学上の保護者負担の軽減、経営の健全性向上を目的として、都内に

高等学校等を設置する学校法人に対して行っている。都道府県が行う経常費補助

に対しては、私立学校振興助成法に基づき、国がその一部を補助する仕組みとな

っている。 

しかし、国庫補助の生徒一人当たり予算単価は、地方交付税の同単価の約５分

の１にとどまり、不交付団体である都にとっては経常費補助に対する国庫補助は、 

15％程度と低い水準にある。 

 

＜具体的要求内容＞ 

私立学校振興助成法の趣旨にのっとり、私立高等学校等経常費助成費補助金を

一層充実すること。 

 

参  考 

 

【都の経常費補助金の実績及び予算額】(令和８年４月１日現在) 

学  種 令和７年度交付額 令和８年度予算額 

高等学校 76,569,523 千円 76,638,156 千円 

中 学 校 30,098,002 千円 34,397,748 千円 

小 学 校 7,579,586 千円 8,883,011 千円 

幼 稚 園 16,797,277 千円 17,460,734 千円 

計 131,044,388 千円 137,379,649 千円 

注）千円の単位で四捨五入しているため、数字が一致しない場合がある。 

 

 

 

 

私立高等学校等経常費助成費補助金を一層充実すること。 
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【国庫補助及び地方交付税の生徒一人当たり予算単価（令和８年度）】 

学  種 国庫補助 Ａ 地方交付税 Ｂ 割合 Ａ／Ｂ 

高等学校 59,978 円 309,400 円 19.4％ 

中 学 校 52,496 円 308,600 円 17.0％ 

小 学 校 50,842 円 308,600 円 16.5％ 

幼 稚 園 25,904 円 180,500 円 14.4％ 

 

 

【都の経常費補助金の実績、都への交付額及び都の経常費補助に占める国庫

補助割合の推移】 

年度 

都経常費補助金交付額 都への国庫補助金交付額  都の経常費補助

に占める国庫補

助の割合 金  額 
対前年度

増(△)減 
金  額 

対前年度

増(△)減 

 

令和３年度 118,846,005 千円 0.5％ 17,629,027 千円 △1.8％  14.8％ 

令和４年度 119,483,265 千円 0.5％ 17,832,741 千円 1.2％  14.9％ 

令和５年度 120,091,904 千円 0.5％ 17,925,998 千円 0.5％  14.9％ 

令和６年度 123,766,681 千円 3.1％ 18,268,425 千円 1.9％  14.8％ 

令和７年度 131,044,388 千円 5.9％ 19,004,494 千円 4.0％  14.5％ 
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（提案要求先 文部科学省） 
（都所管局 教育庁） 

 

＜現状・課題＞ 

情報通信技術の革新やコロナ禍などを経て、オンライン会議・テレワーク等が

浸透し、就業形態、雇用形態は大きく変化している。また、生成ＡＩ等デジタル

技術の発展、世界の気候変動や自然災害、紛争をはじめとする世界情勢の混迷な

ど、社会の状況は劇的な変化が進み予測困難な時代が到来している。 

全ての子供の可能性を引き出し、学校生活の満足度や充実度の向上、卒業後の

豊かな人生や幸福（Well-being）を実現するためには、学習の成果を生徒が生涯

を通じて保持し続け、努力や成果を振り返りながら自己肯定感や学習意欲を高め

ていく視点が重要である。 

こうした状況の中、学校教育においては、国における様々な制度改善、各教育

委員会や学校における工夫などにより、社会変化に対応する教育を実践してきた。

高等学校の教育については、高等教育機関や実社会との接続機能を果たすことが

求められており、社会の変化に速やかに対応していく必要がある。 

しかし、多くの高等学校では、集団の生徒に対し、教員が教室での学びを中心

１ 高等学校における教育のあり方について【最重点】 

（１）学習指導要領の改訂にあたっては、課程、学科、標準単位時

間、１単位時間の扱い、必履修科目の扱い、履修主義と修得主

義の考え方、単位認定の仕組みなどを根本から見直し、子供が

抱える今日的な課題に合わせた柔軟かつ個別最適な学びを展開

できる制度とすること。 

（２）制度の抜本的な見直しが図られるまでの間、柔軟かつ個別最

適な学びを展開できるよう、学習指導要領の弾力的な運用を認

めること。 

（３）オンデマンドやデジタル教材などを活用したデジタルによる

学習と、対面指導やオンライン等による探究的でリアルな学習

を適切に組み合わせることで、学びの相乗効果を発揮させられ

る教育を実現できるよう検討を進めること。 

（４）特別免許状及び特別非常勤講師等の弾力的な運用を可能とす

る制度の見直しを図ること。 
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に授業を行うといった教育のスタイルに留まっており、根本的な変化を遂げるこ

とができずにいる。 

高等学校への進学率は約 99％に達し、積極的に学びに向かうことができない生

徒や、知識を現実の社会と結び付けて理解することが難しい生徒、外国に背景の

ある生徒など多様な生徒の個別のニーズに対応することが求められている。彼ら

の入学動機や進路志望、興味・関心や学習経験・意欲・背景にある生活環境等は、

一人一人それぞれに異なり、非常に多様なものとなっている。 

そこで、学校における学びの在り方そのものの根本的視点から見直しを図り、

個別最適な学びと協働的な学びの一体的な充実を目指して、全ての生徒がそれぞ

れの興味関心に応じて自ら伸び育つ教育を展開しなければならない。 

このような喫緊の課題に対し、デジタルとリアルの最適な組合せにより学校内

外で学ぶことができるよう、学び方や教え方の学習基盤の変革、学習指導要領等

の柔軟で弾力的な運用、教員が学びの伴走者として生徒に対応する意識改革など

を推進し、「新たな教育のスタイル」への転換を早期に実現していく必要がある。 

こうした観点から、特に重要な事項として、以下要求する。 

 

＜具体的要求内容＞ 

（１）現代の子供の課題を解決する教育を実現するためには、より柔軟で個別最

適な学校づくりが必要であることから、学習指導要領の改訂にあたっては、

課程、学科、標準単位時間、１単位時間の扱い、必履修科目の扱い、履修主

義と修得主義の考え方、単位認定の仕組みなどを根本から見直し、子供が抱

える今日的な課題に合わせた柔軟かつ個別最適な学びを展開できる制度とす

ること。 

（２）制度の抜本的な見直しが図られるまでの間、柔軟かつ個別最適な学びを展

開できるよう、学習指導要領の弾力的な運用を認めること。 

（３）制度の見直しや柔軟な運用を実現する際、オンデマンドやデジタル教材な

どを活用したデジタルによる学習と、対面指導やオンライン等による探究的

でリアルな学習を適切に組み合わせることで、学びの相乗効果を発揮させら

れる教育を実現できるよう検討を進めること。 

（４）最新の知識や技術を生かした高度で専門的な学びを実現するため、外部の

専門人材を学校で柔軟かつ即座に活用できるよう、特別免許状及び特別非常

勤講師等の弾力的な運用を可能とする制度の見直しを図ること。特に、学校

が独自の新たな学校設定教科・科目を設置する際の指導者について、優れた

知識経験等を有する社会人等が、授業のみならず、評価や単位認定等を含め、

年間を通じて教科・科目を担当できるよう改善を図ること。 
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（提案要求先 文部科学省） 

（都所管局 教育庁） 

２ 教育のデジタル化の推進に向けた支援【最重点】 

（１）一人１台端末整備の補助制度について、国の責任での財政支

援を前提とした上で、補助制度については補助基準額を増額す

るとともに、令和 11 年度以降の更新分についても確実に補助金

を措置すること。 

（２）一人１台端末整備に係る基金活用に伴う地方負担分に対する

財政支援は、令和 11 年度以降も継続するとともに、地方財政措

置分は補助金による財政支援へ切り換えること。 

（３）端末整備完了後における保守管理やクラウド利用も含めた学

習支援サービス、キーボード以外の周辺機器、指導者用端末、

予備端末、Ｗｅｂフィルタリング機能、端末処分に係る費用等

も、休業期間や日頃のＩＣＴ利活用、端末更新時に必要不可欠

となることから、継続的かつ十分な財政支援を行うこと。 

（４）校内通信ネットワークの円滑な運用のための技術的な支援に

加え、学校の通信ネットワーク速度の改善に係る補助制度につ

いて、補助単価の増額や補助割合のかさ上げ、補助対象校の範

囲拡大も含めて、当該事業の実施に対して継続的かつ十分な財

政支援を行うこと。 

（５）ヘルプデスク設置、ＩＣＴ支援員の配置費用等について、地

方財政措置は補助金による財政支援へ切り換えた上で、継続的

かつ十分な財政支援を行うこと。特にＩＣＴ支援員については、

学校におけるデジタルの活用場面の増加を踏まえ、複数配置等

も可能となるよう財政支援の充実を図ること。 

（６）次世代校務ＤＸ環境の整備について、初期費用の補助単価の

増額・補助割合のかさ上げのほか、後年度の整備費用・経常的

経費の継続的かつ十分な財政支援を行うこと。 

- 90 -



 

（７）校務ＤＸを幅広く実現できるよう、ダッシュボードや勤怠管

理システム、保護者連絡ツール、デジタル採点ツールなどの整

備・導入についても財政支援を行うこと。 

（８）モバイルＷｉ―Ｆｉルーター等や家庭学習時の通信費につい

て、十分な財政支援を行うこと。 

（９）令和６年度に策定した「令和７年度以降の学校におけるＩＣ

Ｔ環境の整備方針」及び当該方針に基づく整備計画については、

地方自治体や関係者の意見等を十分踏まえながら、今後、随時

見直しを検討すること。 

（10）「学校のＩＣＴ環境整備３か年計画（2025～2027 年度）」に

ついて、地方交付税不交付団体等では各自治体での予算化が難

しい現状を踏まえ、各事業の措置額を明確化した上で、その全

額を補助金による財政措置へ切り換えること。 

（11）一人１台端末更新の基金創設や共同調達の推進等によって、

都や区市町村の事務負担が増大していることから、事務負担軽

減の観点から、最大限の支援を行うこと。 

（12）高校段階における生徒端末整備支援制度について、高校段階

の学びにふさわしい仕様の端末を整備できるよう、十分な財政

支援を行うとともに、保護者負担で整備する場合にも活用可能

な柔軟な制度とすること。 

（13）公立学校における生成ＡＩ等先端技術の活用に向けた人員及

び環境の整備に向け、補助金による必要な財源措置をすること。 

（14）デジタル教科書について、必要な教科の全校導入に向けた今

後の在り方とそこに向かう行程を示すと共に、調査研究・採択

に係る基準、ＡＩ等のデジタルツールの活用など事務負担の軽

減に係る検討を速やかに進め、全体像を早期に示すこと。 
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＜現状・課題＞ 

緊迫する国際情勢、人口減少・少子高齢化に加え、デジタルが急激に進展する

大変革の時代である。こうした中、これからの時代を生きる子供たちは、一人一

人が自分の良さや可能性を認識するとともに、あらゆる他者を価値のある存在と

して尊重し、多様な人々と協働しながら様々な社会的変化を乗り越え、豊かな人

生を切り開き、持続可能な社会の創り手となることができるよう、その資質・能

力を伸ばしていく必要がある。 

そのためには、基礎学力の確実な習得を行うとともに、多様な子供たち一人一

人の能力、適性等に応じた学びを提供していくことが重要であり、児童・生徒一

人１台端末や高速大容量通信ネットワーク等、ＩＣＴを有効に活用していくこと

が求められる。 

このような中、国は新型コロナウイルス感染症の感染拡大を契機に、義務教育

段階における児童・生徒一人１台端末等を整備する「ＧＩＧＡスクール構想」を

前倒し、都では令和３年度までに全ての区市町村立学校において一人１台端末の

整備が完了した。 

一人１台端末を積極的かつ有効に利活用していくため、都は、ＩＣＴ支援員や

ＧＩＧＡスクール運営支援センターに係る都独自の補助制度を設け、区市町村立

学校におけるＩＣＴ支援体制の整備を推進した。こうした取組等により、令和７

年７月に文部科学省より公表された「令和７年度 全国学力・学習状況調査」結

果では、一人１台端末等のＩＣＴ機器を「ほぼ毎日」「週３回以上」活用すると

回答した割合が、小学校では96.5％、中学校では94.3％となるなど、一人１台端

末の利活用は前進した。今後も、デジタル教科書の導入や一人１台端末から得ら

れる学習データに基づく指導等、一人１台端末の利活用を更に拡大していくこと

が必要となり、今や、一人１台端末は、教育の質を向上させるためのマストアイ

テムとなっている。 

国は、令和５年度補正予算において、予備機を含む一人１台端末の計画的な更

新に向けて、都道府県に基金を設置することとし、５年間同等の条件で支援を継

続するとした。具体的には、児童生徒全員分の端末に加えて、予備機も補助対象

となったほか、１台当たりの補助基準額はこれまでの４万5,000円から５万5,000

円に増額された。そして、都道府県を中心とする共同調達等、計画的・効率的な

端末整備を推進するとした。 

一方、基金を造成するための予算としては、令和７年度補正予算までにおいて、

令和10年度更新分までの予算とされており、後年度について方針が示されていな

い。 

また、基金を活用して自治体が行う児童生徒一人１台端末の整備に必要な経費

の内、地方負担分については、地方財政措置が講じられるとのことである。 

言うまでもなく、一人１台端末の更新の費用負担について、義務教育段階であ

ることを踏まえ、国の責任での財政支援を前提としつつ、補助制度については補

助基準額を増額するとともに、令和11年度以降の更新分についても確実に補助金

を措置する必要がある。 

また、一人１台端末整備に係る基金活用に伴う地方負担分に対する財政支援は、

令和11年度以降も継続するとともに、区市町村での確実な予算措置につながるよ

う、地方財政措置分は補助金による財政支援へ切り換える必要がある。 

また、今後、一人１台端末だけでなく、学校で使用する指導者用端末や予備端

末等も更新時期を迎える。このため、指導者用端末や予備端末等の更新費用につ
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いても、継続的かつ十分な財政支援が必要となる。さらに、一人１台端末の利活

用に向けて、端末整備完了後における保守管理やクラウド利用も含めた学習支援

サービス利用、キーボード以外の周辺機器の整備、Ｗｅｂフィルタリング機能の

整備等に要する費用に対しても、財政支援の対象とする必要がある。加えて、端

末更新に当たっては、既存端末について、使用済小型電子機器等の再資源化の促

進に関する法律（平成24年法律第57号）に基づく認定事業者への処理委託を行う

等、再使用又は再資源化を含め適切な処分が必要となる。このため、これに要す

る費用に対しても財政支援の対象とする必要がある。 

区市町村立学校のＩＣＴ支援体制について、国は、一人１台端末環境の安定的

な運用を支援するため、令和３年度第一次補正予算から「ＧＩＧＡスクール運営

支援センター整備事業」として、ヘルプデスクの設置や校内ネットワークの点検

・応急対応等に要する経費に対して補助を行っている。国は、令和５年度におい

て、自治体が連携してＧＩＧＡスクール推進協議会を設置し、事業を実施する場

合の経費に対して補助を行い、全区市町村と連携する場合には補助割合をかさ上

げしたが、当該事業自体も令和６年度に廃止された。令和７年度から令和９年度

までは地方財政措置としたが、補助金による財政支援へ切り換えた上で、継続的

かつ十分な財政支援が必要となる。 

当該事業の支援対象であるヘルプデスクの運営やネットワークトラブル対応

等は、ＩＣＴに係る技術の進展や更新等により、端末利活用が定着して以降も必

ず発生する業務であり、学校での日常的な端末利活用を支える業務として必要不

可欠である。 

ＧＩＧＡスクール構想が目指す学びの実現に向けて、文部科学省は、全ての学

校で必要なネットワーク環境が整備される措置を講ずるとしている。校内通信ネ

ットワークの整備が完了した学校においても、デジタル教科書の導入を控え、一

人１台端末の常時接続環境下での通信ネットワークの円滑な運用に当たって、様

々な課題が生じることが想定される。学校のネットワークの改善のためには、課

題のある学校におけるネットワークアセスメントの実施の促進及びアセスメント

の結果を踏まえたネットワーク環境の改善等に対する補助金を措置するとした。 

しかし、国が設定している当該事業の１校当たりの補助単価が低く、学校の通

信ネットワーク速度の改善に必要な経費を十分に充当できていない。令和８年度

以降も、補助単価の増額や補助割合のかさ上げ、補助対象校の範囲拡大も含めて、

当該事業の実施に対して継続的かつ十分な財政支援が必要となる。 

また、端末を日常的かつ効果的に利活用していくためには、教員をサポートす

るＩＣＴ支援員が欠かせない。国は令和３年度、学校教育法施行規則（昭和 22 年

文部省令第 11 号）の一部を改正し、ＩＣＴ支援員を「情報通信技術支援員」とい

う新たな名称で、教員と連携協働しながら不可欠な役割を果たす支援スタッフと

して位置付けた。ＩＣＴ支援員は、日常的なメンテナンスや更新作業のほか、端

末を効果的に利用した授業支援や教材作成等も担い、学校での端末利活用に欠か

せないスタッフである。地方財政措置は令和９年度まで措置されることとなった

が、今後は補助金による財政支援へ切り換えた上で、継続的かつ十分な財政支援

が必要となる。さらに、学校におけるデジタルの活用場面の増加を踏まえ、複数

配置等も可能となるよう財政支援を一層充実していく必要がある。 

統合型校務支援システムの整備率は年々上昇し、校務の効率化に大きく寄与し

てきた。しかし、システムを自前サーバに構築し、閉域網で稼働させており、校

務用端末も職員室をはじめとした利用場所が限定的であることから、一人１台端

- 93 -



末の整備とクラウド活用を核とする教育ＤＸや働き方改革の流れに適合しなくな

ってきている。 

こうした状況に鑑み、国は、自治体の次世代校務ＤＸ環境整備に係る初期費用

を財政支援することとしたが、国が掲げたＫＰＩを達成するためには、初期費用

の補助単価の増額・補助割合のかさ上げのほか、後年度の整備費用・経常的経費

の継続的かつ十分な財政支援を行う必要がある。また、学校全体の校務ＤＸを推

進するためには、統合型校務支援システムだけでなく、その周辺システムである

ダッシュボードや勤怠管理システム、保護者連絡ツール、デジタル採点ツール等

の一体的な整備・導入が重要であることから、これらに要する経費の財政支援が

必要である。さらに、モバイルＷｉ―Ｆｉルーター等の補助制度について、ＩＣ

Ｔを活用した家庭学習の重要性が増す中で、モバイルＷｉ－Ｆｉルーター等や家

庭学習時の通信費について、十分な財政支援が必要である。 

また、令和６年度に策定した「令和７年度以降の学校におけるＩＣＴ環境の整

備方針」及び当該方針に基づく整備計画については、地方財政措置等、国のＩＣ

Ｔ環境整備の支援の在り方を規定するものとなるため、地方自治体や関係者の意

見等を十分踏まえながら、今後、随時見直しを検討しなければならない。その際、

都や一部の自治体は地方交付税不交付団体であることに加え、地方財政措置され

ている各事業の措置額が不明確であることから、各自治体での予算化が難しい現

状がある。地方交付税不交付団体等では各自治体での予算化が難しい現状を踏ま

え、各事業の措置額を明確化した上で、その全額を補助金による財政措置へ切り

換える必要がある。 

また、一人１台端末更新の基金創設により、補助金事務の主体が国から都道府

県に切り替わったことや、都道府県を中心とする共同調達を推進していくこと等

に伴い、都道府県や区市町村の事務負担が非常に増大している。国は、事務負担

軽減の観点から、都道府県による補助金や調達事務等の制度構築、区市町村も含

めた実務遂行等に対して、最大限の支援を図らなければならない。 

都では、高校段階における一人１台端末整備において、一人一人の進路実現に

資するために家庭への持ち帰りや必要なアプリのインストールなど、校内外で活

用していくことが必要であることから、保護者負担による整備を行っているが、

昨今の物価上昇等の影響により同一性能の端末を導入するに当たっても端末価格

は年々上昇している。国は、高校段階一人１台端末整備事業を実施する都道府県

に対して、端末整備費用に係る財政支援を実施することが必要である。 

生成ＡＩなど先端技術の発展は日進月歩である。国は令和６年 12 月に「初等中

等教育段階における生成ＡＩの利活用に関するガイドライン（Ver.2.0）」におい

て、学校現場において押さえておくべきポイントとして、利活用する場面や主体

に応じた留意点について、現時点の知見を具体的に示したが、学校現場での活用

のためには、人員及び環境の整備が不可欠である。 

国では、デジタル教科書について、令和６年度から、小学校５年生から中学校

３年生までを対象に「英語」、次に「算数・数学」を段階的に導入することとな

ったが、「英語」は全校対象に提供されているものの、「算数・数学」は約５割

の学校への提供にとどまっている。このため、「算数・数学」を希望しているに

もかかわらず、同じ区市町村内の公立学校の中で提供状況に差が生じており、デ

ジタル教科書の活用を促進するためには、希望する全校を対象に提供する必要が

ある。 

また、デジタル教科書を巡る動向として、令和３年６月に「デジタル教科書の
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今後の在り方等に関する検討会議（第一次報告）」が公表され、令和４年の中央

教育審議会初等中等教育分科会の特別部会において教科・学年を絞って令和６年

度から段階的にデジタル教科書を導入すること、紙の教科書とデジタル教科書の

在り方について児童生徒の特性や学習内容等に応じてハイブリッドに活用するこ

とが方向性として示された。さらに令和８年４月７日にデジタル教科書を正式な

教科書とする学校教育法改正案などの関連法案が閣議決定された。上記の状況を

踏まえ、デジタル教科書の調査研究・採択の際の判断基準、具体的な活用方法等

について更に検討を進める必要がある。 

併せて、「主たる教材」としてのデジタル教科書の内容が示されないまま、従

来の紙の教科書のように、文部科学省検定年度の３月末に検定結果の公表、翌年

度４月末までに見本本の送付、その後に調査研究項目の設定・調査研究方法の検

討及び実施、東京都内の各設置者に対し指導助言を行い、８月末までに教科書採

択を行うスケジュールで調査研究及び採択を行うことは不可能である。 

さらに、教科書関係業務は内容が複雑・多岐であり、作業量も膨大であること

から、関係する職員の事務負担は極めて大きい。今後、デジタル教科書が正式な

「教科書」となることで作業量が更に増えることが予想されることから、負担軽

減のための方策を検討する必要がある。 

 

＜具体的要求内容＞ 

（１）一人１台端末整備の補助制度について、国の責任での財政支援を前提とし

た上で、補助制度については補助基準額を増額するとともに、令和 11 年度以

降の更新分についても確実に補助金を措置すること。 

（２）一人１台端末整備に係る基金活用に伴う地方負担分に対する財政支援は、

令和 11 年度以降も継続するとともに、端末補助に係る地方財政措置分は補

助金による財政支援へ切り換えること。 

（３）端末整備完了後における保守管理やクラウド利用も含めた学習支援サービ

ス、キーボード以外の周辺機器、指導者用端末、予備端末、Ｗｅｂフィルタ

リング機能、端末処分に係る費用等も、休業期間や日頃のＩＣＴ利活用、端

末更新時に必要不可欠となることから、継続的かつ十分な財政支援を行うこ

と。 

（４）校内通信ネットワークの円滑な運用のため、技術的な支援に加え、学校の

通信ネットワーク速度の改善に関する補助制度について、補助単価の増額や

補助割合のかさ上げ、補助対象校の範囲拡大も含めて、当該事業の実施に対

して継続的かつ十分な財政支援を行うこと。 

（５）各学校において、端末活用の日常化が定着するよう、ヘルプデスク設置及

びＩＣＴ支援員の配置費用等について、地方財政措置は補助金による財政支

援へ切り換えた上で、継続的かつ十分な財政支援を行うこと。特にＩＣＴ支

援員については、学校におけるデジタルの活用場面の増加を踏まえ、複数配

置等も可能となるよう財政支援の充実を図ること。 

（６）次世代校務ＤＸ環境の整備について、初期費用の補助単価の増額・補助割

合のかさ上げのほか、後年度の整備費用・経常的経費等の継続的かつ十分な

財政支援を行うこと。 

（７）学校全体の校務ＤＸが実現できるよう、ダッシュボードや勤怠管理システ

ム、保護者連絡ツール、デジタル採点ツールなどの整備・導入についても財

政支援を行うこと。 
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（８）モバイルＷｉ―Ｆｉルーター等や家庭学習時の通信費について、十分な財

政支援を行うこと。 

（９）令和６年度に策定した「令和７年度以降の学校におけるＩＣＴ環境の整備

方針」及び当該方針に基づく整備計画については、地方自治体や関係者の意

見等を十分踏まえながら、今後、随時見直しを検討すること。 

（10）「学校のＩＣＴ環境整備３か年計画（2025～2027 年度）」について、地方

交付税不交付団体等では各自治体での予算化が難しい現状を踏まえ、各事業

の措置額を明確化した上で、その全額を補助金による財政措置へ切り換える

こと。 

（11）一人１台端末更新の基金創設や共同調達の推進等によって、都や区市町村

の事務負担が非常に増大していることから、事務負担軽減の観点から、最大

限の支援を行うこと。 

（12）義務教育段階を一人１台端末環境で学んだ児童・生徒が、高校段階におい

ても、引き続き端末等を活用しながら学べるようにする必要がある。高校段

階の高度・複雑な学びにふさわしい仕様の端末を整備できるよう、昨今の物

価高を考慮した上で十分な財政支援を行うとともに、保護者負担で整備する

場合にも活用可能な柔軟な制度とすること。 

（13）公立学校における生成ＡＩ等先端技術の活用に向けた人員及び環境の整備

に向け、必要な財源措置をすること。 

（14）当面、紙の教科書とデジタル教科書が併存されるが、デジタル教科書につ

いて、必要な教科の全校導入に向けた今後の在り方と、そこに向かう行程な

どの検討を速やかに進め、全体像を早期に示すこと。 

また、少なくとも小・中学校、義務教育学校、中等教育学校（前期課程）、

特別支援学校（小・中学部）に対するデジタル教科書の導入について、英語

だけでなく、算数・数学も希望する全ての学校を対象に提供すること。さら

に、英語・算数・数学以外のデジタル教科書を導入する学校や区市町村教育

委員会に対して財政支援を行うこと。 

併せて、2030 年度にデジタル教科書も正式な教科書として導入するまでの

工程等の全体像を速やかに示すこと。なお、デジタル教科書の調査研究にあ

たっては、項目及び方法の検討を行う相応の期間が必要となるため、見本本

を提供されてから最低でも１年間以上の期間をとること。 

また、工程の検討にあたっては、適切に教科書の採択が行えるよう、各設

置者の意見を反映させるとともに、明確な判断基準を示し、活用可能な資料

を適宜提供すること。 

さらに、その後の年度においても、十分な調査研究期間を設けるため、教

科書検定や見本本提供時期、教科書採択期限等について、見直しを含め適切

な時期に設定をすること。 

加えて、教科書関係業務（検定、採択、調査研究など）にＡＩ等のデジタ

ルツールを活用することで、事務負担の軽減や働き方改革に繋がると期待す

る。ついては、ＡＩ等のデジタルツールを用いることによる著作権の問題や、

メリットやデメリットなど必要な検討を進め、検討結果を示すこと。 
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（提案要求先 文部科学省） 
（都所管局 教育庁） 

 

＜現状・課題＞ 

都においては、平成 25 年９月に施行されたいじめ防止対策推進法（平成 25 年

法律第 71 号）を踏まえ、平成 26 年６月に東京都いじめ防止対策推進条例（平成

26 年東京都条例第 103 号）を成立させるとともに、本条例に基づき、同年７月に

「東京都いじめ防止対策推進基本方針」を策定し、いじめの防止等のための対策

を総合的かつ効果的に推進する体制を整備した。 

また、都教育委員会は、同基本方針と併せて、都内公立学校を対象として「い

じめ総合対策」を策定し、いじめ問題の未然防止、早期発見及び早期対応のため

の具体的な取組を示すとともに、条例に基づき、附属機関として「東京都教育委

員会いじめ問題対策委員会」を設置した。本委員会において、学校におけるいじ

めの防止等のための対策の推進についての調査審議を踏まえ、令和６年７月に答

申がなされた。 

この答申では、いじめ問題を解決するために、学校・家庭・地域の連携による

「ＳＯＳの出し方に関する教育」の推進や、教員一人一人が児童・生徒のサイン

を確実に受け止め、スクールカウンセラーを含む全教員で情報を共有して解決を

図る校内体制の整備等の必要性が示されたところである。 

（１）「令和６年度児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する

調査」では、いじめの認知件数が、77,479 件で、学校は把握した案件全てに

対して、組織を挙げて対応しているところである。 

都においては、平成 25 年度から、公立小中学校及び都立高等学校全校（令

和７年度は、小学校 1,265 校、中学校 620 校、高等学校 248 課程）にスクー

ルカウンセラーを配置し、いじめや不登校等について、児童・生徒や保護者

からの様々な相談に応じ、いじめ問題等の未然防止や解消に効果を発揮して

いる。平成 28 年度からは、高等学校定時制及び通信制課程の支援体制を充実

させるため、通信制課程に新たにスクールカウンセラーを配置するほか、全

日制課程と定時制課程の併置校は、課程別にそれぞれ配置、昼夜間定時制課

程は、週２回配置している。 

しかしながら、平成 20 年度からは国の補助率が従前の２分の１から３分

の１へと減じられ、都道府県の負担が大きくなった。 

また、公立高等学校へのスクールカウンセラーの配置については、配置校

３ いじめ問題等に対する取組の充実 

 各公立学校等において、児童・生徒のいじめ問題等の未然防止、早

期発見・早期対応を図る体制を充実するため、スクールカウンセラ

ー、スクールソーシャルワーカーの配置に当たり、補助率の見直し

など必要な財政措置を図ること。 
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の総数の 10％以内と国が定めていることから、これを上回る配置に係る経費

については国の補助対象にならず、結果として都道府県の財政負担が大きく

なる。 

全公立学校において、児童・生徒のいじめ問題等に対応する体制を構築す

ることが不可欠であることから、国は、スクールカウンセラーを全公立学校

に配置するために必要な財政支援を行うべきである。 

（２） スクールソーシャルワーカーについては、区市町村との調整に基づき、平

成 28 年度、平成 29 年度及び平成 30 年度は 22 区、25 市、３町に、令和元年

度は 22 区、25 市、２町に、令和２年度及び令和３年度は 23 区、25 市、２町

に、令和４年度から令和７年度までは 23 区、25 市、４町に配置したところ

である。 

スクールソーシャルワーカーは、教育分野に加え、社会福祉などの専門的

な知識や技術を用いて、児童・生徒が置かれた様々な環境への働き掛けを行

うとともに、関係機関等とのネットワークを活用して支援を行うものであり、

児童虐待をはじめ、いじめや不登校など、児童・生徒の問題行動に対応する

ためには、スクールソーシャルワーカーの役割が大変重要である。 

都においては、令和４年度から、スクールソーシャルワーカーが学校や家

庭を訪問するなどの活動時間を増やすとともに、専門的な資格を有する者の

任用を推進する区市町村への補助を拡充している。 

事業開始当初は全額国費負担事業として実施してきたにもかかわらず、平

成 21 年度から突然、国が補助率３分の１事業へ転換したことから、配置拡大

に当たり、地方自治体の負担が大きくなっている。 

そのため、スクールソーシャルワーカーの配置を一層推進することができ

るよう、国の補助率の引上げを行うべきである。 

（３） スクールカウンセラー及びスクールソーシャルワーカーの活用を更に進

め、質の向上を図っていくためには、各校に配置された非常勤のスクールカ

ウンセラー及びスクールソーシャルワーカー間の連携や、学校・関係機関と

の緊密な連携の確保を図る必要がある。 

国においては、常勤のスクールカウンセラー及びスクールソーシャルワー

カーを一定の地区内に配置し、困難な課題に関して活用できるようにする等、

スクールカウンセラー及びスクールソーシャルワーカーの常勤化に向けた調

査研究を行っていたが、配置の在り方については地方自治体が活用しやすい

体制を整えることが望ましい。 

なお、常勤職員として配置を行う場合には、国が、学校教育法（昭和22年法律第

26号）等において必置の職として規定するとともに、県費負担教職員として位置付

け、いわゆる標準法において教職員定数を算定することが必要である。 

 

＜具体的要求内容＞ 

（１）スクールカウンセラーの配置に当たり、国の補助率を従前の２分の１とす

るなど、必要な財政措置を図るとともに、規定の見直しを行うこと。 

また、スクールカウンセラーの人材確保に当たり、学校等のニーズに的確

に応じることができる専門性の高い人材を養成できるよう、大学等に強く働
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き掛けること。 

（２）スクールソーシャルワーカーの配置拡大のために、地方自治体の負担を軽

減するよう補助率を引き上げること。 

（３）将来的に、スクールカウンセラー及びスクールソーシャルワーカーの常勤

化を推進するに当たっては、必要な法整備を行うこと。 

- 99 -



 

 （提案要求先 文部科学省） 

（都所管局 教育庁） 

 

＜現状・課題＞ 

教育職員等による児童生徒性暴力等の防止等に関する法律（令和３年法律第 57

号。以下「法」という。）が、一部の規定を除き令和４年４月１日から施行され

た。 

また、法第 12 条に基づき、教育職員等による児童生徒性暴力等の防止等に関

する基本的な指針（以下「指針」という。）が令和４年３月に示されている。 

法には、特定免許状失効者への教育職員免許状の再授与に当たっては、各都道

府県教育委員会が設置する、教育職員免許状再授与審査会（以下「再授与審査会」

という。）の意見を聞かなければならないと規定され、再授与審査会の組織及び

運営に関する必要な事項は別途文部科学省令で定めるとされているが、国会にお

ける附帯決議にもあるとおり、全国で統一的な運用を図ることが求められている。

指針には、再授与審査における主な考慮要素及び提出書類例が示されているが、

再授与の審査及び判断に当たり、「児童生徒性暴力等を再び行わないことの高度

の蓋然性」の詳細な基準等が必要である。 

こども性暴力防止法（令和６年法律第 69 号）の運用に当たっては、令和８年

１月にガイドラインが示され、運用に際しての具体的な手続が明らかにされたと

ころである。本ガイドラインによると、法施行日である令和８年 12 月 25 日以降

に、こども性暴力防止法関連システムを介した手続が開始されるとされている。

しかしながら、東京都教育委員会においては、採用予定者数が約４千人と規模が

大きいことから、令和９年４月１日までに犯罪事実確認書の確認を完了させるこ

とについて懸念がある。また、システムの運用開始時期が年末年始に当たるため、

システム上のトラブルが発生した場合には、大きな混乱が生じることが予想され

る。これらのことから、システムの運用開始時期を前倒しすることが必要である。 

また、全国において４千人以上の教員が不足するなど、教員不足の折において

は、臨時的任用教員等の活用が日常的に行われている。急な欠員が生じた場合で

あって、業務を行わせるまでに犯罪事実確認を行ういとまがなく、かつ、直ちに

当該業務を行わせなければ認定等事業の運営に著しい支障が生ずるときには、い

４ 教育職員等による児童生徒性暴力等の防止等に

関する法律の運用等 

（１）教育職員免許状再授与審査会の運用や審査・判断等に当たり全

国で統一的な運用が図られるよう、その運用方法や判断基準等を

明確に示すこと。 

（２）いわゆる日本版ＤＢＳの運用に当たっては、地方の負担なく実

施可能とする仕組みを併せて構築すること。 
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とま特例の運用が認められているところである。しかし、児童・生徒にとって安

全・安心な居場所となるよう学校運営を行うためには、できる限り配属前に犯罪

事実確認が行われていることが望ましい。このように、臨時的任用教員等の名簿

に登載される時点において、犯罪事実確認を行うことが可能とすべきである。 

 

＜具体的要求内容＞ 

（１）再授与審査会の運用や審査・判断等に当たり、全国で統一的な運用が図れ

るよう、その運用方法や判断基準等を明確に示すこと。 

（２）いわゆる日本版ＤＢＳの運用に当たっては、地方の負担なく実施可能とす

る仕組みを併せて構築すること。 

- 101 -



 

（提案要求先 文部科学省） 

（都所管局 教育庁） 

 

＜現状・課題＞ 

昨年度文部科学省が実施した、令和６年度「児童生徒の問題行動・不登校等生

徒指導上の諸課題に関する調査」（以下「問題行動等調査」という。）によると、

小・中学校の不登校児童・生徒数は、全国公立学校では 344,185 人、都内公立小

・中学校では 31,335 人であり、依然高い水準にある。 

不登校となった児童・生徒は、自信を失い、社会から孤立しがちになるととも

に、生活の乱れを招いたり、学力の習得の機会を失い、将来の進路選択が困難に

なったりするなど、深刻な課題を抱える場合が多く、将来の社会的自立に向けた

支援は喫緊の課題である。 

現在、各自治体では、教育支援センターを設置し、不登校の児童・生徒の社会

的自立に向け相談や学習指導等に対応している。これに加え、一部の自治体では、

学校生活への適応が困難であるため、相当の期間、学校を欠席している児童・生

徒への教育の場として、学びの多様化学校を設置している。 

国においては、「誰一人取り残されない学びの保障に向けた不登校対策につい

て（通知）」（令和５年３月 31 日）及び「不登校児童生徒への支援の充実につい

５ 教育支援センターの機能強化、学びの多様化学 

校の拡充等【最重点】 

（１）教育支援センターの機能強化に必要な人員配置、指導内容の

充実及び環境整備のための財政的な支援を継続して行うこと。 

（２）学びの多様化学校の設置・運営に当たり、十分な指導を可能

とする教員定数の充実及び必要な財政的支援を行うとともに、

学校の施設内の教室に学びの多様化学校を設置する形態（校内

分教室型）を認めること。 

（３）全ての中学校での不登校対応の充実に向けて、対応の中心と

なる教員を安定的に配置できるよう教員定数の一層の拡充を図

ること。 

（４）その他、校内教育支援センターの支援員の配置に係る費用を

会計年度任用職員に限らず補助する等、不登校対応を推進する

ために必要な支援を継続的に行っていくこと。 
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て（通知）」（令和５年 11 月 17 日）を各都道府県教育委員会教育長等に宛てて

通知し、教育支援センターの充実及び学びの多様化学校の設置促進や、スクール

カウンセラー・スクールソーシャルワーカーの配置充実等について示すなど、自

治体の取組を支援している。 

しかしながら、令和６年度問題行動等調査によると、全国に 1,873 施設ある教

育支援センターで相談・指導等を受けた公立小・中学生の人数は 31,923 人で、不

登校児童・生徒全体の約 9.3％に過ぎない。このうち都では、区市町により 98 施

設が設置され、3,667 人の小・中学生が教育支援センターで相談・指導等を受け

たが、不登校児童・生徒全体の約 11.7％という状況である。 

また、学びの多様化学校については、令和８年４月現在、全国で 84 校しかな

く、そのうち都内公立学校は 10 校という状況である。 

このような状況に鑑み、各自治体では、地域の実情や特性等に応じ、様々な不

登校対応を講じている。 

都においては、教育支援センターの充実を図るために補助事業を実施してい

る。また、学びの多様化学校を早期に整備できるよう、教員の配置や、新設時の

環境整備に必要な経費の補助等の支援を行い、区市町村による設置促進を図って

いる。さらに、不登校の子供が多い小・中学校に、校内教育支援センター支援員

が配置できるよう、経費を補助したり、不登校対応を専門に担い、授業や担任を

もたずに複数の中学校を巡回する教員を配置したり、中学校の空き教室を利用し、

教科を指導する複数の教員を配置するチャレンジクラスを設置したりするなど、

不登校生徒への個別支援の充実を図っている。 

一方、不登校児童・生徒の支援を充実していくためには、自治体だけの取組で

は限界があり、国による支援が必要である。 

国による支援の必要性については、平成 29 年２月に施行された義務教育の段

階における普通教育に相当する教育の機会の確保等に関する法律（平成 28 年法律

第 105 号。以下「法」という。）において、国及び自治体は、教育支援センター

や学びの多様化学校の整備及び充実のために必要な措置を講ずるよう努めること

が示されている（法第 10 条及び第 11 条）。 

さらに、法第７条に基づく基本指針（義務教育の段階における普通教育に相当

する教育の機会の確保等に関する基本指針（平成 29 年３月 31 日））において、

不登校児童・生徒等に対する教育機会の確保等の施策については、国や自治体等

の相互の密接な連携の下で行うことが重要であるとされている。 

こうしたことから、国及び自治体の協力の下、不登校に関する様々な背景や状

況に応じて、具体的かつ実効性のある取組を推進していく必要がある。 

 

＜具体的要求内容＞ 

（１）教育支援センターの機能強化を図るための継続した人員配置、財政的支援 

不登校となり、長期間ひきこもりの状態にある児童・生徒が、教育支援セ

ンターに通えるよう支援を行うとともに、教育支援センターに通っている児

童・生徒の個々の状態に合わせ、適切な相談対応や学習支援等を十分に行う

ことのできる体制を構築するため、設置者に対し、人員の配置、指導内容の

充実及び施設環境整備等を行うための財政的支援を継続して行うこと。 
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（２）学びの多様化学校の設置・運営に対する教員定数の充実、財政支援 

不登校となった児童・生徒が再チャレンジを図り、自ら選択した進路に向

け、自分のペースで学ぶことができるような、新たな学びの場を広げるため、

設置者である区市町村に対し、個々の児童・生徒の状況に応じた少人数指導

を可能とする教員定数の充実や、設置・運営に対する財政支援を行うこと。 

また、学びの多様化学校の設置促進のため、経費・土地・施設の負担を減

らすことができるよう、学校の施設内の教室に学びの多様化学校を設置する

形態（校内分教室型）を認めること。 

（３）全ての中学校での不登校対応の充実に向けた教員定数の拡充 

不登校の生徒一人一人の状況に応じたきめ細かい対応や学校が組織的な支

援体制を構築するため、中学校に対応の中心となる教員を安定的に配置でき

るよう、加配定数の拡充など教員定数の一層の充実を図ること。 

（４）不登校対応推進のための継続的支援 

上記のほか、校内教育支援センターの支援員の配置に係る費用を会計年度

任用職員に限らず補助する等、不登校対応全般において、施策を推進してい

くために必要な支援を継続的に行うこと。 
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（提案要求先 文部科学省） 

（都所管局 教育庁・子供政策連携室） 

 

＜現状・課題＞ 

文部科学省の調査によると、令和５年５月 1 日現在、全国の公立学校に在籍す

る日本語指導が必要な外国につながりのある外国人児童・生徒は 57,718 人で、16

年前（平成 17 年度調査、20,692 人）に比べ 37,026 人増加している。 

また、「一人」在籍校が全体の 34.9％を占める一方で、「30 人以上」が在籍

する学校は 325 校に上る。さらに、日本語指導が必要な日本国籍の児童生徒数が

増えている。 

日本語指導が必要な児童・生徒に係る教職員定数については、平成 29 年度か

ら令和８年度までの 10 年間で加配定数が段階的に基礎定数化されるなど、一定の

改善が図られているが、外国につながりのある児童・生徒に日本語指導を行う「日

本語学級」を編成する場合、法令等に規定がないため、適切な定数措置が困難な

状況にある。 

多様な言語的・文化的背景をもつ外国人等の児童・生徒が増加する中、こうし

た児童・生徒は多くの学校に存在しているという基本的な認識を共有し、学校に

おける多様性を認め、日本人と外国人が共に学び合う教育環境を構築することは、

６ 外国につながりのある子供に対する教育の充実 

（１）日本語指導が必要な外国につながりのある児童・生徒の増加や、

日本語教育の推進に関する法律の趣旨を踏まえ、日本語指導等の

在り方を根本的に見直し、いわゆる義務標準法等関係法令の整備

を含め、国として日本語指導体制の構築を図るとともに、体制構

築が図られるまでの間、児童・生徒に合わせた必要な教員を国と

して確実に措置すること。 

（２）公立学校において、日本語指導が必要な児童・生徒を指導する

に当たり、教員以外の外部人材を確保・活用することができるよ

う支援すること。 

（３）外国人の子供の就学促進に関する自治体の取組が実効性のある

ものとなるよう財政的措置など複合的な支援を行うこと。 

（４）日本語指導が必要な児童・生徒の指導・支援の充実を図るに当

たり、より詳細な実態を把握すること。 

- 105 -



 

全国的かつ喫緊の課題である。 

上記の認識に立ち、国として、適切な日本語指導等の在り方を根本的に見直す

など、現状に即した新しい日本語指導体制の構築が必要である。 

また、日本語指導が必要な児童・生徒への指導・支援の充実に向け、国として

母語の多様化を念頭に置いた教員以外の外部人材の活用や指導用教材の開発、地

方自治体の就学促進に関する取組への支援を行うとともに、日本語指導が必要な

児童・生徒のより詳細な実態を把握することが求められている。 

 

＜具体的要求内容＞ 

（１）日本語指導が必要な児童・生徒の増加や、日本語教育の推進に関する法律

（令和元年法律第 48 号）の趣旨を踏まえ、日本語指導等の在り方を根本的に

見直し、いわゆる義務標準法等関係法令の整備を含め、国として日本語指導

体制の充実を図るとともに、体制構築が図られるまでの間、児童・生徒の増

加に合わせた必要な教員を国として確実に措置すること。 

（２）通訳者等の「専門家」による学校支援体制の整備により、公立学校におい

て日本語指導が必要な外国につながる児童・生徒を指導するに当たって教員

以外の外部人材を確保・活用することができるよう支援すること。 

（３）国は、外国人の子供の就学促進に対する支援のため、次の施策を主体とな

って実施すること。 

・ 各自治体が外国人の子供の就学機会の確保に向けた取組を更に推進してい

くため、帰国・外国人児童生徒等教育の推進事業について、補助率を引き

上げる等、十分な財政的支援を行うとともに本事業がより活用できるよう

補助条件の緩和を行うこと。 

・ 国が関係機関と連携し、外国人の子供に関する正確な状況把握を行い自治

体への情報提供を行うなど、財政的措置にとどまらない複合的な支援を行

うこと。 

（４）現在、文部科学省において、隔年で実施している「日本語指導が必要な児

童生徒の受入状況等に関する調査」について、毎年実施するようにする等、

より詳細な実態把握を行うこと。 
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（提案要求先 文部科学省） 

（都所管局 教育庁） 

 

＜現状・課題＞ 

（１）中学校 35 人学級の実施に伴う加配定数の振替等について 

令和７年６月には、「公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する

特別措置法等の一部を改正する法律案」の附則において、公立中学校の学級編

制の標準を令和８年度から 35 人に引き下げるよう、法制上の措置等を講ずる

７ 公立学校の教職員定数の充実 

（１）中学校における学級編制の標準の引下げに当たっては、習熟

度別指導等の加配定数の振替によることなく、必要な教職員定

数を確保すること。 

（２）小学校における教科担任制を推進するため、中学年以上の専

科指導のために加配定数を拡充するとともに、後年度を含め、

加配の拡大計画を速やかに示すこと。加配定数の拡充に当たっ

ては、習熟度別指導等の加配定数を振り替えることなく、必要

な教職員定数を確保すること。 

併せて、新規採用教員の負担軽減に資する取組については、

国において検討し更に拡充すること。 

（３）様々な教育課題に対応するため、基礎定数の改善や加配定数

の拡充により、教職員定数の一層の充実を図ること。加配定数

については、地域の実情に応じた配置が可能となるよう、各加

配事項の枠内で柔軟に運用できるようにすること。 

また、中学校における生徒指導担当教員の配置充実等の教職

員定数の改善や、公立学校におけるサポートスタッフの配置及

び人材確保のための財政的支援の充実を計画的に進めること。 

（４）後年度分を含め、具体的かつ実効性のある教職員定数改善計

画を早期に国として決定すること。 
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ことを明記されたところである。令和３年に公立義務教育諸学校の学級編制及

び教職員定数の標準に関する法律（昭和 33 年５月１日法律第 116 号。以下「義

務標準法」という。）を改正し、小学校における学級編制の標準について、第

２学年から５年かけて段階的に 35 人に引き下げた際には、習熟度別指導等の

加配定数のうち 35 人学級の実施に活用されている分を基礎定数に順次振り替

えていたが、中学校における学級編制の標準の引下げに当たっては、その財源

として加配定数を削減することなく、必要な教職員定数を別途確保することが

必要である。 

（２）小学校における教科担任制の推進について 

学習が高度化する小学校高学年において、専門性の高い教科指導を実現し、

中学校教育への円滑な接続を図るためには、特定の教科を専門的に指導する体

制を構築することが効果的である。 

教科担任制の導入校では、授業の質の向上に加え、児童の多面的な理解や教

員の持ち授業時数の軽減及び計画的な年休の取得など働き方改革の観点で極

めて高い効果が現れており、今後更に推進を図るために、加配定数の一層の拡

充が急務である。 

国は、小学校における教科担任制の推進のため、専科指導のための加配拡大

の計画を１年前倒し、計 3,800 人加配定数の改善を行ってきた。また、令和７

年度から４年生への教科担任制を拡大しているが、これに係る加配定数の改善

総数は計 3,960 人にとどまる。いずれも、全国の公立小学校約１万 9,000 校の

２割程度の規模であり、優先的に専科指導の対象とすべき教科が４教科である

ことも踏まえると、不十分である。また、国は３年生への教科担任制の導入に

向けた定数改善の計画を示していないが、４年生と比較して授業時数がほぼ同

数であることから、教員の働き方改革推進の観点からも必要である。 

都では、現在、高学年においては令和 10 年度までに 12 学級以上校の全校に

導入予定であり、中学年への導入拡大に向け対応を進めているが、仮に高学年

と同様に１校１人程度を配置する場合、更なる人員増が必要であり、加配定数

の拡充が必要となる見込みである。 

また、今後、各自治体が財源の見通しを持ち、計画的かつ早期に小学校の教

科担任制を推進していくためには、国が、後年度も含めた更なる加配拡大の計

画を速やかに定め、示す必要がある。 

国は教科担任制のための加配定数を措置するため、習熟度別指導等の加配定

数について、令和２年度及び令和３年度の２年間で計 4,000 人を振り替え、更

に令和４年度は 230 人、令和５年度は 200 人、令和６年度は 550 人を振り替え

ている。加配定数は、専科指導のみならず、地域の実情に応じて少人数指導や

習熟度別指導、ティーム・ティーチング等の多様な取組に活用され成果を挙げ

ている現状を十分に踏まえ、今後の教科担任制のための加配定数の拡充に当た

っては、習熟度別指導等の加配定数を振り替えることなく、必要な教職員定数

を確保することが必要である。 

新規採用教員に対しては、法定研修である初任者研修の受講のために持ち授

業時数の軽減を実施しているが、他の校種と比べ小学校教師の持ち授業時数が

多いことを踏まえると、更なる負担軽減の取組が必要である。 
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（３）教職員定数の充実及び加配定数の柔軟な運用について 

現在、学校現場では、いじめや暴力行為等の問題行動、不登校、特別な支援

が必要な児童・生徒や、外国につながる子供等の特別な配慮を必要とする児童

・生徒の増加など、様々な課題が複雑化かつ困難化している状況にある。都で

は、令和７年度から、子供が抱える問題の解決に向けた組織的な連携・支援体

制を維持するため、教員と外部人材をつなぎ、教育相談体制の充実を図る「教

育相談主任」を一部の中学校においてモデル導入している。その活用に当たっ

ては、当該教師の持ち授業時数を軽減し、非常勤講師を任用することで働き方

改革の一助としているが、他の校種と比べ中学校教師の時間外在校等時間が多

いことを踏まえると、更なる教員の負担軽減の取組が必要である。 

学校における働き方改革を実現しつつ、児童・生徒一人一人に応じたきめ細

かな指導や支援を行い、教育活動の質の向上を図るためには、義務標準法制定

時の教員一人当たりの持ち授業時数を踏まえ定められている「乗ずる数」の見

直しや、指導方法工夫改善や児童生徒支援等の加配定数の拡充による、教職員

定数の一層の充実に加え、教員をサポートするスタッフの配置を拡充すること

が必要である。 

また、加配定数は法令上、その目的に応じて数種の事項に分類されるが、国

への申請に当たっては、より細かく区分された項目ごとに申請する必要があ

る。特定の項目に措置された加配定数は、同一の事項であっても他の項目に原

則振り替えることができず、自治体の方針や個々の学校の実態に応じて効果的

に活用することが困難となっている。 

自治体や学校で行われている工夫や取組は様々であり、地域の実情に応じた

教員配置により教育の質を更に向上させるためには、各加配事項の枠内で加配

定数の振替を認め、柔軟に運用できるような仕組みにすることが必要である。 

（４）定数改善計画について 

今後の教職員定数の改善については、公立中学校の学級編制標準の引下げに

よる中学校 35 人学級実現のほか、小学校教科担任制の計画的推進、多様な教育

課題等への対応のための体制整備を内容とした、令和 10 年までの「新たな「定

数改善計画」」を策定することが個別に示されている。 

一方で、包括的な教職員定数改善計画は策定されておらず、今後の各都道府

県の教職員採用計画や予算編成、各区市町村における学校施設の整備計画等に

影響が生じないよう、早期に具体的かつ実効性のある教職員定数改善計画が示

されることが必要である。 

 

＜具体的要求内容＞ 

（１）中学校における学級編制の標準の引下げに当たっては、習熟度別指導等の

加配定数の振替によることなく、必要な教職員定数を確保すること。 

（２）小学校における教科担任制を推進するため、中学年以上の専科指導のため

に加配定数を拡充するとともに、後年度も含め、加配の拡大計画を速やかに

示すこと。加配定数の拡充に当たっては、習熟度別指導等の加配定数を振り

替えることなく、必要な教職員定数を確保すること。 

併せて、新規採用教師の負担軽減に資する取組については、国において検

- 109 -



討し更に拡充すること。 

（３）様々な教育課題に対応するため、基礎定数の改善や加配定数の拡充により、

教職員定数の一層の充実を図ること。加配定数については、地域の実情に応

じた配置が可能となるよう、各加配事項の枠内で柔軟に運用できるようにす

ること。 

また、中学校における生徒指導担当教師の配置充実等の教職員定数の改善

や、公立学校におけるサポートスタッフの配置及び人材確保のための財政的

支援の充実を計画的に進めること。 

（４）後年度分を含め、具体的かつ実効性のある教職員定数改善計画を早期に国

として決定すること。 
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（提案要求先 文部科学省） 

（都所管局 教育庁） 

 

＜現状・課題＞ 

近年の社会環境や生活環境の変化、いじめや不登校の増加などにより、児童・

生徒の心身両面にわたる支援の必要性が高まっている。 

特別支援学校の養護教諭には、障害の種類や程度に応じたきめ細かな支援が求

められ、児童・生徒の健康面・安全面に関する指導、応急処置の対応、個人及び

集団への保健指導、健康診断の実施など、保健や健康に関する重要な役割を担っ

ていることから、児童・生徒数など学校の実態に応じた配置が極めて重要である。 

一方、国の配置基準では、公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標

準に関する法律（昭和 33 年法律第 116 号）及び公立高等学校の適正配置及び教職

員定数の標準等に関する法律（昭和 36 年法律第 188 号）に基づき、原則１校一人

の配置としつつ、児童・生徒数が 61 人以上の場合は二人を配置することとなって

いる。 

平成 19 年の学校教育法（昭和 22 年法律第 26 号）の改正により複数の障害種

別に対応した特別支援学校の設置が可能となり、また、児童・生徒数が 500 人を

超すような大規模な学校も存在する中、児童・生徒数が 61 人以上どんなに多くな

っても養護教諭は二人しか配置されない現行の配置基準は、学校の実態にそぐわ

ないものとなっている。児童・生徒数等に応じて段階的に定数が算定されるよう、

速やかに改善するべきである。 

また、副校長や事務職員、学校栄養職員についても、国の配置基準では原則学

校単位で算定することとなっており、併置校や大規模な特別支援学校等における

学校運営の充実のためには、児童・生徒数等に応じた配置基準により教職員定数

の充実を図ることが必要である。 

さらに、寄宿舎指導員について、現行の配置基準では重度重複障害のある児童

・生徒等への対応が考慮されておらず、実態を踏まえた定数改善を行うことが必

要である。 

  

＜具体的要求内容＞ 

特別支援学校の養護教諭について、その職務の重要性に鑑み、児童・生徒数等

に応じ、３人以上の配置を可能とする定数改善を速やかに行うこと。 

また、副校長、事務職員及び学校栄養職員についても、児童・生徒数等に応じ

た配置基準にするとともに、寄宿舎指導員について、重度重複障害のある児童・

生徒に応じた配置基準を設けるなど、定数改善を行うこと。 

８ 特別支援学校の養護教諭等の定数改善 

特別支援学校の養護教諭等について、児童・生徒数等に応じ、よ

り多くの配置を可能とする定数改善を速やかに行うこと。 
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（提案要求先 文部科学省・スポーツ庁・文化庁） 

（都所管局 教育庁） 

 

＜現状・課題＞ 

学校における働き方改革については、国において、令和７年６月に「公立の義

務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置法等の一部を改正する法律

（令和７年法律第 68 号）」（以下「給特法改正法」という。）が成立し、教員の

処遇改善とともに、学校における働き方改革の一層の推進のため、令和 11 年度末

までに時間外在校等時間を月平均 30 時間程度にするという目標等が定められる

とともに、教育委員会に対しても業務量管理・健康確保措置実施計画の策定・公

表、計画の実施状況の公表等が義務付けられ、教育委員会として様々な取組の実

行が求められている。 

都教育委員会は、令和５年度から令和８年度までの４年間に、集中的に取り組

むべき具体的な対策を取りまとめた「学校における働き方改革の推進に向けた実

行プログラム」（以下「実行プログラム」という。）を令和６年３月に策定し、

時間外在校等時間が月 45 時間を超える教員の割合を０％とするなどの目標を設

定している。 

その実現に向けて、外部人材の活用やＤＸの推進を積極的に進めるとともに、

学校における業務のアウトソーシングやコンサルタントを活用した業務改革支

援、ダッシュボードを活用した在校等時間の見える化など、様々な取組を進めて

いる。 

こうした状況の中、都内公立学校においては、都教育委員会、区市町村教育委

員会、学校等が連携して働き方改革に総合的に取り組み、令和７年度時点で、時

間外在校等時間が月 45 時間を超える教員の割合は減少傾向にあるなど一定の進

捗がみられている。 

しかしながら、都の掲げた月 45 時間を超える教員の割合を０％とする目標及

び、法で定められた月 30 時間程度の目標達成に向けては、更なる取組が必要であ

り、都教育委員会は給特法改正法の内容を踏まえ、現行の実行プログラムを「業

務量管理・健康確保措置実施計画」に位置付けるとともに、令和８年度中の改定

も予定している。 

国、都及び区市町村、教育委員会、学校が一体となり、具体的かつ実効性のあ

る取組を講じ、教員の働き方改革の効果を確実にあげていくためには、国による

更なる支援が不可欠である。 

 

 

９ 学校における働き方改革の実現【最重点】 

学校における働き方改革を推進し、教員の長時間労働改善と教育の

質の向上を図るため、業務負担の軽減等に係る人的措置・財政的支援

を行うこと。 
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＜具体的要求内容＞ 

（１）全国共通の本質的課題である「教員の働き方改革」を一層推進するために、

教員が担うべき業務の見直しや校務のＤＸ化、学校マネジメントの強化、指

導・運営体制の充実など、業務量の削減や実効性の高い施策の充実を図るこ

と。 

また、施策の実施に当たって、地方へ負担を転嫁することなく、国の責任

において、全ての自治体に対して確実に財源を措置すること。 

（２）教育職員の勤務状況等に関する状況把握、業務分担の見直しや適正化に

必要な環境整備等の教育委員会が行う在校等時間の長時間化を防ぐための

取組について財政的支援等を行うこと。 

 ① 業務の適正化に向けて学校・教員以外でも担うことが可能な業務のアウ

トソーシングに係る経費や、コンサルタントを活用して学校の業務改革を支

援する経費について、財政的支援を行うこと。 

② 教員の事務作業等に係る負担を軽減するため、スクール・サポート・スタ

ッフ（教員業務支援員）や、小学校において副担任相当の業務を担う外部人

材、副校長を補佐する外部人材の配置に係る国庫補助を拡充するなど、財政

支援を充実すること。なお、スクール・サポート・スタッフの通勤手当相当

の経費及び副担任相当の業務を担う外部人材の人材派遣による配置も補助

対象経費とすること。 

 ③ 小学校において、教育内容を充実させるとともに教員の負担を軽減するた

め、専門性の高い外部人材を特別非常勤講師として任用する経費について、

財政的支援を行うこと。 

④ 校務の中核的役割を担う教員の負担軽減のため、主幹教諭に加え、学年主

任や研究主任、司書教諭、校内のデジタル化推進等を担う教諭についても授

業時数の軽減が可能となるよう、財政的支援を行うこと。 

 ⑤ 専門的な指導ができる部活動指導員等の導入を促進・拡大するための財政

的支援を行うこと。また、部活動の円滑な地域展開等を進めるため、スポー

ツ団体や指導者などの質や量の確保に向けた方策、部活動指導員や外部指導

者等に係る財政支援など、国による更なる総合的な支援を行うこと。 
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（提案要求先 文部科学省） 

（都所管局 教育庁） 

 

＜現状・課題＞ 

義務教育諸学校の教科書無償給与事務に関する需要数及び受領冊数報告は、令

和３年度から文部科学省が提供する教科書事務執行管理システム（以下「旧シス

テム」という。）を通じて実施してきた。しかし、旧システムは操作が煩雑で動

作が遅い上、ヘルプデスクへの問い合わせも困難であり、回答まで数週間を要す

ることが多いなど、様々な問題点が指摘されてきた。このため、都として、改善

を要望してきた。 

こうした背景の下、令和７年度から文部科学省は新たに「新教科書事務執行管

理システム」（以下「新システム」という。）の運用を開始した。都は、文部科

学省の連絡を受けて、新システムを使用し、令和８年度使用教科書の需要数を報

告した。また、令和８年２月２日付７初教科第 19 号「令和８年度における義務教

育諸学校用教科書の無償給与事務の適正な処理について（通知）」において、令

和８年度の受領冊数報告についても新システムを使用するよう通知があったこと

から、受領冊数報告に必要なデータを作成するため、区市町村立学校、国私立学

校及び都立学校（以下「都内学校」という。）で、新システムを使用して令和８

年度使用教科書の納入指示作業を行っているところである。 

しかしながら、各教育委員会及び都内学校からは、納入指示書の作成方法につ

いて、１画面で必要数を入力する仕様になっておらず、使用する教科書１冊ずつ

の必要数を別画面で入力する必要があることから、煩雑である等の意見が出てい

る。さらに、文部科学省が設置している新システムのヘルプデスク数が１回線と

過少であるため、本来、ヘルプデスクに問い合わせるべきシステム関連の問合せ

が、当庁に殺到している。 

上記問合せ等に対応せざるを得ないため、当庁における限られた人員体制の中

で、その他の教科書関係業務に迅速に対応することが非常に困難となってきてい

る。都内学校において、教科書の無償給与業務が適正かつ円滑に処理できるよう

にするためには、新システムを使用する担当者が一連の流れを理解することがで

きるよう、問合せの発生源である新システムの改修と、ヘルプデスクの大幅な強

化を強く要望する。 

 

１０ 教科書事務における効率化 

（１）効率的に教科書事務を進める上で「新教科書事務執行管理シス

テム」を採択行為から受領冊数報告までを一気通貫で使用できる

システムに改修すること。 

（２）効率的な教科書調査研究に資するため、教科書見本を電子デー

タでも送付すること。 
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＜具体的要求内容＞ 

（１）新システムの運用に当たっては、適時適切な改修を実施すること。 

文部科学省にとっても、都道府県にとっても、利便性の高いシステムの構

築に向けた不断の改修は、教科書事務を円滑に遂行していく上で非常に重要

である。そのため、新システムに係る改修要望については、都道府県から毎

年度聴取し、その具体的要望について、確実に改修に反映させること。 

また、都道府県教育委員会等からの問合せに対応できるよう、ヘルプデス

クの体制づくりを強化すること。 

（２）全ての検定に合格した教科書見本について、紙媒体に加えて電子データで

の提供を行うこと。 
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（提案要求先 文部科学省） 

（都所管局 教育庁） 

 

＜現状・課題＞ 

令和元年６月４日のデジタル・ガバメント閣僚会議において、マイナンバーカ

ードを基盤とした教育職員免許状（以下「免許状」という。）等との一体化等に

ついて明記されたところであるが、マイナンバーカードの所持は任意である。 

免許状における本人確認は本籍地、氏名及び生年月日であるが、教育職員免許

法（昭和 24 年法律第 147 号。以下「免許法」という。）第 15 条では、免許状記

載の氏名又は本籍地の変更は任意とされているため、必ずしも現氏名又は現本籍

地と一致しているとは限らない。そのため、失効時の免許状に記載された氏名又

は本籍地と、失効後に再度授与申請された際の氏名又は本籍地が異なると、同一

人物と分からずに、免許状を授与してしまう例が想定される。 

また、採用する国公私立学校では、採用予定者の免許状が有効なものか否かを

確認する際、児童生徒性暴力等を理由として免許状が失効した者に限っては特定

免許状失効者管理システムにより失効の確認ができるものの、その他の者につい

ては文部科学省から年４回配布される官報情報検索ツールにより失効しているか

確認するほかなく、最新の情報を得ることが困難であり、採用予定者の免許状が

有効でない場合でも採用してしまう懸念がある。 

さらに、免許法では、第５条第１項第４号若しくは同項第５号により免許状失

効後３年間又は同項第３号により刑の執行が終わるまでの間、免許状の授与がで

きない規定となっているが、当該免許状所持者が学校に勤務していた時点で当該

事由が発生した場合は、免許法第 14 条に基づき所轄庁が免許管理者である都道

府県教育委員会に通知する義務がある一方で、学校に勤務していない免許状所持

者の場合は免許法に所轄庁が明示されておらず、免許管理者に通知がなされない

ため、免許状の取上げや失効処分ができない。 

 

＜具体的要求内容＞ 

（１）国主導において、免許状の有効状態について、都道府県教育委員会及び学

校教育法（昭和 22 年法律第 26 号）第１条に規定する学校が、最新の情報を入

手できる仕組みを構築すること。 

ア マイナンバーカードを基盤とした免許状との一体化に当たり、教員免許

所持者の全てがマイナンバーカードを持つよう、国において実効性の高い

１１ 教育職員免許状の最新情報の入手可能な仕組

みの構築 

教育職員免許状の有効状態について、都道府県教育委員会及び学

校教育法第１条に規定する学校が最新の情報を入手できる仕組みを

構築すること。 
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取組等を行うこと。 

イ 免許状の本籍地及び氏名を最新のものにすることを義務付けるよう、法

整備を行うこと。 

（２）学校教育法第１条に規定する学校に勤務していない免許状所持者について、

免許法に規定する所轄庁を明確にし、免許管理者に失効等が疑われる情報が

確実に届くよう、法整備を行うこと。 
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（提案要求先 こども家庭庁・文部科学省・厚生労働省） 

（都所管局 都民安全総合対策本部・福祉局・保健医療局・産業労働局・教育庁） 

 

＜現状・課題＞ 

子ども・若者育成支援推進法（平成 21 年法律第 71 号）を踏まえ、社会生活を

円滑に営む上での困難を有する子供・若者の自立を促進するためには、教育、福

祉、保健、医療、矯正・更生保護、雇用等の関係機関・団体が連携するとともに、

行政、家庭、学校、地域が一体となって、年齢階層で切れ目のない支援を行える

体制を整備する必要がある。こうした支援は、住民との接点を多く持つ区市町村

が中心となって進めていくことが効果的だが、区市町村には支援を実施するため

のノウハウやマンパワーが不足していることから、ＮＰＯ法人等の活用などによ

り、区市町村の体制を整備するための財政措置が必要である。 

また、若者が社会とのつながりを失うことを防ぐためには、高校中退の未然防

止や高校中退者への就労支援等が重要であることから、関係省庁による連携体制

の構築が不可欠である。 

 

＜具体的要求内容＞ 

子ども・若者育成支援推進法第５条に規定された財政上の措置その他の措置を

講じること。具体的には、区市町村が実施主体となって、ＮＰＯ法人の協働等に

より、子ども・若者総合相談センターの機能を有する機関として事業を実施する

場合、補助金の交付を行うこと。 

また、厚生労働省の「地域若者サポートステーション事業」は、高校中退者等、

若者への就労に向けた支援により社会的自立につながることから、学校への当該

事業の周知や、学校、サポートステーション、ハローワーク間で必要な情報の共

有を推進する等、効果的な対策を実施できるよう、文部科学省等の関係機関との

連携を強化すること。 

１ 若者の社会的自立を支援する施策の拡充 

社会生活を円滑に営む上での困難を有するものに対する相談や支

援の体制が、区市町村においても整備されるよう、財政上の措置その

他の措置を講じること。 
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（提案要求先 警察庁・こども家庭庁・総務省・法務省） 

（都所管局 都民安全総合対策本部） 

 

＜現状・課題＞ 

スマートフォンの普及やインターネット利用の低年齢化に伴い、青少年（18 歳

に満たない者）のインターネット上のトラブルが顕著となっており、都が設置し

ている相談窓口においても、児童ポルノ等の性的な画像等に関するトラブル相談

が寄せられている。 

一旦被害に遭い、画像がインターネット上に流出すると、回収は困難で、青少

年の健全育成上深刻な事態を招くことから、被害の未然防止を図ることが喫緊の

課題である。 

都では、東京都青少年の健全な育成に関する条例（昭和 39 年東京都条例第 181

号）を改正し、青少年に「自画撮り画像」を不当に求める行為の禁止等を定めた

ところである。 

また、近年急速に普及しているＳＮＳにおいては、不適切な利用に起因した青

少年の性被害等の増加が全国的な問題となっている。警察庁の統計によると、令

２ 児童ポルノの自画撮り被害をはじめＳＮＳの利

用に起因する性被害等から青少年を守る施策の 

充実 

（１）青少年が児童ポルノの自画撮り被害をはじめ、ＳＮＳの不適

切な利用に起因する性被害等に遭わないようにするため、ＳＮ

Ｓ事業者に自主的な対策の徹底を要請するとともに、必要に応

じ、児童買春、児童ポルノに係る行為等の規制及び処罰並びに

児童の保護等に関する法律の改正をはじめ、ＳＮＳ事業者やＳ

ＮＳユーザーを想定した規制の在り方を検討すること。 

（２）国が実施している子供の性被害防止プラン（児童の性的搾取

等に係る対策の基本計画）2022 に基づく関係府省庁による取

組や、ＳＮＳに起因する性被害等の実態、児童の性的搾取等の

撲滅に向けた官民連携の会議等を通じた各種取組及び調査研究

など、都道府県による被害防止に向けた普及啓発等の対策に資

する情報提供を行うこと。 
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和７年に全国でＳＮＳを通じて性被害等に遭った児童は、1,566 人であり、前年

から増加し、依然として高い水準で推移している。 

都では、第 32 期青少年問題協議会の答申「ＳＮＳの不適切な利用に起因する青

少年の性被害等が深刻化する中での健全育成について」（令和２年 12 月）を受

け、ＳＮＳでの出会いに関する危険性についての普及啓発を強化した。 

 

＜具体的要求内容＞ 

（１）青少年が児童ポルノの自画撮り被害をはじめＳＮＳの不適切な利用に起因

する性被害等に遭わないようにするためには、その判断能力が未成熟である

ことに鑑み、被害につながる青少年への働きかけ自体が行われないようにす

る必要がある。 

そこで、児童買春、児童ポルノに係る行為等の規制及び処罰並びに児童の

保護等に関する法律（平成 11 年法律第 52 号）の改正により、同法第７条第

４項の児童に裸体等を撮影させ、送らせることにより児童ポルノを製造する

罪に未遂処罰の規定を設けるなど、被害につながる青少年への働きかけ自体

を抑止するための規制の在り方を検討するとともに、全国展開を行うＳＮＳ

事業者への規制とＳＮＳユーザーへの規制の全体像を俯瞰した上で、ＳＮＳ

事業者に対して被害防止対策の徹底を働きかけ、また、必要な場合には、Ｓ

ＮＳ事業者又はＳＮＳユーザーへの規制について、国において対策を講じる

こと。 
（２）子供の性被害防止プラン（児童の性的搾取等に係る対策の基本計画）2022

（令和４年５月 20 日犯罪対策閣僚会議）に基づく関係府省庁による取組や、

ＳＮＳに起因する性被害等に係る発生状況の統計情報や被害類型等の実態、

官民が一体となった「こどもの性被害撲滅対策推進協議会」を通じた各種取

組及び調査研究など、都道府県による被害防止に向けた普及啓発等に資する

情報提供を行うこと。 

 

参  考 

 

【ＳＮＳに起因する事犯の被害児童数の推移（全国）】 

事項 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ 

被害児童数 
（人） 

1,736 1,813 1,811 2,082 1,819 1,812 1,732 1,665 1,488 1,566 

 

【児童ネットトラブル相談件数に占める性的トラブルの割合（東京都）】 

事項 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 

総数（件） 2,136 1,660 1,859 2,308 1,550 

相談割合（％） 7.5 7.4 2.7 3.5 5.0 
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１ 職場における女性の活躍を推進する雇用就業施策 

（提案要求先 厚生労働省） 

（都所管局 産業労働局） 

 

＜現状・課題＞ 

 人口減少社会を迎える中、日本の成長を持続させていくためには、将来を担う

若者だけではなく、女性や高齢者等が能力や個性を十分発揮し働き続けられるこ

とが必要である。 

 とりわけ、我が国最大の潜在力である「女性の力」を最大限発揮できるように

することは、人材の確保にとどまらず、企業活動や行政、地域等の現場に多様な

価値観や創意工夫をもたらし、家庭や地域の価値を大切にしつつ、社会全体に活

力を与えることにもつながるものである。 

 しかし、出産・育児等のライフステージの変化により、女性の正規雇用比率は

30 代以降下がっていく傾向にあり、また、女性の管理職割合は諸外国と比較し低

い水準となっていることなどから、女性活躍を推進する施策の充実が必要である。 

 平成 28 年４月には、「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（平成

27 年法律第 64 号）（女性活躍推進法）」により、常時雇用する労働者が 300 人

を超える事業主に対し行動計画の策定が義務化された。加えて、令和元年５月に

は、101 人以上 300 人以下の企業にも行動計画の策定が義務付けられる同法の改

正案が成立し、令和４年４月に施行された。 

 令和４年７月には、301 人以上の企業に対し同法に基づく男女の賃金の差異に

係る情報の公表が義務化された。 

 令和８年４月１日に施行された改正女性活躍推進法では、同法の 10 年間の期間

延長や、これまで従業員 301 人以上の企業に公表が義務付けられていた男女間賃

金差異について、101 人以上の企業に公表の義務が拡大されるとともに、新たに

女性管理職比率についても 101 人以上の企業に対して公表が義務化された。 

 男性が大多数を占める業界において、近年、雇用に限らず個人事業主などの形

態で、土木現場等で活躍する女性が増えている。一方、現場で働く全ての女性に

共通するトイレ等労働衛生面の課題に対し、対応が進んでいない状況があり、そ

の改善が必要である。 

 

 

１ 女性の活躍を推進する雇用就業施策等の充実 

【最重点】 

 女性の活躍を推進する観点から、女性の活躍推進に向けた取組を

行う企業への支援策の充実や、女性の再就職に向けた施策の強化を

図ること。 
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＜具体的要求内容＞ 

（１）女性の活躍推進に向けた取組を行う企業に対する支援策の充実や、中小企

業に対する行動計画の策定支援等、女性活躍推進法の延長後も改正内容に応

じて、引き続き強化をすること。 

また、女性管理職が相当程度少ない企業において、女性社員向けの人材育

成やキャリア形成支援の取組に対して支援を行い、女性の管理職登用やキャ

リアアップを中小企業に促すこと。 

（２）女性のライフステージに対応した活躍を支援するため、マザーズハローワ

ーク等支援拠点の更なる増加や事業の充実など、子育て等により離職した女

性の再就職に向けた施策について、一層の強化を図ること。 

（３）男女の賃金に差異があることから、その解消に向けた施策を講じること。 

（４）女性の職域拡大が進むよう、建設や運輸などの現場において、個人事業主

等を含む女性が働きやすい環境整備について法制面での対応を図るなど改善

を促進すること。 
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２ いわゆる「年収の壁」等への対応 

（提案要求先 厚生労働省） 

（都所管局 産業労働局） 

 

＜現状・課題＞ 

 我が国では、労働者の配偶者で扶養され社会保険料の負担がない層のうち約４

割が就労している。その中には、一定以上の収入（106 万円又は 130 万円）とな

った場合の、社会保険料負担の発生や、収入要件のある企業の配偶者手当がもら

えなくなることによる手取り収入の減少を理由として、就業調整をしている者が

一定程度存在する。都は、このような手当の見直しを行った企業に対して、奨励

金を支給している。 

「全世代型社会保障の構築に向けた取組について（令和４年 12 月 16 日全世代

型社会保障構築本部決定）」では、働き方に中立的な社会保障制度等の構築に向

けて、短時間労働者への被用者保険の適用に関する企業規模要件の撤廃や、週労

働時間 20 時間未満の短時間労働者への適用拡大等を取り組むべき課題としてお

り、「女性活躍・男女共同参画の重点方針 2025（女性版骨太の方針 2025）（令和

７年６月 10 日決定）」では、「いわゆる「年収の壁（106 万円・130 万円）」を

意識せずに働くことが可能となるよう、短時間労働者への被用者保険の適用拡大

や最低賃金の引上げ等に取り組むことと併せて、当面の対応策として、「年収の

壁・支援強化パッケージ」を着実に実行する。」とされている。 

令和５年 10 月から実施している「年収の壁・支援強化パッケージ」では、国

における当面の対応として、（１）106 万円の壁への対応（①キャリアアップ助

成金のコースの新設②社会保険適用促進手当の標準報酬算定除外）、（２）130

万円の壁への対応（③事業主の証明による被扶養者認定の円滑化）、（３）配偶

者手当への対応（④企業の配偶者手当の見直し促進）を進めてきた。また、令和

（１） 短時間労働者の追加就労の障壁となる、配偶者手当等の支給

要件の見直し等について、企業に対し働き掛けるとともに、企

業の自主的な取組を支援すること。 

（２）就業調整をしている短時間労働者に対して、いわゆる「年収

の壁」に関する制度改正動向等の正確な理解を促進すること。 

（３）いわゆる「年収の壁」を意識せずに働くことが可能となるよ

う、短時間労働者の被用者保険の適用要件の見直しに係る検討

を着実に進めること。 

（４）くらし方や働き方の変化を踏まえ、働き方に中立な社会保障

制度の実現に向けて検討を進めること。 
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７年７月にキャリアアップ助成金に短時間労働者労働時間延長支援コースを新設

し、年収の壁を意識せずに働くことのできる環境づくりを後押しするとともに、

さらに、制度の見直しに取り組むことや、設備投資等により事業場内最低賃金の

引上げに取り組む中小企業等に対する助成金（業務改善助成金）の活用を促進し

ている。 

令和７年６月 13 日に成立した「社会経済の変化を踏まえた年金制度の機能強

化のための国民年金法等の一部を改正する等の法律」により、短時間労働者の被

用者保険の適用に係る要件のうち、賃金要件及び企業規模要件の撤廃等が示され

たが、いわゆる「年収の壁」に代表されるような、女性の就労の壁となっている

制度・慣行について、着実に見直しを進めていくことが必要である。 

 

＜具体的要求内容＞ 

（１）短時間労働者の追加就労の障壁となる、配偶者手当等の支給要件の見直し

等について、企業に対し働き掛けるとともに、企業の自主的な取組を支援す

ること。 

（２）就業調整をしている短時間労働者に対して、いわゆる「年収の壁」に関す

る制度改正の動向や、就業時間数と収入の関係について、将来を見据えた安

定収入や社会保障の重要性、被用者保険加入のメリットなども含め、普及啓

発により正確な理解を促進すること。 

（３）いわゆる「年収の壁」を意識せずに働くことが可能となるよう、短時間労

働者の被用者保険の適用要件の見直しに係る検討を国民年金制度との整合性

等を踏まえつつ着実に進めること。なお、検討に当たっては、中小・零細企

業の事業主負担に留意しつつ、当面の対応の効果を検証した上で進めること。 

（４）くらし方や働き方の変化を踏まえ、働き方に中立な社会保障制度の実現に

向けて検討を進めること。 
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１ ライフ・ワーク・バランスの推進【最重点】 

１ 働き方改革の推進 

（提案要求先 内閣府・厚生労働省・中小企業庁） 

（都所管局 産業労働局） 

 

＜現状・課題＞ 

残業時間の上限規制や年次有給休暇の付与義務などを定めた働き方改革関連法

が、平成 31 年４月から順次施行され、令和２年４月からは中小企業に残業時間の

上限規制が適用され、令和５年４月には中小企業における割増賃金率の猶予が廃

止されている。 

また、令和６年４月から、これまで業務の特性や取引慣行の課題があることか

ら猶予されていた建設事業や自動車運転の業務等に対しても、時間外労働の上限

（１）中小企業が働き方改革関連法を踏まえ、実情に応じた対応を

図ることができるよう、働き方改革推進支援センターでの支援

や助成金の拡充など具体的な施策を充実すること。 

また、「働き方改革」に取り組む企業に対して、生産性向上

に関する支援策を併せて実施すること。 

（２）ライフ・ワーク・バランスの実現に向け、柔軟な働き方や育

児・介護等と仕事の両立など、企業の働き方改革を支援する取

組の推進を図ること。 

（３）中小企業の働き方改革の推進を図るため、長時間労働につな

がる商慣行の是正に取り組むこと。 

また、中小企業が取組を進めるに当たって、事前の相談など

きめ細かな対応を行うとともに、助言及び指導においては、そ

れぞれの企業の事情を踏まえること。 

（４）中小企業が労働者のエンゲージメント向上に積極的に取り組

めるよう、その効果や具体的な取組方法などを広く発信すると

ともに、働きやすさや働きがいの向上につながる施策を実施す

ること。 
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規制が適用されている。こうした中、経営基盤がぜい弱である中小企業が、法を

踏まえ適切に労働時間の短縮などを進めていくには、個々の実情に応じた対応を

図れるよう支援を行うとともに、業務効率化などの生産性向上に向けた支援も必

要である。 

令和８年３月に閣議決定した「第６次男女共同参画基本計画」は、女性も男性

も全ての人が希望に応じて多様で柔軟な働き方を選択できる社会を実現するた

め、週 60 時間以上働く雇用者の割合や年次有給休暇の取得率、男性の育児休業取

得率など、令和 12 年を達成期限とする数値目標を設定している。 

このため、仕事と生活の調和の実現（ワーク・ライフ・バランス（都ではライ

フ・ワーク・バランスとして推進））に向けて、更なる取組を推進していくこと

が重要である。 

一方、中小企業の働き方改革については、取引先からの短納期の発注や納期の

短縮など取引慣行が阻害となっていることから、こうした長時間労働につながる

商慣行の是正も必要である。 

さらに、令和４年６月に閣議決定した「経済財政運営と改革の基本方針 2022

（骨太の方針）」において、働き方改革を進め、働く人のエンゲージメントと生

産性を高めていくことを目的として、働く人の個々のニーズに基づいて多様な働

き方を選択でき、活躍できる環境の整備に取り組むことが盛り込まれた。人口減

少に伴う労働力不足に直面する中、一人一人が持つ潜在能力を十分に発揮するた

めには、働く人のエンゲージメントを高める取組を推進する必要がある。 

 

＜具体的要求内容＞ 

（１）中小企業が働き方改革関連法を踏まえ、実情に応じた対応を図ることがで

きるよう、引き続き、令和６年４月から時間外労働の上限規制が適用された

建設事業や自動車運転の業務等に対して、改正法の周知啓発を行うととも

に、働き方改革推進支援センターでの支援や助成金の拡充など具体的な施策

を充実すること。 

また、働き方改革に取り組む企業に対して、生産性向上に関する支援策を

併せて実施すること。 

（２）女性も男性も全ての労働者が意欲と能力を十分発揮し、生活と仕事の調和

のとれた働き方を実現していくために、長時間労働の削減や年次有給休暇等

の取得促進、育児・介護等と仕事との両立支援、メンタルヘルス対策などの

取組を促す施策を推進すること。 

（３）中小企業の働き方改革の取組を進めるため、取引先の休日労働や深夜労働

につながる短納期の発注の抑制など、長時間労働につながる商慣行の是正に

向けた取組（しわ寄せ防止の取組）を行うこと。 

また、中小企業が働き方改革の取組を進めるに当たって、事前の相談など

きめ細かな対応が実施可能な体制を整備するとともに、中小企業への助言及

び指導においては、労働時間の動向、人材確保の状況、取引の実態などそれ

ぞれの企業の事情を踏まえたものとなるよう配慮すること。 

（４）中小企業が労働者のエンゲージメント向上に積極的に取り組めるよう、そ

の効果や具体的な取組方法などを広く発信するとともに、働きやすさや働き

がいの向上につながる施策を実施すること。 
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参  考 

 

（１）働き方改革関連法の概要（労働時間法制の見直し） 

主な改正項目 
    施行日 

大企業 中小企業 

労働基準法 

残業時間の上限規制 
平成31年４月

１日 

令和２年４月

１日 

年次有給休暇の付与義務  

月60時間の残業の割増賃金

率引上げ 
※施行済 

令和５年４月

１日 

フレックスタイム制の拡充 

平成31年４月１日 

高度プロフェッショナル制

度の新設 

労働時間等

設定改善法 

勤務間インターバル（努力義

務） 

 

労働安全衛

生法 

労働時間の客観的な把握 

産業医・産業保健機能の強化 

（２）第６次男女共同参画基本計画（令和８年３月 13 日閣議決定）数値目標 

（抜粋） 

（内閣府男女共同参画局） 

数値目標設定指標 現状（直近の値） 成果目標（期限） 

週労働時間40時間以上の雇用者の

うち、週労働時間 60 時間以上の雇

用者の割合 

7.7％ 
５％以下 

（令和 10 年） 

年次有給休暇取得率 66.9％ 
70％ 

（令和 10 年） 

労働時間等の課題について労使が

話合いの機会を設けている割合 
61.1％ 

全ての企業 

（令和 12 年） 

テレワーク導入企業の割合 47.3％  
前年度以上 

（毎年度） 

民間企業における男性の育児休業

取得率 
40.5％ 

85％ 

（令和 12 年） 

第一子出産前後の女性の継続就業

率 
69.5％ 

80％ 

（令和 12 年） 

（３）しわ寄せ防止対策の推進 

・しわ寄せ防止キャンペーン月間（11 月）の実施 
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２ テレワークの推進 

（提案要求先 内閣府・総務省・厚生労働省・経済産業省・国土交通省） 

（都所管局 産業労働局） 

 

＜現状・課題＞ 

テレワークは、時間や場所にとらわれない柔軟な働き方を可能とするものであ

り、労働者のライフ・ワーク・バランスの向上による働き方改革の促進のほか、

企業にとっても、生産性の向上や多様な人材の確保、災害時の事業継続対策など

に有効である。 

都では、これまで東京 2020 大会における「交通需要マネジメント（ＴＤＭ）、

テレワーク、時差 Biz」を一体的に推進する「スムーズビズ」の推進や、感染症

の拡大防止に向けた緊急対策などに取り組んできた。その結果、都内企業（従業

員 30 人以上）のテレワーク導入率は約６割に達するなど、テレワークは急速に拡

大している。一方で、運用上の課題（コミュニケーション不足等）に対応できず、

定着が難しい企業の存在も浮き彫りになってきている。 

また、令和６年５月改正の改正育児・介護休業法では、３歳になるまでの子を

養育する労働者や家族を介護する労働者に関し事業主が講ずる措置（努力義務）

の内容にテレワークが追加されている。今後は、働き方の多様化等に対応し、企業

戦略として「我が社のテレワーク」を促進させるため、テレワークの更なる導入の

促進と定着に向けた取組を強化していく必要がある。 

 

＜具体的要求内容＞ 

（１）デジタルトランスフォーメーションによる社会構造変革を見据え、テレワ

ークを企業に根付かせるためのルールの普及啓発を官民一体で進めること。 

（２）中小企業をはじめ、企業のテレワーク機器・ソフトウェア等の導入や定着

を促進するための支援策を拡充すること。 

（３）育児・介護休業法に、３歳になるまでの子を養育する労働者や家族を介護

する労働者に関し事業主が講ずる措置（努力義務）にテレワークが追加さ

れたことについて、企業への周知を徹底するとともに、テレワークを活用

した柔軟な働き方等を促す施策を実施すること。 

（４）自宅でもオフィスでもないサードプレイスとして、サテライトオフィス勤

務やワーケーション勤務の促進を図ること。 

デジタルトランスフォーメーションによる社会構造変革を見据

え、テレワークの促進と定着に向けて、テレワークを企業に根付か

せるためのルールの普及啓発を進めるとともに、テレワークの導入

が難しい業種や非正規雇用への導入支援、サテライトオフィス勤務

等の促進及び育児や介護と仕事を両立するためのテレワークの活用

促進を図ること。 
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（５）テレワーク勤務の運用においては、非正規雇用の従業員も正規雇用の従業

員と同様に活用できるよう、企業に対し指導を行うとともに、非正規雇用

へのテレワークの導入が進むよう支援策を拡充すること。 

（６）労働時間の管理やコミュニケーションの確保、通信環境の整備など、テレ

ワークの導入・運用上の課題を抱える企業に対して、テレワークガイドラ

インの普及啓発を図るとともに、課題解決に向けたサポートを行うこと。 

また、テレワークの導入が難しい業種において導入が進むよう、テレワ

ークに必要な業務改革などについて支援を行うこと。 

 

参  考 

 

【テレワークの導入促進と定着に向けた都の取組】 

 

〇「テレワーク東京ルール」の策定 

  

【テレワーク東京ルール】 
 

＜テレワーク戦略ビジョン＞ 

 テレワークで実現するワーク・ビジネススタイルの変革 

・働 き 方 改 革      ライフ・ワーク・バランスの実現 
・ビ ジ ネ ス 革 新      生産性の向上（ビジネスにおけるＤＸ） 
・人 材 活 用      多様な人材の活躍（ダイバーシティの実現） 
・危 機 管 理      災害・感染症拡大時など非常時の事業継続 
・地 域 振 興      勤務地・働く場所の分散による地域活性化 
 

＜テレワーク実践ルール（我が社のテレワークルール）＞ 

 テレワーク戦略ビジョンを踏まえ、各企業が実情に応じ具体的な取組ルールを設定 

【ルールの設定例】 
   
 
 
 
 

 

〇テレワークトータルサポート事業（令和７年度から） 

 テレワークの導入・定着・促進を図るため、専門家の活用や機器等の導入を支

援することにより、企業の多様なニーズにきめ細かに対応 

  働き方改革 ：テレワークデー・テレワークウィークの設定、育児・介護中はテレワーク勤務を活用 

  ビジネス革新：会議や商談・営業は、オンラインで実施（テレビ・ウェブ会議システムの活用） 

  人材活用  ：テレワークの活用で障害者等の雇用促進、研修は在宅でｅラーニングで実施 

  危機管理  ：地震・台風・猛暑時等には、積極的にテレワークを実施 

  地域振興     : 観光地でのサテライトオフィス勤務の実施  
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〇テレワークとオフィス勤務のベストバランス推進事業（令和７年度から） 

テレワークに係る各種課題の検討などを行い、「テレワークルール（我が社の

ベストバランス）」等を定めた企業へ奨励金（最大 40 万円）を支給 

〇サードプレイス活用促進事業（令和７年度から） 

サテライトオフィス及びワーケーション勤務規定を導入・利用させた企業に奨

励金（各規定の導入ごとに定額 10 万円）を支給 

〇育児・介護との両立のためのテレワーク活用促進事業（令和８年度から） 

育児・介護を抱える従業員がテレワークを実施できるよう、新たにテレワーク

の導入や規定の見直しを行った企業に奨励金（最大 30 万円）を支給 
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 （提案要求先 総務省） 

（都所管局 総務局） 

 

＜現状・課題＞ 

近年、地方公共団体を取り巻く行政ニーズは、量的・質的の両面において一層

高度化しており、持続的かつ安定的な行政運営を行うためには、高い専門性と業

務の継続性を確保することが不可欠となっている。 

一方で、今後見込まれる高年齢層職員の大量退職や、公務員受験者層の減少に

より、地方公共団体の人的資源を取り巻く環境は厳しさを増していることから、

今後の行政運営においては、高年齢層職員がこれまでに培ってきた知識・経験を

最大限に活かし、より一層能力を発揮できるよう、組織を強固にすることが重要

である。 

こうした中、地方公務員法の改正により令和５年度から地方公務員の定年が段

階的に引き上げられることとされ、60 歳超職員については、地方公務員法に定め

る均衡の原則に基づき、国家公務員と同様に給与月額を７割の水準にすることが

求められている。しかしながら、職種によっては人材確保が困難な状況にあり、

給与７割措置により人材流出が懸念され、将来にわたって持続的かつ安定的な執

行体制を確保していく上で支障となる。 

また、管理監督職については、異動期間に管理監督職以外の職への降任を義務

付ける役職定年制が導入されたが、その例外的な措置として設けられた特例任用

については、適用要件が極めて厳格に法定されている。具体的には、異動可能型

特例任用制度については、職務が相互に類似した管理職に限り活用できるものと

されているほか、給与７割措置の例外となっている勤務延長型特例任用制度につ

いては、特定ポストにおける特定職員の交代により公務運営に著しい支障が生じ

ることが適用要件として求められていることから、当該職員の異動が行えないな

ど、いずれも東京都においては、人事管理上の大きな制約となっている。 

 

＜具体的要求内容＞ 

60 歳超の高年齢層職員に適用される勤務条件について、各地方公共団体がそれ

ぞれの実情に応じて柔軟に人事管理が行えるよう、役職定年制における特例任用

制度や給与７割措置を求める均衡原則の緩和など、地方公務員法の改正を含めた

必要な対応を行うこと。 

２ 高年齢層職員の人事給与制度の柔軟な運用に 

向けた見直し【最重点】 

60 歳超の高年齢層職員に適用される勤務条件について、各地方公共

団体がそれぞれの実情に応じて柔軟に人事管理が行えるよう、役職定

年制における特例任用制度や給与７割措置を求める均衡原則の緩和

など、地方公務員法の改正を含めた必要な対応を行うこと。 

- 134 -



 

参 考 

 

○ 地方公務員法（昭和 25 年法律第 261 号）（抄） 

 

第 28 条の２ 任命権者は、管理監督職（地方自治法第二百四条第二項に規定する

管理職手当を支給される職員の職及びこれに準ずる職であつて条例で定める職

をいう。以下この節において同じ。）を占める職員でその占める管理監督職に係

る管理監督職勤務上限年齢に達している職員について、異動期間（当該管理監督

職勤務上限年齢に達した日の翌日から同日以後における最初の四月一日までの

間をいう。以下この節において同じ。）（第二十八条の五第一項から第四項まで

の規定により延長された期間を含む。以下この項において同じ。）に、管理監督

職以外の職又は管理監督職勤務上限年齢が当該職員の年齢を超える管理監督職

（以下この項及び第四項においてこれらの職を「他の職」という。）への降任又

は転任（降給を伴う転任に限る。）をするものとする。ただし、異動期間に、こ

の法律の他の規定により当該職員について他の職への昇任、降任若しくは転任を

した場合又は第二十八条の七第一項の規定により当該職員を管理監督職を占め

たまま引き続き勤務させることとした場合は、この限りでない。 

２ 前項の管理監督職勤務上限年齢は、条例で定めるものとする。 

３ 管理監督職及び管理監督職勤務上限年齢を定めるに当たつては、国及び他の

地方公共団体の職員との間に権衡を失しないように適当な考慮が払われなけ

ればならない。 

４ 第一項本文の規定による他の職への降任又は転任（以下この節及び第四十九

条第一項ただし書において「他の職への降任等」という。）を行うに当たつて

任命権者が遵守すべき基準に関する事項その他の他の職への降任等に関し必

要な事項は、条例で定める。 

 

第 28 条の５ 任命権者は、他の職への降任等をすべき管理監督職を占める職員に

ついて、次に掲げる事由があると認めるときは、条例で定めるところにより、

当該職員が占める管理監督職に係る異動期間の末日の翌日から起算して一年

を超えない期間内（当該期間内に次条第一項に規定する定年退職日（以下この

項及び次項において「定年退職日」という。）がある職員にあつては、当該異

動期間の末日の翌日から定年退職日までの期間内。第三項において同じ。）で

当該異動期間を延長し、引き続き当該管理監督職を占める職員に、当該管理監

督職を占めたまま勤務をさせることができる。 

一 当該職員の職務の遂行上の特別の事情を勘案して、当該職員の他の職への

降任等により公務の運営に著しい支障が生ずると認められる事由として条

例で定める事由 

二 当該職員の職務の特殊性を勘案して、当該職員の他の職への降任等によ

り、当該管理監督職の欠員の補充が困難となることにより公務の運営に著し

い支障が生ずると認められる事由として条例で定める事由 

２ 任命権者は、前項又はこの項の規定により異動期間（これらの規定により延
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長された期間を含む。）が延長された管理監督職を占める職員について、前項

各号に掲げる事由が引き続きあると認めるときは、条例で定めるところによ

り、延長された当該異動期間の末日の翌日から起算して一年を超えない期間内

（当該期間内に定年退職日がある職員にあつては、延長された当該異動期間の

末日の翌日から定年退職日までの期間内。第四項において同じ。）で延長され

た当該異動期間を更に延長することができる。ただし、更に延長される当該異

動期間の末日は、当該職員が占める管理監督職に係る異動期間の末日の翌日か

ら起算して三年を超えることができない。 

３ 任命権者は、第一項の規定により異動期間を延長することができる場合を除

き、他の職への降任等をすべき特定管理監督職群（職務の内容が相互に類似す

る複数の管理監督職であつて、これらの欠員を容易に補充することができない

年齢別構成その他の特別の事情がある管理監督職として人事委員会規則（人事

委員会を置かない地方公共団体においては、地方公共団体の規則）で定める管

理監督職をいう。以下この項において同じ。）に属する管理監督職を占める職

員について、当該職員の他の職への降任等により、当該特定管理監督職群に属

する管理監督職の欠員の補充が困難となることにより公務の運営に著しい支

障が生ずると認められる事由として条例で定める事由があると認めるときは、

条例で定めるところにより、当該職員が占める管理監督職に係る異動期間の末

日の翌日から起算して一年を超えない期間内で当該異動期間を延長し、引き続

き当該管理監督職を占めている職員に当該管理監督職を占めたまま勤務をさ

せ、又は当該職員を当該管理監督職が属する特定管理監督職群の他の管理監督

職に降任し、若しくは転任することができる。 

４ 任命権者は、第一項若しくは第二項の規定により異動期間（これらの規定に

より延長された期間を含む。）が延長された管理監督職を占める職員について

前項に規定する事由があると認めるとき（第二項の規定により延長された当該

異動期間を更に延長することができるときを除く。）、又は前項若しくはこの

項の規定により異動期間（前三項又はこの項の規定により延長された期間を含

む。）が延長された管理監督職を占める職員について前項に規定する事由が引

き続きあると認めるときは、条例で定めるところにより、延長された当該異動

期間の末日の翌日から起算して一年を超えない期間内で延長された当該異動

期間を更に延長することができる。 

５ 前各項に定めるもののほか、これらの規定による異動期間（これらの規定に

より延長された期間を含む。）の延長及び当該延長に係る職員の降任又は転任

に関し必要な事項は、条例で定める。 
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３ ハラスメント防止対策の総合的な推進 

（提案要求先 消費者庁・厚生労働省） 

（都所管局 産業労働局・生活文化局） 

 

＜現状・課題＞ 

国においては、労働施策総合推進法や男女雇用機会均等法等により、パワ－ハ

ラスメントやセクシュアルハラスメント等の職場におけるハラスメントについ

て、事業主が雇用管理上の措置を講じることが義務付けられており、その適切か

つ有効な実施を図るため、各関係指針において必要な事項が示されている。 

また、令和８年 10 月には、改正労働施策総合推進法等の施行が予定されてお

り、職場におけるカスタマーハラスメントや求職活動等におけるセクシュアルハ

ラスメントについて、事業主が雇用管理上の措置を講じることが新たに義務付け

られ、各関係指針が示されている。なお、フリーランスへのカスタマーハラスメ

ントは、改正法の附則において、必要があると認めるときは所要の措置を講ずる

ものとされている。 

今後、改正法の施行に向けて、指針において示された具体的な措置の内容を、

事業主の取組として実効性のあるものとしていく必要がある。 

カスタマーハラスメントについては、働く人が職場の外の相手方からの行為に

より傷つけられるとともに、対面、電話、インターネットなど、様々な現場で被

害が深刻化している。そのため、行為者になり得る顧客や施設の利用者等に対し、

広くカスタマーハラスメントに係る問題に対する関心と理解を深めるための啓発

が不可欠である。 

都においては、職場におけるハラスメントの防止に関する情報発信やセミナー

等により職場におけるハラスメントの防止対策を推進している。また、令和７年

４月に施行した東京都カスタマー・ハラスメント防止条例においては、顧客等と

就業者とが対等の立場において相互に尊重することを旨とした基本理念を掲げ、

カスタマーハラスメントの防止のための普及啓発等に取り組むとともに、条例の

考え方や運用の在り方を示すガイドラインや、各団体共通マニュアルを作成する

など、企業等の取組の後押しを行っている。 

事業主が適切にハラスメント防止対策を実施できるように、パワ

ーハラスメント、セクシュアルハラスメント等の防止に関する法令

の周知啓発や相談等の支援を行うなど、ハラスメント防止対策の総

合的な推進を図ること。 

また、カスタマーハラスメントを未然に防止するため、事業主の

業種や業態等に応じたきめ細かな支援の充実や、顧客等としての消

費者への普及啓発などにより、対策の一層の強化を図ること。 
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＜具体的要求内容＞ 

 事業主が適切にハラスメント防止対策を実施できるように、事業主や労働者に

対して、職場のパワーハラスメント・セクシュアルハラスメント等の防止に関す

る法令の周知啓発や相談等の支援をきめ細かく行うなど、ハラスメント防止対策

を総合的に推進すること。特に、中小企業において、法に基づく適切な措置が図

られるよう、中小企業向けの支援を拡充すること。 

 また、あらゆる場におけるカスタマーハラスメントを未然に防止するため、事

業主の業種や業態等に応じたきめ細かな支援を充実させるほか、事業主、労働者

やフリーランスに加え、顧客や施設利用者等としての消費者への普及啓発などに

より、対策の一層の強化を図ること。 
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４ 非正規労働者の待遇改善に向けた支援の強化 
  

（提案要求先 厚生労働省） 

（都所管局 産業労働局） 

 

＜現状・課題＞ 

平成 30 年６月には「働き方改革関連法」が成立し、パートタイム労働法（短

時間労働者及び有期雇用労働者の雇用管理の改善等に関する法律（平成５年法律

第 76 号。以下「パートタイム・有期雇用労働法」という。）に改正）、労働契約

法（平成 19 年法律第 128 号）、労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働

者の保護等に関する法律（昭和 60 年法律第 88 号。以下「労働者派遣法」という。）

の改正が、令和２年４月から施行（中小企業におけるパートタイム・有期雇用労

働法の適用は令和３年４月１日）された。 

平成 30 年 12 月 28 日には、短時間・有期雇用労働者及び派遣労働者に対する

不合理な待遇の禁止等に関する指針（いわゆる「同一労働同一賃金ガイドライン」）

が告示されているが、依然として格差があるとして更なる待遇改善に向け、その

一部を改正することが令和８年４月に公布されており、「働き方改革関連法」施

行後の裁判例等を踏まえて更に明確化されたガイドラインが令和８年 10 月に施

行・適用されることになっている。 

また、派遣労働者については、派遣期間の上限設定など改正労働者派遣法の適

切な運用に向けた周知啓発や指導が必要である。 

 

＜具体的要求内容＞ 

（１）非正規労働者の不合理な待遇差の解消に向けて、中小企業等が適切な対応

を取れるよう、ガイドラインの普及啓発や具体的な助言を行うこと。 

なお、派遣労働者については、派遣事業者に対して法制度の周知徹底を図

るとともに、適切な運用が図られるよう指導監督を行うこと。 

（２）有期雇用契約労働者をはじめとする非正規労働者の待遇改善に向けた措置

を講ずるとともに、正規雇用への転換やキャリアップなどに取り組む事業主

等を支援するために必要な財政措置を講じること。 

 

同一労働同一賃金の実現に向け、周知の徹底と適切な運用を図る

こと。中小企業が適切な運用が図れるよう支援を強化すること。 
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参  考 

 

（国の動向） 

働き方改革関連法の概要等 

○雇用形態に関わらない公正な待遇の確保（パートタイム労働法（パートタイ

ム・有期雇用労働法に改正）、労働契約法、労働者派遣法の改正） 

   ・見直しの目的  

同一企業内における正規と非正規との間の不合理な待遇の差をなくし、

どのような雇用形態を選択しても待遇に納得して働き続けられるようにす

ることで、多様で柔軟な働き方を選択できるようにする。 

  ・見直しの内容 

① 雇用形態による不合理な待遇差をなくすための規定の整備 

② 労働者に対する、待遇に関する説明義務の強化 

③ 行政による事業主への助言・指導等や裁判外紛争解決手続き（行政Ａ

ＤＲ）の規定の整備 

・施行日 令和２年４月１日 

※中小企業におけるパートタイム・有期雇用労働法の適用は令和３年４月

１日 

 

○短時間・有期雇用労働者及び派遣労働者に対する不合理な待遇の禁止等に

関する指針（同一労働同一賃金ガイドライン） 

（厚生労働省告示第 430 号 平成 30 年 12 月 28 日） 

・正社員（無期雇用フルタイム労働者）と非正規雇用労働者（パートタイ

ム労働者・派遣労働者）との間で、待遇差が存在する場合に、いかなる待

遇差が不合理なものであり、いかなる待遇差は不合理なものでないのか、

原則となる考え方と具体例を示したもの。 

 

（令和８年４月28日公布 一部改正の主な内容 令和８年10月適用） 

①賞与や病気休職・休暇に関する記載の充実や各種手当の新規追加など、

裁判例を踏まえた待遇等に関する記載の見直し 

②事業主が通常の労働者とパートタイム・有期雇用労働者との間の相違の

解消をしようとする場合に、通常の労働者の労働条件を不利益に変更する

ことなく、パートタイム・有期雇用労働者の労働条件の改善を図ることが

求められる旨の明確化 

③事業主がパートタイム・有期雇用労働者の意向を十分に考慮せず一方的

に待遇を決定した場合、当該待遇の相違が不合理と認められる事情として

考慮されうる旨の明確化 など 
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（提案要求先 厚生労働省） 

（都所管局 産業労働局） 

 

＜現状・課題＞ 

東京都における令和６年度の 65 歳以上の求職者（都内ハローワーク）は 70,442

人で増加傾向にあるが、令和６年度における就職率は、若干上昇したものの

21.3％（東京労働局）にとどまっている。 

今後、高齢者の就業を推進し、高齢者が生涯現役で働き続けられるようにして

いくには、高齢者が希望する仕事と求人とのミスマッチを解消するとともに、企

業の高齢者の雇用に対する理解を促し、更に高齢者が活躍する場を創出すること

が必要である。 

また、令和３年４月に施行された改正高年齢者等の雇用の安定等に関する法律

（昭和 46 年法律第 68 号）では、65 歳から 70 歳までの就業機会の確保措置につ

いて、企業に対して７項目（①定年延長、②定年廃止、③契約社員等での再雇用、

④他企業への再就職支援、⑤フリーランスで働くための資金提供、⑥起業支援、

⑦ＮＰＯ活動等への資金提供）のいずれかの措置を講ずる努力義務が設けられた。

本改正により企業はこれらの就業機会の確保措置について選択できる仕組みを整

備することが求められているが、令和７年「高年齢者雇用状況報告書」（令和７

年 12 月東京労働局）によると、都内の従業員 21 人以上の企業のうち、70 歳まで

継続して働ける企業は 27.8％である。 

これらのことを踏まえ、今後、働く意欲のある高齢者がその能力を十分に発揮

して活躍できるように、企業に対して高齢者雇用への理解促進と支援を充実させ

ることが必要である。 

 

＜具体的要求内容＞ 

（１）都内ハローワークに設置されている「生涯現役支援窓口」等を活用して、

高齢者に向けた情報提供や相談支援を充実するとともに、合同就職面接会や

職場体験等を含めた企業とのマッチング機会の拡大・充実を図ること。 

（２）65 歳を超えて高齢者が活躍している企業の具体的な事例紹介を含めた企業

向けの広報等を通じて企業の高齢者雇用への理解を促進するとともに、企業

が高齢者を受け入れるための職場環境を整備するため、相談支援や情報提供

などを充実させること。 

（３）65 歳以上の高齢者を採用した企業や、高齢者雇用の継続雇用に向けた制度

構築に取り組む企業への支援を一層充実させること。 

５ 高齢者の就業を推進するための支援の充実 

【最重点】 

高齢者が希望や能力、経験などに応じて働き続けられるように、

高齢者に向けた就業支援を一層充実するとともに、企業における高

齢者雇用への理解や高齢者を受け入れる職場環境の整備を促進する

こと。 

- 141 -



 

（提案要求先 厚生労働省） 

（都所管局 産業労働局） 

 

＜現状・課題＞ 

公共職業訓練の受講希望者のうち、雇用保険受給者等はハローワーク経由での

申込みが必要である。 

ハローワークでは、受講希望者から申込みを受ける場合、相談対応や手続の説

明、入校願書の受付などを対面で実施することとしている。 

都では現在、公共職業訓練のオンライン化を進めているが、こうした取組をよ

り効果的に進めるためには、入校申請手続においてもオンライン化が必要である。 

 

＜具体的要求内容＞ 

公共職業訓練施設への入校に当たり、受講希望者がハローワークにおける手続

の電子申請やオンラインを活用した相談等ができるよう運用を見直すこと。 

６ 公共職業訓練施設の入校申請に必要なハローワ

ークにおける手続の電子化 

公共職業訓練施設の入校申請に必要なハローワークにおける手続

の電子化等を進めること。 
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７ 就職氷河期世代等の非正規労働者に対する支援

の強化 
  

（提案要求先 内閣府・厚生労働省） 

（都所管局 産業労働局） 

 

＜現状・課題＞ 

就職氷河期世代等の非正規労働者については、不本意ながら不安定な仕事に就

いている、いわゆる「不本意非正規」の問題や、正規労働者と比較して雇用の不

安定さやキャリア形成が不十分である、といった課題がある。 

国においては、「正社員転換・待遇改善実現プラン」（平成 28 年１月）によ

り、キャリアアップ助成金の活用促進など非正規労働者の正社員転換・待遇改善

を加速させるための取組を推進しており、都においても、国と連携しながら、転

換後の計画的な育成の支援などに取り組んでいる。 

また、就職氷河期世代については、「就職氷河期世代支援プログラム」（令和

元年６月）の下、国と都が連携し令和２年から令和６年度までの約５年間の集中

支援に取り組んできた。 

経済財政運営と改革の基本方針 2024 においては、就職氷河期世代への支援は、

中高年層に向けた施策を通じて、相談、リ・スキリングから就職、定着までを切

れ目なく効果的に支援するとともに、地方自治体と連携し、個々人の状況に合わ

せ、就労に向けたリ・スキリングを含む幅広い社会参加支援を行うこととし、こ

れに伴い令和７年度に「中高年世代活躍応援プロジェクト都道府県協議会」を設

置することとなった。 

経済財政運営と改革の基本方針 2025 においては、「就職氷河期世代等支援に

関する関係閣僚会議」で決定した基本的な枠組みに基づき、リ・スキリング支援

の充実等の「就労・処遇改善に向けた支援」、居場所づくり等の「社会参加に向

けた段階的支援」及び家計改善・資産形成の支援等の「高齢期を見据えた支援」

の３本柱に沿って、従前からの取組を強化することとなった。 

 また、就職氷河期世代等について、社会参加やリ・スキリングを含めた就労・

活躍に向けた支援等を個々人の実情に合わせて行う地方公共団体を支援すること

を目的とする「地域就職氷河期世代等支援推進交付金」が設けられた。 

今後、就職氷河期世代が高齢期を迎えるに当たり、低年金や無年金など困窮す

（１）正規雇用を希望する就職氷河期世代等の非正規労働者が円滑

に正規雇用化できるよう支援策を着実に推進すること。 

（２）「中高年世代活躍応援プロジェクト都道府県協議会」の運営

について積極的に関与し、更なる取組の推進を図ること。 

（３）「地域就職氷河期世代等支援推進交付金」の充実を図ること。 
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る状況を防ぐため、就労支援と社会保障が一体となった施策の強化が急がれる。 

 

＜具体的要求内容＞ 

（１）企業が非正規労働者を正規雇用として雇用するインセンティブを付与する

措置について、広く事業主に周知し利用促進を図ること。 

   また、就職氷河期世代等の活躍促進に向けた支援の充実を引き続き図るこ

と。 

（２）就職氷河期世代等の支援については、国と地方自治体が連携し、中高年世

代活躍応援プロジェクト都道府県協議会を設置し、都道府県内の支援策の取

りまとめ、進捗管理を行うこととされている。本協議会の運営について、積

極的に関与し、都道府県域内での施策の更なる推進を図ること。 

（３）「地域就職氷河期世代等支援推進交付金」については、都や区市町村が地

域の実情に応じて適切な支援を実施できるよう基金を活用した事業など中高

年世代活躍応援プロジェクト都道府県協議会で策定する事業計画に位置付け

る事業の全てを交付対象にするとともに、必要な予算を確保するなど交付金

制度の充実を図ること。 

 

参  考 

 

（国の動向） 

（１）非正規労働者の正社員転換・就職氷河期世代の支援 

○「正社員転換・待遇改善実現プラン」（平成 28 年 1 月） 

 ・計画期間 平成 28 年度～平成 32 年度 

 ・具体的な取組事項（（１）①不本意非正規の雇用労働者の正社員転換等） 

キャリアアップ助成金の活用促進（平成 28 年度～平成 31 年度継続的に実施） 

○ 「厚生労働省就職氷河期世代活躍促進プラン」（令和元年５月 29 日「2040

年を展望した社会保障・働き方改革本部」取りまとめ） 

 ○「経済財政運営と改革の基本方針 2019」（令和元年６月 21 日閣議決定） 

  （３）所得向上策の推進 ①就職氷河期支援プログラム 

・支援対象は 100 万人程度、正規雇用者を 30 万人増やすことを目指す。 

・相談、教育訓練から就職までの切れ目のない支援 など 

○「経済財政運営と改革の基本方針 2022」（令和４年６月７日閣議決定） 

２．社会課題の解決に向けた取組 （２）包摂社会の実現 

〇「就職氷河期世代支援に関する行動計画 2024」（令和５年 12 月６日就職 

氷河期世代支援の推進に関する関係府省会議決定） 

 ○「経済財政運営と改革の基本方針 2024」（令和６年６月 21 日閣議決定） 

  ６．幸せを実感できる包摂社会の実現（１）共生・共助・女性活躍社会づくり 

○「経済財政運営と改革の基本方針 2025」（令和７年６月 13 日閣議決定） 

  ４．国民の安心・安全の確保 （７）「誰一人取り残されない社会」の実現 
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８ 障害者の就業支援策の一層の充実【最重点】 

（提案要求先 厚生労働省） 

（都所管局 産業労働局） 

 

＜現状・課題＞ 

都における令和７年６月１日現在の民間企業の障害者の実雇用率は、2.30％と

過去最高を更新し、雇用障害者数も過去最高となっている。 

しかし、依然として法定雇用率 2.5％を下回っており、大企業の障害者雇用は

進展しているものの中小企業の障害者雇用は進んでいないなど、更なる雇用促進

の取組が必要である。 

障害者の雇用においては、雇用されても早期に離職する例が多く、職場定着の

支援が重要となっている。 

さらに、難病を抱える方の就職支援や雇用継続の支援も課題となっている。 

 また、国において重度身体障害者に対する支援として障害者雇用納付金制度に

基づく助成金等の拡充が図られているところであるが、こうした制度の着実な実

施を図るとともに、利用促進に向けた周知や施策の更なる充実が必要である。 

一方、障害者の雇用は有期雇用契約が多く、賃金も最低賃金といった場合も多

い。このため、安定的な雇用、処遇改善や将来を見据えたキャリア形成の支援な

ど、障害者が希望とやりがいをもって働ける環境整備が必要である。 

（１）障害者や難病患者の雇用促進や職場定着を図る施策の充実を

図ること。また、障害者手帳を所持しない難病患者等について、

雇用率制度における対象障害者の範囲に含めること。 

さらに、障害者や難病患者の安定的な雇用や処遇の改善、キャ

リア形成の支援の充実を図ること。あわせて、障害者雇用促進法

に基づく「障害者差別禁止指針」及び「合理的配慮指針」の周知

徹底を図ること。 

（２）民間企業の法定雇用率 2.7％への段階的な引上げや週 20 時間

未満で働く重度障害者等の実雇用率の算定が可能となったこと

を踏まえて、企業に対する法制度の周知徹底や事業主に対する

一層の支援策を講ずること。 

（３）重度身体障害者が安心して働くことができる職場環境の整備

を促進するため、助成金制度等の周知や施策の充実を図ること。 
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また、このような環境整備のためにも、障害者の雇用の促進等に関する法律（昭

和 35 年法律第 123 号）に基づく「障害者差別禁止指針」及び「合理的配慮指針」

の周知徹底などの普及啓発が重要である。 

加えて、民間企業の法定雇用率が令和６年度から 2.5％、令和８年度から 2.7％

と段階的に引き上げられることに伴い、雇用義務の対象となる中小企業の範囲が

更に拡大することを踏まえて、中小企業をはじめ企業に対する更なる支援策が必

要である。 

さらに、令和６年４月から週 10 時間以上 20 時間未満で働く重度の身体・知的

障害者や精神障害者の実雇用率の算定が可能となったことを踏まえて、企業がよ

り一層の障害者雇用を進めていくためには、週 20 時間未満の障害者の雇用に対す

る支援策が必要となる。 

 

＜具体的要求内容＞ 

（１）障害者の雇用の促進とともに、職場定着が図られるよう、職場体験実習や

トライアル雇用の推進、ジョブコーチ事業の拡大など施策の充実を図ること。 

    また、障害者手帳を所持しない難病患者や発達障害者等について、雇用率

制度における対象障害者の範囲に含めること。 

さらに、障害者や難病患者が安心して活躍できる職場環境を整備するため、

安定的な雇用や処遇の改善、キャリア形成を支援する取組の充実を図ること。

あわせて、「障害者差別禁止指針」及び「合理的配慮指針」の周知徹底など

を行うこと。 

（２）民間企業の法定雇用率が 2.7％へ段階的に引き上げられることや週 20 時間

未満で働く重度障害者等の実雇用率の算定が可能となったことを踏まえて、

法制度の周知徹底を図るとともに、精神障害者をはじめ障害者の雇用につい

ての中小企業に対する普及啓発や重度障害者等の受入れノウハウ・好事例の

普及啓発を進めること。 

また、障害者の雇用を更に拡大するためのテレワークの導入支援など、事

業主に対する支援策を講ずること。 

（３）重度身体障害者が安心して働くことができる職場環境の整備を促進するた

め、障害者雇用納付金制度に基づく拡充された助成金制度等の周知を行うと

ともに、更なる施策の充実を図ること。 
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参  考 

 

【民間企業の雇用者数（東京）】             各年６月１日現在 

 ※雇用者数（人）はカウント数 

 

 

 身体障害者 知的障害者 精神障害者 

令和元年 

（対前年比） 
135,139.5（2.6％） 39,599.0（7.0％） 29,276.0（16.8％) 

令和２年 

（対前年比） 
136,369.5（0.9％） 41,628.5（5.1％） 33,494.0（14.4％） 

令和３年 

（対前年比） 
137,835.0（1.1％） 44,114.5（6.0％） 37,582.0（12.2％） 

令和４年 

（対前年比） 
138,907.0（0.8％) 46,513.0（5.4％） 43,055.5 (14.6％) 

令和５年 

(対前年比) 
140,206.0（0.9％) 48,549.0（4.4％） 50,577.0 (17.5％) 

令和６年 

(対前年比) 
142,542.5（1.7％） 50,706.5（4.4％） 58,652.0（16.0％） 

令和７年 

（対前年比） 
144,477.0（1.4％） 52,378.5（3.3％） 66,485.5（13.4％） 
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９ ソーシャルファームの普及 
  

（提案要求先 総務省・厚生労働省・経済産業省） 

（都所管局 産業労働局） 

 

＜現状・課題＞ 

都では令和元年 12 月、「都民の就労の支援に係る施策の推進とソーシャルフ

ァームの創設の促進に関する条例（令和元年東京都条例第 91 号）」を制定した。

この条例は、就労の支援に係る施策の推進並びにソーシャルファームの創設及び

活動の促進の基本となる事項を定め、就労の支援に係る施策等を総合的に推進す

ることにより、都民一人一人が個性と能力に応じて就労し、誇りと自信を持って

活躍する社会の実現に寄与することを目的としている。 

この条例に基づき、都は令和２年６月、ソーシャルファームの創設及び活動を

支援することを目的に、「東京都ソーシャルファームの認証及び支援に関する指

針」を策定し、都の支援対象となるソーシャルファームを認証する基準及び支援

策等を定めた。 

また、令和３年３月に、都の支援対象となるソーシャルファームを認証し、東

京都認証ソーシャルファーム事業所が誕生しており、令和８年３月末までに、就

労に困難を抱える方の積極的な雇用等に取り組む 76 事業所の認証を行ってきた。

さらに、18 事業所が予備認証事業所として東京都認証ソーシャルファーム事業所

としての認証を目指して取り組んでおり、ソーシャルファームの創設の気運がよ

り一層高まっている。 

こうしたソーシャルファームの取組を全国にも広げるため、その普及を図ると

ともに、就労に困難を抱える方々に働く場を提供し続けることができるよう支援

が必要である。 

 

＜具体的要求内容＞ 

（１）ソーシャルファームは、自律的な経済活動の下、障害者、ひとり親、刑務

所出所者など就労に困難を抱える方を多数雇用する新たな枠組みであり、こ

うした方々の雇用の場の拡大と自立の促進を図る上で極めて有効な取組であ

ることから、ソーシャルファームの創設や活動が全国で促進されるよう普及

啓発等に取り組むこと。 

（２）ソーシャルファームの創設や活動の促進への支援を検討している地方公共

団体に対し、取組実現の後押しにつながるよう、積極的な支援を行うこと。 

（３）都が認証したソーシャルファームについて、その立上げや運営に対する支

援を行うこと。また、国や地方公共団体等からのソーシャルファームの受注

の機会の増大に向け、必要な措置を講ずること。 

障害者等の就労に困難を抱える方の雇用拡大につながるソーシャ

ルファームについて、その普及を図る取組を行うこと。 
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参  考 

 

〇「都民の就労の支援に係る施策の推進とソーシャルファームの創設の促進に

関する条例」（抜粋） 

 

第３章 ソーシャルファームの創設及び活動の促進等 

（ソーシャルファームの創設及び活動の促進） 

第１０条 都は、前章に定める就労の支援に係る施策のほか、事業者による自

律的な経済活動の下、就労困難者と認められる者の就労と自立を進めるため、

事業からの収入を主たる財源として運営しながら、就労困難者と認められる

者を相当数雇用し、その職場において、就労困難者と認められる者が他の従

業員と共に働いている社会的企業（以下「ソーシャルファーム」という。）

の創設及び活動の促進を通じて、就労の支援を効果的に実施するものとする。 

（認証等） 

第１１条 都は、ソーシャルファームの創設及び活動を支援するため、支援対

象となるソーシャルファームを認証するものとする。 

２ 都は、ソーシャルファームの創設及び活動の支援に当たり、支援策等を取

りまとめた指針等を策定するものとする。 

３ 支援対象となるソーシャルファームを認証する基準は、前項の指針等にお

いて定めるものとする。 

 

〇関係法令 

・「国等による障害者就労施設等からの物品等の調達の推進等に関する法律」 

第３条（国及び独立行政法人等の責務）、第４条（地方公共団体及び地方独

立行政法人の責務）ほか 

・「地方自治法」 

第 234 条第２項（契約の締結） 

・「地方自治法施行令」 

第 167 条の２第１項第３号（随意契約） 
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１ 大都市にふさわしい介護報酬及び施設基準の見直し【最重点】 

（提案要求先 厚生労働省） 

（都所管局 福祉局） 

 

＜現状・課題＞ 

 介護報酬の単価は平成 12 年度の制度導入時以来、これまでに 14 回の改定が行

われてきたが、専ら介護事業経営実態調査等の結果に基づく収支差率による調整

が行われてきた。 

 特に令和６年度改定では、訪問介護について、経営の形態には様々差異がある

にもかかわらず、一律の収支差率の調査結果に基づいて減額が行われたため、経

営が厳しい小規模な地域の訪問介護事業者の事業運営に大きな影響を及ぼす結果

となった。国は、令和８年度介護事業経営実態調査において、訪問系サービスに

ついて、訪問先の状況、訪問に係る移動手段及び移動時間を把握するための調査

項目を設けているが、より精緻な分析が必要である。 

 さらに、介護報酬改定のために算出される収支差率は、改定２年前の決算にお

ける収支状況であり、昨今の物価や賃金の上昇局面では、上昇分が十分に反映さ

れてきたとはいい難い。加えて、介護報酬は３年間変更されないため、計画期間

中に物価や賃金の上昇が続いていても報酬単価が変わらないことも課題となって

いる。 

 特に、東京都では、全産業において賃金が急騰している中で、介護業界は他産

業との激しい人材の獲得競争下に置かれており、他産業に見合う賃金水準を確保

していかないと介護人材の確保が難しい状況が生じている。 

 また、平成 24 年度の介護報酬改定で介護職員の給与に直接充てる「処遇改善加

算」が創設され、介護職員の人件費に充当する経費は、基本報酬とは別に拡充さ

れてきたが、運営費全般に充当することができる基本報酬には充分な配慮が行わ

れてこなかった。 

 近年、運営にかかる経費も介護職員の人件費同様に上昇しており、食費や燃料

費などに加え、清掃、調理、事務等委託費や、通所介護における送迎経費等が著

しく増大し、経営を圧迫している状況である。 

本来、保険制度では、事業者が基本報酬で運営する中で、自らの努力により利

１ 高齢者施策の推進 

（１）物価高騰や賃金の上昇等を基本報酬に速やかに反映するとと

もに、将来的な上昇にも適時適切に対応できる介護報酬の在り

方を検討すること。 

また、基本報酬の単価設定においては、人件費だけでなく、事

業運営にかかる経費の増額も適切に算定し、事業者の努力によ

り利益を出し、継続した事業運営に生かせるようにすること。 
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益を出し、職員の賃上げも含め、継続した事業運営を行えるようにすることが必

要である。そのためには、介護職員の人件費のみならず、社会状況の変化を踏ま

え、適切に現場の実態を反映した運営経費を算定した上で、基本報酬単価を検討

することが重要である。それにもかかわらず、前回の令和６年度改定において、

全体として 1.59％の増額のうち 0.61％分は、介護職員等処遇改善加算とは別に、

介護職員以外の処遇改善を実現できる水準として各サービスの基本報酬に配分さ

れたはずが、訪問介護においては基本報酬自体が減額改定とされた。 

また、令和８年度の臨時の介護報酬改定においても処遇改善加算の充実に重点

が置かれ、基本報酬は据え置きとなった。 

 

＜具体的要求内容＞ 

（１）介護事業所、施設が安定的・継続的に事業運営できるよう、現下の急激な

物価高騰や最低賃金の上昇等を基本報酬に速やかに反映すること。加えて、

近年、持続傾向にある物価や賃金の上昇にも適時適切に対応できるよう、３

年間の上昇分を見込んだ単価設定や物価スライド方式など、介護報酬の在り

方を検討すること。 

（２）基本報酬の単価設定においては、人件費だけでなく、事業運営にかかる経

費の増額も適切に算定し、再構築すること。その際、介護職員等処遇改善加

算など、既に多くの事業所で取得している加算については、基本報酬に組み

込むなど、整理を行うこと。上記の必要な経費を組み込み、算定した基本報

酬単価で運営する中で、事業者の努力により利益を出し、継続した事業運営

に生かせるようにすること。 

（３）訪問介護については、基本報酬の減の影響等について、事業所の規模や併

設事業所の状況等のサービス提供の実態を精緻に分析したうえで、必要な対

応を行うこと。 

 

参  考 

 

【介護報酬の改定率】 

  2003 年度 2006 年度 2009 年度 2012 年度 2015 年度 2018 年度 2021 年度 2024 年度 

改定率 ▲2.3％ ▲0.5％ ＋3.0％ ＋1.2％ ▲2.27％ ＋0.54％ ＋0.70％ +1.59％ 

（注）介護保険事業計画の期間中の臨時改定を除く 
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＜現状・課題＞ 

 介護報酬は、介護サービスに要する平均的な費用の額を勘案しており、地域ご

との人件費の地域差を調整するため、地域区分を設定し、地域別・人件費割合別

（サービス別）に１単位当たりの単価を定めている。 

 地域区分については、統一的かつ客観的に設定する観点から、原則として、民

間事業者の賃金水準等を反映させたものである公務員（国家・地方）の地域手当

に準拠して設定しているが、公平性・客観性を担保する観点から、隣接地域の状

況によって、級地の変更を認める特例や経過措置が講じられてきた。 

今般、国家公務員の地域手当の級地区分について、設定単位を広域化する見直

しが行われ、都道府県単位が基本となり、都内区市町村は特別区と市町村の２段

階となった。これを受けて次期介護報酬改定に向けては、保険者である区市町村

の意向を確認しつつ地域区分の在り方について検討を進めることとされている

が、公務員の地域手当に準拠して特別区と市町村の２段階となった場合、地域の

実情の反映が困難になることが懸念される。 

 また、各サービスの人件費割合については、人員基準で規定している介護、看

護等の職種のみを勘案するという考え方を国は示している。この人件費割合は、

介護報酬改定に向けて国が実施する介護事業経営実態調査の結果等を踏まえて、

見直しが行われているが不十分であり、現行の介護報酬上の人件費割合と、介護

事業経営実態調査における収入に対する給与費の割合にはかい離が生じている。 

 介護事業所・施設においては、人員基準で規定していない事務員等の人件費も

含めて介護報酬で賄うことが求められていることから、実態に即した人件費割合

を設定するとともに、その設定の根拠等についても明らかにすべきである。 

 なお、国は、減価償却費・物件費には有意な地域差が見られないこと及び土地

代等が反映する居住費は原則として給付対象外となっていることから、人件費以

外の費用については地域差を勘案する必要がないとの考え方を示している。 

 しかし、建築価格や物価等の各種調査によると、減価償却費・物件費には明ら

かな地域差が生じている。 

また、施設サービスの居住費は原則利用者負担とされているものの、居宅サー

ビスにおいても一定の面積確保が設備基準で規定され、その費用は介護報酬で賄

（２）介護報酬改定に向けて実施する介護事業経営実態調査等につ

いて更なる精緻化を進め、人件費割合や物件費・土地建物の取

得費等の実態の把握・分析を適切に行った上で、東京の実態に

合わせ、介護報酬へ適切に反映すること。 

 また、地域区分の見直しにあたっては、地域の賃金水準等に

応じて、保険者の意向を反映できるような柔軟な仕組みを検討

すること。 
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うことが求められている。こうしたことから、人件費のみならず物件費や土地・

建物の調達費用についても、地域差を勘案すべきである。 

  

＜具体的要求内容＞ 

（１）地域区分の見直しに当たっては、地域の賃金水準や人材確保の困難性等に

応じて、保険者の意向を反映できるような柔軟な仕組みを検討すること。 

（２）介護報酬改定が、客観的で信頼性の高いデータに基づき行われるよう、介

護事業経営実態調査等について、各サービスの事業所の規模や併設事業所の

状況、物件費や土地建物の取得費等を含めた事業者の経営状況の把握・分析

を行うなどの精緻化を進め、介護現場の実態を適切に把握すること。 

また、把握したデータについて、地方自治体にも提供するとともに、その

集計・分析の根拠等も併せて公表すること。 

（３）介護報酬における各サービスの人件費割合については、介護事業の運営実

態を踏まえて適切に見直すこと。 

（４）物件費、特に土地・建物の取得費や賃借料等の地域差について、東京の実

態に合わせ、適切に介護報酬に反映すること。 

 

参  考 

 

○令和６年度改定における介護報酬の地域区分と上乗せ割合 

 

地域区分 上乗せ割合 区市町村への適用 

１級地 20％ 特別区 

２級地 16％ 調布市、町田市、狛江市、多摩市 

３級地 15％ 

八王子市、武蔵野市、三鷹市、青梅市、府中市、 

小金井市、小平市、日野市、東村山市、国分寺市、 

国立市、清瀬市、東久留米市、稲城市、西東京市 

４級地 12％ 立川市、昭島市、東大和市 

５級地 10％ 福生市、あきる野市、日の出町 

６級地 ６％ 武蔵村山市、羽村市、瑞穂町、奥多摩町、檜原村 

７級地 ３％ なし 

その他 ０％ 
大島町、利島村、新島村、神津島村、三宅村、御蔵島村、

八丈町、青ヶ島村、小笠原村 

 

 ＜参考：国家公務員の地域手当（2025 年度（令和７年度））＞ 

 支給割合 都内区市町村への適用 

１級地 20％ 特別区 

２級地 16％ 市町村 
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○介護従事者の月収（通常月の税込み月収（月給の者））の地域差 

 東京都 愛知県 大阪府 福岡県 青森県 全国平均 

所定内賃金 

（月給） 

 

282,208 円 

 

266,746 円 

 

266,833 円 

 

240,652 円 

 

219,499 円 

 

248,884 円 

資料：公益財団法人介護労働安定センター「令和６年度介護労働実態調査」 

 

○消費者物価の地域差 

 東京都区部 名古屋市 大阪市 福岡市 青森市 全国平均 

指数 104.9 99.1 99.4 98.5 98.5 100.0 

資料：総務省統計局「令和６年小売物価統計調査（構造編）」 

 

○地価の地域差 

 東京都 愛知県 大阪府 福岡県 青森県 

住宅地平均価格

（／㎡） 

 

466,400 円 

 

119,900 円 

 

166,100 円 

 

75,100 円 

 

16,200 円 

資料：国土交通省「令和７年都道府県地価調査」 

 

○同一地域区分内の地価・家賃の比較 

 東京都府中市 愛知県名古屋市 兵庫県西宮市 

地域区分 ３級地 ３級地 ３級地 

住宅地平均地価（／㎡） 321,500 円 212,900 円 271,900 円 

家賃（民営借家）（／坪） 6,666 円 5,229 円 6,585 円 

資料：国土交通省「令和６年地価公示」 

総務省統計局「小売物価統計調査（動向編）令和６年平均」 

○ 各サービスの人件費割合の状況
サービス種類 介護報酬上の人件費割合（Ａ） 収入に対する給与費の割合（B） 差(B-A)
訪問介護 67.7% -2.3%
訪問入浴介護 64.1% -5.9%
訪問看護 70.1% 0.1%
居宅介護支援 76.2% 6.2%
夜間対応型訪問介護 74.5% 4.5%
定期巡回・随時対応型訪問介護看護 73.5% 3.5%
訪問リハビリテーション 66.4% 11.4%
通所リハビリテーション 65.2% 10.2%
短期入所生活介護 61.9% 6.9%
認知症対応型通所介護 66.3% 11.3%
小規模多機能型居宅介護 66.6% 11.6%
看護小規模多機能型居宅介護 66.7% 11.7%
通所介護 60.8% 15.8%
地域密着型通所介護 63.1% 18.1%
特定施設入居者生活介護 43.5% -1.5%
地域密着型特定施設入居者生活介護 58.9% 13.9%
認知症対応型共同生活介護 63.3% 18.3%
地域密着型介護老人福祉施設 63.9% 18.9%
介護老人福祉施設 63.4% 18.4%
介護老人保健施設 64.1% 19.1%
介護医療院 60.3% 15.3%
※ 厚生労働省「令和７年度介護事業経営概況調査」

70%

55%

45%

- 155 -



 

＜現状・課題＞ 

 今後 2040 年に向けて、全国の高齢者人口はピークを迎えるが、東京都において

は、2050 年に向けて引き続き、高齢者人口の増加が続くと推計されており、特に

要介護度が急激に高まる 85 歳以上の高齢者数は 2035 年まで増加が続き、一時的

に減少した後に再び増加に転じ、2060 年まで急激な増加が続いていく。 

85 歳以上の、特に認知症や一人暮らし高齢者が増加していく中で、多くの高齢

者が利用する訪問介護サービスについては、現在の訪問介護員の年齢層を鑑みる

と、10 年後には一気に減少していくことが懸念され、在宅介護サービス体制の維

持が課題となっている。 

加えて、社会全体の人手不足は一層深刻化することが見込まれ、介護業界にお

いてもこれまで同様に介護人材を確保していくことは難しい状況が続くと推測さ

れる。 

そのため、事業者においては、ＤＸや業務の分担など、一層の業務効率化が求

められており、それを後押ししていくことも重要であるが、介護という業態の特

性上、事業者単位の業務効率化には一定の限界がある。そこで、サービス提供の

効率化を、制度全体の効率化として検討していくことが重要である。 

一例として、人材の不足が顕著な訪問介護サービスでは、毎日決まった時間に

サービスが必要な利用者に対して、一つの事業所で提供することができないケー

スも発生しており、その場合、それぞれの事業者ごとに利用者と契約し、それぞ

れ介護支援専門員とケアプランのやり取りをするという事業者や介護支援専門

員、利用者全てにおいて非効率な状況が生じており、効率化が必要である。 

また、社会保障審議会介護保険部会の「介護保険制度の見直しに関する意見」

では、中山間・人口減少地域に限定して、特例的なサービス提供を行う枠組みを

設けることが適当とされているが、都市部においても、介護職員数が減少するな

どサービス提供が困難となりつつあり、限られた資源を活用して効率的にサービ

スを提供していくための制度設計が求められる。 

加えて、介護保険制度導入後 26 年が経ち、改正の度に制度は複雑化しており、

事業者に課せられる運営基準、利用者に対する説明や同意書の取得、数多くの加

算とそれに伴う取得条件を満たすことなど、介護サービスの提供以外にかかる業

務が肥大化している。 

具体的には、加算の数が増えるだけ、加算の届出にかかる事務手続が増大して

いる。さらには、職員に占める介護福祉士の割合や勤続年数、利用者に占める重

度者の割合などが要件となっている場合、充足状況を定期的に確認するなど、事

（３）社会全体の人手不足を踏まえ、複数事業者によるサービス提

供や職員配置など、効率的なサービス提供のための柔軟な対応

を図ること。また、煩雑化した運営基準や加算等の見直しを図

ること。さらに、小規模な事業者の経営改善や協働化等を迅速

に進めるため、介護報酬等による誘導を図るなど、事業者が明

確なメリットを感じられる仕組みを検討すること。 
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業者にとって負担となる作業が発生している。 

運営基準で定められた各種委員会の運営や研修の実施、その記録の保存、また、

ＢＣＰの整備や財務諸表公表等も、事務的な業務の増加につながっている。 

少ない人員で質の高いサービスを提供するためには、このような介護サービス

以外の業務を効率化できるよう、これまでのやり方を根本的に見直し、「制度の

簡略化」を図ることが求められている。 

また、報酬単価が低く運営が厳しい現在の介護業界では、介護事業者の経営は

規模が小さいところほど収支が厳しい状況にある。特に、令和７年８月に東京都

が行った調査では、従業員数 49 人以下の事業者では黒字の事業者の数より赤字

の事業者の数が上回っている。また、小規模な事業者ほど、人材が確保できず、

経営を改善できないという状況が生じている。 

国は、これまでも小規模事業者の経営改善や協働化などを進める取組を行って

きたが、事業者の自主的な取組の支援に留まっており、事業者にとっても、協働

化を図ることによるメリットが明確ではなく、協働化の取組が広く普及している

とはいい難い。 

 社会保障審議会介護保険部会の「介護保険制度の見直しに関する意見」では、

中山間・人口減少地域に限定して、事業者間の連携において中心的な役割を果た

す事業者に対するインセンティブの付与が提案されているが、都市部についても、

事業者間の協働化等に取り組みたいと思えるようなインセンティブを介護保険制

度の中で示していく必要がある。 

 

＜具体的要求内容＞ 

（１）介護の担い手不足を踏まえ、複数事業者によるサービス提供や職員配置な

ど、効率的なサービス提供の在り方を検討し、地域の状況に応じた規制緩和

を可能とするなど、柔軟な対応を図ること。 

加えて、煩雑化した運営基準や加算、手続などについて、可能な限り見直

しを行い、負担軽減を図ること。具体的には、加算はできる限り基本報酬に

統合するか、月ごとに変動する要件の見直しや緩和を図ること。 

（２）小規模な事業者の経営改善や協働化等を迅速に進めるため、現行の補助金

制度ではなく、介護報酬等による誘導を図るなど、事業者が明確なメリット

を感じられる仕組みを検討すること。 

 

参  考 

 

【東京における高齢者人口（年齢５歳階級別）の推移】 

 

 

〇 東京都における高齢者人口（年齢５歳階級別）の推移
⇒推計

2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年 2065年
65〜69歳 87 70 67 81 94 104 92 85 77 81 87
70〜74歳 73 80 64 62 75 88 97 86 79 72 76
75〜79歳 60 65 72 58 56 67 79 86 76 69 62
80〜84歳 46 50 55 61 49 48 57 66 72 62 56
85歳以上 41 55 64 71 79 74 70 74 81 87 80
合計 306 319 322 333 353 380 395 398 385 371 362
資料：2050東京戦略 附属資料 東京の将来人口

（単位：万人）
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【訪問介護 特定事業所加算Ⅰ 算定要件】 

 

 

【介護事業者の従業員規模と収支状況】 

 

資料：介護保険制度における人事給与制度の在り方検討調査 事業者調査結果(速報版) 

(令和７年 11 月 東京都福祉局高齢者施策推進部) 

 

【介護事業者の従業員規模と採用状況】

 
資料：介護保険制度における人事給与制度の在り方検討調査 事業者調査結果(速報版) 

(令和７年 11 月 東京都福祉局高齢者施策推進部) 

  

48.4%
40.6%
42.9%
30.9%
43.0%

28.6%
27.2%

15.2%
10.9%

23.6%

21.3%
30.7%

41.4%
57.8%

32.0%

1.7%

1.5%

0.5%

0.4%

1.4%

19人以 下
2 0人 以上 4 9人以 下
5 0人 以上 9 9人以 下

1 0 0人以 上
全 体

概ね赤字 収入、支出が同じ 概ね黒字 無回答

17.9%

19.0%

28.8%

34.2%

6.6%

16.8%

23.2%

35.6%

37.3%

47.7%

41.4%

26.2%

31.4%

8.9%

1.5%

0.4%

6.8%

7.6%

5.1%

3.6%

19人 以下

2 0人 以上 4 9人以 下

5 0人 以上 9 9人以 下

1 0 0人 以上

採用できた 半数採用できた ほとんど採用できていない 募集していない 無回答
従業員数  

従業員数  
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＜現状・課題＞ 

 人材不足が深刻な介護現場において、質の高い人材の確保・育成・定着に向け

ては、介護職員等の処遇改善とともに、資格・技能等に対する評価や、職責に応

じたキャリアパスや昇給の仕組み等の構築が必要である。 

 一方、経済活動の活発化により、様々な業種で、最低賃金の上昇と相まって賃

上げの動きが加速しており、公定価格で運営する介護現場においては、こうした

賃上げの波に乗れず、介護人材が他の業種に流出するおそれが現実的なものにな

ってきている。 

 国は、平成 24 年度に介護職員の処遇改善を目的とした介護職員処遇改善加算

を創設し、令和元年 10 月には経験・技能のある介護職員に重点化した更なる処遇

改善を目的とした「介護職員等特定処遇改善加算」が、令和４年 10 月には基本給

等の引上げによる処遇改善を目的とした「介護職員等ベースアップ等支援加算」

が設けられた。 

 令和６年度の介護報酬改定においては、これらの各加算の要件及び加算率を組

み合わせた４段階の介護職員等処遇改善加算に一本化され、加算の取得にかかる

事業者の事務負担は軽減されることとなった。 

 また、新たに創設された介護職員等処遇改善加算に直ちに移行できない事業者

が、現行の加算率を維持できる激変緩和措置は令和７年３月までで終了した。 

しかしながら、新加算を取得するために必ず必要となる職位・職責等に応じた

任用要件・賃金体系の整備等に当たっては、各事業所において十分な検討期間が

必要である上、賃金規程の改訂等の煩雑な事務作業が生じることから、誓約書に

より、令和７年度中に取得要件を整備することを誓約した場合には、年度当初か

ら要件を満たしていたものと取り扱う措置が講じられた。 

 令和８年度介護報酬改定については、介護保険事業計画の期間中の喫緊の課題

に対応する重要な措置であるが、その内容は、主に介護職員等処遇改善加算の充

実に重点が置かれており、加算区分の細分化や取得要件の追加による、事業者の

事務負担増や新たな経費発生が懸念されるほか、新たな加算要件を満たすために

必要な経費については、介護職員等処遇改善加算を充当できず、事業者の経営圧

迫につながる恐れがある。また、加算は恒久的なものでないため、事業者が長期

的な視点でキャリアパスや賃金体系を構築することが困難である。 

 

＜具体的要求内容＞ 

（１）令和９年度介護報酬改定において、すでに９割超の事業者が取得している

介護職員の処遇改善加算については、介護事業者が長期的な視点で介護人材

の確保・定着を図れるよう、介護報酬の基本部分に組み込むなど恒久的なも

のとすること。 

（２）誓約書の提出により加算要件を満たしたものとする取扱いについては、新

加算への移行状況を踏まえて終了時期を再検討するなど、事業者の安定的な

（４）介護事業者が介護人材の確保・育成・定着を図り、事業運営を

安定的に行うことができる介護報酬とすること。 
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サービス提供に影響のないよう適切に実施すること。 

（３）令和９年度以降の処遇改善加算について、基本報酬に組み込まれない場合

であっても、令和６年度介護報酬改定等の影響を精緻に検証し、事業者に過

度の負担が生じないよう加算要件の簡素化や申請に係る事業者の負担軽減を

実施すること。また、保険者等の意見も聞いた上で検討を行うとともに、事

業者や都道府県、区市町村が十分な準備ができるよう、具体的な内容等につ

いて速やかに情報提供すること。 

 

 

＜現状・課題＞ 

 国はこれまで、資格更新制の導入や研修の強化、主任介護支援専門員制度の創

設、試験の受験要件の見直しなどにより、介護支援専門員の資質や専門性の向上

を図ってきた。 

 また、直近では、これまで介護支援専門員が対象とならなかった処遇改善加算

を、令和８年度の介護報酬改定において対象とすることや、介護支援専門員を取

り巻く諸課題に対応するための補助事業創設及び更新研修の受講を紐付けた資格

更新制の廃止を打ち出すなど、処遇改善や負担軽減による人材の確保・定着を推

進してきている。 

その一方で、令和８年度の診療報酬改定では、算定要件に基づく入退院時の支

援を介護支援専門員等と連携して実施した場合に、医療機関側が加算できる介護

支援等連携指導料について高次の評価区分が新設されたが、介護支援専門員が退

院時の支援に関わっても、退院できずに結果として介護サービスの利用に結び付

かなかった場合や、インフォーマルサービス単独で介護サービスの利用に結び付

かない場合など、給付実績に結び付かないケアマネジメントについては、令和８

年度の介護報酬改定においても介護報酬の評価の対象とされていない｡ 

 さらに、介護支援専門員の資格取得や更新のために必要な研修については、介

護保険法（平成９年法律第 123 号）において、「都道府県知事が厚生労働省令で

定めるところにより行う研修を受けなければならない」とされており、その科目、

時間数、実施方法（講義又は演習）等は、国が定める基準にて全国一律で定めら

れている。都はこれまで、研修の全面オンライン化や動画配信形式の活用などに

より、受講者負担の軽減に配慮しているが、時間数は短縮できないため、今なお

受講負担が大きい一方、国が定める研修カリキュラムにおいて、研修内容の概略

は定められているものの、受講対象者が異なる研修ごとの修得すべき事項につい

ては、具体的な定めがないことから、研修や科目間で内容を差別化することが困

難であり、資格更新時の研修受講者や都が設置する研修向上委員会からは、同じ

内容の繰り返しについて見直しが必要との声が上がっている。 

（５）介護支援専門員の安定的な確保を図るため、処遇を改善する

とともに、給付実績に結びつかないマネジメント等の評価のた

めの方策を講じるほか、介護支援専門員研修を見直すこと。 
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 その上、令和６年度の介護報酬改定において、特定事業所加算の評価が充実さ

れたことに伴い、ヤングケアラー、障害者、生活困窮者、難病患者等、高齢者以

外の対象者への支援に関する事例検討会、研修等に参加していることが要件に追

加されたことは、多様化・複雑化する課題に対応するための取組を促す効果が期

待できる一方、研修受講に係る負担が更に増大することが見込まれる。 

 加えて、現在国会で審議中の介護保険法改正案において、介護サービス事業者

は、介護支援専門員の氏名などを当該介護支援専門員の登録地の都道府県知事に

報告することとされているが、事業所に従事する介護支援専門員の登録地は事業

所所在地の都道府県とは限らないことから、報告先が多岐にわたり、事業者にと

って負担が増大することとなる。 

このように、介護支援専門員が現行は充分処遇改善が進んでいない中で業務や

研修受講の負担が大きくなっており、都内の保険者や事業所からは、こうした状

況から介護支援専門員の魅力が相対的に減少していることに加え、職員の高齢化

による離職などの要因により、介護支援専門員が不足しているとの声が上がって

いる。 

 事実、近年の介護支援専門員証の交付者数は過去 10 年間の平均以下にとどま

っており、都内で実務に従事する介護支援専門員数は、令和元年度をピークに横

ばいで推移している。今後、介護サービス需要の拡大が見込まれる中、将来的に

介護支援専門員の不足が懸念される。 

また、居宅介護支援事業所１事業所当たりの利用者数が増加傾向にある中、都

が実施した調査において、「人材不足であり新規利用をセーブしている」と回答

した居宅介護支援事業所の割合が 41.9％となっており、介護サービスの提供に支

障が生じている。 

 このように、介護支援専門員の不足による介護サービスへの影響が既に生じて

いることから、介護支援専門員の確保は、直ちに対策を取るべき喫緊の課題であ

る。 

 なお、国は、令和５年度から居宅介護支援事業所・居宅サービス事業所の事務

負担軽減を目的として「ケアプランデータ連携システム」の運用を開始しており、

令和６年度からはケアプランデータ連携システムの活用促進モデル地域づくり事

業により利用促進を図っているところであるが、国の補助が不十分であるため、

令和７年１月 31 日時点の都道府県ごとのシステム利用申請状況は全国平均 6.7

％（都 7.7％）と低い普及率となっている。 

 

＜具体的要求内容＞ 

（１）介護支援専門員の安定的な確保に向けて、その業務の専門性に見合った給

与となるよう、更なる処遇の改善を図ること。 

（２）退院を予定している利用者に対して実施する退院後支援など、給付実績に

結び付かない医療・介護・生活にまたがる諸課題を解決するためのマネジメ

ント等を介護報酬の対象とするなど、適切に評価するための方策を講じるこ

と。 

（３）介護支援専門員研修について、質の担保と負担軽減が両立した研修制度と

なるよう見直しを図ること。 
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（４）社会保障審議会介護保険部会で取りまとめられた「介護保険制度の見直し

に関する意見」を踏まえ、介護支援専門員がケアマネジメント業務に注力す

るための負担軽減等の環境整備や、人材確保・定着支援の取組など、介護支

援専門員を取り巻く諸課題の解消に向け、必要な制度の見直しや支援の充実

を図ること。 

（５）事業者の義務等を新たに規定する場合には、都道府県及び事業者が十分な

検討と準備を行うことができるよう、関係者の意見を聴いた上で、制度の内

容や運用の考え方、今後のスケジュール等について速やかに情報提供を行う

こと。また、事業者から各都道府県知事への報告が円滑に行われるよう、全

国一律の様式・仕組みにより報告できる制度を構築するとともに、各都道府

県における事務処理負担の軽減を図る観点から、「介護事業者・介護支援専

門員管理システム(ケアマネシステム)」等との情報連携を可能とするなどの

方策を講じること。 

（６）「ケアプランデータ連携システム」の普及を強力に推進していくため、ケ

アプランデータ連携システムの活用促進モデル地域づくり事業について、都

道府県が実態に見合った補助が行えるよう、必要な予算を確保すること。 
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参  考 

 

【全国の介護支援専門員と介護職員の平均給与比較（常勤で月給の者）】 

区分 介護支援専門員 介護職員 差額 

平成 24 年度 334,260 円 275,700 円 58,560 円 

平成 25 年度 333,380 円 276,940 円 56,440 円 

平成 26 年度 331,140 円 272,100 円 59,040 円 

平成 27 年度 341,060 円 284,410 円 56,650 円 

平成 28 年度 342,440 円 289,780 円 52,660 円 

平成 29 年度 345,820 円 293,450 円 52,370 円 

平成 30 年度 350,320 円 300,970 円 49,350 円 

令 和 元 年 度 347,460 円 300,120 円 47,340 円 

令 和 ２ 年 度 357,850 円 315,850 円 42,000 円 

令 和 ３ 年 度 353,560 円 316,610 円 36,950 円 

令 和 ４ 年 度 361,770 円 317,540 円 44,230 円 

令 和 ５ 年 度 363,760 円 324,240 円 39,520 円 

令 和 ６ 年 度 375,410 円 338,200 円 37,210 円 

（注）介護従事者の平均給与額は以下により算出 

   月給の者：基本給（月額）＋手当＋一時金（４～９月支給金額の１／６） 

資料：介護従事者処遇状況等調査（厚生労働省） 

 

【都内で勤務する介護支援専門員数】 

資料：介護サービス施設・事業所調査（厚生労働省） 

 

【都における介護支援専門員証交付者数の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

【居宅介護支援事業所１事業所当たり利用者数（全国）】 

年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

１事業所当たり 

利用者数 
85.7 人 88.3 人 93.2 人 95.0 人 

資料：居宅介護支援および介護予防支援における令和３年度介護報酬改定の影響に関する調査研究事業等 

 

 

年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

延人数 15,318 人   14,747 人 14,435 人 14,797 人 15,503 人 14,949 人 
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【都内で勤務する介護支援専門員の年齢構成】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【人材不足の状況とサービス提供への影響】 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和４年度在宅サービス事業者等運営状況調査（東京都福祉保健局高齢社会対策部） 

 

 

＜現状・課題＞ 

 現行の介護報酬においては、例えば看護職員の常勤配置が必要な施設で一時的

に常勤職員が欠けることになった場合、常勤換算での必要数を満たしていても、

翌月の報酬が一律に３割減算されるなど、施設の安定的な運営に著しい影響を及

ぼすものとなっている。 

 訪問介護の質の高いサービスを提供する事業所を評価する「特定事業所加算」

について、区分支給限度基準額を超過する利用者が出るとの理由から、積極的に

加算を取得できない実態がある。訪問介護以外のサービスにおける類似の加算で

ある「サービス提供体制強化加算」については、区分支給限度基準額の対象外と

なっている。 

なお、「特定事業所加算」のⅠ又はⅡの取得は、「介護職員等処遇改善加算」

の最上位区分の取得要件にもなっている。 

また、福祉用具貸与の報酬について、平成 30 年 10 月から貸与価格に「全国平

均貸与価格＋１標準偏差（１ＳＤ）」とする上限価格が設けられている。同一商

品における不合理な価格差の是正や利用者負担の軽減等に一定の効果を上げてい

るが、一方で、現行制度の運用により、実勢コストや地域特性が価格に十分反映

されにくいとの声がある。事業者は、上限価格内で貸与する必要があるが、介護

（６）良質な介護サービスの提供等に資する介護報酬とすること。 
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資料：令和４年度在宅サービス事業者等運営状況調査（東京都福祉保健局高齢社会対策部） 
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報酬改定による上限価格は、過去の貸与実績を基に算定されるため、近年の急激

な人件費や物価の上昇を貸与価格に反映させることが難しい仕組みとなってい

る。 

また、貸与価格に上限価格が設けられて以降も、福祉用具貸与は地域区分の対

象外となっており、地域ごとの人件費の地域差が反映されていない。 

加えて、退院後に在宅療養へ移行する高齢者が増える中、福祉用具貸与や住宅

改修は迅速な提供が求められる重要なサービスであるが、退院カンファレンスへ

の参加や家屋評価、回復状況に応じた調整など、福祉用具事業者の労力は介護報

酬で評価されていない。貸与価格が「全国平均貸与価格＋１標準偏差（１ＳＤ）」

を上限に設定されている現行制度では、人件費や物価上昇などのコスト増を反映

できず、調整やアセスメント不足によるサービスの質低下が懸念される。 

さらに、福祉用具貸与の報酬について、離島等に所在する事業所は、運搬に要

する経費として、貸与費の 100 分の 100 を上限に、特別地域加算を算定できる。

しかし、本土から離島への運搬費が高騰している現状では、加算の上限を大幅に

超えるケースが生じており、事業所の負担となっている。加えて、貸与期間が半

月に満たない場合、貸与費本体が最大で半月分しか算定できないため、これに連

動して特別地域加算も減額される仕組みとなっている。これら運搬に要する経費

は、現状に適した額を加算として算定することが必要である。 

 このような状況は、離島においては、事業所の健全な運営に著しい影響を及ぼ

すものとなっており、利用者への安定的なサービス提供に支障が生じないよう見

直しをする必要がある。 

 

＜具体的要求内容＞ 

（１）職員配置が基準を下回った場合の介護報酬減算については、一律に３割減

算とすることなく、常勤換算や期間の長短などを考慮した段階的な設定と

し、施設の安定的な運営に配慮した制度とすること。 

（２）訪問介護の特定事業所加算については、事業所の体制整備や加算の取得を

促進するため、区分支給限度額には含まない仕組みとすること。 

（３）福祉用具貸与については、現行制度の「価格の適正化・透明化」という基

本的な枠組みを維持した上で、地域区分の対象とするなど地域特性を踏まえ

た上限設定の在り方、物価・人件費上昇を踏まえた価格算定の確保、価格に

反映されにくいサービスの質を確保する観点からの介護報酬上の評価の検

討を行うこと。 

（４）福祉用具貸与における特別地域加算について、特別地域への福祉用具の輸

送における費用の実態等を調査し、用具の種目に応じた加算上限の拡大や、

貸与開始月の福祉用具貸与費が半月分の場合でも、１月分の貸与費を特別地

域加算の基準とするなどの見直しを図ること。 
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＜現状・課題＞ 

 介護保険施設の居住費・食費の基準費用額の設定は全国一律となっており、地

価や物件費・人件費の高い大都市東京の実態に即していないため、特定入所者介

護サービス費の支給対象者（補足給付対象者）については、基準費用額を超える

費用が施設の負担となっている。  

加えて、食材料費や光熱費の値上げなど、物価高騰により施設運営は更なる影

響を受けている。令和６年介護報酬改定では、令和６年８月から、光熱費高騰分

として、居住費の基準費用額が１日当たり 60 円引き上げられたものの、補足給付

対象者の居住費にかかる物価高騰分を十分に反映したものとなっていない。 

また、食費の基準費用額については、本年８月に１日当たり 100 円の引き上げ

が予定されているものの、今後の更なる物価上昇を見据え、施設からは、食材の

安定的な調達や栄養マネジメントへの懸念の声が上がっている。こうした状況を

踏まえ、各自治体においては、物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用

するなどして独自に支援しているが、当該交付金は臨時的なものとされており、

物価高騰に対する制度的な対応が必要である。 

 

＜具体的要求内容＞ 

 介護保険施設の健全な運営を確保するため、介護保険施設の居住費・食費につい

て、低所得者の負担増とならないよう配慮した上で、基準費用額を東京の地価等を

反映したものとするとともに、現下の物価高騰の影響についても、適切に反映でき

る仕組みとすること。 

 

 

＜現状・課題＞ 

 都内では、要介護認定率が急激に上昇する 85 歳以上高齢者人口が、令和 17 年

にピークになると予測されており、今後、経管栄養や在宅酸素療法等の医療的ケ

アを必要とする要介護高齢者の増加が見込まれる。 

国は、令和６年介護報酬改定において、協力医療機関との連携体制の構築によ

り、介護保険施設における急変時の対応など医療ニーズへの対応強化を図ったと

ころであるが、施設内での日常的な医療的ケアの提供に必要な人員や医薬品等を

確保することができる十分な報酬とはなっていない。 

こうしたことから、都は独自に、介護保険施設における医療的ケア対応を促進

（７）介護保険施設の居住費・食費の基準費用額について、東京の地

価等を反映したものとするとともに、現下の物価高騰の影響につ

いても、適切に反映できる仕組みとすること。 

（８）介護保険施設において医療的ケアを必要とする要介護者の受入

れが進むよう、介護報酬で適切に評価すること。 
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するため、看護師の増配置等の体制構築やケアにかかる医薬品・材料等の確保に

対する支援を開始した。 

 

＜具体的要求内容＞ 

介護保険施設（介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護医療院）において、

医療的ケアを必要とする利用者の受入れが促進されるよう、必要な人員や医薬品等

の確保について介護報酬で適切に評価すること。 
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２ 介護人材の確保及び育成 

（提案要求先 厚生労働省） 

（都所管局 福祉局） 

 

＜現状・課題＞ 

 介護関連職種の有効求人倍率は依然として全職業を大きく上回る水準で推移し

ており、介護人材の人手不足は深刻化している。公益財団法人介護労働安定セン

ターが実施した令和６年度の「介護労働実態調査」においても、介護人材の不足

感は引き続き高い水準となっており、労働者の悩みは「人手が足りない」が 50.5

％と１番多く、介護職員にとっては、人手不足が賃金よりも大きな悩みや不満と

なっている状況である。 

 その一方で、第９期東京都高齢者保健福祉計画における介護人材の需給推計で

は、令和 12 年度には都において約 23 万 3 千人の人材を確保する必要があると見

込んでおり、介護人材の確保は喫緊の課題となっている。 

 さらに、いわゆる団塊ジュニア世代が高齢者となる令和 22 年（2040 年）まで

の人口推計を踏まえると、生産年齢人口の急速な減少とともに、東京をはじめと

する都市部では引き続き要介護高齢者の増加が見込まれており、社会全体での働

き手の確保が一層難しくなる一方で、介護ニーズは増加していくことから、将来

的に介護分野での人材確保はより一層厳しくなることが予測されている。 

 今後は、従来の人材対策に加え、現在働いている介護人材が長く働きやすい職

場づくりや、限られた人材で質の高い介護が提供できるような介護現場の改革、

地域の特性に応じた対策など、少子高齢社会における介護現場の状況を踏まえた

介護人材対策の更なる充実が求められる。 

 また、特に訪問介護サービスを担う訪問介護員は、職員の高齢化が著しく、都

の調査では 60 代以上が約５割を占めるなど、今後 10 年で退職者が増加すること

が見込まれる。しかしながら、有効求人倍率は施設等の介護職員に比べ大幅に高

く、特に新卒などの若年層の訪問介護への入職は少ない。こうした状況を踏まえ、

今後も必要な訪問介護サービスを安定的に提供していけるよう、訪問介護員の人

材確保においても、対策の充実が重要である。 

 

＜具体的要求内容＞ 

深刻な人材不足と今後の介護ニーズの増大に対応するため、介護現場における

介護人材の配置状況や業務の実施状況等の実態を把握・検証した上で、総合的な

介護人材対策の充実を図ること。特に、訪問介護員については、若年層の求職者

が訪問介護へ入職し、安定的な収入を得て長く働けるよう、対策の充実を図るこ

と。 

（１）今後の急速な高齢化と労働力人口の減少を踏まえ、将来に向

けた専門性の高い介護人材を確保・育成・定着していくための

総合的な人材対策を確立し、着実に推進すること。 
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＜現状・課題＞ 

介護職員等によるたんの吸引等の研修については、制度上、実地研修を修了す

ることが求められるが、近年、研修ニーズの増加に伴い、実地研修を受け入れる

医療機関・介護施設の確保が困難となっている状況がある。 

介護職員等がたんの吸引及び経管栄養を行うためには、社会福祉士及び介護福

祉士法（昭和 62 年法律第 30 号）に基づく所定の研修を修了する必要がある。 

 介護職員等によるたんの吸引等に係る研修には、不特定多数の者を対象とした

研修（以下「１・２号研修」という。）と、特定の者を対象とした研修（以下「３

号研修」という。）とがあるが（研修内容※はそれぞれ以下のとおり。）、３号

研修を修了し、実務経験がある場合であっても、不特定の者を対象としたたんの

吸引等を行うためには、１・２号研修を受講し修了する必要があり、免除規定は

ない。また、１・２号研修の基本研修免除対象者※が３号研修を受講する場合で

あっても、基本研修は免除とはならない。加えて、１・２号研修では基本研修が

50 時間と長時間にわたり、受講者の負担となっている。 

 さらに、現在介護現場で一般的に使用されている栄養剤や器材であっても、こ

れまで研修で使用されていないものについては、使用の可否を個々に国へ照会す

る必要があり、照会の結果、研修での使用が認められず、介護職員が現場で使用

することができない状況が発生するなど、研修内容と現行の介護現場の実態との

間に差異が見られる。 

 介護サービス事業所でのたんの吸引等の実施体制を整えるためには、実地研修

先の確保が困難な状況等を踏まえた課題への対応が必要であり、課題の一つであ

る指導看護師の確保に対し、都では、新たに介護サービス事業所への指導看護師

の派遣等による支援を実施する。さらに、実地研修自体を免除する要件を設ける

など、より効率的・効果的に研修を行うことが可能となるよう、現状に見合った

研修内容に見直しを図っていく必要がある。 

 

【※研修内容】 

■１・２号研修（不特定多数の者を対象とした研修） 

  講義 50 時間、筆記試験（集合方式）、演習（集合方式）、実地研修 

■３号研修（特定の者を対象とした研修） 

  講義８時間、筆記試験（集合方式）、演習（集合方式）、実地研修 

 

（２）介護職員等によるたんの吸引等の実施のための研修について、

実地研修先の確保が難しい状況等を踏まえ、研修体系の見直し

を行うこと。 
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【※基本研修免除対象者】 

 

＜具体的要求内容＞ 

（１）３号研修を修了し、実務経験を有する者について、業務従事期間等から１

・２号研修の実地研修修了と同等程度と認められる場合は、１・２号研修の

資格を得る実務ルートを創設すること。 

（２）１・２号研修の基本研修免除者は、３号研修を受講する際の基本研修を免

除とすること。 

（３）必要性を踏まえ、１・２号の基本研修の講義時間数を再設定するとともに、

たんの吸引等の機器や栄養剤の種類が多様化している現状を踏まえ、研修で

使用しない機器や栄養剤であっても、介護現場で一般的に使用されている機

器や栄養剤については、研修修了者による現場での使用を可能とすること。 

下記アからウのいずれかに該当する者 

ア 介護福祉士養成課程（養成施設、実務者研修、福祉系高校等）において医療的 

ケアの講義及び演習を修了し、「実地研修」が未修了の者 

イ すでに２号研修を修了しており、既修了の特定行為以外の行為の追加を希望 

する者 

ウ １・２号研修を過去に受講し、「研修課程修了確認書（不特定多数の者対象）」 

 等を交付されている者 
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３ 認知症施策の総合的な推進【最重点】 

（提案要求先 厚生労働省） 

（都所管局 福祉局） 

 

＜現状・課題＞ 

都における認知症のある高齢者は、令和 22 年には約 62 万人になると見込まれ

ており、認知症になっても尊厳を保ちながら、住み慣れた地域で安心して生活で

きるよう、認知症施策を総合的に推進することが重要である。 

国は認知症施策推進計画において、「認知症になったら何もできなくなるので

はなく、認知症になってからも、一人一人が個人としてできること・やりたいこ

とがあり、住み慣れた地域で仲間等とつながりながら、希望をもって自分らしく

暮らし続けることができる」という「新しい認知症観」を示している。認知症の

ある人が元気で心豊かに自分らしく過ごすには、一人一人の希望に応じて地域や

社会で活躍できるとともに、他者と交流できる環境が整えられていることが必要

である。そのため、都は令和６年度から、認知症のある人の希望に応じ、関係機

関と連携しながら地域の実情に合わせた社会参加の機会創出に取り組む区市町

村を支援しており、令和６年度末時点で 51 自治体が、機会創出に取り組んでい

る。国は、令和７年度補正予算で、区市町村が認知症のある人の居場所を整備す

る際の初度設備等への補助を実施したが、居場所の運営を支援するものではなか

った。 

都道府県は、国で策定する認知症施策推進基本計画を基本としつつ、実情に即

した都道府県計画を策定するよう努めることとされており、都は、令和７年３月

に、東京都認知症施策推進計画を策定した。国は令和６年 12 月に策定した基本計

画において重点目標及びＫＰＩを設け、令和７年度老人保健健康増進等事業にお

いて認知症施策推進基本計画に基づく認知症施策の推進のあり方に関する調査

研究事業を実施しているが、未だに具体的な目標値や調査方法、評価の在り方の

検討の時期を示していないため、都道府県の計画策定等に影響が出ている。都は、

令和８年度に計画の中間見直しを実施する予定であり、その際、国が今後示す目

標値等を踏まえる必要がある。 

国は、令和６年度に「認知症チームケア推進加算」を創設した際、「日本版Ｂ

ＰＳＤケアプログラム」（以下「ケアプログラム」という。）を加算の対象と明

示せず、令和７年４月になってケアプログラムが加算の要件である旨通知した。

しかし、ケアプログラムで既に効果が実証されている在宅サービスは引き続き加

算の対象にしておらず、加算の単価についても効果に見合ったものになっていな

い。また、同じ加算の対象であるにも関わらず、「認知症チームケア推進研修」

の取扱いの変更等を行う際にケアプログラムについての検討がされていない。 

認知症施策を総合的に推進するため、国において診療報酬や認知

症行方不明者に係る取組等を検討し対応すること。また、地域の実

情に応じた取組が可能となるよう、必要な措置を講じること。 

- 171 -



国は、令和６年度から認知症介護実践リーダー研修の研修対象者の要件を緩和

し、認知症介護実践者研修を修了していない者も対象に加えたが、知識や理解を

深める措置等を講じていないため、受講生間の理解度の差が拡大する一方となっ

ている。また、令和８年３月に、一部研修について標準カリキュラムの改訂を行

ったが、経過措置の期間が短く、都道府県のカリキュラム改訂作業に混乱が生じ

ている。 

若年性認知症のある人は、発症前に仕事に就いていても退職や転職を余儀なく

されるケースが多く、都では令和元年度から企業向け研修会を実施しているが、

知識や制度に関する企業等への普及啓発が十分に進んでいるとは言い難い。労働

者やその家族への相談支援や、労働者、主治医、企業・産業医のコミュニケーシ

ョンのサポートを行う両立支援コーディネーターと、都道府県の若年性認知症支

援コーディネーターとの連携も重要である。国は基本計画において「若年性認知

症支援コーディネーター等と企業の産業医や両立支援コーディネーター等によ

る連携した対応を行うことなどを推進する」としているが、両立支援コーディネ

ーター等との連携推進が不十分である。  

全国の認知症行方不明者は、警察庁の令和６年統計によれば、年間で１万８千

人を超え、東京都内においても毎年およそ千人を超える人が行方不明となってい

る。認知症行方不明者は、高齢化に伴い今後も増加することが見込まれるが、早

期発見のためには、広域的な取組が重要である。東京都では、平成 27 年６月よ

り、行方不明の高齢者等に関する詳細な情報を都内区市町村や近隣県、警視庁と

共有できる独自のサイトを運用しているが、国においては広域的な取組を進める

動きが見られない。 

また、認知症のある人の入院は、そうでない人の入院と比べて長期化しやすい

ことに加え、手厚い人員配置が必要になることが多い。しかし、一般病床に比べ

て精神病床は入院基本料が低く設定されていることや入院期間の長期化により

診療報酬が逓減するなど、業務負担に見合った診療報酬となっておらず、そのた

めに入院の受入れがなかなか進まない場合があるという課題がある。 

認知症抗体医薬の実用化等を踏まえて地域の医療提供体制の充実を図るには、

認知症サポート医の活動の活性化が急務であり、地域包括支援センター等が医師

に医療相談や訪問支援等を依頼する場合、柔軟かつ機動的な対応が求められる。

こうしたニーズを踏まえ、都は令和６年度、地域包括支援センター等と連携して

活動できる認知症サポート医を「とうきょうオレンジドクター」に認定する制度

を創設し、令和７年度までに 204 名を認定した。同年度からは、とうきょうオレ

ンジドクターに医療相談等を依頼する際の費用に係る区市町村補助を独自に開

始したが、都道府県のこうした取組は国の財政支援の対象とされていない。 

認知症抗体医薬については、初回投与を行う医療機関に加え、６か月以降の投

与を行う医療機関の確保も求められる。しかし、小規模の診療所等が投与を開始

するには、院内の人員体制の見直しや、投与のキャンセルが発生した場合に薬剤

の返品等が困難なこと等、負担が大きいことから、６か月以降の投与を行う医療

機関の数は不足している。 

また、認知症抗体医薬は、精神科医療機関で算定可能な「持続性抗精神病注射

薬剤治療指導管理料」の対象となっていない等、診療報酬が治療の実態に見合っ
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たものになっていない。 

認知症疾患医療センターについては、専門医療の提供、地域連携の推進、人材

育成など多くの機能を担っているため、関係機関が多く存在していることに加

え、人件費や物件費等が高いといった都市部の特性に合わせた配慮が必要である

が、国庫補助額は不十分である。 

また、認知症抗体医薬の投与を行うセンターを対象とする加算が令和６年度か

ら新設されたが、投与を行わないセンターでも同様に相談対応等が求められるた

め、全センターへの財源措置が必要である。 

あわせて、今後ますます増加する認知症の鑑別診断等を円滑に行っていくため

には、認知症疾患医療センターと同等の機能を持つ医療機関も認知症の鑑別診断

等に積極的に取り組んでいくことが必要であるが、認知症専門診断管理料の対象

となっていない。 

地域支援事業の中の認知症総合支援事業では、認知症初期集中支援チーム員は

「認知症初期集中支援チーム員研修」を受講し、必要な知識・技能を修得するも

のとされている。しかし、受講申込者数が受講定員を超過しており、受講者数を

都道府県で調整する必要が生じるなど、チーム員の研修機会が十分にあるとは言

えない。 

 

＜具体的要求内容＞ 

（１）「新しい認知症観」を広く浸透させる取組を進めること。その上で、認知

症のある人の社会参加を推進する取組を自治体が円滑に実施できるよう支援

すること。 

（２）基本計画におけるＫＰＩの目標値について、早期に都道府県に示すこと。

また、具体的な調査方法やＫＰＩに基づく認知症施策の評価の在り方につい

て、具体的な検討時期を示すとともに、調査方法については、都道府県でも

実施可能なものとなるよう配慮すること。 

（３）ＢＰＳＤの背景にあるニーズを読み解き、客観的データに基づくチームケ

アが提供できる「日本版ＢＰＳＤケアプログラム」は、ＢＰＳＤの軽減効果

が科学的に実証されており、その効果に見合う加算とするとともに、在宅サ

ービスも加算の対象とすること。 

また、国が進める認知症施策において、「認知症チームケア推進研修」の

取扱いの変更等を行う際には、ケアプログラムについても検討を行うこと。 

（４）認知症介護研修については、質の確保に配慮するとともに、地域の実情に

応じて効果的に実施できるよう配慮すること。 

（５）若年性認知症のある人の就労に関して、企業等の理解促進に向けた取組を

進めること。また、両立支援コーディネーターが都道府県の若年性認知症支

援コーディネーターと円滑に連携できるよう、取組を一層推進すること。 

（６）認知症行方不明者の早期発見のため、全国の行方不明者個人の情報を自治

体間や警察等の関係機関と共有するためのサイトを開設・運用するなど、国

自ら広域的な取組を進めること。 

（７）認知症サポート医制度の実効性を担保するとともに、認知症サポート医の

活動を促進し、地域における医療提供体制の充実が図られるよう、財源を措
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置すること。 

（８）医療機関において認知症のある人の入院が受け入れられるよう、現行の診

療報酬体系における長期入院への対応や十分に評価されない人員配置など、

医療機関側の業務負担に見合った診療報酬となるよう改善を行うこと。 

（９）身近な地域で希望する人が認知症抗体医薬の治療を受けられる体制が確保

されるよう、医療現場の実態を踏まえた運用へ見直すとともに、認知症抗体

医薬治療における診療報酬について、負担に見合ったものとなるよう改善を

図ること。 

（10）認知症疾患医療センター運営事業に対する補助金について、事業内容や地

域特性に見合った十分なものとすること。 

（11）認知症専門診断管理料は、認知症疾患医療センターと同等の機能を持つ医

療機関も対象とするとともに、業務の実態に即した報酬水準とすること。 

（12）認知症初期集中支援チーム員研修は、受講希望者が確実に研修を受けられ

るよう、受講定員の拡大など研修の充実を図ること。 
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４ 地域医療介護総合確保基金（介護分）の充実 

（提案要求先 厚生労働省） 

（都所管局 福祉局） 

 

＜現状・課題＞ 

地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に関する法律（平成元年法律

第 64 号）に基づき、医療・介護サービスの提供体制の総合的・計画的な整備等を

推進するため、都道府県は、国３分の２、都道府県３分の１の負担割合により、

地域医療介護総合確保基金（以下「基金」という。）を設置している。なお、都

道府県負担分は、地方交付税交付金により財源措置されているが、不交付団体で

ある都においては、これを自主財源で賄っている。 

 国は、平成 27 年度補正予算において、「介護離職ゼロ」に向けた緊急対策とし

て、基金の積増しを行った。 

 しかし、基金の活用に当たっては、基金造成事業に要する各区分（介護施設等

の整備分、介護従事者の確保分）の経費の配分変更が認められていないことから、

都においては多額の基金残高が累積している。 

 介護施設等整備事業については、平成 18 年度の三位一体改革との関係から、基

金対象事業が地域密着型施設の整備などに限定されており、より需要のある広域

型施設の整備等へ充当できない。また、地域密着型サービス等について、今後、

施設の老朽化に伴い、需要が増加すると見込まれる大規模修繕が、補助対象とな

っていない。さらに、基金事業の配分基礎単価は令和７年度に一定程度引き上げ

られたものの、基本的に全国一律であり、建築価格や人件費の高騰は、首都圏を

はじめとした大都市においてより深刻であるという実態を十分に反映していな

い。特に、定期借地権の一時金に対する補助について、その補助額は、路線価の

２分の１に対して、その２分の１（実質４分の１）となっているため、事業者の

負担が大きく、都は、独自に上乗せして補助を行っている。 

 また、対象事業が限定的に列挙されているため、例えば、都が独自に実施して

いる、特別養護老人ホーム等を整備する際の土地賃借料への補助や、奨学金の貸

与を受けた介護職員に対して返済相当額を手当として支給する事業者や介護職員

用の宿舎を借り上げる事業者への支援など、自治体が地域の実情に応じて取り組

む事業が対象とならない。 

 さらに、近年、年度途中での解釈通知の変更や国庫補助への誘導等により、都

の予算の調整が必要となることで事業者への通知が遅れ、事業者は限られた期間

内での事業執行を余儀なくされるなど、都道府県の事業執行に影響を及ぼしてい

る。 

 

地域医療介護総合確保基金について、自治体が地域の実情に応じ

て有効な施策展開を図れるよう、弾力的に活用できる仕組みとする

こと。 
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＜具体的要求内容＞ 

（１）介護施設等整備事業について、地域の実情に応じた医療及び介護の総合的

な確保のための事業に要する経費を支弁するという基金の設置目的に鑑み、

以下のような対象の拡充を図ること。 

① 特別養護老人ホーム、介護老人保健施設等の広域型施設の整備について

も補助対象とすること。 

② 地域密着型サービス等の施設の老朽化に伴う大規模修繕についても補助

対象とすること。 

③ 大都市における建築価格や人件費の高騰及び地域差を踏まえ、既存基金

事業（地域密着型施設整備費、開設準備経費等支援事業の補助など）の配

分基礎単価を増額すること。 

④ 定期借地権等の一時金に対する補助について、大都市における路線価の

地域差などを踏まえ、補助率（２分の１）及び基準額（路線価の２分の１）

を引き上げること。 

（２）介護施設等整備事業における特別養護老人ホーム等を整備する際の土地賃

借料への補助や、介護従事者確保事業における奨学金の貸与を受けた介護職

員に対し返済相当額を手当として支給する事業者や介護職員用の宿舎を借り

上げる事業者への支援など、自治体の地域の特性に応じた独自の取組も対象

とすること。 

（３）年度途中での解釈通知の変更や国庫補助への誘導等により事業の執行に影

響を及ぼさないよう、都道府県の円滑な事業執行に配慮すること。 
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参  考 

 

○地域医療介護総合確保基金の執行状況（東京都） 

１ 介護施設等整備分

 

※平成２７年度補正分取崩額（B）の令和７年度執行分について、現時点の決算額を記入。 

 

２ 介護従事者確保分 

 
※令和６年度当初分取崩額（B）の令和７年度執行分について、現時点の決算額を記入。 

※令和７年度当初分取崩額（B）は、現時点の決算額を記入。 

 

（単位：千円）

年度
積立額

（A）
取崩額

（B)
残高

（A)-(B)

平成27年度 当初分 6,918,363 6,918,363 0

平成27年度 補正分
（平成37年度までに充当）

14,921,750 9,283,404 5,638,346

平成28年度 当初分 7,736,157 7,736,157 0

平成29年度 当初分 2,206,933 2,206,933 0

平成30年度　当初分 3,845,918 3,845,918 0

令和元年度　当初分 6,381,509 6,381,509 0

令和２年度　当初分 5,148,920 5,148,920 0

令和３年度　当初分 8,809,500 8,809,500 0

令和４年度　当初分 5,400,037 5,400,037 0

令和５年度　当初分 5,934,972 2,655,932 3,279,040

令和６年度　当初分 0 0 0

令和７年度　当初分 0 0 0

計 67,304,059 58,386,673 8,917,386

（単位：千円）

年度
積立額

（A）
取崩額

（B)
残高

（A)-(B)

平成27年度 当初分 920,885 920,885 0

平成27年度 補正分
（平成37年度までに充当）

1,449,182 1,449,182 0

平成28年度 当初分 1,975,850 1,975,850 0

平成29年度 当初分 565,108 565,108 0

平成30年度　当初分 2,707,868 2,707,868 0

令和元年度　当初分 1,873,151 1,873,151 0

令和２年度　当初分 2,115,497 2,115,497 0

令和３年度　当初分 5,900,599 5,900,599 0

令和４年度　当初分 11,684,121 11,684,121 0

令和５年度　当初分 4,841,933 4,841,933 0

令和６年度　当初分 4,489,551 4,489,551 0

令和７年度　当初分 4,179,085 213,124 3,965,961

計 42,702,830 38,736,869 3,965,961
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５ 介護サービス基盤の整備に向けた施策の充実 

 （提案要求先 財務省・厚生労働省） 

（都所管局 福祉局） 

 

＜現状・課題＞ 

 都では、令和 12 年度末までに特別養護老人ホームを６万４千人分、介護老人保

健施設と介護医療院を合わせて３万人分、認知症高齢者グループホームを２万人

分整備すること等を政策目標としており、介護施設等の計画的な整備を促進する

ためには、施設用地を確保する必要がある。 

 国は、平成 28 年１月から一億総活躍社会の実現に向けた緊急対策として、都市

部の国有地を活用して介護施設等を整備する場合に、貸付料の 50％減額を行って

いるが、都市部の中でも地価の高い地域においては、減額後の貸付料でもなお高

額であることに加え、定期借地権の期間にかかわらず、減額期間が貸付始期から

10 年間に限られていることから、施設を整備・運営する事業者の負担が大きい。 

 また、貸付対象施設は特別養護老人ホーム、軽費老人ホーム及び認知症高齢者

グループホーム等とされているが、貸付対象事業者が地方公共団体又は社会福祉

法人に限定されているため、軽費老人ホームや認知症高齢者グループホームを整

備する株式会社等が貸付を受けられない。 

さらに、介護老人保健施設及び介護医療院については、社会福祉法（昭和 26 年

法律第 45 号）第２条第３項第 10 号に規定する生計困難者に対して無料又は低額

な費用で介護老人保健施設又は介護医療院を利用させる社会福祉事業の用に供す

る場合に限られている。 

  加えて、貸付けの要望受付時において、貸付料の参考価格が示されないため、

貸付要望者が収支を見込むことが難しく、貸付料が見込みを大きく上回ることに

よって、貸付料が示された時点で事業計画の見直しが必要となる事例や計画自体

を取り下げる事例が発生している。 

 

＜具体的要求内容＞ 

（１）国有地に低廉な価格で社会福祉施設を整備することができるよう、地価が

高い地域においては、更なる減額を行うこと。 

（２）貸付期間全体を通して、貸付料の減額を行うこと。 

（３）多様な施設の整備に国有地を活用できるよう、貸付対象事業者を地方公共

団体又は社会福祉法人に限定することなく、医療法人や株式会社等も対象に

加えること。 

（４）介護老人保健施設及び介護医療院の整備促進が図られるよう、社会福祉事

業の用に供する場合に限らず、介護老人保健施設及び介護医療院を減額貸付

の対象とすること。 

（５）貸付要望者に、適正な時価に基づく貸付料の予定価格を示すこと。 

（１）定期借地権を利用した未利用国有地の貸付けについて、貸付条

件を見直すこと。 
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＜現状・課題＞ 

 国は平成 28 年７月、特別養護老人ホーム及び当該特別養護老人ホームに併設

する老人短期入所施設（以下これらを「特別養護老人ホーム等」という。）の用

に供する建物について、国又は地方公共団体以外の者から貸与を受けることを可

能とする規制緩和を行った。 

 これにより、社会福祉法人以外の個人や株式会社等が特別養護老人ホーム等の

整備を行うことが可能となったが、現在、特別養護老人ホーム等の整備に係る独

立行政法人福祉医療機構の福祉貸付事業の対象は、独立行政法人福祉医療機構法

（平成 14 年法律第 166 号）第 12 条において、「社会福祉事業施設を設置し、又

は経営する社会福祉法人その他政令で定める者」とされており、融資対象が社会

福祉法人に限定されている。 

 国が行った規制緩和を実効性のあるものにするためには、社会福祉法人以外の

者が特別養護老人ホーム等を整備する場合についても、福祉貸付事業の融資対象

とすることが有効である。 

 

＜具体的要求内容＞ 

 社会福祉法人以外の者が特別養護老人ホーム等を整備する場合の整備費等に

ついて、地方公共団体の補助制度の対象となっているなど、一定の要件を満たす

整備計画については、福祉貸付事業の融資対象とすること。 

（２）社会福祉法人以外の者が特別養護老人ホーム等を整備する場合

について、独立行政法人福祉医療機構の実施する福祉貸付事業の

融資対象とすること。 
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６ 有料老人ホーム入居者の居住の安定確保 

（提案要求先 厚生労働省） 

（都所管局 福祉局） 

 

＜現状・課題＞ 

令和６年、同一法人が運営する全国４か所（うち都内１か所）の住宅型有料老

人ホームにおいて、給料の未払いにより職員が一斉退職したことで、入居者への

サービス提供が行われず、入居者全員が短期間に施設からの転居を余儀なくされ

る事案が発生した。 

入居者の居住の安定確保の観点から、施設を閉鎖又は休止する際は、入居者の

希望に応じて、設置者が新たな転居先を確保することが必要であり、介護保険法

では、指定介護老人福祉施設の開設者等に対し、転居先の確保等、必要なサービ

スが継続的に提供されるための便宜の提供を義務付けることや、便宜の提供が円

滑に行われるよう都道府県等が関係者間の連絡調整や開設者等及び関係者に対

する助言等を行うことについて、規定されている。しかし、老人福祉法では、こ

れまでこのような規定がなく、有料老人ホームで同様の事案が発生した場合、入

居者が行き場を失うことが危惧される。 

また、医療ニーズの高い、がんや難病などの高齢者を主な入所対象とした住宅

型有料老人ホーム（いわゆるホスピス型有料老人ホーム）においては、入居する

高齢者が難病等の場合に、高齢者向け住まいの紹介を行う事業者（以下「情報提

供等事業者」という。）に対し、高額な紹介手数料を支払っている事案が明らか

になっている。 

国は、有料老人ホーム設置運営標準指導指針を改正し、これを踏まえ、都でも

運営指導指針に有料老人ホームが情報提供等事業者と委託契約等を締結する場

合の留意事項を盛り込んだが、指針には法的拘束力がなく、設置者等への指導に

は限界がある。 

なお、国は上記事案を踏まえ、「有料老人ホームにおける望ましいサービス提

供のあり方に関する検討会」において、有料老人ホームの運営及びサービス提供

のあり方、指導監督のあり方、入居者に対する過剰な介護サービスの提供（いわ

ゆる「囲い込み」）対策のあり方等について検討を行い、運営の適正化や入居者

保護の観点から、関係法令等における規定の整備を含めた対応の方向性を示し

た。これを踏まえ、国においては老人福祉法の改正案が作成され、全国知事会を

通じて情報提供が行われたところである。あわせて、今後、中重度の要介護者を

入居対象とする有料老人ホームについては、新たに登録制が導入されることとさ

れているが、現時点で具体的な制度の内容や運用の考え方、今後のスケジュール

について示されていない。 

また、すでに登録制が導入されているサービス付き高齢者向け住宅（以下「サ

高住」という。）については、国土交通省がサ高住の登録業務に係るデータシス

有料老人ホームの入居者がより一層安心して居住できるよう対策

を講じること。 
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テムの構築を行っているが、有料老人ホームの登録業務に係るデータシステムの

構築の方向性については、国から詳細が示されていない。 

 

＜具体的要求内容＞ 

（１）都道府県等の意見を聴いた上で、広く被保険者の信頼に足るサービスの質

を担保し、利用者の主体的な選択に基づく適正な介護サービスが提供できる

運営体制を確保するために、実効性のある基準を省令等で定めること。また、

法改正の施行にあたっては、現入居者の不利益にならないよう配慮するとと

もに、届出制の有料老人ホームやサ高住等との役割分担を明示すること。 

（２）中重度の要介護者を入居対象とする有料老人ホームに登録制が導入される

場合には、都道府県及び事業者が十分な検討と準備を行うことができるよう、

制度の内容や運用の考え方、今後のスケジュール等について速やかに情報提

供を行うこと。また、都道府県が行うこととなる登録業務に係るシステムに

ついて、サ高住の登録業務に係る国土交通省のデータシステムと連携を図り

ながら、事業者や都道府県の負担とならないよう国において構築すること。 
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（提案要求先 国土交通省） 

（都所管局 住宅政策本部・福祉局） 

 

＜現状・課題＞ 

平成 23 年に改正された高齢者の居住の安定確保に関する法律（平成 13 年法律

第 26 号。通称「高齢者住まい法」。）により、サービス付き高齢者向け住宅の登

録制度が創設された。 

高齢者の居住の安定の確保に関する基本的な方針（平成 21 年８月 19 日厚生労

働省・国土交通省告示）においては、「国及び地方公共団体は、高齢者の居住の

安定を確保する観点から、保健医療サービス及び福祉サービスの付いている住ま

いについて、施設及び住宅の種類にかかわらず、適切かつ円滑に供給されるよう

な環境を整備すること」とされている。 

東京都では、「2050 東京戦略」（令和８年３月）において、政策目標として、

サービス付き高齢者向け住宅等を 2030 年度末（令和 12 年度末）までに３万３千

戸整備することとしている。都は、国の補助に加え、整備費補助を行うなど供給

の促進を図り、令和７年度末現在の整備状況は、約２万４千戸（うちサービス付

き高齢者向け住宅は約１万８千戸）となっている。 

今後、東京は、世界に例を見ない規模とスピードで高齢化が進んでいくことか

ら、高齢者が、介護が必要となった場合でも、住み慣れた地域で安心して暮らせ

るよう、多様化する高齢者のニーズに応じた住まいが都内に広く供給され、高齢

者がそうした住宅を自ら選択できる環境を整える必要がある。 

近年、サービス付き高齢者向け住宅を運営している事業者からは、工事費が高

騰していることや、人材確保が困難なことにより、都内では新規建設がしづらく

なっていると聞いている。 

こうした中、スマートウェルネス住宅等推進事業による国の補助は、令和８年

度(2026 年度)から、新築においては補助要件に住戸の床面積が 25 ㎡以上である

こと等が追加され、今後も需要の増加が見込まれる地域においても、国から事業

者への直接的な支援が縮小する。 

一方で、国は中重度の要介護者を入居対象とする有料老人ホームの登録制度を

導入することとしており、これまで供給を進めてきたサービス付き高齢者向け住

宅との役割分担を含め、具体的な制度の内容や運用の考え方、今後のスケジュー

ル等が示されていない。 

 

＜具体的要求内容＞ 

高齢者がニーズに応じて住まいを確保できる環境を整備するため、関係省庁間

２ サービス付き高齢者向け住宅等の供給促進のた

めの財政支援 

多様なサービス付き高齢者向け住宅等の供給を促進するため、スマ

ートウェルネス住宅等推進事業を改善すること。 
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で連携して、法令等に基づく高齢者向けの住まいの全体像と各施策の役割分担や

財政支援の方針等を明らかにした上で、引き続き、地域の実情に応じて、多様な

サービス付き高齢者向け住宅が供給されるよう、スマートウェルネス住宅等推進

事業等の関係施策を改善すること。 
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１ 生活困窮者自立支援制度の充実 

（提案要求先 厚生労働省） 

（都所管局 福祉局） 

 

＜現状・課題＞ 

生活困窮者自立支援法（平成 25 年法律第 105 号）に基づき、区市等が実施主

体となり、自立相談支援事業などの必須事業に加え、地域の実情に合わせて、居

住支援、就労準備支援、子どもの学習・生活支援などの任意事業を実施している。

自立相談支援機関が対応する相談者の課題は、経済的困窮をはじめとして、就労

活動困難、病気、住まいの不安定など多様化・複合化しており、地域において関

係機関と連携しながら、総合的な支援を行う体制整備は重要である。 

そういった体制整備のためには、安定的かつ十分な財源確保が必要であるが、 

各事業の補助基準額については、地方自治体の人口規模等に応じて上限が設定さ

れており、各種の事業を積極的に取り組む自治体ほど、基準額とのかい離が大き

くなる。また、任意事業は必須事業と比べて国の補助率が低く、各自治体におい

て実施体制を整備・拡充するに当たっては、地方負担が大きくなりやすい構造と

なっている。 

加えて、自立相談支援機関には、食料の確保が困難な状態で相談に至る方も来

所しているが、中核事業である自立相談支援事業においては、食料購入費や購入

に係る人件費が国庫負担の対象に含まれておらず、自立相談支援機関が、積極的

に食料支援に関与することが難しい状況にある。食料支援は、相談者の身近な地

域で行われることが望ましく、都は、食料支援の拠点を設置する区市町村に対し

てフードパントリー設置事業やフードパントリー緊急支援事業を実施するなど、

区市町村や民間団体等による食料支援の取組を支援してきた。一方で、これらの

取組に対する国の財政支援は、例年、補正予算の範囲内にとどまっており、安定

１ 生活・雇用に関するセーフティネットの強化 

多様な課題を抱える生活困窮者に対し、地域において総合的な支

援が実施できるよう、安定的かつ十分な財源確保を図るとともに、

相談支援員の増配置等による負担増に対する支援を行うこと。 

また、ハローワークが自治体との連携を強化し、生活困窮者に対

する実効性のある就労支援を実施すること。 

生活に困窮する方への効果的な支援策を早急に示すとともに、生

活困窮者自立支援法の運用に当たっては、その実施が円滑に進むよ

う、引き続き地方自治体の意見を十分に取り入れること。 
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化しているとは言い難い。 

また、居住支援強化に係る対応や関係機関との連携強化等が求められており、

各自治体における任意事業を含む取組が段階的に増加していくことが見込まれる

中、相談員を増配置する必要性が高まっている。併せて、生活困窮者支援の質を

確保するため、相談支援員等に対する継続的な人材育成も不可欠である。 

一方で、実施主体を都道府県に移管後も国が実施する従事者養成研修について

は、自立相談支援事業や就労準備支援事業等の任意事業を含め、必要とされる従

事者数に見合った実施規模が確保されていない。 

さらに、現在都道府県が行う研修に対する国の財政措置が不十分であることに

加え、養成研修の更なる移管や研修体系の見直しによる都道府県の財政負担の増

大が懸念される。 

 就労訓練事業については、令和元年度から非雇用型の利用者向けの傷害保険加

入料等を補助できることとなったが、事業所に対する経済的インセンティブ支援

としては不十分であり、生活困窮者を受け入れることが困難となっている。 

また、平成 30 年の改正法では、自治体に対し認定就労訓練事業所の受注の機

会の増大を図るように努めることとされたが、その促進に向けた効果的、具体的

な方策が示されていない。 

 多様な課題を抱える生活困窮者の就労自立を促進するためには、就労準備支援

や就労訓練を経た上で、ハローワークの雇用開拓、職業紹介機能を有効に活用し、

一般就労を実現していく必要がある。 

 さらに、物価高騰等の影響により、より厳しい状況に立たされている生活困窮

者への効果的な支援策について更に検討し、それを早急に示すとともに、生活困

窮者自立支援法の運用にあたっては、その実施が円滑に進むよう、引き続き実施

主体の区市等の意見を十分踏まえるべきである。 

なお、新型コロナウイルス感染拡大の影響による失業や休業に伴い収入が減少

した生活困窮者を対象とした生活福祉資金の特例貸付の貸付件数は、緊急小口資

金で約 25 万件、総合支援資金では約 40 万件となっており、借受人への償還免除

や償還猶予の案内を含め償還業務、フォローアップ支援を適切に実施する必要が

あり、国は確実に財源措置をするべきである。 

 

＜具体的要求内容＞ 

（１）実施主体である区市等において、生活困窮者に対する総合的な支援が実施

できるよう、国庫負担・補助基準額の更なる引上げ並びに就労準備支援事業、

家計改善支援事業、居住支援事業及び子どもの学習・生活支援事業の補助率

引上げを含め、十分な財源確保を図ること。 

また、相談支援員の増配置等による負担増に対する支援を行うこと。 

（２）自立相談支援機関において、より積極的に食料支援を行えるよう、食料購

入費や関連する人件費を、国庫負担の対象とすること。また、区市町村や民

間団体等を通じた食料の支援に対して、安定的な財政支援を行うこと。 

（３）実施主体を都道府県に移管後も、国が実施する従事者養成研修について、

自立相談支援事業、就労準備支援等の任意事業の従事者の必要数を踏まえ、

必要な実施規模を確保すること。 

また、都道府県において、今後移管される養成研修の対応や、更なる研修
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体系の充実が図れるよう必要な財源の確保を図ること。 

（４）就労訓練事業の実施事業所の確保に向け、自治体による受注の機会の増大

も含め、民間事業者の積極的な参入を促進するための効果的、具体的な対策

を講じること。 

（５）ハローワークにおいて、自治体に設置した常設窓口や巡回相談等のワンス

トップ型の支援を充実させるとともに、自治体との連携を強化し、生活困窮

者に対する実効性のある就労支援を実施すること。 

（６）物価高騰等により、より厳しい状況に立たされている生活困窮者への効果

的な支援策について検討し、その内容を早急に示すこと。 

（７）生活困窮者自立支援法の運用に当たり、その実施が円滑に進むように、引

き続き実施主体である地方自治体の意見を十分に取り入れること。 

（８）生活福祉資金の特例貸付における償還業務とフォローアップが終了するま

での都道府県社会福祉協議会の事務体制に対する事務費を国が責任を持って

確実に財源措置すること。 

 

参  考 

 

○令和７年度の都内区市の超過負担の状況（国庫負担・補助金協議時点） 

 

区分 
自立相談支

援事業 

就労準備

支援事業 

家計改善

支援事業 

シェルタ

ー事業 

地域居住

支援事業 

学習・生活

支援事業 

所要額が基
準額を超え
る区市 

５区３市 ２区 １市 ２区 ２区 ５区４市 

平均超過率 43.6％ 33.0％ 5.2％ 14.1％ 22.9％ 32.4％ 

※自立相談支援事業については、上記以外の１市においても人口規模等により適用され

る基準額を超過していたが、厚生労働省との個別協議の結果、基準額が引き上げられて

いる。 

 

○令和７年度の生活困窮者自立支援制度人材養成研修受講者枠と申込状況（東京都） 
 主任相談

支援員 
養成研修 

相談支援員 
養成研修 

就労支援員・就労準備支援 
事業従事者養成研修 

家計改善
支援員 

養成研修 

居住支援事業 
支援員 

養成研修 

子どもの学
習・生活支
援事業支援
員養成研修 

受 講 者 枠 28 人 56 人 52 人 39 人 ９人 17 人 
受講申込者数 23 人 83 人 50 人 58 人 43 人 22 人 

 ※受講者枠は、厚生労働省から東京都に割り当てられた人数 

  

○居場所機能等の充実に関する都内区市の検討状況 

 実施したい 検討中 

区 ４ 12 

市 ２ ７ 

合計 ６ 19 

（平成 28 年２月調査） 
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○就労訓練事業等の認知度、就労訓練事業の認定取得意向 

就労訓練事業等の認知度 構成比 就労訓練事業の認定取得意向 構成比 

就労準備支援事業及び就労訓練事業

の両方について知っている 
18.4％ 認定を取得する意向あり 3.0％ 

就労準備支援事業についてのみ知っ

ている 
2.9％ 

類似事業を実施するが、認定は取

得しない予定 
0.8％ 

就労訓練事業のみ知っている 3.9％ 
事業（類似事業を含む）は、実施

しない予定 
47.4％ 

就労準備支援事業も就労訓練事業

も、ともによく知らない 
74.0％ 検討中／わからない 47.0％ 

無回答 0.8％ 無回答 1.8％ 

合計 100％ 合計 100％ 

出典：「就労準備支援事業及び就労訓練事業（中間的就労）に関するアンケート調査等

報告書」（平成 26 年 12 月東京都福祉保健局）。アンケート回答数 1,079 社／4,000 社 

 

 

○都内自治体のハローワーク常設窓口、巡回相談、就職支援ナビゲーターの状況 

区分 区 市 合計 

自治体常設窓口 19 か所 ４か所 23 か所 

巡回相談 23 か所 18 か所 41 か所 

就職支援ナビゲーター 69 人 27 人 96 人 

※就職支援ナビゲーターは、ハローワークと自治体常設窓口を合わせた人数 

（令和８年４月末時点） 

 

〇生活福祉資金特例貸付件数 

緊急小口資金 
総合支援資金 

初回 延長 再貸付 

 
256,482 

 
190,134 

 
95,220 

 
116,441 
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２ 権利擁護の推進 

（提案要求先 厚生労働省） 

（都所管局 福祉局） 

 

＜現状・課題＞ 

日常生活自立支援事業については、生活困窮者自立相談支援事業等補助金の

「その他生活困窮者の自立の促進を図るために必要な事業」に位置付けられてい

るが、今後の認知症高齢者の増加等に伴い、ニーズの拡大が見込まれることから、

将来的な財源不足が危惧される。都では、都内全域に専門員を配置しており、事

業継続のためには安定した人件費の確保が不可欠である。 

令和７年 12 月の社会保障審議会福祉部会において示された報告書では、頼れ

る身寄りがいない高齢者等を対象に生活上の課題に関する支援を行う事業を、無

料又は低額の料金で利用できる事業として新たに第二種社会福祉事業に位置付け

ることとしている。そこで、利用者への良質なサービス提供の観点から、民間事

業者を含む多様な主体（以下、「事業者等」）に対して、死後事務における履行

確認等の業務について予めマニュアル等により適切な取組方法を示し、自主的対

応を促進していくことで、法の施行時における適正な事業運営の確保策を講じる

必要がある。また、事業者等は、事業の開始に当たって都道府県知事へ届出を行

い、知事は、必要に応じて事業経営の状況調査、制限、停止を行うことができる

としていることから、適正な書類審査や実効性を伴った指導、処分等を行うため

に、事業者等が取り組むべき要件や基準を省令等で規定する必要がある。さらに、

（１）日常生活自立支援事業について、将来にわたり事業実施に必

要な財源を確保すること。 

（２）頼れる身寄りがいない高齢者等を対象とする新たな第二種社

会福祉事業について、法の施行までに民間事業者を含む多様な

主体が取り組むべき要件や基準を規定するなど、利用者が安心

できる適正な事業運営の確保策を示すこと。また、事業の実施

に必要な財源を確保すること。 

（３）単身高齢者等が将来の不安等について身近な地域で相談でき

る支援体制の整備に対し財政支援を行うこと。 

（４）成年後見制度利用促進基本計画の求める地域連携ネットワー

ク及び中核機関が担うべき機能を整備するために、区市町村に

対し十分な財政支援を行うこと。 
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都道府県社会福祉協議会に対しては日常生活自立支援事業と同様、この新たな事

業を安定的に実施するために十分な財源が必要になる。 

国は、令和６年度から、単身高齢者等の生活上の課題に対応するため、相談窓

口の整備等に取り組む市町村に直接、財政支援を行うモデル事業を立ち上げたが

令和７年度末をもって終了した。区市町村が主体となることで、地域のニーズに

応じた包括的支援体制や部門間ネットワークの中で連携して対応できるため、都

は、令和６年度より、区市町村における相談支援体制の整備を推進する事業を展

開しているが、今後も継続的に取り組むには、安定的かつ十分な財源が必要であ

る。 

 成年後見制度について、国は、第二期成年後見制度利用促進基本計画において、

市町村が、地域や福祉、行政などに司法を加えた多様な分野・主体が連携する仕

組みとしての地域連携ネットワークを作っていく必要があるとし、家庭裁判所と

も連携の上、自発的に取り組むことを求めている。また、法制審議会民法部会に

おいて成年後見制度の改正に向けた審議が進められている中、令和７年 12 月の社

会保障審議会福祉部会では、権利擁護支援のコーディネートや関係機関の連携強

化等を行う事務を市町村の努力義務とし、その事務を担う中核機関を法定化する

ことが示されていることからも、実施主体である区市町村に対しては十分な財政

支援が必要である。 

 

＜具体的要求内容＞ 

（１）日常生活自立支援事業の今後の利用実績の増加を見据え、人件費等将来に

わたり事業実施に必要な財源を確保すること。 

（２）新たな事業の利用者が安心してサービスを受けられる環境を整備するため、

死後事務における履行確認等の業務について、早期にマニュアル等により適

切な取組方法を示し、法施行までに自主的対応を促進することで、事業者等

が適正な運営を確保できるようにすること。また、都道府県が、実効性の伴

った指導等を行うことで、トラブルの防止や解消が図られるよう、事業者等

が取り組むべき要件や基準を省令等で規定すること。さらに、都道府県社会

福祉協議会に対しては、現行の日常生活自立支援事業と同様、新たな事業を

安定的かつ継続的に実施できるよう十分な財源を確保すること。 

（３）区市町村を主体とした単身高齢者等への相談支援体制の整備に取り組む都

道府県に対し財政支援を行うこと。 

（４）成年後見制度について、成年後見制度利用促進基本計画の求める福祉・行

政・法律専門職など多様な主体の連携による「支援」機能の整備に取り組む

区市町村に対し、安定的かつ十分な財政支援を行うこと。 
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参  考 

 

○都内認知症高齢者数 

区分 
令和４年度 

（2022 年度） 

令和 12 年度 推計 

（2030 年度 推計） 

認知症高齢者の日常生活自立度Ⅰ 約 13 万人 約 14 万人 

認知症高齢者の日常生活自立度Ⅱ以上 約 36 万人 約 41 万人 

計 約 49 万人 約 55 万人 

出典：東京都福祉保健局高齢社会対策部「令和４年度認知症高齢者数等の分布調査」 

（令和５年３月） 

 

○都内の日常生活自立支援事業の利用実績 

年度 契約件数 相談件数 

平成 29 年度 3,608（1,429） 205,090 

平成 30 年度 3,753（1,521） 214,393 

令和元年度 3,839（1,603） 207,352 

令和２年度 3,976（1,585） 214,123 

令和３年度 4,123（1,597） 228,314 

令和４年度 4,290（1,526） 235,185 

令和５年度 4,236（1,591） 242,707 

令和６年度 4,300（1,582） 245,863 

令和７年度 4,397（1,497） 246,142 

※契約件数の（ ）内は生活保護受給者で内数  

 

○都内の成年後見制度利用者数  

後見 保佐 補助 任意後見 合計 

19,231 人 5,260 人 1,821 人 563 人 26,875 人 

出典：東京家庭裁判所提供資料（令和７年 12 月 31 日時点） 

 

○都内の成年後見制度推進機関の設置自治体数（令和７年度末時点） 

成年後見制度推進機関の設置自治体 53 区市町村（内訳：23 区、26 市、３町、１村） 

 
○都内の社会貢献型後見人養成講習修了者数（令和７年度末時点） 

都内の社会貢献型後見人養成講習修了者数 2,935 人 
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１ 低所得者に対するエアコン設置に係る支援 

（提案要求先 厚生労働省） 
（都所管局 福祉局） 

 

＜現状・課題＞ 

令和７年３月の内閣府消費動向調査によると、低所得世帯におけるエアコン保

有率は全世帯平均よりも低い傾向が示されている。 

都は、予想される夏の猛暑に備え、都民の命と健康を守る対策を迅速に講じる

ため､低所得世帯（被保護世帯を除く）及び一時扶助の対象とならない被保護世帯

への、エアコン設置促進に取り組む区市町村等を支援する補助事業を、令和８年

度に限り実施することとした。 

被保護世帯における冷房器具の取扱いについては、生活保護の実施要領が改正

され（平成 23 年７月 19 日付社援発 0719 第２号厚生労働省社会・援護局長通知）、

生活保護受給者が冷房設備を購入するために貸付金を利用した場合、当該貸付金

は収入認定除外し、その償還金は収入から控除する取扱いとされた。この取扱い

については、平成 26 年７月の実施要領の改正において、保護費以外の収入の有無

にかかわらず、該当する全ての生活保護受給者に生活福祉資金の貸付けを認め、

それにより購入することができるように改められた。 

 これにより、保護費以外の収入がない者についても、家具什器の破損等により

緊急に当該物品を購入する必要がある場合等、真にやむを得ない事情がある場合

には、家具什器の購入の道が開かれることになるが、償還金は、生活費の中から

捻出しなければならない。 

 また、「「生活保護法による保護の実施要領について」の一部改正について」

（平成 30 年６月 27 日付社援発 0627 第１号厚生労働省社会・援護局長通知）によ

り、一時扶助における家具什器費について、冷房器具の購入に必要な費用の支給

が認められた。 

 しかしながら、その対象は、平成 30 年４月１日以降に、保護開始時や転居時に

おいて冷房器具の持ち合わせがない場合等の要件を満たした者に限られている。

そのため、現行制度では、平成 30 年３月 31 日以前に保護開始となった世帯の多

２ 生活福祉施策の推進 

熱中症対策として低所得世帯へのエアコン設置促進に取り組む

自治体に対し財政支援すること。 

また、生活保護受給者については、必要な方に購入設置経費を一

時扶助として支給が可能となるようにするとともに、夏季の冷房器

具使用に係る電気料金相当分を含め、高騰する光熱水費の需要を生

活扶助基準に反映させること。 

- 192 -



くは、熱中症予防が特に必要と判断される者がいる場合であっても、冷房器具の

購入に必要な費用の支給を受けられない。 

また、令和９年度から家庭用エアコンの新たな省エネ基準により、価格帯に変

化が生じる可能性があることから、生活保護における現行の一時扶助費では冷房

器具の購入が困難となることが危惧される。 

東京消防庁管内の熱中症による救急搬送人員は、令和３年以降増加しており、

中でも 65 歳以上の高齢者の割合が半数以上を占めている。熱中症予防のためには

冷房器具で室温をこまめに調節すること等が有効であり、都としても、東京都熱

中症対策ポータルサイトなどにより普及啓発に取り組んでいる。冷房器具の効果

的な使用を担保するとともに、最低限度の生活を維持するため、高騰する光熱水

費を生活扶助基準に反映させる必要がある。 

 

＜具体的要求内容＞ 

（１）熱中症対策として低所得世帯へのエアコン設置促進に取り組む自治体に対

し財政支援すること。 

（２）健康維持管理上、冷房器具を必要とする生活保護受給者については、保護

開始時や転居時において持ち合わせがない場合等に限らず、実施機関の判断

により購入設置経費を一時扶助として支給が可能となるようにすること。 

（３）一時扶助費の上限額については、新たな省エネ基準に対応した冷房器具の

価格に見合ったものとすること。 

（４）健康維持管理及び最低限度の生活を維持するため、夏季の冷房器具使用に

係る電気料金相当分を含め、高騰する光熱水費の需要を生活扶助基準に反映

させるなど、措置を講ずること。 

 

参  考 

 

 

過去５年間の年齢区分別の救急搬送人員（各年６月～９月） 

（単位：人） 

年齢区分 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 令和７年度 前年増加率 

５歳以下 18 40 36 39 42 107.7％ 

６～12 歳 91 171 229 186 185 98.9％ 

13～15 歳 92 128 194 165 176 106.7％ 

16～18 歳 104 169 195 178 196 110.1％ 

19～64 歳 1,282 2,276 2,770 2,999 3,751 125.1％ 

65 歳以上 1,827 3,229 3,688 4,426 4,853 109,6％ 

合計 3,414 6,013 7,112 7,993 9,203 115,1％ 

（出典：東京消防庁） 
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